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総括 班 

新学術領域研究「法と人間科学」 

2011 年度・2012 年度 活動報告 
 

仲 真紀子 
（北海道大学） 

 
 
 
 本研究課題は，法学者，司法の実務家，心理・

社会学者が恊働して研究を行い，人材育成の道筋

をつくることのできる領域を確立することを目指

している。具体的には，10の研究班と 8つの公募

班から成る 4つのフィールド，すなわち「法意識・

教育」「捜査手続き」「裁判員裁判」「司法と福祉」

において，法学者，心理学者，実務家が恊働し，

①司法の実務に即した課題について，現場のフィ

ールドを前提とする研究活動を行い，②得られた

成果を制度や実務へと還元し，③制度や実務から

のフィードバックを得て，新たな研究課題へと投

入する，という活動を進めている。 

 以下，4 つのフィールドの概要と研究活動を示

す。 

【法意識と教育】裁判員制度の成立にともない，

一般市民が司法に関心を寄せ，実務にも関わるよ

うになった。市民の法意識や法に関する教育は重

要な課題である。①唐沢班は，司法の基本的概念

である「所有」意識の歴史的展開，発達を調べ，

所有権に関する教育教材を開発している。②河合

班では，厳罰化・死刑は犯罪を抑止しないという

研究成果にもとづき，市民の厳罰化・死刑に関す

る信念，科学的データとの乖離を調査し，市民へ

の知識提供法を行っている。③久保山班では，民

事紛争をテーマに，法教育のゲーム教材を作成し

ている。④長谷川班では，小学校高学年を対象と

した法教育の授業を企画し，その効果検証を進め

ている。 

【捜査手続き】足利事件の虚偽自白をはじめ，事

情聴取の方法や記録法は現代的な問題である。こ

こでは，⑤佐藤班が，複数回にわたって録取され

る供述を三次元的に視覚化し，信用性の査定を支

援するシステムを作成中である。⑥高木班では，

虚偽自白発生防止を組み込んだ被疑者面接技法の

作成を，⑦厳島班では，目撃証言の正確さを保証

する識別・尋問方法の開発を目指している。 

【裁判員裁判】裁判員制度が開始され，市民によ

る司法参加に伴う問題や支援の必要性が明らかに

なってきた。⑧伊東班は，衝撃的な犯罪現場の提

示や証言など，情動情報が市民の認知や司法判断

に及ぼす影響を明らかにし，裁判員制度運用に関

する提言を行う。⑨指宿班は，裁判員裁判におけ

る取り調べの可視化の効果と問題点を明らかにし，

ガイドラインの策定中である。⑩佐伯班では，裁

判員裁判における量刑判断の在り方について，手

続二分や裁判員に提示される量刑傾向に関する情

報の効果を検討している。⑪石崎班では，事件に

関する情報の重み付けが評議に及ぼす影響につい

て研究している。⑫山崎班では，検察審査員の心

的プロセスを明らかにし，検察審査会の議決の妥

当性を評価し得る心理学モデルの構築を目指して

いる。 

【司法と福祉】被害者をどのように保護支援する

か，犯罪を犯した者の立ち直りにどう働きかける

かという問題を扱う。⑬仲班は発達心理学の視点

に立ち，虐待被害を受けた子どもに対する事情聴

取の方法を確立するとともに，司法関係者，医療

関係者，福祉関係者との連携のあり方を調べてい

る。⑭石塚班は，発達障害における成人・少年の

一貫した処遇の検討などを通して，人間科学的知

見の活用の関係について，そのあるべき姿を提案

する。⑮櫻井班では，カルト問題に焦点を当て，

逆境を経験したサバイバーの「生き抜く智恵」「立

ち上がる力」について研究している。⑯唐沢班で

は心の推論や責任判断と対人行動との関連を踏ま

え，被害者自身が望む「被害者理解」を促進する
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知見の産出を目指している。⑰安田班では，DV被

害を中心に，現場支援者間，現場支援者と弁護士

といった異なる専門家間での連携の実態と可能性

を調べている。そして⑱田中班では，司法面接に

焦点を当て，面接者の質問形式と子どもの応答と

の関係性や，子どもの語りの特徴を調査している。 

 以上のすべての研究班において（a）実務家と

の問題共有，（b）基礎研究，（c）実務家・市民へ

の成果提供（提言，ガイドラインの作成，実務家

研修，教材の普及等），（d）実務家・市民からの

フィードバック，というサイクルにより研究を推

進する。特に（c）成果提供は総括班が指揮を取り，

18グループが連携をもって実施する。 

 このように，法学，心理学，および司法の実務

に携わるものが恊働することにより，実証科学に

支えられた法の実務，法制度の構築を導き，社会

の福祉と幸福のために資することを目指している。 

 本報告書は，2 年度を終了するにあたり，中間

報告を行うものである。 

 

2011年度 活動報告 

1．HPの設置 

2012年2月にホームページを新たに開設した。

ホームページでは，領域の目的をトップに設け，

研究概要，組織，ニューズレターの発行物などを

掲載している。また，各研究グループの個別ペー

ジを設け，それぞれの研究内容をより詳細に紹介

している。イベント情報・お知らせでは，領域全

体に関わる情報のみならず，各グループの情報も

随時掲載できるようにし，多彩な情報を市民，実

務家，研究者に提供できるようにした。 
 
2．2011年度 実務家研修 

(1) 第１回  
2011年 5月 27日（金），15時～17時，学習院

大学文学部にて，2011年度第 1回法と心理学者に

よる実務家研修「目撃供述はなぜ誤るのか：その

原因と目撃供述の評価法」を開催した。 
  研修では，講師の厳島行雄教授（日本大学）か

ら，目撃供述が誤る心理学的原因についての解説，

目撃供述の信用性を評価する方法が報告された。

心理学の理論的な解説に加え，厳島氏が携わった

実例による解説も行われた。講演後の質疑応答で

は，目撃供述の信用性についての様々な議論が交

わされた。 
 
(2) 第２回 
  2011年 9月 18日（日），15時～17時，日本大

学文理学部にて，2011年度第 2回法と心理学者に

よる実務家研修「被疑者へのビデオ録画面接の効

果：面接技術の向上のためにも」を開催した。 
  この研修では，R. ブル教授（英国レスター大学）

を講師として招聘した。講演では，教授が実施し

た録画面接の分析から，面接中の暗示的 / 誘導的

質問の存在について解説をいただいた。そして，

面接のガイドライン，トレーニングマニュアルを

制定することの必要性，イギリスにおける取り調

べ面接の法制度化についても説明いただいた。警

察関係者や弁護士の方々も数多く参加され，概ね

好評な感想をいただいた。 
 
3．2011年  法と心理学シンポジウム 

  2011 年 10 月 1 日，法と心理学会第 12 回大会

（名古屋大学）においてシンポジウム「エビデン

スに基づく取り調べの科学化」を開催した。 
  本領域からは，仲真紀子教授（北海道大学）が

「科学的証拠に基づく取り調べの高度化―司法面

接の展開と PEACE モデル―」，高木光太郎教授

（青山学院大学）が「足利事件の虚偽自白事例か

ら取り調べの科学化について考える」，指宿信教授

（成城大学）が「取り調べの“高度化”をめぐっ

て」の講演を行った。また，実務家である安原浩

氏（兵庫弁護士会）からは「裁判実務から見た取

り調べの問題点」の講演をいただいた。唐沢穣教

授（名古屋大学）も討論者として参加し，取り調

べの高度化に向けた現在の取り組み，今後の法制

定などに向けた議論を行った。 
 
4．模擬裁判 

  2012年 2月26日（日），13時～17時，札幌市

資料館にて，2011 年度模擬裁判企画を開催した。

この企画には，34 名の一般市民と，22 名の研究

者が参加した。2011年度の企画担当は司法面接班

（代表：仲）であったため，幼児への虐待，心理

学者による専門家証言，量刑判断に焦点を当てた

事案を取り上げた。 
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一般市民の参加者は，初めに法廷での裁判劇を

視聴した後，模擬評議にて量刑判断を行った。そ

の後，全体の討議が行われた。討議では，研究者

からのみならず，市民の方々から様々な意見が飛

び交い，意義深い議論がなされた。 
 
5．ニューズレター1号発行 

  2013年3月に，ニューズレター1号を発行した。

このニューズレターは，法と人間科学が主催した

イベントの報告を主な目的としている。 
1 号ではキックオフ特集として，各班代表者の

挨拶を掲載した。加えて，プロジェクトの概要説

明や，2011年度に実施した企画（実務家研修，シ

ンポジウム，模擬裁判）をレポートした。 
また，領域の広報用ツールとして，リーフレッ

ト，クリアファイルもあわせて作成し，各関係機

関に配布した。 
 
6．公募班の募集と決定 

  2011 年中旬より公募班の募集を実施し，2012
年度より新たに 8つの研究課題が採択された。以

下の研究班には2012年度より 2年間，「法と人間

科学」のメンバーとして新学術領域の基盤作りに

貢献していただく。 
・長谷川真里 氏（横浜市立大学）「小学生対象の

民主主義理解教育の提案とその効果検証」 
・佐伯昌彦 氏（千葉大学）「裁判員裁判における

量刑審理・評議の在り方」 
・石崎千景 氏（名古屋大学）「公判の「振り返り」

が裁判員による情報の重み付けに及ぼす影響の

検討」 
・山崎優子 氏（立命館大学）「検察審査員の判断

を規定する要因および判断にいたる心的プロセ

スについての実証的研究」 
・櫻井義秀 氏（北海道大学）「カルト被害の救済

と回復 ―レジリアンスの視角から―」 
・唐沢かおり 氏（東京大学）「犯罪被害者の心の

推論と支援的環境の構築」 
・安田裕子 氏（立命館大学）「DV 被害母子支援

の地域連携 ―福祉・心理と司法の融合に向けた

アクションリサーチ― 
・田中晶子 氏（四天王寺大学）「司法面接におけ

る子どもの語り：質問形式と応答の関係性につ

いて」 
 
2012年度の活動報告 

1．2012年度 実務家研修 

(1) 第１回 
  2012年 6月 1日（金），14時 30分～17時，岡

山大学津島キャンパスにて，2012 年度第 1 回法

と心理学者による実務家研修「市民と育む法意

識：法教育の理論と実践」を開催した。本研修で

は，唐沢穣教授（名古屋大学）のコーディネート

のもと，講師 4名の講演と質疑応答を行った。 
研究者からは，外山紀子教授（津田塾大学）が

社会認識の発達について，吉岡昌紀教授（清泉女

子大学）が道徳教育と法教育の共通点と相違点に

ついて講演を行った。実務家からは，梅田比奈子

氏（横浜市教育委員会）が小学校での実践例，村

松剛氏（横浜弁護士会）が中学校での実践例につ

いて講演を行った。研修の参加者は計 30 名で，

研究者（心理学者・法学者・社会学者）のみなら

ず，弁護士，検察官にも参加いただいた。 
  なお，本企画の開催に当たっては，日本認知心

理学会第 10 回大会準備委員会，岡山大学，寺澤

孝文先生，堀内孝先生，林創先生にご協力頂いた。 
 
(2) 第２回 
  2012年 9月14日（金），13時～17時，専修大

学生田キャンパスにて，2012 年度第 2 回法と心

理学者による実務家研修「コミュニケーション弱

者のための取り調べ技法：「情報収集アプローチ」

の基礎」を開催した。本研修では，高木光太郎教

授（青山学院大学），仲真紀子教授（北海道大学）

の講義と，面接演習を実施した。 
  初めに，高木氏は「コミュニケーション弱者へ

の取り調べの問題点」について，仲氏は「情報収

集アプローチの実際」について講演を行った。続

く面接演習では，4 名 1 グループとなり，各々に

面接者，被面接者，バックスタッフ（2 名）の役

割を与え，ロールプレイを実施した。面接テーマ

は，多職種の専門家がいることをふまえ，社内不

正の内部告発の聞き取りとした。演習後の質疑で

は，面接手順・方法に関する様々な質問がなされ

た。警察関係者を含む実務家 34 名に参加いただ

き，実務家との連携を深める企画となった。 
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なお，本企画の開催に当たっては，専修大学，

村松励先生にご協力頂いた。 
 
2．領域内シンポジウム 

  2012年 10月 19日（金），13時～16時 30分，

青山学院大学にて，領域内シンポジウム「法学と

人間科学における学際的研究の展望と課題」を開

催した。指宿信教授（成城大学）がモデレイター

を担当し，3 名のプレゼンターによる講演と，全

体討議が行われた。 
シンポジウムでは，松村良之名誉教授（北海道

大学）が「教義学的法律学 対 非教義学的法律学 
―法学と人間科学の協同の可能性」，中谷陽二名誉

教授（筑波大学）が「精神医学の立場から」，仲真

紀子教授（北海道大学）が「法と心理」の題目で

講演を行った。その後の討議では，精神鑑定に関

する議論を中心に，今後の領域の方針などについ

て活発な議論が交わされた。領域内メンバーを初

め，法と心理学会員，大学院生など 30 名の方に

参加いただいた。 
 
3．公開シンポジウム 

  2013年 1月12日（土），13時 30分～15時 30
分，東京商工会議所にて，公開シンポジウム「『法

と人間科学』という学融的領域が切り開く未来」

を開催した。 
  講演では，仲真紀子教授（北海道大学），サトウ

タツヤ教授（立命館大学），石塚伸一教授（龍谷大

学），唐沢かおり教授（東京大学），指宿信教授（成

城大学）の5名が登壇し，法学と人間科学の歴史，

現在の状況，今後の展望について報告した。また，

指定討論では浜田寿美男教授（立命館大学），藤田

政博准教授（関西大学）が登壇し，法と人間科学

が取り組むべき今後の課題について話題を提供し

た。フロアーからの質疑もあり，法と人間科学の

これからを考えるうえで意義あるシンポジウムと

なった。 
 
4．2012年度 企画 「いじめ問題プロジェクト －

いじめ・人権・教育・法－」  

  2013 年 3月 3日（日），9 時 30分～17時，秋

田大学 60周年記念ホールにて，「いじめ問題プロ

ジェクト －いじめ・人権・教育・法－」を開催し

た。本企画は，法教育班の井門正美教授（秋田大

学）が企画・運営を担当した。 
  午前の部では，秋田大学の学生による研究発表

と，久保山力也氏（青山学院大学）からの基調提

案「紛争解決と“生ける法”からとらえる“いじ

め”」が行われた。 
  午後の部では，いじめPTSDの民事裁判を題材

に模擬裁判を実施した。その後，5 名のシンポジ

ストのもとシンポジウム（討論）を行った。教育

学からは梅野正信氏（上越教育大学）と神居隆氏

（秋田大学特任教授），法学からは岸田洋輔氏（札

幌弁護士会）と久保山力也氏（青山学院大学），心

理学からは仲真紀子氏（北海道大学）が登壇した。

各シンポジストからの提案を通して，いじめ問題

で生じる紛争の解決方法について，様々な議論が

展開された。 
 
5．ニューズレター2号発行 

  2012年9月に，ニューズレター2号を発行した。

巻頭特集では，2012 年度から加入した公募班 8
班の代表者からの挨拶を掲載した。また，2012
年度第 1回実務家研修のレポートを，コーディネ

ーターである唐沢穣教授（名古屋大学）が執筆し

た。 
  さらに企画の報告だけではなく，原聰教授（駿

河台大学）が「ヨーロッパ裁判視察記～ストック

ホルム地方裁判所～」を寄稿した。その他，厳島

班，櫻井班，指宿班が主催した研究会や，講演会

の報告を行った。 
  なお，2013年 3月にニューズレター3号を発行

する予定である。 
 
6．法と人間科学通信 vol.1，vol.2の発行 

  より多くの市民・実務家に本領域の研究内容を

知ってもらうために，電子媒体の「法と人間科学

通信」の発行を開始した。また，本通信は外部へ

のアウトリーチのみならず，領域メンバー同士の

情報交流の場となるようにも心がけている。 
  通信 vol.1は，2012年 9月に発行された。この

号では，実務家の竹田収氏（札幌少年鑑別所・所

長）に，「『法と人間科学』に期待するもの―少年

鑑別所の実務から―」を執筆いただいた。また，

領域内からは指宿信教授（成城大学）が，翻訳書
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「リーガル・ライティング」の紹介を行った。 
  通信 vol.2は，2012年 12月に発行された。領

域外からは守一雄教授（東京農工大学）に，「『独

り仕事』についての独り言」を執筆いただいた。

また，領域内からは森直久教授（札幌学院大学）

が，論文「Style of remembering and types of 
experience: An experimental investigation of 
reconstructive memory」の紹介を行った。 
  今後は，2013年 3月に通信Vol.3 を，2013年

6 月に通信 Vol.4 の発行を予定している。ニュー

ズレターよりも発行回数が多い分，より新鮮な情

報を，よりわかりやすく伝えていきたいと考えて

いる。 
 
札幌法と心理研究会の開催 

  法と人間科学の運営，研究を推進するため，概

ね月1回の頻度で札幌法と心理研究会を開催して

いる。研究者のみならず，実務家の参加もあり，

研究者から実務家，実務家から研究者への知見提

供やフィードバックの一翼を担う場となっている。 
以下，2011 年度，2012 年度に開催した札幌法

と心理研究会について報告する。 
 
■2011年 12月 13日 
場所：北海道大学・人文社総合棟（W308） 
題目：「目撃供述に関するアメリカ法の新動向～

State v. Henderson判決（New Jergey, 2011）
を中心として～」 

報告者：岡田 悦典 先生（南山大学） 
 
■2012年 2月 2日 
場所：北海道大学・法学部研究棟（403） 
題目：「PEACE モデルに見る情報収集アプロー

チ」 
報告者：仲 真紀子 先生（北海道大学） 
内容：被疑者取調べの問題，特に虚偽自白に関し，

近年諸外国で行われている研究の成果を紹介し，

真の自白と虚偽自白を見分ける被疑者面接法に

ついて考察した。その上で，英国で 1992 年よ

り実施されているPEACEモデル（被疑者取調

べにおける情報収集アプローチ），およびそのト

レーニングについて報告した。 
 

■2012年 3月 5日 
場所：北海道大学・人文社総合棟（W101） 
題目：「フランス刑事司法と医学鑑定」 
報告者：ロランス・ルテュルミー 先生（フランス・

ポワチエ大学講師） 
通訳：白取 祐司 教授（北海道大学） 
内容：フランスでは，刑事司法において精神鑑定

が判決前と判決後のそれぞれにおいて活用され

ている。前者は，刑事被告人に対する行為者人

格，責任能力などの精神鑑定，被害者に対する

精神的損害の程度に関する鑑定，証人の「信用

性」鑑定もあるが，これについては問題も多い。

ウトゥロ事件では，子どもの証言の鑑定が問題

にされた。判決後に関しては仮釈放の際の精神

鑑定がある。司法の場で生じる困難さは，専門

知識のない法律家にすぎない裁判官が，鑑定の

出した結論を正しく評価できるかどうかにある。

法的には，裁判官の自由心証にゆだねられるこ

とになっているが，非常に難しい問題である。 
 
■2012年 4月23 日 
場所：北海道大学・人文社総合棟（Ｗ104) 
題目：「司法面接の成果と伝聞法則―刑事裁判にお

ける書証としての利用可能性」 
報告者：緑 大輔 先生（北海道大学） 
内容：幼児供述を記録した司法面接DVD を，現

行刑事訴訟法の枠内で証拠として法廷に顕出さ

せることができる場合を，解釈論として整理し

て示した。実質証拠として用いる場合には関連

性の問題， 伝聞例外の諸規定の要件の充足可能

性の問題が生じること，裁判所の証拠採否裁量

との関係でも検討を要することを指摘した。 
 
■2012年 5月16日 
場所：北海道大学・人文社総合棟（W408） 
題目：「裁判員の意識の変容と裁判員制度―2004 
年調査と 2010 年調査との比較検討―」 

報告者：岡田 悦典 先生（南山大学） 
内容：2004 年に行った裁判員制度の意識調査に

つき，施行後の 2010 年にも同様の調査を行っ

た。本報告は，その調査のあらましを報告する

とともに，その具体的な相違を明らかにし，裁

判員制度の今後の課題を展望した。 



6 
 

 
■2012年 6月27日 
場所：北海道大学・人文社総合棟（W401)  
題目：「日本における被疑者の取調べをめぐる法心

理学的問題～スキーマ・アプローチの視点から」 
報告者：高木 光太郎 先生（青山学院 大学） 
内容：足利事件などいくつかの取調べの事例をデ

ータとして，日本における被疑者取調べがもつ

コミュニケーション上の諸特徴と問題点につい

て，報告者らが提唱するスキーマ・アプローチ

の視点から検討した。 
 
■2012年 9月26日 
場所：北海道大学・人文社総合棟（W101） 
題目：「心理学鑑定に必要な 4つの要件」 
報告者：仲 真紀子 先生（北海道大学） 
 
■2012年 10月 10日 
場所：北海道大学・人文社総合棟（W101） 
題目：「供述の心理学鑑定に必要な知見は何か」 
報告者：森 直久 先生（札幌学院大学） 
内容：自白や証言の信用性鑑定に利用される心理

学的知見の性格を吟味し，その有効性と限界を

考察した。ついで，鑑定により資する心理学研

究のイメージを提案した。最後に，筆者がこれ

までかかわった信用性鑑定を紹介し，心理学鑑

定の可能性を報告した。 
 
■2012 年 11 月 23 日（法理論研究会の特別会と

し合同で開催された。） 
場所：北海道大学・人文社総合棟（W409） 
報告者（１）：佐伯 昌彦 先生（千葉大学） 
題目：「犯罪被害者による刑事裁判への参加が量刑

判断に及ぼす影響の実証的研究」 
報告者（２）：長谷川 真里 先生（横浜市立大学） 
題目：「言論の自由に関する社会的判断の発達：な

ぜ年少者は言論の自由を支持しないのか？」 
 
■2012年 12月 19日 
場所：北海道大学人文社総合棟（W101） 
題目：「主犯か従犯かが争点となっている再審請求

事件に関する供述分析」 
報告者：森 直久 先生（札幌学院大学） 

内容：殺人事件への関与は認めつつも，当人は従

犯であることを主張する服役囚の供述鑑定に，

現在報告者は関与している。供述分析による，

主犯 / 従犯の識別可能性に関して報告した。 
 
■2013年 2月 6日 
場所：北海道大学人文社総合棟（W401）  
報告者（１）：松村 良之 先生 （明治大学） 
題目：「DWI Courtについて」 
内容：報告者は１月２日－６日に対審構造をとら

ない課題解決型裁判所のひとつである DWI 
Court (DWI = Drunk-Driving While 
Intoxicated) を訪問した。DWI Court の概要，

その意義などについて報告した。 
報告者（２）： 緑 大輔 先生 （北海道大学） 
題目：「尋ねられたことだけ答えて下さい ―刑事

裁判における証人尋問 の方式とその論理」 
内容：刑事裁判の証人尋問では，いわゆる一問一

答形式が用いられている。なぜ証人が自由に陳

述する形式ではなく，一問一答形式なのか。歴

史的な経緯や現状から，法律家が法廷で一問一

答形式を採用する論理を報告した。 
 
■2013年 2月28日 
場所：北海道大学・人文社総合棟（W401）  
題目：「裁判員裁判に関する意識調査より －オー

プン質問／クローズド質問による尋問方式が証

言や量刑の判断に及ぼす影響－」 
報告： 岡田 悦典 先生（南山大学），仲 真紀子 先
生（北海道大学），藤田 政博 先生 （関西大学） 

内容：裁判員裁判に関する 2011 年度意識調査の

結果について報告した。この調査では，オープ

ン質問による尋問とクローズド質問による尋問

が，証人／被疑者の主張に関する判断や量刑判

断にどのような影響を及ぼすかについても検討

した。特にこの結果について報告を行った。 
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/
1
9

1
9
:1

5
～

2
1
:0

0
北

海
道

大
学

2
0
1
2
年

1
2
月

 札
幌

法
と

心
理

研
究

会
「
主

犯
か

従
犯

か
が

争
点

と
な

っ
て

い
る

再
審

請
求

事
件

に
関

す
る

供
述

分
析

」

札
幌

学
院

大
学

  
森

直
久

教
授

2
0
1
2
/
1
2
/
3
1

法
と

人
間

科
学

通
信

2
号

  
発

行
2
0
1
3
/
1
/
1
2

1
3
:3

0
～

1
5
:3

0
東

京
商

工
会

議
所

公
開

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

「
『
法

と
人

間
科

学
』
と

い
う

学
融

的
領

域
が

切
り

開
く
未

来
」

北
海

道
大

学
  
仲

真
紀

子
教

授
龍

谷
大

学
  
石

塚
伸

一
教

授
立

命
館

大
学

　
サ

ト
ウ

タ
ツ

ヤ
教

授
東

京
大

学
　

唐
沢

か
お

り
教

授
成

城
大

学
  
指

宿
信

教
授

立
命

館
大

学
　

浜
田

寿
美

男
特

別
招

聘
教

授
関

西
大

学
  
藤

田
政

博
准

教
授

1
3

8
8

1
0

2
1

7
6

1
4
3

2
0
1
3
/
2
/
6

1
8
:3

0
～

2
0
:0

0
北

海
道

大
学

2
0
1
2
年

2
月

  
札

幌
法

と
心

理
研

究
会

「
D

W
I 
C

o
u
rt

に
つ

い
て

」
「
尋

ね
ら

れ
た

こ
と

だ
け

答
え

て
下

さ
い

―
刑

事
裁

判
に

お
け

る
証

人
尋

問
 の

方
式

と
そ

の
論

理
」

北
海

道
大

学
  
松

村
良

之
名

誉
教

授
北

海
道

大
学

  
緑

大
輔

名
誉

教
授

2
0
1
3
/
2
/
2
8

1
8
:3

0
～

2
0
:0

0
北

海
道

大
学

2
0
1
2
年

2
月

  
札

幌
法

と
心

理
研

究
会

「
裁

判
員

裁
判

に
関

す
る

意
識

調
査

よ
り

―
オ

ー
プ

ン
質

問
／

ク
ロ

ー
ズ

ド
質

問
に

よ
る

尋
問

方
式

が
証

言
や

量
刑

の
判

断
に

及
ぼ

す
影

 響
－

」

南
山

大
学

  
岡

田
悦

典
教

授
北

海
道

大
学

  
仲

真
紀

子
教

授
関

西
大

学
  
藤

田
政

博
准

教
授

2
0
1
3
/
3
/
2

1
3
:0

0
～

1
8
:3

0
秋

田
ビ

ュ
ー

ホ
テ

ル
法

と
人

間
科

学
合

宿
（
2
0
1
2
年

度
  
第

3
回

  
全

体
会

議
）

2
0
1
3
/
3
/
3

9
:0

0
～

1
7
:0

0
秋

田
大

学
2
0
1
2
年

度
  
模

擬
裁

判
企

画
「
い

じ
め

問
題

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

 －
い

じ
め

・
人

権
・
教

育
・
法

－
」

上
越

教
育

大
学

  
梅

野
正

信
教

授
秋

田
大

学
  
神

居
隆

特
任

教
授

札
幌

弁
護

士
会

  
岸

田
洋

輔
弁

護
士

青
山

学
院

大
学

  
久

保
山

力
也

講
師

北
海

道
大

学
  
仲

真
紀

子
教

授

2
0
1
3
/
3
/
3
1

ニ
ュ

ー
ズ

レ
タ

ー
3
号

 発
行

2
0
1
3
/
3
/
3
1

法
と

人
間

科
学

通
信

3
号

 発
行

2
0
1
3
/
3
/
3
1

中
間

報
告

書
 発

行



9 
 

唐沢穣 班 

責任概念の素朴理解と非難を規定する心理過程の

解明と法的概念の教育方法の考案 
 

唐沢 穣 
（名古屋大学環境学研究科） 

 
キーワード：責任、非難、素朴理解 

 
研究目的 
 当班における研究目的は、法に関する専門教育

を受けていない一般人に見られる「素朴法理解」、

すなわち、法的概念に関する素人理論やナイーブ

な理解の構造を、社会心理学的な理論と方法を主

な基礎としながら明らかにすることである。特に、

責任の概念と、これに関連するさまざまな非難の

構造について重点的に考察することを目指してい

る。 
 
主な研究活動 
１．研究会の開催と個別研究の推進 
 班員相互の研究内容を共有し、共同作業を推進

するための合同研究会を、2011年度に 4回、2012
年度は本報告執筆時までに3回開催した。 
 
２．理論構築 
（１）責任概念の規範論的整理：奥田を中心に、

哲学・倫理学などの分野における責任概念の整理

を試みた。奥田の報告にもあるように、責任の種

類を整理する際の基準となる、いくつかの次元を

特定するとともに、これに沿った責任内容の比較

検討を行った。このうち心理学的な実証研究の対

象となりうるものとそうでないものとを整理する

ことが、次年度以降の課題である。 
（２）責任概念の心理学的整理：膳場を中心に、

従来の社会心理学研究における責任概念モデルの

変遷を概観し、その整理を行った。膳場の報告に

もあるとおり、因果性の認知に基づく責任判断と、

役割等に基づくものとの区別など、実証的仮説の

導出が可能な、いくつかの理論モデルを比較検討

した。また、今後実施する予定の文化比較的研究 
 

 
の基礎を築く作業にも十分な進捗があった。 
（３）非難の根拠となる公正観の検討：唐沢を中

心に、刑事事例に関する一般人の素朴判断の基礎

となる心理過程の比較検討を行った。特に、 
Darley (2009) の議論などを参考にしながら、懲

罰動機の根拠となる応報的公正観と功利主義的判

断に関する、従来の社会心理学的研究を概観し、

検証可能な実験仮説をいくつか導出した。 
  
３．実証的研究 
（１）個人の責任と「組織風土」等の責任：交通

違反行為のシナリオを題材とし、Web調査の手法

を用いた一般サンプル対象の調査を、松村が実施

した。結果の詳細については松村報告を参照。 
（２）命令的規範と記述的規範：異なる種類の規

範意識が発動されることによって、違反行為への

許容度が変化する過程を、村上が実験的に検討し

た。方法と結果の詳細は村上報告を参照。加えて、

記述的規範に関する情報源が内集団・外集団のい

ずれであるかによって、規範遵守に変化が生じる

可能性について、唐沢研究室・應治麻美を中心に

行った実験研究によって検証した。 
（３）懲罰動機の根拠：刑事事件のシナリオを呈

示して量刑判断を求めるとともに、懲罰動機の根

拠となる心理的媒介過程を明らかにするための実

験を、唐沢を中心に行った。応報的公正判断の規

程要因として知られる、犯罪性、故意性、結果の

重大さなどの要因に加えて、被告の道徳的人格性

に関する情報を操作したところ、これらのいずれ

もが量刑判断に影響することが示された。また、

道徳的人格性が重罪に関する量刑判断に及ぼす影

響については、応報的動機と功利主義的動機の両

方が媒介している可能性があるのに比べ、軽罪の
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場合には主に応報的動機のみが関与していること

を示唆する結果が得られた。結果の頑健さを確か

めるために、今後さらに同様の研究を蓄積してい

く予定である。 
 また、被告を「非人間化」することが量刑判断

にどのような影響を与えるかを検証するための実

験を、唐沢研究室・塚本早織を中心に行った。結

果は、非人間化が厳罰傾向を助長することを示し

た。従来の研究において、非人間化は差別や偏見

の表明、維持、および正当化などと関連すること

が示されている。これと一貫する本研究の結果は、

単に法と心理学だけにとどまらず社会心理学の幅

広い分野における研究にも示唆を与えるものへと

発展する可能性も備えたものであると言える。 
（４）一般市民の裁判参加の可能性との関連研究： 
 唐沢研究室・塚本早織を中心とする別の実験研

究では、裁判員裁判に関する報道に触れた一般市

民が、裁判におけるどのような要因に着目して、

量刑判断を理解するのかについて検証を行った。

結果は、一般市民が量刑判断の基準となるべき事

件の内容だけでなく、裁判員の能力や感情といっ

た認知、心理的な側面も量刑判断に影響を与えう

ると推測することが明らかになった。 
 加えて、松村の報告にもあるように、修復的司

法の評価に関わる研究プロジェクトの事例をはじ

め、海外における司法制度の実情に関する事例的

検討を行うことにより、市民の司法参加がもたら

す効果についての予測と評価、問題点の同定等を

行った。 
（５）集団間関係と公正判断：個人間だけでなく

集団間においても、加害行為とそれに伴う罪悪感、

敵意、偏見などの感情と、その帰結としての非難

が起こる。その基礎となる心理過程と、謝罪の効

果との関連などについて、唐沢研究室・後藤伸彦

による一連の研究を行った。 
 
４．実務家研修の開催 
 法教育に関する研究および実践の事例を題材に

とった実務家研修を、公募班（長谷川班）の協力

を得ながら以下の内容で開催した。 
テーマ：「市民と育む法意識：法教育の理論と実践」 
講師：梅田比奈子(横浜市教育委員会主任指導主

事)、外山紀子(津田塾大学教授)、村松剛(弁護士 横

浜弁護士会所属)、吉岡昌紀(清泉女子大学 教授) 
（岡山大学津島キャンパス、2012年 6月12日） 
 
５．研究成果の公表 
 唐沢研究室における研究成果の公表は以下の通

りである。 
【書籍（分担執筆）】 
Karasawa, M. (2011). Categorization-based 

versus person-based explanations of 
behaviors: Implications from the 
Dual-Process Model. In . R. M. Kramer, G. J. 
Leonardelli, & R. W. Livingston (Eds.), 
Social cognition, social identity, and 
intergroup relations: A Festschrift in honor 
of Marilynn B. Brewer (pp. 9-26 ). New York: 
Psychology Press.  

【論文】 
唐沢 穣（2013）「正義」への心理学的アプローチ

の可能性―法と正義の心理学的基盤・コメント

２  『法社会学』 78号 (印刷中) 
【学会発表】 
[2011年度] 
後藤 伸彦・唐沢 穣 （2011）. 加害集団内の類似

性と罪悪感表明が被害集団からの評価に与え

る影響. 日本社会心理学会第 52 回大会, 名古

屋大学, 9月 18-19日. 
Goto, N., & Karasawa, M. (2012a). They said 

they are different from historical 
perpetrators and feel guilt. Now, what 
should we do? Effect of similarity expression 
on intergroup forgiveness.  Society for 
Personality and Social Psychology 
Pre-Conference: Group Processes and 
Intergroup Relations, San Diego, CA, 
January 26-28. 

 Goto, N. & Karasawa, M. (2012b). Effect of 
similarity/dissimilarity expression and guilt 
expression from a historical perpetrator 
group on guilt assignment by a victim group. 
The 13th Annual Meeting of Society for 
Personality and Social Psychology, San 
Diego, CA, January 26-28.  

Karasawa, M. (2011). Social groups as a basis 
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for explanations: How ordinary perceivers 
make sense of other people’s behavior. 
Keynote address at the 9th Biennial 
Conference of the Asian Association of Social 
Psychology, Kunming, China, August 29. 

塚本 早織・唐沢 穣 （2011）. 「非人間的」な被

告は重罪かー被告の性格的特徴が懲罰判断に

与える影響. 法と心理学会第 12 回大会, 名古

屋大学, 10月 1-2日. 
塚本 早織・菅 さやか・唐沢 穣 （2011）. 性別

に関する本質論的認知が量刑の妥当性判断に

与える影響. 日本心理学会第75回大会, 日本

大学, 9月 15-17日. 
Tsukamoto, S., & Karasawa, M. (2012). Are 

dehumanized defendants more guilty than 
"human-like" defendants?: Implications of 
dehumanization on the jury system. The 
13th Annual Meeting of Society for 
Personality and Social Psychology, San 
Diego, CA, January 26-28. 

[2012年度] 
Goto, N. & Karasawa, M. (2012c). Belief in a 

Just world for self and others as a 
determinant of collective guilt assignment 
toward an outgroup. The 14th Biennial 
Conference of the International Society for 
Justice Research, Tel Aviv, Israel, September 
9-12. 

唐沢 穣 （2012a）. 「ミニシンポジウム 法と

正義の心理学的基礎」（指定討論）. 日本法社

会学会学術大会, 京都女子大学, 5月 12日. 
Karasawa, M. (2012). Punishment of an 

immoral character as a just desert: A case of 
Japanese lay judgments. Paper presented at 
the 14th Biennial Conference of the 
International Society for Justice Research, 
Tel Aviv, Israel, September 9-12. 

唐沢 穣 （2012b）. 「ワークショップ 道徳判

断研究の最前線」（話題提供）. 法と心理学会

第13回大会, 武蔵野美術大学, 10月20-21日. 
應治麻美・石田正浩・唐沢穣（2012）. 命令的規

範と記述的規範の乖離状況における行動促進

アプローチ. 日本社会心理学会第 53 回大会,  

つくば国際会議場, 11月 17-18日.  
塚本 早織・唐沢 穣（2012）. 被告の非人間性が

更生可能性の評価に与える影響. 日本心理学

会第 76回大会, 専修大学, 9月 11-13日.  
Tsukamoto, S., Suzuki, A., & Karasawa, M. 

(2013). A dehumanization influence on the 
morality judgment of an environmental 
issue. The 14th Annual Meeting of Society 
for Personality and Social Psychology,  
New Orleans, LA, January 17-19. 

【招待講演等】（すべてKarasawa, M.） 
- When people use groups as a basis for 

explanations: Salience, entitativity, and 
essence of groups. Colloquium at the School 
of Psychology, University of Queensland, 
Australia (September 2, 2011).  

- Immorality and Inhumanness influence 
punitive motives. Presentation at 
Department of Psychology, Princeton 
University. (March 16, 2012).  

- Punishing immoral and inhuman 
characters: Potential roles of utilitarian and 
just desert motive. Presentation at 
Department of Psychology, New York 
University. (March 19, 2012)  

- The perception of intentionality and 
responsibility for a group. Presentation at 
Columbia Business School. (March 22, 2012)  

 
引用文献 
Darley, J. M. (2009). Morality in the law: The 

psychological foundations of citizens’ 
desires to punish transgression. Annual 
Review of Social Sciences, 5, 1-23.  
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唐沢穣 班 

責任概念の分類と内実―瀧川裕英の分析に基づいて― 
 

奥田太郎 
（南山大学人文学部／社会倫理研究所） 

 
キーワード：責任、規範、負担の転嫁可能性 

 
 
唐沢班は、その研究目的の一つとして、「責任」

の概念を中心に、これと関連する諸概念について、

法の専門家がもつ知識と一般人の「素朴法理解」

との乖離や共通性を明らかにすることを目指して

いる。それを目指して、関連する心理過程の解明

を行うにせよ、法的概念の教育方法を考察するに

せよ、まずは、私たちが「責任」ということでど

のような概念をどのような文脈で用いているのか

を整理・把握しておく必要がある。 
法哲学者 H. L. A. ハートが取り上げた船の遭

難についての記述例（Hart 1968）を挙げるまで

もなく、私たちが日常的に、あるいは特殊な文脈

の中で用いる「責任」という言葉には、さまざま

な種類の意味が含まれている。たとえば、個人責

任、集団責任、行為責任、結果責任、道徳的責任、

法的責任、政治的責任、果ては、形而上的責任ま

で枚挙に暇がない。 
そうした多様な意味を有する「責任」について、

まとまった形で集中的に論じられた書物は多数存

在しており、「責任」を深く理解するうえでそれら

は確かに有益である。（たとえば、成田 2004: 大
庭 2005; 小坂井 2008; 常松 2009; French 1998
等）しかしながら、日常的に用いられる「責任」

概念を網羅的かつ明晰に分類するという本稿の目

的に適った作業を周到に遂行したものは、その困

難さゆえに、それほど多くはない。そこで本稿で

は、そうした作業を比較的端正に遂行していると

思われる瀧川裕英の仕事（瀧川 2003）の一部を紹

介することで、「責任」概念の整理の手がかりを示

しておきたい。以下、特に断りがない場合は、瀧

川による分析を要約し適宜パラフレーズしていく。 
瀧川によれば、「責任」概念を整理し明晰に理解

するためには、「どのような種類の責任であるか」

という分類に関わる問いと、「責任とは何であるの

か」という責任概念の内実に関わる問いとにそれ

ぞれ応える必要がある。分類に関わる前者の問い

において重要となるのは、責任をめぐる状況と構

造である。他方、概念の内実に関わる後者の問い

は、運や集合性に関わってくる。順に見ておこう。 
 
責任概念の分類 

責任が問われる状況には、以下の２種類がある。

すなわち、「過去に関する責任状況」と「未来に関

する責任状況」である。 
過去に関する状況とは、ある行為の結果、何ら

かの問題が生じた状況である。そこでは、事態は

加害／被害の関係の中で把握され、被害の特定、

被害と加害者との関連性、それに伴う加害者への

問責等が要請される。それゆえ、この状況におい

ては、何らかの規範に対する違反が存在している

のでなければならない。たとえば、危険運転によ

って歩行者が障害を負うような場合がこれに該当

する。 
他方、未来に関する状況とは、何らかの果たさ

れるべき課題が生じている状況である。そこでは、

特定の規範への違反が存在しなくても責任が問題

化され、さらに、なされるべき責務を明確化する

よう要請される。この責務の明確化に際して、何

らかの規範が参照される。たとえば、親が子を養

育する場合や、環境について未来世代に配慮する

場合がこれに該当する。 
これらの状況それぞれに対応する、以下のよう

な責任の構造が考えられる。 
 
過去状況型責任構造：ある存在者［答責者］が、

ある原因［責任原因］で、ある規範［責任規範］に

違反した場合に、その事態［責任対象］について、

別の存在者［問責者］に対して、責任を負う［責
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任負担］。 
 
未来状況型責任構造：ある存在者［答責者］が、

ある原因［責任原因］で、ある規範［責任規範］に

基づいて、ある事態［責任対象］について、別の

存在者［問責者］に対して、責任を負う［責任負

担］。 
 
瀧川の分析によれば、これらの構造に含まれる

共通の要素（責任規範、責任原因、答責者、問責

者、責任対象、責任負担）の違いに応じて、以下

のように責任概念を分類することができる。 
 
（１）責任が問われる際に参照される規範の種

類に応じた分類：法規範→法的責任。道徳規範→

道徳的責任。政治規範→政治的責任。学問規範→

学問的責任。 
（２）責任の帰属根拠となる事態としての責任

原因の種類に応じた分類（ただし、何が責任原因

となるかは、責任規範の規定による）：行為→行為

責任。結果の発生→結果責任。自己の裁量→自己

責任。 
（３）責任を問われ、それに答える存在者（答

責者）の種類に応じた分類：個人→個人責任。集

団→集団責任。（この分類を用いることで、個人責

任と自己責任が別の概念であることを明確に示す

ことができる。） 
（４）責任を問う存在者（問責者）の種類に応

じた分類：特定の個人→通常の責任。特定の個人

に還元できない社会→社会的責任。 
（５）責任が問題となる事態（責任対象）の種

類に応じた分類：人に関わる事態→対人責任。物

に関わる事態→対物責任。 
（６）担われる責務（責任負担）の種類に応じ

た分類：損害賠償→民事責任。刑罰→刑事責任。

（ただし、これは（１）に回収されうる。） 
 
こうした瀧川の分析に基づいて、さらに掘り下

げて考察すべき点は、（１）の規範と責任の関わり

であろう。たとえば、政治規範に違反する場合、

そこで問われる責任は政治的責任である、という

ことはよいとしても、政治規範に違反した場合に

責任が要請されることそれ自体は道徳規範に基づ

いているかもしれない。たとえば、説明の一つと

して、ある事態に対して政治家が政治的責任をと

る、という道徳的責任が政治家には課されている、

というものが考えられるであろう。いずれにせよ、

責任概念それ自体が規範的な文脈に属するもので

ある以上、種類の異なる規範相互の位置関係を明

確にし、責任概念それ自体の依拠する規範を明ら

かにしなければ、（１）の分類は不明瞭なものとな

ると思われる。このように、責任概念の分類の試

みは、責任概念の内実の明確化を要請する。 
 
責任概念の内実 

瀧川は、責任概念の中心的な内実として、関与

としての責任（関与責任）、負担としての責任（負

担責任）、責務としての責任（責務責任）の３つを

提出している。 
（１）責任概念の内実としての「関与」とは、

過去の出来事に対する何らかの作用・生成・連関

である。出来事の原因を特定の存在者に帰属させ

ることで、私たちは関与責任を認定する。その基

本形式は、「ある人はある過去の出来事に対して責

任がある」であり、そこには次の２つの層が含ま

れている。 
その層の一つは、あることがある出来事の生成

原因であることを意味する「生成責任」であり、

それは、出来事の生成責任、および、（ある出来事

が行為と認定された場合の）行為の生成責任とに

分けることができる。行為の生成責任は、行為者

のところで責任追求が止まるという特徴をもつ。 
もう一つの層は、ある行為者がさしあたりの非

難対象者であることを意味する「有責責任」であ

る。これは、行為者に固着するが、現実の非難行

動とは区別されるものである。（有責責任のない無

実の者を非難したり、有責責任のある者を教育的

配慮から非難しなかったりすることを想起せよ。）

また、行為の生成責任は、有責責任の前提として

要請される。 
瀧川は、行為の生成責任と有責責任の関わりに

ついて、次のような興味深い指摘をしている。「あ

る出来事が行為として認定される際に重要なのは

身体動作ではなく、その意味連関である。通常、

意味連関は規範によって提供される。…ある出来

事が行為として認定されること、すなわち行為生
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成責任の認定は、有責責任の帰属の可能的対象で

あることを前提としている…。」（瀧川 2003、34
頁） 
（２）責任概念の内実としての「負担」とは、

過去に関して責任が問われる状況において、規範

違反の結果として発生する負担や不利益である。

具体的には、法的な刑罰、損害賠償、道徳的非難、

社会的非難、辞任、解任等である。この負担責任

は、規範違反の結果として発生するが、実際には、

規範違反者のみならず、直接は規範に違反してい

ない者も負いうるものであり、その意味で、規範

違反者に固着せず転嫁可能性をもつ。 
（３）責任概念の内実としての「責務」とは、

人がある立場、地位、役割を占めることで発生す

る何らかの責務である。たとえば、「親は子どもの

養育に責任がある」、「政治家は国政に責任がある」、

「責任感が強い」、「無責任に行動する」、「責任あ

る人物」と言われるときに私たちが念頭に置くも

のがこれに相当する。この責務責任を特定の存在

者に対して認める際に私たちは、その存在者に対

して一定の能力・権限、それに基づく裁量を認定

している。 
 

有責責任と負担責任の問題 

瀧川は、こうした分析の後、考察すべき重要な

争点として、有責責任と負担責任の関わりについ

て述べている。たとえば、年少者が不法行為を行

った場合は、有責責任があるのに負担責任を負わ

ないとされている。また、戦後世代が戦争責任を

負う場合は、有責責任がないのに負担責任を負う

とされている。概念上、有責責任は行為者に固着

し転嫁不可能であるのに対して、負担責任は行為

者に固着せず転嫁可能である。しかし、負担責任

は、実践上、常に転嫁可能であるわけではなく、

転嫁されることが正当な場合と不当な場合とがあ

りうる。というのも、負担には、道徳的非難や社

会的非難が含まれており、これらは、有責責任と

密接な関わりがあるからである。 
たとえば、国家の戦争責任を戦後世代の国民が

負う場合には、戦後世代は自分たちが生まれる前

の戦争犯罪に対して有責責任がない。しかし、戦

後世代もまたその国家に属する以上、何らかの負

担責任を負う。この問題は、従来、道徳的運の問

題（Statman 1993）や集合的責任の問題（May & 
Hoffman 1991）として論じられてきたものであ

るが、瀧川はこれを、直接責任（有責責任のある

者が負担することによって初めて意味をもつ負担

責任）と間接責任（答責者と問責者の直接対面を

離れても意味をもつ負担責任）という枠組みで捉

えようとする。間接責任に属する被害救済の補償

については責任の転嫁が可能だが、直接責任に属

する非難や謝罪は、概念上転嫁可能であるにもか

かわらず、実践上不当だとされることになる。 
瀧川は、この直接責任と間接責任の区別を支え

る「意味」を解明するために必要な作業は、責任

概念の分析ではなく、責任実践の解釈である、と

述べ、自身は哲学的アプローチでそれを試みてい

る。この瀧川の指摘を換骨奪胎し、今後の唐沢班

の研究は、社会心理学的アプローチで「責任実践

の解釈」を試みる方向に進むこともありうるであ

ろう。 
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唐沢穣 班                                

社会心理学における責任判断モデル 
 

膳場 百合子 
（早稲田大学創造理工学部） 

 
キーワード：因果性、役割、バイアス 

 
 
 陪審制の歴史の長いアメリカでは、一般の人々

の責任判断の分析が社会心理学の分野に膨大に蓄

積されている。裁判員制度の導入で我が国でも、

一般の人々の判断が法的な文脈に反映される機会

が増え、一般の人々の責任判断の特徴を理解する

必要性が高まっている。しかし、人々の責任判断

過程を包括的に分析した研究は、日本ではまだ行

われていない。唐沢班では、一般の人々の責任概

念の理解や、責任判断の特徴を把握するステップ

として、多分野（法社会学、哲学、社会心理学）

にまたがるメンバーが、互いに各々の専門分野で

責任がどのように扱われてきたかを共有する作業

を行ってきた。ここでは、特に、社会心理学分野

で責任がどのように扱われてきたかについて、報

告する。既存のモデル（欧米産のモデル）を概観

した上で、日本人の責任判断を今後分析していく

上で注意が必要な事項について論じたい。 
１． 社会心理学における責任判断研究の展開 

 社会心理学における責任判断研究は、対人認知

研究（他者の観察可能な行動から、他者の性格や

意図など内面を推測する研究）という分野から派

生する形で 1950 年代に始まった。この分野で最

初に責任を扱ったハイダー(Heider, 1958)は、人

が、ある行為結果を見て行為者にどれだけ責任を

帰属するかは、行為結果が行為者の内的な原因(意
図など)と外的な環境要因のどちらに影響されて

いたとみなすかによる、とした。行為者の内的な

要因に原因が帰属されるほど行為者に大きな責任

が帰属され、環境要因に原因が帰属されるほど行

為者は免責される、というハイダーの枠組みは責

任判断の最も中心的な論理で、社会心理学の責任

判断モデルの多くはこの枠組みに従ったものとな

っている。 
 1960年代から70年代にかけて、実証研究を通

じてハイダーの基本枠組みが検証され、大人も子

供も、また西洋人も東洋人も、因果性に基づく責

任判断をすることが確認された。それと同時に、

責任判断は判断者の動機や信念によってバイアス

がかかることが発見された。すなわち、責任判断

は、客観的な因果関係だけでなく、判断者の「自

己防衛動機」(Shaver, 1970; Walster, 1966)や判断

者の「公正世界観（世の中は公正である、という

信念）」(Lerner & Miller, 1978)によって影響を受

けることが明らかになった。 
 1980年代に入るころから、社会心理学の責任判

断研究では、責任概念の混乱が問題とされるよう

になった。責任判断の実証研究が蓄積されるにつ

れ、一口に「責任」といっても、因果的な意味で

の責任か、道徳的な意味での責任か、制裁的な意

味での責任か、によって判断結果が必ずしも一致

しないことが明らかになってきたからである。こ

のころから、責任判断にかかわるさまざまな概念

(原因、責任、非難、制裁など)の関係を整理し、

それらを包括した理論モデルがいくつか作られる

ようになってきた。モデルを類似性に基づいて分

類すると、以下の４つに分類できる。１）因果性

に基づく責任判断モデル (Shaver, 1985; Shultz 
& Schleifer, 1983; Weiner, 1995)、２）因果性（何

をしたか）と役割（何をすべきだったか）に基づ

く責任判断モデル(Hamilton, 1978)、３）機能主

義的なモデル（望ましい責任判断結果をもたらす

ような判断基準の選択や原因帰属が行われる点を

重視するモデル）(Lloyd-Bostock, 1983; Tetlock, 
2002)、４）因果性とバイアス（認知・感情・動

機）を統合したモデル(Alicke, 2000)。 
２． 代表的な責任判断モデル 

1). 因果性に基づく責任判断モデル 1980 年代

から 90 年代にかけて、責任判断過程を理論的に
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分析した社会心理学者の多く(Shaver, 1985; 
Shultz & Schleifer,1983; Weiner, 1995)は、「結果

が行為者の内的要因に帰属されるほど行為者に責

任が帰属される」というハイダーの基本枠組みを

精緻化した責任判断過程モデルを構築した。これ

らのモデルは加害行為をした行為者に対する責任

判断が行われる際、まず行為者の行為と結果の「因

果性」が判断され、因果性があると判断されると

次に、行為者に道徳的な「責任」があるかどうか

が判断され、道徳的な「責任」があるという判断

がなされると、次に、「非難や制裁」が判断される、

という流れを想定している。そして、この全体的

な流れの中で、因果性・責任・非難や制裁、それ

ぞれの大きさの判断は、個別の判断基準に従って

判断されるとしている（図１参照）。 

2). 因果性と役割に基づく責任判断モデル １）

のモデルは、人が個人として行動している場面を

主に念頭においたモデルであったが、同じ時期、

人が組織の文脈で行動している場面を念頭におい

た別の系統の研究者は(Hamilton, 1978) 、因果性

に加え、行為者の役割（何をすべきだったか）を

重視した理論モデルを構築した。このモデルでは、

行為者の役割（行為者に対する社会的な期待：何

をすべきであったか）に照らして、行為者の行為

（因果性：何をしたか）が評価され、制裁を受け

る責任がどれだけあるかが判断される、としてい

る。１）のモデルと違い、２）のモデルは、部下

のもたらした悪い結果に対して、因果的に離れた

位置にいる上司が監督責任を問われるケースなど

も説明できるという特徴がある。 
3). 機能主義的なモデル １）、２）のモデルはい

ずれも、他者を責めたり制裁したりする際に人々

が用いる理屈や基準を描いたモデルである。これ

に対し、それらの理屈や基準を人が、なぜ用いる

のか、という側面に焦点をあてたモデルに、機能

主義的なモデルがある(Lloyd-Bostock, 1983; 
Tetlock, 2002)。これらのモデルは、責任判断が一

定の社会的結果をもたらす（たとえば厳しい責任

追求が高額賠償をもたらしたり、社会的見せしめ

効果をもたらしたりなど）点に注目し、判断者は

判断者の望む社会的結果をもたらすような、（判断

者にとって）都合の良い理屈を選択し、責任を判

断する、という過程をモデル化している。 
4). 因果性とバイアスを統合したモデル ３）と

同様、ある理屈や基準がなぜ用いられるのか、と

いう側面に注目したモデルに、因果性とバイアス

を統合したモデルがある(Alicke, 2000)。このモデ

ルは、因果性の評定や非難の評定が、感情や動機

や認知のバイアスを受ける点を重視し、バイアス

を生むプロセスを詳しく論じている（たとえば、

行為者に対してネガティブな感情を持った判断者

は、ささいな逸脱をも非難する厳しい基準を適用

したり、行為者の因果的貢献を証明するような証

拠ばかり探したり）。 
３． 日本人の責任判断を今後検討していく上で

注意すべき事項 

日本人の責任判断も、大枠は上記の西洋のモデ

ルに従うと思われるが、いくつか注意すべき文化

的な特徴が考えられる。以下にそれらを論じたい。 
①  因果性の判断に見られる特徴 
比較文化研究によると、非西洋の人々は物事の原

因を考える際、西洋人より、「環境要因の影響」を

重視し(Miller & Luthar, 1989)、「因果の連鎖」を

重視し(Maddux & Yuki, 2006)、より多くの要因

を原因として考慮する(Choi, et al. 2003)ことが

知られている。結果を直接招いた個人を因果的な

起点とみなさず、種々の背景要因を考慮したより

複雑な因果判断をする傾向があるとしたら、こう

した特徴が責任判断にもたらす結果に注意する必

要があるだろう。行為者個人に責任を集中しない

としたら、行為者をとりまく人々（上司、同僚、

集団全体、社会を構成している消費者や市民、な

どなど）にどれだけ責任があると考えるのか、な

どを十分調べる必要があるだろう。 
② 因果性以外の判断基準の使用に見られる特徴 
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複雑な因果認知をする非西洋の人々は、厳密に「因

果性」を認定した上での責任判断をすると、非常

に時間がかかったり、あるいは、責任追及対象を

しぼれなくなったりするなどの不都合が生じそう

である。複雑な因果認知をする人々がいかにして、

素早い責任判断を実現しているのかは謎である。

「因果性」以外の別の判断基準を多用しているの

か（たとえばHamilton のモデルにある「役割」

という基準など）、また、別の判断プロセスを多く

用いているのか（たとえば「因果性」の認定から

スタートしない上記３）や４）のモデルのような

判断プロセスが多く生じている可能性もある）、な

どに注意を払う必要があるだろう。 
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DWI Court、RISE プロジェクト 
 

松村 良之 
（明治大学研究・知財戦略機構） 

 
キーワード：修復的司法、課題解決型裁判所、飲酒運転 

 
 
 現在世界的に進行している一般人の裁判参加

（陪審員、裁判員、被害者その他さまざまな形態

での）という文脈で見たとき、コミュニティとか、

被害者とか、加害者の家族、友人がかかわる裁判

プロセスである修復的司法とかコミュニティ司法

は、責任の有無と程度の判断において、一般人の

それが強く反映することになるであろう。また、

一般人が制度的には参加しない裁判（たとえば、

以下に述べられる DWI Court)であっても、それ

がヴェーバーの言う形式的で合理的な裁判とは隔

たったものであれば、一般人の持つ責任判断枠組

みへの引照が明示的にあるいは少なくとも黙示的

には行われるかもしれない。 
 このような目で見るとき、以下に述べる米国の

DWI Court(DWI=Drunk-Driving While 
Intoxicated)を紹介し、さらに付随的に、オース

トラリアキャンベラ特別地区の修復的司法の評価

に関する RISE プロジェクトを紹介することは、

本学術領域にとって重要であるし、また、筆者が

属する「責任概念の素朴理解と非難を規定する心

理過程の解明と法的概念の教育方法の考察」班に

とっても意味のあることであろう。 
１．DWI Courtについて 
（１）課題解決型裁判所 
 筆者は、2013 年 1 月 2 日から 1 月 6 日にかけ

て、Charlotte, NCのDWI CourtとAlexandria, 
VA のNational Center for DWI Courtを訪問し、

ヒヤリングを行った。この報告原稿はそこでの配

付資料とヒヤリングに基づいている。 
 2013年 1月 11日に行われた「法と人間科学：

新学術領域シンポジウム」において指宿信教授か

ら、治療的司法についての報告があった。そこで

は、米国において、1980年代から新しい司法観と

して治療的司法というアイディアと実践が広がっ

ていること、社会的に実践されているそのような

裁判所は課題解決型裁判所(problem solving 
court)あるいは、治療型裁判所(treatment court)
と呼ばれていること、その中の代表例としてドラ

ッグ・コート（全米で2,600以上）があることが

述べられた。本報告原稿で述べる DWI Court は
そのドラッグ・コートの系列に属するものである。 
（２）ドラッグ・コートからDWI Courtへ 
 ドラッグ・コートは 1989 年にフロリダ州で始

められ、指宿報告にあったように現在 2,600以上

に及ぶが、DWI Courtはそこから分化したもので

ある。2011年現在で、DWIに特化したものが192、
DWI Hybrid が406あるとされる（立地は非都市

部が多いがそれは都市部においてはもっと深刻な、

人々が関心を持つ犯罪---殺人、強姦 etc.---が多い

からだとされる）。つまり、飲酒運転者の少なから

ざる部分は薬物依存と同様にアルコール依存であ

り、そのような運転者は通常の刑事司法によって

は対応できないという認識から出発しているので

ある。そして、飲酒運転対策については、交通関

係の団体からの資金的サポートが期待でき（たと

えばNHTSA=National Highway Traffic Safety 
Administration)、それゆえ、ドラッグ・コートか

ら分化したのである。なお、米国においては公的

機関の資金的サポートは重要であり、同種の裁判

所であるVeterans' Court も、ドラッグ・コート

から分化したものである（退役軍人には薬物で問

題となる者の割合が多い。そして、軍事関連予算

による資金的援助が期待できる）。 
（３）DWI Courtの概要 
 米国では 2010 年でも、アルコール関連交通事

故死者が 10,000 をこえ、飲酒運転による逮捕者

は 143万人に及んでいる。このような運転者を通

常の刑事司法手続きで罰し、たとえ重罰を科した
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としても飲酒運転は減らないであろう。アルコー

ル依存症は大脳に変化をもたらしており、それを

刑罰によって改善することはできない。ある程度

時間をかけた矯正的処遇によってのみ改善が可能

なのである。飲酒運転に対する厳しい措置を要求

してきた団体である MADD(Mothers Against 
Drunk Driving)も、現在ではこのような立場なの

である。もっとも、DWI Courtがdiversion（刑

罰に代える何らかの措置。そこでは有罪の宣告に

至らない）ではなく、post-convictionにおける処

遇（有罪を前提とし、処遇の内容を変える）とな

っているのは、MADDが完全なdiversionに反対

したからだと言われる。 
（４）DWI Courtの手続き 
 DWI Court の手続きでは対審構造は取られな

い。DWI Courtでは裁判官も行刑に関わることに

なる。そして、DWI Courtの法執行には、裁判官、

検察官、弁護人の他、プロべーションオフィサー、

薬物治療の専門家その他、裁判所外の組織が動員

される。そこでは学校、職業訓練のための公的組

織なども更正に向けての資源として利用される。

そのことが、緊密なコミュニティとの結びつきと

いう言葉で表現されることの内容である。また、

必要的遵守事項のモニタリングのために、頻繁な

アルコール検査、緊密なコミュニティ監督、裁判

官のフォローアップのためのヒヤリングなどが組

み込まれている。 
（５）DWI Courtの効果 
 DWI Court についてはいくつかの大規模な評

価研究がなされている(Michigan DUI Courts 
Outcome Evaluation: Final Report, Michigan 
Supreme Court State Court Administrative 
Office,2008 、 An Evaluation of the Three 
Georgia DUI Court, National Highway Traffic 
Safety Administration, 2011 など。なお、DUI
とは Driving-Under-influence の意味であり、

DWI Courtと同じである）。統計的データにより、

余命分析(Event Analysis)の手法を用いて、再犯

可能性および再犯に至る期間が評価されているが、

DWI Court は一定の効果があるとされている

（DWI Courtの維持に関わるコスト以上の、飲酒

運転が生じないことによる社会的利得を生み出し

ている）。 

２．RISE Project について 
 次に、オーストラリアの首都特別区（キャンベ

ラ）で採用された飲酒運転に対するDiversion の

試みについての大規模な政策実験であるRISEプ

ロジェクトについて報告する。依拠する文献は、

Tyler, T. et al., Reintegrative Shaming, 
Procedural Justice, and Recidivism: The 
Engagement of Offenders' Psychological 
Mechanisms in the Canberra RISE 
Drinking-and-Driving Experiment, Law and 
Society Review 41(3):553-586（著者のTylerが手

続的公正の心理学の主導者であることに注意して

ほしい）; Strang, H. et al., Experiment in 
Restorative Policing: A Program Report on the 
Canberra Reintegrative Shaming 
Experiment(RISE), Australian National 
University, 1999（なお、共著者に修復的司法の

主導者の一人であるJ. Braithwaiteが名を連ねて

いる）； Strang, H. et al., Experiment in 
Restorative Policing: Final Report on the 
Canberra Reintegrative Shaming 
Experiment(RISE), Australian National 
University, 2011（この最終レポートの共著者か

らは、Braithwaiteは外れている）。 
（１）オーストラリア首都特別区の新たな制度 
 いま述べたように、RISE Project とは

Reintegrative Shaming Experimentのことであ

り、この名称からもオーストラリア首都特別区が

導入した制度がJ. Braithwaiteの恥付けと再統合

のモデルに依拠していることがわかる。RISE は

オーストラリア首都特別区で 1995 年から始まっ

たプロジェクト（政策実験、社会実験）であるが、

オーストラリア首都特別区では 1994 年に少年裁

判所への送致に代わるカンファレンスと呼ばれる

制度が導入された。これは歴史的には先住民族で

あるマオリ族が実践してきた紛争解決手法である

FGC(Family Group Conference)につらなるもの

である。さらにオーストラリア首都特別区では

2005年に正式にRestorative Justice Actが施行

された。 
（２）RISE Project 
 RISE Project とは、常習犯に対する diversion
としての RJ(=Restorative Justice) Conference
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の再犯防止の効果についての評価研究である。対

象となった非行は成人飲酒運転、少年財産犯、少

年万引き、若者の暴力であるが、ここでは飲酒運

転のみを取り上げる。 
 次に、実験手続を述べる。 
(i)飲酒運転で逮捕された運転者を RJ カンファレ

ンスと通常刑事手続きにランダムに割り当てる。

再犯のウムは、処分後２年間の刑事事件記録と自

己申告で測定される。 
(ii)被験者は 1995-97 年に飲酒運転で逮捕された

運転者である。 
(iii)通常は、BAC（血中アルコール濃度）が一定

以上だと、自動的に起訴され、免許の停止、罰金、

氏名の公表などで終わる。なお、名前の公表は、

まさに Braithwaite が言うところの stigmatic 
shamingに他ならない。 
(iv)RJ カンファレンスの場合は、5 人のサポータ

ーが出席する。運転者が RJ カンファレンスの要

求に従っている限り起訴されない。記録にも載ら

ず、氏名の公表もない。サポーターは運転者の家

族、友人などが予定される。飲酒運転者と直接に

は関係のないコミュニティの代表も出席すること

がある（86%のカンファレンスで出席あり)。 
 RJ カンファレンスは通常、非行者がコミュニ

ティへの害悪を償う努力をする合意で終了する

（内容は寄付とかコミュニティの組織で働くとか

である）。警察が、運転者が約束を守るかどうか監

視する。 
(v)飲酒運転の場合被害者がいないのであるから、

被害者と加害者の和解を修復的司法の必須要素で

あると考えれば、修復的司法ではなく単なるコミ

ュニティ司法ということになる。修復的司法の分

類では RJ カンファレンスは RB(Reparative 
Board、補償委員会）であろう。被害者の参加を

必ずしも必要としないために薬物やアルコール犯

罪にも用いられるとされるが、修復的司法の純粋

モデルを主張する人々は、RB を修復的司法に含

めることには批判的である。 
 次に結果について述べる。自己申告でも警察記

録でも、RJ カンファレンスは直接の効果は見い

だせなかった。他方、RJ Conferenceが手続的公

正 procedural justice（後に研究に関わる Tyler
の一連の社会心理学的研究の基本的コンセプト）

と reintegrative shaming（Braithwaiteの修復的

司法における基本的コンセプト）を引き起こした

場合、つまり、このような心理的プロセスを生じ

させた場合には効果がある。 
 Tyler は RJ カンファレンスと手続的公正の概

念を結びつける。つまりここでは、手続的公正の

議論は対審構造、当事者主義の話とはと切り離さ

れ、当事者を集団のメンバーとして正当に遇する

というところに焦点が当てられている。 
 
（付録）Web 調査の結果について 
 筆者は 2012年の 3月にWeb調査を行った。誌

面に余裕があるのでその概要をここに記しておく。 
１．調査のデザイン 
（i）実験計画法（シナリオ実験）による 
実験計画 ４×２、サンプル数 各セル100 
第１要因 水準４ 統制群、飲酒文化群、上司命

令群、飲酒以外群（前方不注意） 
第２要因 水準２ 傷害群 死亡事故群 
（ii）シナリオ（例：上司命令群） 
 Ａは会社員で、自動車で通勤しています。ある

日会社が終わった後、飲み会をすることになり、

Ａは上司Ｇから「おまえは、新入社員だから送り

迎え係だ。多少飲んだって、運転なんかできるの

だから、帰りは近所の俺らを送っていけ」と言わ

れました。そして、会社から遠くない店に飲みに

行き、１～２時間お酒を飲み、食事をして、夜９

時頃自分で自動車を運転して上司Ｇ、同僚を送り

届け、自分の家に向かいました。Ａは、最初は飲

むのはいやだったのですが、上司Ｇが強く飲むこ

とをすすめるので、すすめられるままに飲んでし

まったのです。 
 Ａは多少酔っぱらっていましたが、普通に運転

していました。Ａの車が自宅近くにさしかかった

あたりで、Ａは道路を横断しようとしていたＢに

気づくのが遅れて、あわてて急ブレーキをかけま

したが、間に合わずにＢをひいてしまいました。

Ｂは、全治１ヶ月のけがを負いました。 
（iii）設問（例） 
3.Ｂの被害に対してＡには責任がある。 
4.Ａの行為は許し難い 
5.Ａに怒りを感じる 
6.このような結果になったのはＡが悪いからだ 
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7.Ａの行為は悪質だ 
8.Ａは運が悪かった 
***なお、上司命令群は、会社と上司の責任 etc.
についても、飲酒文化群は、会社と同僚の責任 etc.
についても、尋ねている。 
***設問は９件尺度 
２．知見の要約（表は省略） 
（i）第１要因の４群の分散分析では、非飲酒群が

他群と大きく異なる。 
（ii）設問によっては、上司命令群と統制群、飲

酒文化群識別されている設問がある（問７Ａ Ａ

に怒りを感じる 問８Ａ このような結果になっ

たのはＡが悪いからだ 問９Ａ Ａの行為は悪質

だ）。上司命令群ではＡ（直接加害者）への非難の

度合い、悪質度が低くなっている。 
（iii）飲酒文化群と上司命令群では、上司または

同僚の責任、会社自体の責任を尋ねているが、同

僚より上司の責任が大きい。ただし、会社の責任

については、傷害と死亡でパターンが異なるもの

がある。死亡事故の場合は、飲酒文化群の方が上

司命令群より会社の責任が小さいが、傷害事故の

場合は、会社の責任は上司の命令でも、飲酒文化

でも同程度に重い。この点をどう解釈すべきかで

あるが、軽い事故なら本来あまり責任のないとこ

ろに責任を求めてもまあいいが、深刻事故になる

とそうはいかないということであろうか。なお、

筆者と同じ班の膳場准教授のコメントによれば、

アメリカ、シンガポールの比較調査では結果が深

刻な場合、アメリカでは責任が個人に特定し、シ

ンガポールでは拡散的というデータあるとされる。 
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唐沢穣 班 

規範逸脱の「相場観」：記述的規範の効果の検討 
 

村上史朗 
（奈良大学社会学部） 

 
キーワード：規範逸脱、命令的規範、記述的規範 

 
 
１．責任判断の一要素としての「逸脱の許容」 

 これまでの社会心理学における責任判断研究で

主に注目されてきたのは、原因帰属（causal 
attribution）に関する心理的メカニズムの検討で

あった。犯罪や事故を起こした当事者がその行為

を生じさせた原因が、当事者自身にあったのか、

それとも周囲の環境など外的な要因であったのか

に関する心理的判断が、その後の責任判断に及ぼ

す影響を検討してきたのである。責任判断を原因

帰属の枠組みで検討する場合、基本的には対象と

なる行為が「望ましくない」ことは自明であり、

その望ましくない行為を生じさせた原因に注目す

ることになる。 
 しかし、実際には行為の望ましさ（望ましくな

さ）の程度の判断自体に曖昧性があることもある。

例えば、交通事故を起こしたときに制限速度を10
キロ超えていた場合を考えよう。もちろん、制限

速度を10キロ超えることは「望ましくないこと」

である。しかし、事故を起こしたときと起こして

いないときで同程度に望ましくないと判断される

わけではないだろう。そうだとすれば、この場合

の制限速度を 10 キロ超えることへの判断は、行

為そそのものだけではなく結果を含めた判断と言

える。そして、事故を起こしていない場合には、

「制限速度を 10 キロ超える」という行為は、あ

る程度社会的に（暗黙にではあるが）許容されて

いると言える。本稿では、このような社会的な逸

脱の許容について考察し、規範逸脱と責任判断の

関連について検討する予備的な研究を報告する。 
 
２．命令的規範と記述的規範 

Cialdini らは 社会的規範を命令的規範と記述

的規範に分類している（e.g., Cialdini, Reno, & 
Kallgren, 1990）。命令的規範とは、社会的に望ま

しい行為についての「なすべき」とされる規範で

あり、法規範をはじめとしたフォーマルな規範が

典型的なものである。一方、記述的規範とは、社

会における多くの人々の実際の行為の認知に基づ

き、「一般的な行為」についての判断基準を提供す

る。速度制限の例について言えば、「制限速度を遵

守する」ことが命令的規範にあたり、「周囲の車の

流れに乗る」ことが記述的規範にあたる。 
Cialdini, Reno, & Kallgren (1990) はゴミのポ

イ捨て行動を題材に両者の効果を検討した。記述

的規範への注目の効果として、周囲にゴミが散ら

ばっている状況（記述的規範が「ゴミを捨てても

良い」場合）において、周囲の状況への注意を喚

起するとゴミを捨てる割合が高くなることが示さ

れた。また、大学構内で配布したビラがポイ捨て

されるかどうかを調べる実験場面において、ビラ

の内容がポイ捨てを批判するものであった場合

（命令的規範への注意喚起）、ポイ捨て行動が抑制

された。このように、命令的規範と記述的規範は

ともに行動面への効果を持ち、特にそれぞれへの

注目が高まっている場合に効果が大きいことが示

されている。 
 
３．法規範からの逸脱への記述的規範の効果 

 法規範は遵守すべき事柄が明示的に定められて

おり、そこから逸脱しないことが一般的には社会

的に合意されているが、中には命令的規範と記述

的規範が乖離するケースがある。特に、従前には

一般的でなかった行為を法によって新たに規制し

た場合に見られる（乗用車の後部座席シートベル

ト義務化や住宅用火災警報器設置義務化など）。こ

こでは、住宅用火災警報器の設置に対する記述的

規範の効果を検討した研究例を示す（村上・岡・

栗岡・佐藤, 2010）。 
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表１　住警器設置、設置拒否へのロジスティック回帰分析

目的変数 住警器設置 設置拒否

命令的規範意識 .068 ** -.112 **

記述的規範認知 .038 ** -.020 **

災害対策（消火器） .106 -.305 **

災害対策（家具転倒防止） .419 ** -.317 **

楽観性 .004 .039

運命論的価値観 .035 .020

設置義務認知 1.00 ** -1.639 **

性別 -.250 * .092

年齢 .002 -.014 *

高齢者同居 .224 * -.109

未就学児同居 .153 -.107

世帯年収 .101 * -.004

義務化年限 .026 -.118 **

都市度 -.090 * -.125

-2対数尤度 4503.36 4014.17

擬似R2乗値 .238 .213

n 4179 4179

note：　*:p<.01, **:p<.001

アメリカでの住宅用火災警報器（以下、住警器

と略す）の普及による死者数低減の実績をうけて、

日本においても2004年6月に消防法が改正され、

新規住宅については 2006 年 6 月から、既存住宅

についても市町村条例の規定により住警器の設置

が順次義務化されている。調査の行われた 2009
年時点で猶予期間の残されていた自治体もあるが、

住警器設置そのものはすでに法令によって義務化

されていた。その時点で、既存住宅における設置

率は調査により異なるが概ね 40%未満であり、必

ずしも遵守されていないのが実情であった。 
住警器の設置義務は上述のCialdiniらの分類に

おける命令的規範と、実際に人々がどの程度この

規範に従っているかという状態を記述的規範と、

それぞれ捉えることが可能である。ここでは、住

警器を設置していない状態を命令的規範からの逸

脱状態と位置づけ、規範からの逸脱の観点から住

警器設置抑制要因を検討した。 
方法は以下の通りであった。戸建住宅の居住者

で 25 歳以上の世帯主またはその配偶者を対象と

したインターネット調査を行った（調査時期は

2009年 12月）。計画サンプルは 7都県（東京都・

群馬県・愛知県・栃木県・福岡県・秋田県・兵庫

県）各 600名（東京都のみ1200名） 
を均等割り付けした計 4800 名で、

有効回収数は 5586 であった。行動指

標として、住警器を世帯で１台以上設

置しているか否かを測定した（以下、

「住警器設置」）。また、命令的規範か

らの逸脱としての設置拒否を考える場

合に前提となる、設置義務の認知も測

定した（以下、「設置義務認知」）。設置

拒否層は、①現在住警器を設置してい

ない、②今後も設置する予定がない、

の2点を共に満たす層として定義した。 
命令的規範態度について、5 件法で

6項目を用いて測定した（例：「住警器

を設置するのは当然だと思う」「義務化

されたのだから設置しなくてはならな

い」）。記述的規範認知の指標として、

自治体における住警器設置率認知をパ

ーセンテージで尋ねた。また、住警器

以外の一般的な災害対策行動実施の指

標として、消火器設置（火災への対策）、家具転倒

防止用金具の設置（地震への対策）の有無につい

て測定した。 
心理的な関連変数として、住警器の設置義務を

認知していたかどうか（住警器設置義務認知）と、

楽観性・運命論的価値観に関する価値観の指標を

それぞれ 2項目で測定した。また、設置義務の猶

予期間について、居住都県の回答をもとに、各市

区町村条例の規定から1年おきに4段階で数値化

した（1=平成20年6月以前、4=平成23年6月）。

計画サンプルの段階で、猶予期間についてはほぼ

均等になるように対象地域が選定されていた。ま

た、地域の都市度について、東京都・愛知県・福

岡県・兵庫県は「都市度高」、群馬県・栃木県・秋

田県を「都市度低」とするバイナリ変数を作成し

た。 
結果から、住警器の設置や設置拒否（調査時点

で設置しておらず、今後も設置する意図のない層）

に対して、命令的規範への態度などの他の変数を

統制しても記述的規範認知の効果があることが示

された（表1）。この結果は、周囲の他者がどの程

度住警器を設置しているかという認知が、ある種

の規範逸脱への許容度を測る相場観のような働き
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をしていることを示唆している。 
また、この記述的規範認知は正確ではなく、実

際の設置率よりも低い値となることが示された。

つまり、住警器の設置に関しては、実際の周囲の

他者の設置率よりも、記述的規範認知に基づく「相

場観」の方が低く、これが設置行動を抑制してい

た可能性がある。 
 
４．社会的規範と法的規範の逸脱行為の比較 

 社会心理学においては、逸脱行為として検討さ

れてきたのは主に社会的規範からの逸脱行為であ

った。命令的規範、記述的規範の効果について、

法的規範は社会的規範とどのように異なるのだろ

うか。Murakami (2012) は、命令的規範と記述

的規範の逸脱行為への効果について、命令的規範

と記述的規範のそれぞれが自明視されていないほ

ど効果を持つという仮説を立てて検討した。法的

規範の場合、明示的に定められているため、遵守

しなくてはならないという命令的規範については

自明であり、個人の態度が影響する余地は小さい

と考えられる。そのため、より曖昧性の高い記述

的規範認知の方が逸脱行動への予測力は高いと考

えられる。一方、社会的規範は多くの場合慣習的

に成立しており、遵守すべきという命令的規範は

自明とは見なされないため、個人の捉え方が影響

する余地が比較的大きいと考えられる。上記をま

とめると、社会的規範とは異なり、法的規範から

の逸脱については、記述的規範の方が命令的規範

よりも逸脱行動への効果があると予測されること

になる。 
研究方法の概要は以下の通りであった。調査手

法としてはインターネット調査を用い、18歳から

59 歳の男女 516 名（男性 258 名、女性 258 名、

平均年齢 36.1歳）からの回答を得た。回答のしや

すさを考慮し、逸脱行動ではなく規範遵守行動の

頻度を測定した。法的規範として、スピード遵守

（違反しない）、後部座席シートベルト、住警器の

設置を取り上げ、社会的規範として適切な駐輪（駐

輪場に駐める）、電車内での携帯電話の使用マナー

の遵守、エスカレーターで片側を空ける、のそれ

ぞれ３つの行動を題材とした。記述的規範認知は、

周囲の他者がどのくらいその行動をしていると感

じるかについて 0%から 100%の数値で回答を求

めた。命令的規範への態度は、6 つの規範的行動

それぞれについて、その規範はどの程度必要だと

感じるかを測定した。 
結果は上記の予測を支持しており、法的規範か

らの逸脱については命令的規範意識よりも記述的

規範認知の方が強い効果を示していた（表２）。一

方、社会的規範については命令的規範意識の方が

記述的規範認知よりも効果が強かったものの、大

きな差ではなかった。 
この結果は、法的規範からの逸脱行為の個人差

は、命令的規範への意識の差よりも、周囲の他者

表2　規範的行動の頻度を目的変数とした重回帰分析

目的変数：規範的行動の頻度

説明変数

記述的規範認知 .263 *** .198 *** .298 *** .428 *** .475 *** .466 ***

命令的規範の信念 .336 *** .371 *** .397 *** .132 ** .267 *** .089

規範の適切さの考慮頻度 .000 .012 .042 .056 .118 ** -.009

社会的規範への肯定的態度 -.001 .026 .063 .045 .000 .051

自尊心 -.005 .170 *** .038 .012 .028 .001

性別（男性=1, 女性=2） .133 ** .123 ** .016 .185 *** .002 .011

年齢 .163 ** .089 .095 * -.001 .082 * -.007

R -squared .290 .262 .320 .325 .427 .263

adjusted R -squared .277 .249 .308 .313 .418 .248

N 393 416 418 424 427 369

note: * p<.05, ** p<.01, *** p<.001

住宅用

火災警報器

社会的規範 法的規範

適切な
駐輪

電車内
携帯電話

エスカ
レーター

スピード

遵守

後部座席

ベルト
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がどのくらい逸脱しているかという認知の個人差

との関連が強いことを示している。 
 
５．まとめと今後の展開 

ここまでの検討から、規範からの逸脱行為につ

いて、周囲の他者がどの程度逸脱しているのかの

認知（記述的規範認知）が、逸脱が許容されるラ

インについて一種の「相場観」のようなものを提

供していると考えられる。 
結果を離れて行為だけに注目した場合、その望

ましさや許容可能性についての判断は、明示的な

規範によってのみ定まるものではないということ

は、責任判断を考える上で重要なポイントのひと

つになると考えられる。 
ただし、ここで示した視点は、決して目新しい

ものではない。命令的規範と記述的規範の対置は、

川島 (1967) が法律の規範性と現実の社会生活を

対比した「当為と存在」という枠組みと基本的に

同質のものである。規範的行為については法学、

心理学、社会学など社会科学の複数の領域で個別

に検討され、それぞれの学問スキームで類似の概

念が検討されている。このような乱立する概念を

俯瞰し統合していくことも今後の課題のひとつと

言えるだろう。 
また、ここで挙げた研究は行為者自身の逸脱行

為を予測するものであって、観察者としての立場

からの検討は行われていない。責任判断は多くの

場合第三者的な視点から行われるため、ここで示

した枠組みが観察者の立場からでも同様に機能す

るのかを検討していく必要がある。 
 
引用文献 
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キーワード： 死刑 厳罰化 討論型世論調査 

 
 
はじめに 

 正しい知識と熟慮によって人々が意見を変える

のかということを検証する方法について検討した。

これは、今後の、私たちの研究グループで幾つか

の調査を実施するにあたっての準備としても必須

であり、何度も研究会を開いて多角的に吟味した。 
 ただし、ある特定の知識を与えれば、あるいは

保持していれば、そうでない人に対して、有意に

差があるということを言うことが目的なのではな

い。有意差があっても、意見が揺らがない者も多

数いる。そこにも注目していきたい。 
正しい知識と熟慮とは、政治学では討議民主主

義と呼ばれるものに属する。そこでは、討論型世

論調査が、最近話題になっている。死刑と刑罰に

ついても、そのようなアポローチが有効かどうか

検討する価値があると考える。 
 最初にやるべきは、討論型世論調査の方法を詳

細に把握することである。それから、私たちの興

味を持っているテーマに応用できるかを検討する

順序でいきたい。 
 
討論型世論調査の方法 

 討論型世論調査とは、フィシュキンが提唱する、

新しいタイプの世論調査である。原子力発電所の

是非をめぐる世論調査として日本政府によって用

いられたことによって広く知られるようになった。

基本的な方法は、無作為抽出された市民に対して、

最初に、普通の世論調査と同様にアンケートによ

り意見を聞いておき、それから専門家による様々

な意見に触れてもらってから小グループでの討論

に参加して貰う。その後に、アンケートで再び意

見を尋ねる。さらに、専門家との質疑のうえ、小

グループでの討論を重ねた上で、最終的にどのよ

うな意見を持つようになったかアンケートによっ

て調査する。 
 問題になるのは、無作為抽出のやり方、専門家

の話す内容、グループ討論のさせ方である。順次、

検討していこう。 
 日本で、この種の調査をする場合にネックにな

るのは、長時間の調査に協力できるだけの時間的

な余裕とモチベーションがある参加者をどうやっ

て確保するかである。人数だけなら多数の人に呼

びかければよいが、このような調査に参加するこ

とができる人は、偏ったグループの人々ではない

かという危惧がある。忙しい人が排除されるだけ

でなく、テーマに興味がある人が参加しがちであ

るとうことも問題である。いずれにせよ、呼びか

けに応じてくれる人の比率が極めて低いため、代

表制については、正直なところ、自信が持てない。

これは、この調査を世論調査と称するにあたって

は、大きな欠点である。 
しかしながら、この問題点は解消する方法が見

当たらないので、欠点を承知の上で実施するか、

やめてしまうかの二択しか残されていない。 
専門家の話す内容についても慎重な設定が必

要である。いわゆる厳罰化に関しては、犯罪者の

ことを良く知るほど、また、刑事政策について良

く知るほどに、それを支持しないことは、刑務官

などの意識からうかがい知ることができる。しか

しながら、討論型世論調査の場合は、討論になら



27 
 

ねばならず、反対意見を主張する専門家を用意し

なければならない。厳罰化を支持する、説得力の

ある話というのは、短いものならともかく、詳細

に論じることはむずかしい。長期刑は、抑止効果

は不明確だし、長く受刑させるほどに社会復帰は

困難になり再犯のおそれは増す。理屈でせめて支

持することは、基本的に困難である。犯罪に対す

る応報として、とにかく厳しい罰をという意見に

はそれなりの説得力はあるとしても、その一点張

りになり、討論というより、揺らがぬ信仰を披露

するだけとなってしまいがちである。そのような

役割を担ってくれる弁士を見つけることがむずか

しい。本当にそう思っていない人が代わりに話す

ことも、調査方法として問題が大きい。具体的な

例で工夫ができるかどうかは後に検討したい。 
最後に、小グループでの討論のやり方である。

これについては、かなり方法が確立されており、

モデレータが、うまく議論をコントロールするこ

とが討論型世論調査では行なわれてきた。これに

ついては、先行研究を参照する限りは、質の高い

人選さえすれば、問題なくいけそうにも思えるが、

テーマによっては簡単ではない。たとえば、今回

の場合も、性犯罪などを選べば、羞恥心が邪魔を

して討論しにくい。とりわけ男女が混ざったグル

ープでの議論は問題がある。そこまでいかなくて

も、人前で言いにくい本音というのは、討論にな

じまないところもあって、大切な論点が議論の遡

上にのせにくいということが起きる。犯罪者とは

つきあいたくない、犯罪者は共同体から排除した

いといった事柄は、意見としては言いにくく、ア

ンケート上だけは、いわゆる「良い子の答え」を

回答してしまうことが考えられる。刑事政策につ

いて討論させても、所詮、その結果が実行される

わけでもない、その意味で架空の討論という限界

がある。 
以上が一般論である。続いて、討論の素材選び

について検討しておきたい。 
 

適切な素材と対立軸 

 調査の枠組みに立ち返ろう。「正しい知識が与え

られるほど、厳罰化への賛意は落ちる。」「真剣に

考えるほどに、厳罰化への賛意は落ちる。」という

のが確かめたい仮説である。そうであれば、人々

の知識が不正確である題材こそ最適な素材となる。 
 その候補としてまず思い浮かぶのは、犯罪者に

対する誤解が多い性犯罪と犯罪状況と対策に対す

る誤解が多い少年犯罪であろう。 
 性犯罪については、一般人が想像している犯人

像と現実が重なり部分がないというほど乖離して

おり、情報提供に意義がある。しばしば想像され

るように、性欲を抑制しきれずに飛びかかるとい

う類の犯行は全くない。しかし、前述のように討

論のしにくさの問題があるうえに、そもそも参加

者を募ることがむずかしく、サンプルの偏りの問

題が大きすぎる。 
 少年犯罪については、犯罪状況の誤解がはなは

だしい。凶悪化を信じる人が多いが、凶悪事件は

減っている。最近マスコミが大量報道した事件も、

一昔前の事件と比較すればおとなしい。少年院の

脱走者の統計を見れば、戦後、年間、百人単位い

たのが、ここのところは、ゼロが普通である。ま

た、犯罪白書の特集でも明らかにされているよう

に、十五・六歳で検挙された少年の更生確率は、

９０％ぐらいと予測され、きわめて高い。説得力

のある情報提供ができる。 
 ところが、困難は、意外なところにある。少年

を厳罰化すべしという専門家が存在しない。正し

い情報を与えられたら、意見が変わるということ

を確認したいのだが、これでは、一方的な情報に

より意見が変化したことと区別がつかない。民主

主義的な熟議を経たものこそ、本当の世論という

ことを主張するには、不十分な調査と言わざるを

得ない。 
 そこで、より身近で、討論することも容易な犯

罪として、ありふれた窃盗を素材とすることも考

えられる。この場合の欠点は、死刑にリアリティ

ーがないことは当然として、長期刑が更生の妨げ

になる逆効果についても、それほどの長期刑が想

定されないために議論ができない。犯罪者の保持

する様々な特性や、事件のさいの特徴が、重罰化

の要因なのか、軽減要因なのかの調査は可能であ

るが、それは、今回の調査目的とはズレてしまう。 
 結局、殺人を素材とすべきという案もある。確

かに、殺人こそ人々が凶悪事件として真っ先に頭

に浮かべる罪種である。しかし、実際の殺人事件

は、過半数が身内で起きる事件に過ぎない。残り
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もほとんどが喧嘩の延長線上のものである。新聞

紙上をにぎわす殺人事件は、きわめて稀なケース

である。特異な事件についての考察を一般化する

ことは、それ自体が間違いであろう。殺人という

カテゴリーに含まれる犯罪は、強く同情できる事

件から、凄惨な事件まで幅が大きすぎる。対象を

絞るとしても、家族内殺人については、人々の誤

解は少なく、現状として科されている刑罰も大幅

に軽減されている。 
犯罪学者にとって、最も犯罪らしい犯罪は、強

盗である。同情できる強盗というものは、ほぼあ

りえないことで、犯罪に対する意識を図る上で代

表的な犯罪として使えるように思う。ところが、

日本においては、強盗は極めて発生件数が少ない。

2000 年に実施された犯罪被害者調査では、3000
人の回答者のなかに、過去五年間のうちで強盗に

遭った経験者はゼロであった。日本には職業的な

窃盗犯はいるが、強盗犯はいないと考えられてい

る。実際の強盗は、行き当たりバッタリか 生活

破綻の末といった間抜け事例が多く、案外討論に

適切な対象とはならない。 
 このほか、放火、薬物犯などを他の罪種を検討

しても、討論が、見事に意見を変えるように作動

しそうな適切な例はない。犯罪は、そもそも逸脱

行動であって、多様性が高く、少しの知識を与え

られたぐらいで刑罰についての考え方を変えるの

は容易ではないことが準備段階から予測されてし

まう。 
意見を変えられるという点で、別の角度から候

補をだせば、殺人に対する公訴時効の廃止がある。

この廃止の運動は、被害者団体が主導し、明日の

会がアンケートを実施した結果として配布してい

る資料によると、日本市民の 9割が廃止に賛成だ

という。逃げ得を許すなという言説への賛成者の

数である。ところが、被害者と司法を考える会が、

法学部学生や法科大学院学生を対象としてアンケ

ートをした結果は、時効廃止に反対が多数である。

知識があれば意見が変わる典型例として興味深い。

捜査について調べれば、証拠の経年劣化は激しく、

事件発生から一年以上経過すれば、ほとんど検挙

できないというデータは、費用対効果も考えて捜

査を断念することが合理的な選択であることを強

く示してくれる。しかしながら、ここに別の問題

がある。一年以上たてば、ほぼ逃げ切れるなどと

いうことを世間に広く周知することが果たして正

しいことなのかということである。それに、時効

廃止の動きは厳罰化の動きの一部とみなすことは

正しいとしても、これを刑罰と同等には考えにく

い。 
結局、厳罰化については、討議の素材として

様々な困難があり、討論型世論調査の手法を使う

なら死刑を題材とするほかないとの結論に達した。 
 しかしながら、死刑については、木村正人自身

による先行研究があり、それを超えるものである

必要がある。 
 
他の調査方法 

 討論型世論調査にこだわらずに、知識と熟慮が

意見を変えるのか検証する方法はある。 
最も単純なものは、アンケートにより、知識が

あるかどうかを尋ね、そのレベル差により、死刑

や厳罰化に対する意見に差があるかどうかを比較

する方法である。犯罪と刑罰についての知識があ

る人と知識不足の人のグループ間を、他の要因の

影響がないようにコントロールすることがどこま

で可能かという問題があるが、ある程度の分析は

可能であろう。また、どの種の知識が鍵になって

いるかの検証もできるかもしれない。 
次に、近年発展中のインターネットを活用した

調査を使う方法がある。なんらかの情報を与えて、

そのうえで意見を聞くということが、一応可能で

ある。しかし、１ページ分ぐらいの説明で状況認

識や考え方を変えてもらうことは想定しにくい。

むしろ、ある犯罪状況を前提とするとか、更生が

旨くいっているとしたらといった仮定で尋ねたほ

うが、それならという意見変更した回答を得られ

る可能性が高い。人々の注目点を明らかにすると

いう目的なら、このほうが調査として適切であろ

う。 
 

プリテスト結果 

調査方法について論じてきたが、プリテストも

行なっている。 
河合が、早稲田大学法学部における犯罪学Ⅰ、

犯罪学Ⅱの講義を受講した三年生の学生に対して、

講義を受ける前と受けた後にアンケート調査を実
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施、差がでたかどうかを比較する。意見は、両方

が変化することによって相殺される可能性がある

ので、8 人の学生から、詳細にインタビューし、

意見の揺れ動き加減を確認する。 
犯罪学Ⅰでは、犯罪状況を統計だけでなく、罪

種ごとにどのような事件がどのくらいあるか示し

た。犯罪学Ⅱでは、刑罰と、警察、刑務所はじめ

刑罰を科す側について講義した。交通事故により

息子をなくされた犯罪被害者遺族が教室に語りに

来る講義も一回含まれている。 
現在、犯罪学Ⅰの開始時と終了後のデータ分析

と学生インタビューの結果しかえられていないが、

そこから幾つかの知見が得られている。 
受講者の人数は 84 名と少ないが、出席率はお

よそ 9割、法学部 3年生が9割で、やや男性が多

い。回答率は１００％で、検証には使えないが、

参考にはできると考える。 
 死刑についての質問や、再犯者によるカラーテ

レビ盗に対する量刑、刑罰と更生についての考え

方、犯罪状況の認識、保護司制度を知っているか

などを尋ねた。結果は、量刑も考え方も全く変化

なし。知識だけが増えていた。 
 法学部の三年生である学生たちが、前もってあ

る程度の知識を持ち、熟慮したことがあったから

変化しなかったという解釈も成り立たないことも

ない。しかし、凶悪事件の実態については新たに

知ったにもかかわらず、変化が出なかったことが

注目される。インタビューで意見が動いたが相殺

されたのではないことは確認している。 
 死刑には死生観、刑罰や犯罪者に対しても、深

い倫理観や社会観が関係していて、犯罪が本当は

どういうものかの知って驚きつつも、そう簡単に

は、意見は変わらなかったと解釈している。 
 
調査の計画 

以上を踏まえて、今後の調査を次のように準備

している。 
「更生保護事業に関する世論調査」（1980年実

施、内閣官房広報室）と「死刑問題に関する世論

調査」（1956年実施、内閣官房審議室）のなかか

ら質問を抽出し、同じ質問をすることによって、

長期にわたって意識が変わらないものと変わるも

のを峻別する。全国 1200 サンプルを多段階層化

抽出し、既に 2012年12月に実施、600サンプル

以上の回収を得たところである。 
インターネット調査により、死刑と厳罰化の意

見が、状況認識の変化などにより変わるか、ある

いは、知識がある人の認識に違いがあるのかを測

定する。これは 2月実施予定である。 
そして、来年度に、本格的な全国意識調査を予

定し準備中である。上記の2調査の結果を踏まえ

て、死刑について、人々の意識をできるだけ正確

にはかりたい。 
死刑についての世論調査は、「やむをえない」

などといった誘導的な選択肢を置くことによって、

死刑容認の人が圧倒的多数であると主張するよう

な問題が多い世論調査がなされてきた。 
賛否に大いに悩み、他人の意見を聞けば意見を

変えることが多いということが、討論型世論調査

で明らかになっている。何が本当の輿論か、人々

の真意は何かということは、なかなか確定できな

いものの、死刑の賛否を単純な形ではなく、様々

な聞き方によって、重層的に明らかにしたい。そ

して、そこに、どのような知識や体験、熟慮が関

係しているか明らかにしたいと考えている。 
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長谷川真里 班 

公募班（小学生対象の民主主義理解教育の提案とその効果検証）本年度の活動報告 

長谷川真里 
（横浜市立大学） 

 
キーワード：法教育、民主主義、道徳判断 

 
 
1. 本プロジェクトの目的 

 本研究は、小学校高学年を対象とした法教育の

授業を企画し、その効果を検証し、さらにその成

果を広く一般に知らしめるものである。法教育で

育成すべき資質は、多様であり総合的なものであ

る。これまで、教育学、法学、心理学において独

立して検討され蓄積されてきた知見を融合してこ

そ、真に子どもの発達に寄与する法教育実践が開

発できると考える。本研究は、発達心理学者、教

育学者、教育者、弁護士の協同により、それぞれ

の専門的知識と技術を用いて、法教育の実践プロ

グラムを提案し、その効果を検証すること、また、

実効性のある教案や子どもの実態把握のためのツ

ールを公開することで、法教育の実践の議論の拡

大を目指すことを目的とする。本年度は、（１）法

と心理学会大会でのワークショップ開催、（２）小

学５年生に対する法教育の実践およびその効果検

証を予定している。本稿では、（１）については第

２節でその概要を紹介し、２月に実施予定の（２）

については第３節で計画案および質問項目の一部

を掲載する。 
 
2．法と心理学会ワークショップ 

 法と心理学会第13回大会（武蔵野美術大学鷹

の台キャンパス）において、「道徳判断研究の

最前線」と題したワークショップを開催した。

話題提供者として有馬斉氏、唐沢穣氏、高橋征

二氏、指定討論者として外山紀子氏に登壇いた

だいた。日時は平成24年10月21日、13時から15

時まで(2時間)であった。 

 まず、倫理学（有馬 斉）、社会心理学（唐

沢 穣）、進化心理学（高橋征二）の立場から、

道徳判断に関する研究の現状と課題の報告が

あった。３名の話題提供者に共通したテーマと

して、論理（理性；reason-based）と直観（感

情; intuitive-based）の問題を指摘したい。

有馬はジョナサン・バロン、ジョシュア・グリ

ーンらをひきながら、「道徳的直観は多くの場

合、考慮するに値しない論点によって歪められ

て」おり「感情的でバイアスのかかった」判断

と「論理的で信頼できる」判断を区別すべきと

いう考え方を紹介した。両者の関係について、

唐沢は「論理（理性）が直観に追従する」とし、

両者がともに量刑判断に影響を与えることを

実証データに基づき議論した。さらに高橋はジ

ョナサン・ハイトの「象と象使い」のメタファ

ーを紹介しながら、論理（戦略的推論）が操っ

ているようにみえても実は直観によって操ら

れているという道徳判断の特性を指摘した。か

つてトバスキーとカーネマンは直観的な確率

判断と数学的正解の間に大きな相違があるこ

とを指摘し、これをヒューリスティクスと呼ば

れる直観的な判断方略により説明した。ヒュー

リスティクスは論理的には誤っているものの、

限られた情報処理能力や知識、時間のなかで素

早く大まかな判断を導くという点で、適応的に

はきわめて大きな意味をもっている。これと同

じことが、道徳判断場面において働く直観にも

認められるとは考えられないだろうか。 

 本ワークショップのねらいのひとつは、様々

な分野の研究成果をふまえ、法教育への応用を

考えることにあった。日本の伝統的な道徳教育

は心情主義あるいは徳目主義と呼ばれ、他者の

気持ちを想像する・思いやることを通して、道

徳的価値の重要性を感じ取らせる実践が主流

となってきた。一方の法教育では、法を基礎づ

ける基本原則と価値に関する知識と技術の習

得が目指されており、与えられた情報を鵜呑み

にせず、論理的に思考する力（批判的思考）の

育成に主眼がおかれている。では、道徳教育に
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何を加えると法教育の目指す力が育成できる

のか。それとも両者は根本的に異なるものなの

か。それぞれの立場から、法教育のあるべき姿

について議論が期待される。 

 

3. 小学校での法教育実践 

3.1 研究の背景 自由で公正な社会を作るた

めには、その担い手の育成が不可欠である。子

どもに対する法教育は、新学習指導要領にも明

確に位置づけられており、その重要性と緊急性

は論をまたない。これまで、法曹関係者と小・

中学校など学校現場の教育者の連携により、先

駆的に法教育の実践が行われてきた。しかしな

がら、学校教育場面では、法教育ということば

自体それほど認知されていないのが現状であ

る。また、どのような能力の育成を目指せばよ

いのかという認識が共有されているともいい

がたい。さらに、これまでの法教育の実践は、

心理学で明らかにされてきた子どもの発達の

実態が必ずしも十分に考慮されてはおらず、実

践の効果の検証が行われていないという問題

点を指摘できる。 
 子どもの法的概念の理解や判断の発達は、発 
達心理学のなかの社会認識研究や道徳性発達

研究の領域で研究されてきた。ひとくちに道徳

的価値概念といっても、友情や親切といった

「対人関係」の問題から、「社会正義」の問題

まで幅広いが、なじみのある文脈であれば、小

学生でも抽象的な政治的概念に対して理解を

示すことが明らかになっている。特に小学校高

学年から中学生の年代で発達的な変化が大き

い。そこで、小学５年生を対象とした授業を行

い、授業前後テスト（プレテスト-ポストテス

ト）パラダイムを用いて、授業の効果の検証を

行う。 

3.2 実施授業案 民主主義の理解を、子ども

にもなじみのある「集団決定」の場面を用いて

促進する。「みんなで決めてよいこと/いけない

こと」を、ディスカッションを通して考え、民

主的な意思決定のプロセスや個人の権利の理

解をはかる。１日２コマを１セットとする。 

3.3 方法 授業を行う授業群と、同時期に授

業を行わない統制群の 2群を構成する。授業群

に対しては 3.2に示した授業実践を行う。授業

群と統制群それぞれについて、プレテスト（実

施２週間前）、ポストテスト（直後ポストテス

ト、１ヶ月後ポストテスト）を実施し、群間比

較を行う。同時に、授業群での授業実践をビデ

オに撮影し、授業時の教師と子どものやりとり、

子ども間のやりとり、論点の分析を行う。授業

実施は 2013年２月第１週を予定している。 

3.4 テスト項目 プレテスト・ポストテスト

は、当該授業の効果測定のために、法教育の目

的に対応したものを使用する。具体的には、（１）

社会に対する関心意欲を測定する尺度、（２）

授業に対応した形での、集団決定に関する質問

項目を予定する(Table1)。 

 
 
Table1 プレテスト・ポストテストで使用する質

問項目（一部抜粋） 
 

 

 
 
 
連携研究者：外山紀子（津田塾大学）、 吉岡昌紀

（清泉女子大学） 
研究協力者：梅田比奈子（横浜市教育委員会 主

任指導主事）、 村松剛（弁護士 横浜弁護士会所

属） 
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高木光太郎 班 

 

被疑者面接のコミュニケーション・デザイン 
〜Reidテクニック、PEACE アプローチ、日本型取調べの比較検討〜 

 
     高木光太郎    森直久    大橋靖史   脇中洋 

（青山学院大学）（札幌学院大学）（淑徳大学）（大谷大学） 
 

キーワード：被疑者取調べ、Reid テクニック、PEACE アプローチ 
 
 

目的 

 本論文の目的は日本の捜査実務において観察さ

れた被疑者面接事例と、アメリカで開発された被

疑者面接技法である”The Reid Nine Steps of 

Interrogation（以下、Reid テクニックと表記）

“（Inbau, Reid, Buckley, & Jayne, 2011）、およ

びイギリスで開発されたPEACEアプローチ（た

とえば (National policing improvement agency, 
2009）を、コミュニケーション・デザインという

観点から比較したうえで、日本の捜査実務におい

て有効に機能する被疑者面接技法の開発において

留意すべき点について予備的な考察を行うことに

ある。 
 

検討の視点 

 本研究では被疑者面接技法の比較をコミュニケ

ーション・デザインという視点から行うために、

（１）フレームの明示性、（２）フレームと発話の

関連性、（３）段階的構造の有無、（４）圧力の程

度と質、（５）社会文化的文脈との適合性、に注目

した。以下、それぞれについて簡単に説明する。 
 「フレームの明示性」とは、当該コミュニケー

ションの話題、展開の方向、展開の手順について

の制約（フレーム）が、コミュニケーションの参

加者たちに明示されている程度を指す。一般的に

言って、フレームの明示性が高ければコミュニケー

ションはより安定する。一方、明示性が低いと、参

加者たちが文脈や状況を十分に共有している場合を

除いて、コミュニケーションに誤解や混乱が生じ易

くなると予想される。 

 「フレームと発話の関連性」は、当該コミュニ

ケーションにおいて明示的にあるいは暗黙のうち

に設定されたフレームが、個々の発話に与える制

約の程度を指す。コミュニケーションの開始時に

フレームを明確に設定した場合でも、その後の発話

がフレームに適合しなくなってしまうことは、特に

日常会話などでは多くみられる。たとえば休暇の過

ごし方について相談するために会話を始めたのに、

いつのまにかテレビ番組の話になってしまうといっ

た展開である。この場合は、フレームが個々の発話

に与える制約が弱いということになる。一方、式典

などフォーマルなコミュニケーションの場では、司

会の発言や登壇者の発言がフレームから大きく逸脱

することは少ない。これはフレームが発話に与える

制約が強いコミュニケーションの例となるだろう。

「フレームの明示性」と同様に、一般的に言って「フ

レームと発話の関連性」が高いほどコミュニケーシ

ョンは安定することが予想され、それが低くなれば

誤解や混乱が生じる可能性が高くなることが予想さ

れる。 

 「段階構造の有無」は、あらかじめ想定されたコ

ミュニケーションの展開が、コミュニケーションの

最終的な目的状態に向けて配置されたサブゴールを

順に巡っていく構造となっているかどうかというこ

とを指す。一般的に言って日常会話が明確な段階構

造を持つことはまれであり、その時々の話題や状況

に応じて柔軟に展開していく傾向が強い。これに対

してたとえば刑事裁判の公判廷では、判決というゴ

ールに向かって、人定質問から始まる一連の段階が

明確に設定され、それに厳格に従ってコミュニケー

ションが展開していく。コミュニケーションが特定

の結果を得ることを強く志向している場合、つまり

コミュニケーションの最終的な目的状態が明確であ

る場合は、それを達成するのに適した段階構造を設
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計し、コミュニケーションに組み込むことは一般的

に有効である。一方、こうした段階構造の導入は、

各段階でのコミュニケーションの機能や展開の方向

を強く制約するため、創造性が求められるコミュニ

ケーションには通常は不向きであると考えられる。 

 「圧力の程度と質」とは、コミュニケーションの

参加者の一方が他方に対して非対称的なかたちで意

図的あるいは非意図的に行為（発話を含む）の方向

づけを行うことができる程度と、そのために用いら

れる手段の種類を指す。近しい者たち同士の雑談な

どは、話題の設定やそこからの逸脱、あるいはコミ

ュニケーションそのものからの離脱などを参加者が

互いに自由に行えるという点で圧力の低いコミュニ

ケーションであると言える。これに対して、たとえ

ば学校の通常の授業では、生徒の発言は教師に許可

された場合のみ可能となり、かつ生徒が教師の発言

を禁止または許可することはできないという非対称

性が存在する。さらに教師の許可なくして生徒が授

業のコミュニケーションから離脱することはできな

い。これらのことから学校の授業は教師による生徒

への圧力が高いコミュニケーションであるというこ

とができる。コミュニケーションにおいて圧力を実

現する手段は、拷問のように身体的な暴力を用いる

ものから、学校の授業のように常識的な言葉遣いを

通して遂行されるものまで多様である。これら圧力

を生じさせる手段の種類は、当然のことながらコミ

ュニケーションの展開に大きく影響する。 

 最後に「社会文化的文脈との適合性」は、特定

のコミュニケーションにおける話題、展開の方向

や手順、圧力のあり方などの諸特性と、それが実

際に展開する社会的状況や、それを用いる人々の

文化的背景との適合性の程度を指す。たとえば友

人との雑談のように話題設定が自由で、展開も柔

軟なコミュニケーションと、式典や事務的な会議

といった社会的状況の適合性は低いだろう。また

相手をストレートに批判する、自分の主張を最初

から明確に示して押し通そうとするといったコミ

ュニケーションは、婉曲な表現や主張を好む日本

人には、なかなか受け入れられないことがあるか

もしれない。 
 
被疑者面接におけるコミュニケーション・デザイ

ンの基本要件 

 ここまでに示した検討の視点に基づいて、被疑

者面接技法が備えるべきコミュニケーション上の

基本的な特性を整理する。 
 被疑者面接におけるコミュニケーションは、事

件の真相解明にとって有用な情報を被疑者から最

大限に引き出すと同時に、虚偽自白の発生可能性

を最小限に抑えるようにデザインされる必要があ

る。捜査面接において被面接者からより多くの情

報を得るためには、たとえばイギリス司法省

の ”Achieving Best Evidence in Criminal 
Proceedings”（Ministry of Justice, 2011）が推奨

しているように、被面接者との間に適切なラポー

ルを形成したうえで、開かれた質問形式を核とし

た段階的な質問構成を行い、聞き手による誘導的

な影響を最小化することが有効であると言われて

いる。これは前節で整理した検討の視点に基づけ

ば、（A）被面接者から事件について有用な情報を

得るという面接のフレームを明確にしたうえで、

（B）このフレームに最適化された関連性の高い

質問を準備し、（C）あらかじめ準備された段階に

従って面接を進めていくというコミュニケーショ

ン・デザインである。しかし、被疑者が自分や関

係者に不利益となる情報を意図的に隠蔽している

可能性がある被疑者面接おいては、面接者からの

働きかけを無原則に最小化し、被疑者に事件につ

いて完全に自由に語らせるという方略は有効では

なく、（D）情報の意図的な隠蔽を抑止するなんら

かの「圧力」をコミュニケーションに組み込んだ

デザインが不可欠となる。だが容易に予想できる

ように、このような「圧力」は、それが不適切に

作用した場合、犯行体験を持たない被疑者を虚偽

自白に追い込んでしまうなど、深刻なトラブルに

結びつく危険性をもつ。被疑者面接のコミュニケ

ーション・デザインにおいては、そこに必然的に

埋め込まれる「圧力」の質と量を適切にコントロ

ールすることによって、虚偽自白の発生と被疑者

による意図的な情報の隠蔽の双方を回避すること

が中心的な課題となる。 

 さらに被疑者面接技法を含む捜査面接技法は

（E）それが使用される社会文化的文脈との適合

性を十分に考慮する必要がある。たとえばイギリ

スで開発された PEACEアプローチは、街中に数多

く設置された CCTV（監視カメラ）の映像を捜査機
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関が証拠として活用可能なことや、黙秘が被疑者

にとって不利益な証拠となりうることが前提され

ており、このような捜査実務のあり方や法制度を

持たない諸国に、このアプローチを機械的に導入

しても十分に機能することはないと考えられる。 
 
ReidテクニックとPEACEアプローチのコミュニケ

ーション・デザイン 

 ３で示した（A）から（E）までの基本要件に基

づいて、Reidテクニックと PEACEアプローチのコ

ミュニケーション・デザインの特徴を整理した結

果を Table 1に示す。 
 ここから明らかなように Reid テクニックと

PEACEアプローチは共に（A）面接の冒頭で取調べ

のフレームを明示し、（B）取調官の発話とフレー

ムの関連性を高く保ち、かつ（C）あらかじめ定

義された段階に基づいて取調べのコミュニケーシ

ョンを展開させるように設計されている。これら

のことから、Reidテクニックと PEACEアプローチ

は共に取調べにおけるコミュニケーションの混乱

を最小化し、あらかじめ設定された目的を達成す

ることを目指したデザインになっていることが分

かる。 
 一方、両者が異なっているのは、まず（A）取

調べの冒頭で示されるフレームの内容である。

Reidテクニックでは、たとえば「ジョー、われわ

れの調査の結果によると、先週、ジェイソン宝石

店に入ったのは君だということがはっきりしてい

る。」と宣言したうえで、取調官が用意した犯行

についての説明（テーマと呼ばれる：たとえば「ジ

ョー、こういう事件で一番大事なことは、このこ

とが起こった状況を理解することなんだ。君が昨

年会社を解雇されてからどんなに大変だったかわ

かっている・・・」）を示し、これらを被疑者が

受け入れ認めることが取調べのゴールとして明確

                 Table 1 

   Reidテクニックと PEACEアプローチにおけるコミュニケーション・デザイン 
 Reidテクニック PEACEアプローチ 

（A）フレームの明示性 
明示的 

（被疑事実の受け入れ要求） 
明示的 

（被疑事実への釈明要求） 
（B）フレームと発話の関連性 高い 高い 

（C)段階構造の有無 

 

段階的 

-------------------------- 

0. 事前準備・権利の告知等 

1. 直接かつ明確な対立 

2. テーマの展開 

3. 否認への対処 

4. 反論の克服 

5. 注意の誘導と維持 

6. 否定的な感情への対処 

7. 二者択一的な質問の提示 

8. 口頭での説明 

9. 自白調書の作成 

 

 

段階的 

-------------------------- 

 0. プランと準備 

 1. 説明と引き込み 

 2. 釈明 

 3. 終結 

 4. 評価 

 

（D)圧力の程度と質 
自白力動の最大化 

否認力動の最小化 

（情動圧力） 

釈明と証拠との整合性 

（情報圧力） 

（E）社会文化的文脈との適合性 アメリカの諸制度・文化に最適化 イギリスの諸制度・文化に最適化 
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に設定される。これに対してPEACEアプローチでは、

たとえば「被害者は、～さんと同じ姿格好の人に

被害にあったと言っています。あなたのバッグか

らは犯人が押し入った時に使ったのと同じタイプ

の金槌が出てきました。」といったかたちで被疑

者が犯人である可能性を示す証拠や状況があるこ

とを示した上で、「あなたと事件の関わりについ

て話してください」といったかたちで明確に釈明

を求める。 

 このようなフレームの違いは当然のことながら、

段階構造の違いに結びつく。Reidテクニックにお

いては、取調官が提示したテーマに対する被疑者

の抵抗を想定し、それを抑止してテーマを受け入

れること（＝自白すること）を目指した段階設定

が行われている。これに対してPEACEアプローチで

は、被疑者による事件との関わりについての釈明

を十分に聞き取ったのち、その内容について証拠

や論理に基づいて疑問点をぶつけて、再釈明を求

めることを繰り返す段階設定となっており、自白

を得ることは直接のゴールとして設定されていな

い。 

 こうしたフレームと段階構造の違いによって、

これら二つのアプローチでは、被疑者に作用する

圧力の質と量も大きく異なるものになっている。

Reidテクニックは、犯行の動機や理由の説明とし

て被疑者が受け入れやすいテーマを設定すること

によって自白力動を最大化すると同時に、取調官

が繰り返しテーマの受容を被疑者に求めることで

被疑者の否認力動を低減させるというかたちで圧

力が行使される。これは被疑者の「自白をしない」

という意思の持続を二つの方向から困難なものに

する圧力戦略であり、Reidテクニックにおいては、

これが一貫して強力に被疑者に適用される。本論

文ではこのタイプの圧力を「情動圧力」と呼ぶ。 

 これに対してPEACEアプローチでは、被疑者によ

る釈明がもつ矛楯や不明確さを証拠や論理によっ

て指摘し再説明を要求するという圧力戦略が採用 

されている。被疑者が自身の不利益となる事実を

隠蔽している場合、このような要求によって釈明

が破綻していくことになる。一方、被疑者が意図

的な隠蔽をせずに釈明をした場合、証拠や論理と

の齟齬は最小限に止まり、取調官による再説明の

要求は大きな圧力とはならないだろう。本論文で

は、このタイプの圧力を「情報圧力」と呼ぶこと

にする。 

 社会文化的文脈との適合性については、二つの

技法がそれぞれアメリカとイギリスの制度や文化

を前提にデザインされていることから、そこに最

適化されていることは自明である。 

 以上の諸特徴について虚偽自白の発生可能性を

最小限に抑えつつ、被疑者から有用な情報を最大

限に得るという観点で検討した場合、情動圧力を

用いるReidテクニックは、取調官が設定したテー

マを離れた被疑者自身の自由な釈明による情報収

集と、虚偽自白発生のリスクに対するコントロー

ルがコミュニケーション・デザインに組み込まれ

ていない点で問題があると言わざると得ない。一

方、PEACEアプローチは、被疑者自身の釈明に対し

て情報圧力を適用するという戦略によって、情報

の効果的な収集と、虚偽自白発生リスクの低減を

可能にするコミュニケーション・デザインになっ

ており、被疑者面接技法としてはより適切なもの

になっていると考えられる。 

 

日本型取調べの特徴に関する予備分析 

 日本の取調べ実務においては、Reidテクニック

やPEACEアプローチのように意図的にデザインさ

れた被疑者面接技法が体系的に導入されていると

いう実態は存在しない。このため日本型取調べに

共通する一般的特徴を明確に抽出することは非常

に困難であると予想される。しかし、日本におけ

る取調べが一定割合で共有しているコミュニケー

ションの傾向性を把握することは可能であると考

えられる。本論文では以下、そのような作業の出

発点として、ある検察官取調べのコミュニケーシ

ョン展開過程の分析を試みる。 

 対象事例：今回分析の対象としたのは、軽度の

知的障害をもつ被疑者に対する検察官による被疑

者面接の録画記録である。被疑者は当初犯行を否

認していたものの、面接の過程で自白に転じてい

る。録画された取調べの実施時間中に威圧や暴力

あるいは便宜供与など不適切な取調官の対応は認

められなかった。また知的障害をもつ被疑者が典

型的に困難を経験する質問形式（たとえば二重否

定文、難解な語彙、クローズドクエスチョンなど）

によって誘導や意思疎通の失敗など明確な不具合
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が取調べのコミュニケーションに生じた形跡も確

認できなかった。当該面接にかかわるこのほかの

詳細については、守秘義務の関係で記載を控える。 

 分析方法：録画された検察官と被疑者の発話を、

検察官の質問ターンと被疑者の応答ターンをひと

まとまり（以下、これを「質問—応答ペア」と呼ぶ）

として、Table 2に示したカテゴリーに分類し、面

接の展開のなかで生じたカテゴリーの遷移パター

ンを検討した。 

 結果：分析の対象とした面接では開始から被疑

者が自白に至るまでに131の質問—応答ペアが生起

した。これらの質問—応答ペアの時系列的展開には、

大まかに言って間接事項、周辺事項、一般事項な

ど犯行に直接関係しない事項から直接事項へと遷

移するパターンがみられた。 

 この面接で最初に直接事項5ペアにたどり着く

までにラポール3ペア→周辺事項10ペア→メタコ

ミュニケーション事項1ペア→間接事項7ペア→周

辺事項3ペア→間接事項４ペアという遷移がみら

れた。このあとも検察官は直接事項にとどまるこ

とはなく、ふたたび間接事項をめぐるやりとり12

ペアを経てから直接事項7ペアに戻っている。この

直接事項の冒頭で検察官は被疑者が犯行現場にい

たことを示す証拠を提示した。 

 しかし被疑者は犯行を認めず、検察官の発言の

仕方が気にいらない旨を述べる、刑罰の仕組みに

ついて質問するなど迂回的な発言を繰り返した。

これに対して検察官は直接事項に強く導くことは

せず、被疑者の意見や質問に対応しながら、時折

直接事項となる発話を差し挟んでいた。この部分

のカテゴリー遷移は、間接事項3ペア→直接事項6

ペア、間接事項2ペア→メタコミュニケーション1

ペア→直接事項4ペア、メタコミュニケーション7

ペア→直接事項1ペア、一般事項20ペア→直接事項

1ペア、一般事項6ペア→間接事項3ペア→直接事項

7ペア、一般事項10ペア→直接事項１ペア、一般事

項7ペア→自白となっていた。 

 考察：前節で整理したようにReidテクニックや

PEACEアプローチでは、ラポールなど冒頭の手順を

経たのち、「直接かつ明確な対立」（Reidテクニッ

ク）、「説明と引き込み」（PEACEアプローチ）とい

ったかたちで直接事項にかかわるコミュニケーシ

ョンに遷移したのち、テーマをめぐるやりとり

（Reidテクニック）、あるいは証拠や論理に基づく

再釈明の要求（PEACEアプローチ）など、基本的に

直接事項に定位して面接が展開する。これに対し

て今回検討した日本の検察官による取調べでは、

間接事項、周辺事項、一般事項から直接事項に推

移するパターンが確認できた。これは被疑者と犯

行の結びつきをめぐって被疑者面接のコミュニケ

ーションが展開するというフレームを明示化せず、

曖昧にしたままで、しかし事件には相当程度関連

のある事項についてコミュニケーションを進める

という展開構造である。これによって被疑者は、

Table 2 

取調官の発話分類に用いたカテゴリー 

カテゴリー 定義 例 

ラポール 
事前準備や良好な関係づくりのために行わ

れる取調官の発言 
録画の許諾をとる、権利の説明 

直接事項 
本件犯行と被疑者の結びつきに直接言及す

る取調官の発言 

防犯カメラの映像を示して犯行との

結びつきを問い質す 

間接事項 
本件犯行と被疑者を間接的に結びつける事

項に言及する取調官の発言 
犯行現場への経路を尋ねる 

周辺事項 
本件犯行とは直接関係のない被疑者にかか

わる事項に言及する取調官の発言 
被疑者の趣味について尋ねる 

一般事項 
本件犯行と直接関係のない一般的な事項に

言及する取調官の発言 
刑事裁判の仕組みを説明する 

メタコミュニケーション事項 
コミュニケーションの調整や管理のために

行われる取調官の発言 

「話すのがだるい」という被疑者に

「だるいって？」と確認する 
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面接者の発話がどのようなフレームに基づくもの

なのか十分明確に把握できず、不安定あるいは「疑

心暗鬼」な状態に陥ることになる。相手の嘘を追

求する場合に、直接嘘だと糾弾するのではなく、

疑惑に関連性のある周辺情報を小出しにして相手

を不安にさせる方法は、日本では日常場面（たと

えば浮気の追究など）でもよく用いられているが、

それと同様の「仄めかし型」の情報圧力が今回分

析の対象とした被疑者面接でも用いられていたも

のと考えられる。 

 この被疑者面接事例をTable 1でReidテクニッ

クとPEACEアプローチのコミュニケーション・デザ

インにみられる特徴を整理した枠組みにあてはめ

ればTable 3のようになるだろう。 

今後の検討に向けて 

 今回検討の対象としたのはわずかに１事例であ

り、それに基づくTable 3の整理を日本型取調べの

一般的特徴として捉えることは当然のことながら

不可能である。しかし、捜査実務家や法学関係者

からのインフォーマルな意見聴取に基づけば、こ

うした「仄めかし型」の被疑者面接を日本の警察、

検察における被疑者面接の特徴的な類型の一つと

して理解できる可能性は十分にあるものと考えら

れる。 

 第2節で検討したようにフレームの明示性が低

く、フレームと発話の関連性も不明確なコミュニ

ケーションは一般的に誤解や混乱を生じさせやす

い。このため今回検討の対象とした日本の被疑者

面接事例では表面化していなかったが、被疑者に

知的障害がある場合などには「仄めかし型」の情

報圧力戦略が不必要なトラブルを生み出す危険性

は高いと考えられる。しかし、一方で「仄めかし

型」の嘘の追究が日本の社会文化的文脈に整合的

なものであるとするならば、Reidテクニックや

PEACEアプローチのように冒頭から被疑者に直接

事項を突きつけるコミュニケーション・デザイン

では別の混乱や停滞を生み出す可能性もあるだろ

う。 

 こうした問題を検討していくためには、本論文

で行ったようなコミュニケーション・デザインの

外形的な分析にとどまらず、それぞれの技法やス

タイルの背後にあって、それを支えている人間、

コミュニケーション、嘘とその追究に関する基本

的な理解の特徴と差異にも目を向ける必要がある

ものと考えられる。今後の課題である。 
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Table 3 

分析対象事例の特徴 

 分析対象事例 
（A）フレームの明示性 非明示的 

（B)フレームと発話の関連性 
明示的 

＋ 

非明示的 

（C)段階構造の有無 

 

準段階的 

---------------------

----- 

ラポール 

周辺・間接・一般事項 

↓ 

直接事項 

 

という傾向 

（D)圧力の程度と質 
仄めかし型の情報提示 

（情報圧力） 
（E）社会文化的文脈との適合性 日本的追求？ 
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事故や事件における人物に関する目撃記憶

(eyewitness memory)の不正確さは，これまで数

多くの研究で明らかにされてきた。しかし，車に

よる事故や車を使った犯罪が多いことを考えるの

ならば，車に関する目撃記憶の検討も行われるべ

きであると思われる。残念ながら，このような車

の目撃記憶の研究は絶対数が少ないだけではなく，

車体の記憶能力には性差が存在するという研究し

か認められない (Davies & Robertson, 1993; 
McKelvie, Standing, St. Jean, & Law, 1993)。 
そこで，本研究では，このような車に関する目

撃記憶について，車体そのものの記憶と，その車

を目撃した際の場所の記憶という２つの側面から

検討することとした。このような研究を行う背景

には，いわゆる無意識的転移 (unconscious 
transference)という名称で知られているように

(Read, Tollestrup, Hammersley, McFadzen, & 
Christensen, 1990; Ross, Cesi, Dunning, & 
Toglia, 1994)，その車に見覚えがあっても，どこ

で見たのかが思い出せないことが起こるのかどう

かを明らかにしようという実践的な問題意識が存

在している。 
さて，車を目撃した際の場所の記憶に関しては，

情報源に関する記憶すなわちソース記憶(source 
memory) の研究が参考になると思われる

(Johnson, Hashtroudi, & Lindsay, 1993)。ソース

記憶の研究の多くは言語材料を対象にしていて，

われわれの知る限り，視覚的材料のソース記憶の

研究は，Glisky, Rubin, & Davidson (2001)以外

には存在していない。彼らの研究では，椅子の写

真とその椅子が置かれた部屋の写真が呈示され，

あとで，どの椅子があったかという椅子そのもの

の再認記憶と，それぞれの椅子がどの部屋に置か

れていたのかというソース記憶が尋ねられた。 

その結果，従来のソース記憶の研究結果と同様

に，椅子そのものの再認記憶は優れていたのに対

して，椅子の置かれていた場所のソース記憶の成

績は低かった。 

本研究では，このGlisky et al. (2001)の手続き

を参考に，車の写真を２つの背景情報(土の壁か蔦

の壁)のいずれかと一緒に呈示した後で，車そのも

のの再認記憶と，その背景情報のソース記憶につ

いて，２つの実験（実験１は女性参加者，実験２

は男性参加者）によって検討した。 
Ⅰ 実験１－女性参加者による検討 
方法 
【参加者と実験デザイン】S 女子大学の女子学

生 64名（年齢のレンジは，18～23歳：M = 19.2, 
SD = 1.0)。これら 64名を 32名ずつの２群に分

け，車体だけを覚えるように教示する統制群と，

車体と背景情報の両方を覚えるように教示する実

験群とした。 
【材料】市販の国産自動車のアルバム（2001

年版）より，36枚の車の写真を選択し，本実験と

は異なる 40 名の大学生に，それぞれの車の記憶

しやすさを 5段階で評定させた。この評定結果に

基づき，10枚のターゲット写真と 10枚のディス

トラクタ写真を選出し，それぞれの写真をスキャ

ナによってコンピュータに読み込み，背景情報と

合成した（Fig.１）。 

 
Fig.1 Example of the stimuli used. 
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【手続き】 実験は４名ずつの小集団で行った。

最初に，統制群には，呈示される車を覚えておく

ようにという教示を与え，実験群には，車と背景

の両方を覚えておくようにという教示を与えた。

その後，ターゲット写真 10 枚を 1 枚あたり７秒

間ずつスクリーンに背景情報とともに（5 枚は土

壁の背景に，５枚は蔦壁の背景に）呈示した。呈

示終了後，（背景情報を除去した）ターゲット写真

とディストラクタ写真を対にして，１対あたり10
秒間ずつ呈示し，いずれの車を見たかを答えさせ

る２肢強制選択再認テストを行った。引き続き，

ソース記憶テストとして，ターゲット写真の背景

を土壁か蔦壁にした写真を対にして，やはり１対

あたり 10 秒間ずつ呈示した。そして，いずれの

写真（車体プラス背景）を見たかを答えさせた。 
結果と考察 
車体だけの再認テストと車体プラス背景のソー

ス再認テストのそれぞれについて，統制群

(car-only)と実験群(car-location)別に，ヒット率と

虚再認率を求め，さらに d’を求めた（Table 1 の

上半分）。 
これらのうち，d’に関して、グループ（統制群，

実験群）×テスト（車体再認，ソース再認）の分

散分析を行ったところ，テストだけで有意な主効

果が認められた（F (1, 62) = 80.85, MSE = .54, p 
< .01.）。したがって，類似の先行研究(Glisky et al., 
2001)と同様，ソース記憶よりも車体の記憶の方

が優れていることが明らかとなると同時に，背景

情報を覚えようという意図はソース記憶に有効で

ないことも明らかとなった。 

Ⅱ 実験２－男性参加者による検討 
方法 
参加者が，N 大学の男子学生 64 名（年齢のレ

ンジは，18～41歳：M = 19.5, SD = 2.9)であった

以外は実験１とすべて同じであった。 
結果と考察 
実験１と同様に，テスト別，群別に，ヒット率

と虚再認率を求め，d’を求めた（Table 1の下半分）。 
実験１と同様の分散分析を行ったところ，やは

りテストだけで有意な主効果が認められた（F (1, 
62) = 94.81, MSE = .93, p < .01.）。すなわち，男

性参加者の場合も，ソース記憶よりも車体の記憶

の方が優れていることと，背景情報を覚えようと

いう意図はソース記憶に有効でないことが明らか

となった。 
実験１と実験２は参加者の性別が異なる以外は

すべて同じであるので，試みにd’に関して、性別

（女性，男性）×グループ（統制群，実験群）×テ
スト（車体再認，ソース再認）の分散分析を行っ

たところ，性別×テストの交互作用が有意であっ

た（F (1, 124) = 5.26, MSE = .73, p < .05.）。下

位検定を行った結果，車の再認記憶において女性

より男性の方が優れていたが，ソース記憶テスト

には性差の認められないことが明らかとなった。 
Ⅲ 結論と実践的示唆 
実験１と実験２の結果は従来のソース記憶の研

究と一致する結果であり，本研究は車の背景とい

うソース記憶は性別に関係なく悪いということを

初めて明確にした研究であると結論づけられよう。

背景情報が２種類の壁の違いだけであったという

Table 1: Mean hit (correct), false alarm (incorrect) rates, d' scores in car 
recognition and location identification as a function of group 

 Car Recognition Location Identification 

 Hit False 
alarm 

d’ Hit False 
alarm 

d’ 

Experiment 1 

Car-only .67(.16) .19(.12) 1.47(.80) .54(.17) .46(.17) .15(.67) 

Car-location .64(.18) .20(.15) 1.42(.91) .60(.17) .40(.17) .41(.72) 

Experiment 2 

Car-only .71(.17) .11(.11) 2.20(1.11) .58(.18) .42(.18) .32(.73) 

Car-location .73(.15) .12(.12) 2.18(.91) .68(.14) .32(.14) .74(.70) 

Note. Standard deviations are in parenthesis. 
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点で，生態学的妥当性の点で問題点はあるものの，

少なくとも，車の目撃記憶においても，いわゆる

無意識的転移の起こる危険性があることを示唆し

ていると結論づけられる。 
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日常場面の記憶は，体験した出来事の正確な記

録ではない。鮮明に想起できる項目もあれば，想

起できない項目もある。また，実際には体験して

いないにも関わらず間違って想起してしまうとい

う虚偽記憶が生じる項目も存在する。このような

現象を引き起こす原因の一つが，スキーマとされ

ている。 
スキーマとは，Bartlett (1932)によって提唱

された概念で，特定の場所や場面に関する過去

経験を構造化した認知的枠組みとされている。

スキーマが記憶に及ぼす影響は，以下のような

手続きで検討される。まず，特定の場所や場面

のスキーマに一致するターゲットとスキーマ

に一致しないターゲットが提示される。そして

後に，スキーマ一致ターゲット，スキーマ不一

致ターゲット，スキーマ一致ディストラクタ，

スキーマ不一致ディストラクタからなる再認

課題が行われる (Graesser, Gordon, & Sawyer, 
1979; Graesser, Woll, Kowalski, & Smith, 
1980; Nakamura & Graesser, 1985; 
Nakamura, Graesser, Zimmerman, & Riha, 
1985; Pezdek, Whetstone, Reynolds, Askari, 
& Dougherty, 1989)。 
これらの実験からは，二つの一貫した結果が

見出されてきた。まず ，ターゲットとディス

トラクタの区別は，スキーマ一致項目よりもス

キーマ不一致項 目の 方が正 確である 
(Lampinen, Copeland, & Neuschatz, 2001; 
Nakamura & Graesser, 1985; Nakamura et 
al., 1985; Neuschatz, Lampinen, Preston, 
Hawkins, & Toglia, 2002; Pezdek et al., 1989)。 
そしてスキーマ一致ディストラクタはスキー

マ不一致ディストラクタよりも多くフォルス

アラームされる (Graesser et al., 1979; 

Graesser et al., 1980; Lampinen et al., 2001; 
Lampinen, Faries, Neuschatz, & Toglia, 
2000; Nakamura et al., 1985; Neuschatz et 
al., 2002; Pezdek et al., 1989)。 

Graesser らは，この二つの結果を説明する

ため，スキーマコピープラスタグモデル(the 
schema-copy-plus-tag model) を提唱した

(Graesser et al., 1979; Graesser & Kassler, 
1998; Graesser et al., 1980; Nakamura & 
Graesser, 1985; Nakamura et al., 1985)。この

モデルによると，特定の場面の出来事を体験す

る際，その出来事を把握するためにスキーマが

活性化する。スキーマに不一致な情報は，活性

化したスキーマとは合致しないために符号化

されることになる。これに比べて，スキーマに

一致するターゲットは符号化・精緻化されない。

加えて，検索時にもスキーマは活性化する。こ

の際，スキーマに一致する項目が生成されてし

まい，そのため，スキーマに一致するディスト

ラクタもターゲットとして受容されてしまう

可能性が高まる。ターゲットが精緻化されてい

ればこれらのディストラクタはコレクトリジ

ェクションされるが，スキーマ一致ターゲット

は精緻化されていないので，結果としてスキー

マ一致ディストラクタに対してフォルスアラ

ームが生じることとなる。これに対して，スキ

ーマ不一致ターゲットは精緻化されたために，

ディストラクタから容易に区別される。  
スキーマコピープラスタグモデルのターゲ

ットに関する想定は，Remember/Know 判断課

題を用いたLampinen et al. (2000), Lampinen 
et al. (2001)とNeuschatz et al. (2002) の結果

から支持された。Remember/Know 判断手続き

はTulving (1985)によって提唱された手続きで



42 
 

あり，ある項目を想起した時に，その項目の詳

細を具体的に想 起し ていた 場合には

「Remember」と答え，提示されたとは思うが

特定の詳細は想起できない場合には「Know」

と答えることを求める手続きである。前者の場

合，その項目の詳細をありありと回想していた

と考えられ，後者の場合には，その項目に対し

て親近感を感じていたと考えられる。これらの

研究では，スキーマ一致ターゲットよりもスキ

ーマ不一致ターゲットに対して Remember 判

断が生じたのである。つまり，スキーマ不一致

ターゲットはスキーマ一致ターゲットよりも

精緻化されていたと考えられるのである。 
加えて，Lampinen et al. (2001)とNeuschatz 

et al. (2002)は，スキーマ不一致ディストラクタ

よりもスキーマ一致ディストラクタに対して

Remember 判断が伴うことを示した。

Lampinen et al. (2000)も，スキーマ不一致デ

ィストラクタに対しては Remember 判断が生

じていなかったのに対し，スキーマ一致ディス

トラクタに対するフォルスアラームの約半数

にRemember判断が伴ったことを示している。

このような現象は，親近性確証モデル(the 
familiarity plus corroboration model)によっ

て 説 明 さ れ る (Lampinen et al., 2000; 
Lampinen, Meier, Arnal, & Leding, 2005; 
Lampinen, Ryals, & Smith, 2008)。例えばも

し，スキーマ一致ターゲットとスキーマ一致デ

ィストラクタが，その場所においてよく目にす

る場面に含まれる項目である場合，これらの 2
項目は概念的に非常に類似するものであるし，

また形態的にも類似している可能性がある（例

えば台所において料理を作る場面に関しての

塩ビンとコショウビンが挙げられる）。この場

合，スキーマ一致ディストラクタに対して強い

親近感が持たれ，スキーマ一致ターゲットの詳

細が誤って借用されると考えられる。 
紹介した先行研究は，特定の場所や場面で行

われる行為の記憶を検討対象としているか

(Graesser et al., 1979; Graesser et al., 1980; 
Nakamura et al., 1985; Nakamura & 
Graesser, 1985; Neuschatz et al., 2002; 
Lampinen et al., 2000)，特定の場所に置いてあ

る物品を検討対象としているか(Lampinen et 
al., 2001; Pezdek et al., 1989)のどちらかであ

る。この点において，先行研究には一つの問題

がある。日常的に経験しうる場所や場面では，

行為と物品がともに知覚・符号化されると考え

られる。そのため，先行研究は日常的な場所・

場面の記憶におけるスキーマの影響を充分に

検討できているとは言えない。実際，現実場面

の記憶を検討する主たる研究領域の一つであ

る目撃証言研究では，行われる行為と，置いて

ある物品を初めとする詳細な情報の両方が，そ

の場面を構成する要素であると主張されるこ

とがある(Migueles & García-Bajos, 1999) 。つ
まり，日常的な場所・場面でスキーマが記憶に

及ぼす影響を検討するには，行為と物品の記憶

の両方を扱う必要があると考えられる。 
そこで本研究では，特定の場所における行為

のスキーマと物品のスキーマ，そして行為に使

用される物品に関するスキーマが，再認記憶と

想起意識に及ぼす影響を検討した。特定の場所

において登場人物が行為を行なっていて，その

周りに物品が置いてある場合，まず「そこがど

こなのか」認識されると考えられる。次に行為

と物品が認識されるが，物品等の項目よりも行

為の方が記憶成績がいいという Migueles & 
García-Bajos (1999)の結果から，物品よりも行

為の方が優先的に認識される可能性が挙げら

れる。以上より，我々は，場所，行為，物品の

順に優先的に認識されるという仮説を立てた。

これより，行為と物品を比較した場合，物品の

記憶の方が曖昧なので，スキーマの影響が大き

いと考えられる。また，場所から活性化するス

キーマの方が，行為から活性化するスキーマよ

りも，記憶に及ぼす影響が大きいと考えられる。

そして，それらのスキーマに一致しない項目は

符号化されると考えられる。 
以上を踏まえ，実験 1，2，3では，まず，行

為と物品の記憶に，場所スキーマが及ぼす影響

を比較検討した。具体的には，台所において登

場人物が行為を行なっており，その周囲に物品

が置いてあるスライドを提示し，その後再認課

題と Remember/Know 判断手続きを行なった。

実験 1では，台所において行われそうな行為と
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置いてありそうな物品（以降，場所一致ターゲ

ット）と台所において行われなさそうな行為と

置いていなさそうな物品（以降，場所不一致タ

ーゲット）を提示した。再認課題は，ターゲッ

トと場所一致ディストラクタ，そして場所不一

致ディストラクタから構成されていた。実験 2
では場所一致ターゲットのみを，実験 3では場

所不一致ターゲットのみを提示した。場所不一

致ターゲットに対してRemember 判断を伴うヒ

ットが生じること（実験 1，3），場所一致ディ

ストラクタに対してフォルスアラームが生じ

ること（実験 1，2，3），物品ターゲットよりも

行為ターゲットに対してヒットが生じること

（実験 1，2，3），そして場所一致行為ディスト

ラクタよりも場所一致物品ディストラクタに

対してフォルスアラームが生じること（実験 1，
2，3）を予想した。 
実験 1，2，3のターゲットに関する結果を要

約する。実験 1 では，場所一致物品ターゲット

よりも場所一致行為ターゲットに対して

Remember 判断を伴うヒットが生じた。同様の

結果は実験2でも示された。これはMigueles & 
García-Bajos (1999)の誘拐場面の記憶におけ

る結果と同様の結果である。特定の場所の認識

にあたっては，その場所で行われそうな行為を

認識することで，「どのような場面なのか」把

握しようとする試みがなされると考えられる。 
実験 1において，場所一致物品ターゲットよ

りも場所不一致物品ターゲットの方が

Remember 判断を伴うヒットが生じていた。台

所に置いていなさそうな物品が符号化された

と考えられる。Loftus & Mackworth (1978)は，

特定の場面を描写した絵を見せて，眼球運動を

測定した。その結果，その場面のスキーマに一

致しない物品の方が，スキーマに一致しない物

品に比べて，早く，多く，そして長く注視され

ることが示された。この結果から，実験 1にお

いても，スキーマに一致しない物品が注意を引

くことで符号化されたと考えられる。ただ，注

目すべきことに，場所不一致行為ターゲットに

対しては，場所不一致物品ターゲットよりもヒ

ットが生じていなかった。しかし実験 3 では，

場所不一致行為ターゲットに対して場所不一

致物品ターゲットと同程度のヒットが生じて

いたのである。この違いをもたらした原因とし

て，先述した場面把握の試みの影響が挙げられ

る。実験 2では，台所で行われそうな行為ばか

りが行われていたため，どのような場面か把握

するのが比較的容易であったと考えられる。し

かし，実験 1では，台所において行われなさそ

うな行為も同数行われていたため，場面把握が

困難であった可能性がある。そのため，場所不

一致行為の認識を抑制することで，場面把握を

試みた可能性がある。その結果，実験 1で，場

所不一致行為に対してヒットが生じなかった

と考えられる。これに対して実験 3では，行わ

れる行為も置いてある物品も全て台所になさ

そうな項目であったため，場面把握の試みがそ

もそもなされなかったと考えられる。結果とし

て，行為も物品も符号化されたと考えられる。

両項目共に明確に符号化されたため，ヒット率

に差が生じなかったと考えられる。 
次に，実験 1，2，3のディストラクタに関す

る結果を要約する。実験 1，2，3で，行為でも

物品でも，場所不一致ディストラクタよりも場

所一致ディストラクタに対してフォルスアラ

ームが生じていた。場所スキーマが活性化した

ためと考えられる。また，行為よりも物品に対

してフォルスアラームが生じた。つまり，行為

よりも物品の記憶においてスキーマの影響が

顕著に確認されたといえる。 
実験 2において，場所一致物品ディストラク

タに対して，Remember 判断を伴うフォルスア

ラームが生じた。先述したとおり，実験 2では

どのような場面か把握しやすかった可能性が

ある。このような状況では，スキーマに一致す

るディストラクタに対して強い親近感が抱か

れ，ターゲットの詳細が借用されたと考えられ

る。 
実験 1，2，3の結果をまとめると，その場所

において行われそうな行為を認識することで，

場面把握がなされる。その場所に置いていなさ

そうな物品は明確に符号化されるが，置いてあ

る物品は精緻化されることはない。そのために

場所スキーマ活性化による影響が大きく，虚偽

記憶が生じる。 
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実験 1，2，3では，行為と物品を独立した項

目として設定し，比較検討を行なった。しかし

ながら，行為と物品の関連性に関するスキーマ

もまた存在すると考えられる。例えばある行為

が認識された場合，その行為に使用される物品

に関するスキーマが活性化すると考えられる

(Silva, Groeger & Bradshow, 1999)。そこで実

験 4では，物品の再認記憶と想起意識を検討対

象とし，特定の場所における行為と物品に関す

るスキーマに加え，どの行為がどの物品を使用

し得るかに関するスキーマの影響を検討した。

以降，行われている行為に使用されそうな物品

を行為一致物品，使用されなさそうな物品を行

為不一致物品とする。具体的には，一人の登場

人物が，洗面所で行われそうな行為を行ってい

る画像（場所一致行為条件）か，洗面所で行わ

れなさそうな行為を行なっている画像（場所不

一致行為条件）を提示した。登場人物の周囲に

は，行為一致物品と，行為不一致場所一致物品

と，行為不一致場所不一致物品の 3種類の物品

を配置した。行為不一致場所不一致物品ターゲ

ットに対して Remember 判断を伴うヒットが

生じること，行為一致物品ディストラクタと行

為不一致場所一致ディストラクタに対してフ

ォルスアラームが生じること，そして場所不一

致行為条件では行為一致物品ディストラクタ

よりも行為不一致場所一致ディストラクタに

対してフォルスアラームが生じることを予想

した。 
 ターゲットに関する結果を要約する。場所一致

行為条件でも場所不一致行為条件でも，行為不一

致場所不一致物品ターゲットに対して

Remember判断を伴うヒットが生じた。場所スキ

ーマにも「行為に使用される物品」スキーマにも

一致しないために，明確に符号化されたことが原

因と考えられる。また，行為一致物品ターゲット

に対しても，行為不一致場所不一致物品ターゲッ

トと同程度のヒットが生じていた。ただし，場所

一致行為条件ではKnow判断率が伴っていたため

に，これらの物品は符号化されていたというより

も，「行為に使用される物品」スキーマが活性化す

ることで親近感がもたれ，ヒットが生じたと考え

られる。 

 ディストラクタの結果について要約する。まず，

場所一致行為条件でも場所不一致行為条件でも，

行為不一致場所不一致物品ディストラクタに対し

てフォルスアラームが生じた。場所スキーマが活

性化したためと考えられる。行為一致物品ディス

トラクタについて，場所行為一致条件ではフォル

スアラーム率が最も高かったのに対し，場所不一

致行為条件では行為不一致場所一致物品ディスト

ラクタよりも低いフォルスアラーム率であった。

前者の条件では，場所スキーマと「行為に使用す

る物品」スキーマが活性化し，加算的にフォルス

アラームを生じさせたと考えられる。これに対し

後者の条件では，「行為に使用する物品」スキーマ

の活性化のみの影響が反映されたと考えられる。 
 行為不一致場所一致ターゲットよりも行為不一

致場所不一致物品ターゲットに対してヒットが生

じた結果から，行為の認識よりも場所の認識の方

が優先的である可能性が示唆された。また，場所

不一致行為条件で，行為不一致場所一致物品ディ

ストラクタに対してフォルスアラームが生じた結

果から，記憶に及ぼす影響は，「行為に使用する物

品」スキーマよりも場所スキーマの方が大きい可

能性が示唆された。 
 本研究をまとめると，場所の認識が行為の認識

よりも優先的であり，スキーマの影響に関しても

同様のことが言えると考えられる。また，スキー

マの影響は，生地化されていない物品に大きく反

映される。ただし，スキーマに一致していない物

品は，明確に符号化されるので，スキーマの影響

を受けにくいと考えられる。 
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凶器注目効果における視覚的注意の検討 
―眼球運動を指標として― 

 
1白川 徹・2厳島行雄 

(1日本大学大学院文学研究科・2日本大学文理学部) 
 

キーワード：凶器注目効果，視覚的注意，凶器注目効果に関する先行知識 
 
 

目 的 
 目撃証言の心理学において，殺人や強盗等の犯

罪現場に遭遇した際に，目撃者の視覚的注意が犯

人の所持している凶器に引き付けられ，その結果，

凶器に関する記憶が促進される一方で犯人の顔や

衣服等の外見的特徴に関する記憶が抑制される現

象は凶器注目効果と呼ばれている (Cutler, Penrod, 
& Martens, 1987; Hope & Wright, 2007; Kramer, 
Bukenhout, & Eugenio,1990; Maass & Köhnken, 
1989; Saunders, 2009)。 
 Pickel, Ross, & Truelove (2006) は，実験参加者に

対して刺激提示前に凶器注目効果についての情報

を与えることで，ターゲットに関する記憶の抑制

を回避することができるという結果を得ており，

凶器の存在は，目撃者の視覚的注意を自動的に引

きつけるわけではないことを示唆している。しか

し，Pickel et al. (2006) は，記憶成績のみを従属変

数としており，実験参加者がどこを注視していた

かを測定できていない。 
ここで，Hoffman & Subramaniam (1995) は，眼

球運動を用いて視覚的注意の検討を行っており，

眼球運動と視覚的注意の間には密接な関係がある

と考察している。したがって，眼球運動を測定す

ることによって，実験参加者が視覚的注意を向け

ている箇所を特定することが可能であると考えら

れる。  
よって，本研究では，Pickel et al. (2006) と同様

の方法で実験を行い，従属変数として記憶成績だ

けではなく眼球運動を用いることで，実験参加者

が凶器またはターゲットへ視覚的注意を向けてい

るかどうかを検討することを目的とした。また，

Loftus & Mackworth (1978) は，新奇性の高い物は

新奇性の低い物に比べて，停留回数が多く，停留

時間が長いという結果を得ている。Yarbus (1967) 
は，刺激となる絵画を見る前に実験参加者が受け

る教示によって，教示に関連した部分に注視分布

が集まるという結果を得ている。これらの研究か

ら，凶器注目効果についての情報を事前に提示さ

れることで，凶器ではなくターゲットを注視する

ことができると考えられる。 
 

方 法 
 実験参加者 18 歳から 24 歳 (平均年齢 = 19.8
歳, SD = 1.91) の大学生52名 (男性 19名, 女性 33
名) であった。 
 刺激 19 枚から成る 2種類のスライドで，1枚
目から16枚目までは2種類とも同一のスライドを

用いた。17 枚目から 19 枚目において，一方のス

ライドでは，飲食店のレジで男性が包丁を用いて

強盗を行う場面が提示され，もう一方のスライド

では，同じ男性が千円札を用いて会計を行う場面

が提示された。 
 装置 眼球運動の測定には，EyeLink2000 (SR 
Research) を用いた。 
 実験計画 凶器注目効果に関する先行知識 (有, 
無)×凶器 (有, 無) の 2 要因実験参加者間計画を

用いた。 
手続き 実験参加者は，凶器注目効果に関する

先行知識有条件では凶器注目効果について説明さ

れた文章を，凶器注目効果に関する先行知識無条

件ではバーナム効果について説明された文章を提

示され，理解して覚えるように教示を受けた。そ

の後，凶器有条件では強盗場面のスライドが，凶

器無条件では会計場面のスライドが提示された。

各スライドの提示時間は 1.5 秒で，17枚目から 19
枚目までに眼球運動の測定が行われた。最後に，
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ターゲットに関する質問項目と，所持物に関する

質問項目から構成された質問紙に回答した。 
 

結 果 
 従属変数に対し，凶器注目効果に関する先行知

識×凶器の 2要因分散分析を行った。 
 ターゲットに関する記憶成績 条件別のターゲ

ットに関する質問項目の平均正答数を Figure 1 に

示す。ターゲットに関する質問項目の正答数につ

いて分散分析を行った結果，交互作用が有意であ

った (Table 1)。単純主効果検定を行った結果，凶

器有条件において，先行知識有条件は先行知識無

条件に比べて，有意に正答数が多く (F (1,48) = 
13.43 , p <.001, ω2 = .86)，先行知識無条件において，

凶器無条件は凶器有条件に比べて，有意に正答数

が多かった (F (1,48) = 11.10 , p <.01, ω2 = .83)。 
 ターゲットへの停留回数 条件別のターゲット

への平均停留回数を Figure 2 に示す。ターゲット

への停留回数について分散分析を行った結果，交

互作用の有意傾向が認められた (Table 2)。単純主

効果検定を行った結果，凶器有条件において，先

行知識有条件は先行知識無条件に比べて，有意に

停留回数が多く (F (1,48) = 5.01 , p <.05, ω2 = .07)，
先行知識無条件において，凶器無条件は凶器有条

件に比べて，有意に停留回数が多かった (F (1,48) 
= 7.59 , p <.01, ω2 = .11)。 
 ターゲットへの停留時間 条件別のターゲット

への平均停留時間を Figure 3 に示す。ターゲット

への停留時間について分散分析を行った結果，交

互作用が有意であった (Table 3)。単純主効果検定

を行った結果，凶器有条件において，先行知識有

条件は先行知識無条件に比べて，停留時間が長い

という有意傾向が認められ (F (1,48) = 3.27 , p 
<.10, ω2 = .04)，先行知識無条件において，凶器無

条件は凶器有条件に比べて，有意に停留時間が長

かった (F (1,48) = 12.98 , p <.01, ω2= .19)。 
 所持物に関する記憶成績 条件別の所持物に関

する質問項目の平均正答数を Figure 4 に示す。所

持物に関する質問項目の正答数について分散分析

を行った結果，凶器の主効果が有意で (Table 4)，
凶器有条件は凶器無条件に比べ，有意に記憶成績

が高かった。 
 所持物への停留回数 条件別の所持物への平均

停留回数を Figure 5 に示す。所持物への停留回数

について分散分析を行った結果，主効果および交

互作用は有意でなかった (Table 5)。 
 所持物への停留時間 条件別の所持物への平均

停留時間を Figure 6 に示す。所持物への停留時間

について分散分析を行った結果，凶器の主効果が

有意で (Table 6)，凶器有条件は凶器無条件に比べ，

有意に停留時間が長かった。 
 

考 察 

ターゲットへの視覚的注意 ターゲットへの停

留回数が多いほどターゲットへの停留時間が長く

なると考えられ，１回の停留における停留時間は

条件間でほぼ一定であったと考えられる。 

記憶成績の結果と眼球運動の結果は，ターゲッ

トへ多く，そして長く停留している条件ほど，タ

ーゲットに関する記憶成績が高いことを示してお

り，ターゲットへの注視が行われていると考える

ことができる。そして，ターゲットへの注視が行

われているということは，ターゲットへ視覚的注

意が向けられた結果と考えられる。凶器が登場す

るより前に凶器注目効果に関する知識を獲得して

いた場合には，ターゲットへ視覚的注意を向ける

ことができ，凶器注目効果に関する知識を獲得し

ていなかった場合には，凶器へ視覚的注意が向け

られるので，結果としてターゲットへの注視が困

難になると考えられる。 
 所持物への視覚的注意 記憶成績および停留時

間の結果において凶器の主効果が認められたこと

から，凶器注目効果に関する先行知識を獲得して

いる場合でも，凶器に視覚的注意が引きつけられ

ると考えられる。 
また，所持物への停留時間が長いほど所持物に

関する記憶成績が高くなっている。一方で，所持

物への停留回数の結果では，凶器注目効果に関す

る先行知識と凶器の主効果，および凶器注目効果

に関する先行知識×凶器の交互作用はいずれも

有意でなかった。このことは，凶器が実験参加者

の視覚的注意を引きつける際に，停留の頻度では

なく時間に影響を与えることを示している。 
 

引用文献 
Cutler, B. L., Penrod, S. D., & Martens, T. K. (1987). 



48 
 

The reliability of eyewitness identification: The 
role of system and estimator variables. Law and 
Human Behavior, 11, 233-258. 

Hoffman, J. E. & Subramaniam, B (1995). The role of 
visual attention in saccadic eye movements. 
Perception & Psychophysics, 57(6), 787-795. 

Hope, L & Wright, D. (2007). Beyond unusual? 
Examining the role of attention in the weapon 
focus effect. Applied Cognitive Psychology, 21, 
951-961. 

Kramer, T. H., Bukenhout, R., & Eugenio, P. (1990). 
Weapon focus, arousal, and eyewitness memory: 
Attention must be paid. Law and Human 
Behavior, 14(2), 167-184. 

Loftus, G. R., & Mackworth, N. H. (1978). Cognitive 
determinants of fixation location during picture 
viewing. Journal of Experimental Psychology: 
Human Perception and Performance, 4, 565-572. 

Maass, A., & Köhnken, G. (1989). Eyewitness 
identification: Stimulating the ‘weapon effect.’ 
Law and Human Behavior, 13(4), 397-408. 

Pickel, K. L., Ross, S. J., & Truelove, R. S. (2006). Do 
weapon automatically capture attention? Applied 
Cognitive Psychology, 20, 871-893. 

Saunders, J. (2009). Memoery impairment in the 
weapon focus effect. Memory & Cognition, 37(3), 
326-335. 

Yarbus, A. L. (1967). Eye movements and vision. New 
York, NY, USA: Plenum. 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



49 
 

  



50 
 

要因 平方和 自由度 平均平方 ω 2

先行知識 35.56 1 35.56 4.11 * 0.047
凶器 20.94 1 20.94 2.42 0.022

先行知識×凶器 86.33 1 86.33 9.97 ** 0.137
残差 415.69 48 8.66

要因 平方和 自由度 平均平方 ω 2

先行知識 1.92 1 1.92 1.48 0.008
凶器 4.92 1 4.92 3.79 + 0.048

先行知識×凶器 4.92 1 4.92 3.79 + 0.048
残差 62.31 48 1.30

要因 　　平方和 自由度 平均平方 ω 2

先行知識 10136.08 1 10136.08 0.18 0.000
凶器 502548.92 1 502548.92 8.76 ** 0.124

先行知識×凶器 261848.08 1 261848.08 4.56 * 0.057
残差 2753883.23 48 57372.57

要因 平方和 自由度 平均平方 ω 2

先行知識 0.08 1 0.08 0.05 0.000
凶器 7.69 1 7.69 5.42 * 0.081

先行知識×凶器 0.00 1 0.00 0.00 0.000
残差 68.15 48 1.42

要因 平方和 自由度 平均平方 ω 2

先行知識 0.08 1 0.08 0.08 0.000
凶器 0.08 1 0.08 0.08 0.000

先行知識×凶器 1.92 1 1.92 2.00 0.020
残差 46.15 48 0.96

要因 　　平方和 自由度 平均平方 ω 2

先行知識 9913.92 1 9913.92 0.16 0.000
凶器 499016.08 1 499016.08 7.83 ** 0.116

先行知識×凶器 121155.77 1 121155.77 1.90 0.015
残差 3060322.15 48 63756.71

+p  <.10

Table 1. ターゲットに関する正答数についての2要因分散分析表 (N = 52)

*p  <.05,   **p  <.01

Table 2. ターゲットへの停留回数についての2要因分散分析表 (N = 52)

F

F

**p  <.01

Table 3. ターゲットへの停留時間についての2要因分散分析表 (N = 52)

*p  <.05,   **p  <.01

Table 4. 所持物に関する正答数についての2要因分散分析表 (N = 52)

*p  <.05

Table 5. 所持物への停留回数についての2要因分散分析表 (N = 52)

Table 6. 所持物への停留時間についての2要因分散分析表 (N = 52)

F

F

F

F
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厳島行雄 班 

顔の再生が顔の識別に及ぼす効果 
 

山田寛 1，高橋望 2 
（１日本大学文理学部，２日本大学文学研究科） 

 
キーワード：顔の示差性，表情，再認課題 

 
 

目 的 
 人物同定過程と表情認知過程間を独立と仮定し

たBruce & Young（1986）のモデルに対して，近

年，両過程の相互作用の可能性を支持するような

結果が報告されているが，その結果は一貫してい

ない。例えば，篠崎他（2009）とFox et al.（2008）
は，表情が人物同定に影響を及ぼすかについての

検討を行った。その結果，篠崎他（2009）は人物

同定時間に差が認められたことから，人物同定過

程への表情情報の影響を示唆したが，Fox et al.
（2008）は人物同定課題の成績が表情の違いによ

らないことから，人物同定過程に表情情報の影響

は見られないと結論付けている。 
結果の不一致の原因として，実験方法や分析指

標の違いはさることながら，いずれの研究でも刺

激人物の顔の示差性が考慮されていない点が浮か

び上がった。顔の示差性は，「人ごみの中での見

つけやすさ」として定義される顔の知覚的特性で

あるが，この示差性が顔の記憶にも深くかかわり，

示差性の高い顔ほど正確に識別されるという示差

性効果が確認されている（Valentine, 1991）。し

かし，前述の 2研究では，そのように識別に影響

を与える顔の示差性の要因を考慮した刺激選定が

なされている訳ではない。従って，これまでの実

験結果の違いは，それぞれに刺激とした顔の示差

性が，ある特定のレベルに偏っていたことに基づ

いていたという可能性もあるのではないだろうか。

もう少し具体的に述べると，余りよく知らない，

ごく普通の顔の人の場合，例えば喜び表情の写真

と中性表情の写真を見て，類似性の低さから同一

人物とは思えないようなことはよくあるのではな

いだろうか。つまり，示差性の低い顔では，表情

による顔の変化がストレートに現れ，場合によっ

ては個人の顔の特徴を打ち消すほどの変化が起こ

ることがある。このような場合には，異なる表情

画像間の個人の顔の類似性を見出すことが困難に

なる可能性が高くなると考えられる。しかし，示

差性の高い顔であれば，そのようなことは起こり

にくくなることが予想される。なぜなら，例え表

情が変化しても，示差性の高い人の顔の特徴は維

持されやすいのではないかと考えられるからであ

る。もしそうだとすれば，刺激セットの顔の示差

性レベルの偏りは，表情と交絡する要因になって

くるだろう。以上のように，顔からの人物同定に

及ぼす表情要因の影響を検討するにあたっては，

人物同定にも深くかかわる顔の示差性要因との関

係を無視することはできないといえる。さらに踏

み込めば，個人の顔の示差性要因と表情要因の関

係を明確にしておく必要がある。 
そこで，高橋・山田（2011）は，個人の顔の示

差性要因と表情要因の関係を明確にすることを主

要な目的とし，まず，顔の示差性が表情によって

変化するかについて検討した。具体的には，113
枚の中性表情画像の示差性評定を行った高橋・山

田（2010）より評定値の高，中，低の顔を選出し，

それらのモデルの様々な表情画像の示差性評定を

行い，各群で中性表情と各表情の示差性の相関関

係を検討した。その結果，高群と低群は，概ね各

表情と中性表情の示差性の相関が高いことが示さ

れた。一方，中群は一貫して各表情と中性表情の

示差性の相関が低いことが示された。中群は 113
枚の評定値の分布の中心から選出した顔画像であ

るため，示差性が低いものと考えられる。従って，

評定値からは大部分で予想通りの結果が得られた

といえる。しかし，これはあくまでも主観的評価

データによる説明のため，行動データによっても

このような傾向を示す必要があるといえる。 
従って，本研究は，高橋・山田（2011）の知見
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をもとに，示差性と表情の関係を心理，行動的に

精緻化することを目的として，偶発的再認課題を

用いた検討を行った。 
方 法 

実験計画 表情（中性・喜び・驚き・恐れ・悲し

み・怒り・嫌悪），示差性の程度（高群・中群・低

群）の 2要因参加者内計画であった。 
実験参加者 大学生の男性14名，女性 27名の計

41名（M = 19.00歳，SD = 1.19）であった。 
刺激 高橋・山田（2011）と同様の顔画像を計168
枚用いた。顔画像は男女同数 24 名のモデルのグ

レースケール変換された7表情顔画像（中性，喜

び，驚き，恐れ，怒り，嫌悪，悲しみ）であった。

モデルは，中性表情顔画像の示差性評定を行った

高橋・山田（2010）より，評定値の高い 8名（M 
= 6.36），中程度の 8名（M = 4.31），低い 8名（M 
= 3.03）を男女同数ずつ選定し，順に示差性高群，

中群，低群とした。またフィラーとして新たに24
名のモデル（男女同数）の様々な表情顔画像を 1
枚ずつの計 24 枚選出した。全顔画像の髪の毛，

耳，首を排除し，背景はグレーとして，モニタへ

の提示サイズを6.5deg×9.5degに統一した。 168
枚の顔画像を 24 枚ずつの 7 セットに分けた。1
セットの内訳は，24名のモデルの様々な表情画像

24枚であった。7セットの正答率とフォルスアラ

ーム（FA）率を算出するため，それらがターゲッ

トとなる条件と妨害刺激となる条件の計 14 条件

を設定した。参加者には，ある 1条件に対して課

題を行うことを求めた。セットがターゲットとな

る条件では，フィラーは妨害刺激として提示され，

妨害刺激となる条件では，フィラーはターゲット

として提示された。 
手続き 偶発的学習手続きによる再認課題を暗

室で個別に行った。まず，学習課題では，24枚の

顔画像がどれくらい男性的かについて 1（まった

く男性的でない）から 9（非常に男性的である目

立つ）で評定を求めた。顔画像 1枚を 3秒間提示

し，画像間に 1秒ブランク画面を表示した。参加

者には，顔画像が提示されている間はそれを観察

し，ブランク中に評定をするように教示を与えた。

10 分間の単純計算課題の後，再認課題を行った。

課題では，ターゲットと妨害刺激各 24 枚ずつの

計 48 枚の顔画像を継時的に提示した。参加者が

学習課題で見た顔画像かどうかを yes/no のキー

を押しで回答するまで顔画像を提示した。 
結果と考察 

本研究は途中段階であるため，現在までの実験

結果（N =41名）について報告する。各条件にお

けるターゲット条件と妨害刺激条件の平均正答率

をまとめて算出した（図1）。各群の中性表情と各

表情の正答率の差に注目すると，高群は際立った

差が示されていない反面，中群の中性表情と悲し

み表情の間や，低群の中性表情と驚き表情の間に

は比較的明確な差が示されているように見受けら

れる。従って，高群については，高橋・山田（2011）
の結果を支持するような傾向が示されていると考

えられる。今後，データを増やすとともに，A’ を

指標とした分析等を行い, それらを含めた成果を

発表する予定である。 

図 1 各条件における平均正答率（N =41） 
引用参考文献 

Bruce, V., & Young, A. (1986). Understanding face recognition. 

British Journal of Psychology, 77 (3), 305-327. 

Fox, C. J., Oruc, I., & Barton, J. J. S. (2008). It doesn’t matter 

how you feel. The facial identity aftereffect is invariant to 

changes in facial expression. Journal of Vision, 8 (3), 1-13. 

篠崎健育・米村恵一・杉浦彰彦 (2009). 表情認知との相互作用を

考慮した顔認識モデル，電子情報通信学会論文誌，J92-A (5)，

397－402. 

高橋望・山田寛 (2011). 顔の示差性に着目した人物・表情認知過

程間の相互作用についての基礎的検討, 電子情報通信学会技

術研究報告・ヒューマンコミュニケーション基礎研究会, 111 

(214), 19-22. 

高橋望・山田寛 (2010). 示差的な顔が注意処理に及ぼす影響, 電子

情報通信学会HCGシンポジウム2010論文集，I-11. 

Valentine, T. (1991). A unified account of the effects of 

distinctiveness, inversion, and race in face recognition. The 

Quarterly Journal of Experimental Psychology, 43A (2), 

161-204. 



53 
 

厳島行雄 班 

識別後フィードバックが遅延写真識別の確信度に

与える効果及び二重盲検法の基礎的研究 
 

原 聰 
（駿河台大学） 

 
キーワード：確信度・識別後フィードバック・遅延識別・二重盲検法 

 
 
識別後フィードバックが1週間の遅延写真識別

における確信度に及ぼす効果検証と、ラインナッ

プを用いた識別手続における二重盲検法の効果を

実証することを試みた2つの研究について紹介し、

中間報告とする。 
Ⅰ 識別後フィードバックが遅延写真識別の

確信度に与える効果 
問題と目的：ターゲットの識別後に与えられる

肯定的フィードバック(以下FB)は、識別確信度を

増加させる効果を持つことが報告されている

(Well & Bradfield,1998)。本実験目的は、FBの

効果が、1週間後の遅延識別においても維持され、

識別確信度を高めることを検討することである。

さらに、我が国における犯人識別は、警察、検察、

そして裁判と、時間をおいて反復実施されること

が常態化しており、目撃者や被害者による識別に

対する FB の効果に関して、識別直後以上に、遅

延識別における効果を検討する必要があるとの問

題意識を持って本実験を企画・実施した。 
方法：フィードバック（あり・なし）とライン

ナップ（ターゲットあり・なし;以下TGあり・な

し）の 2 要因被験者間計画。実験参加者は 50 名

で、FB なし・TG あり群 11 名、他の 3 群は 13
名を配置した。実験参加者は、「背中を向けて倒れ

ている女性の脇に、黒いバットを持ったTG が立

っており、女性を見降ろし、正面を見たのち、画

面左手に逃げ去る」8秒間の映像を見せた。次に、

2 分間の逆唱の後、映像に関する半構造化面接を

用いた自由再生を実施した。さらに、7 枚の顔写

真を 1 枚ずつ呈示し（順次呈示手続）TG である

か否かを回答させ、その反応に対する確信度を10
段階で報告させた。すべての写真に対する反応終

了後、「正解です。良く分かりましたね。」と FB
を与えた。1週間後、同様の識別手続を実施した。 
結果と考察：直後と1週間後における識別確信

度を書く条件群別にFig.1に示した。FB条件で、

TG あり、なしのいずれにおいても確信度は高く

なっているが、FB なし（NFB）条件ではいずれ

も低下している(F(1,4)=11.053,p<.05)。 
 

 
 
さらに、キャリブレーションの値を算出すると、

全条件で遅延識別において直後識別よりも確信度

が過小評価されていることが明らかになった。し

かし、過小評価量に着目すると、NFB 条件で、

FB 条件よりも過小評価量が大きいことから、肯

定的フィードバックが1週間後の遅延識別におけ

る確信度に与える効果として、確信度の過小評価

量を低減させることで、確信度の低下を防ぐこと

により、FB 効果が得られるのではないかと考え

た。 
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Fig.1  Mean confidence  

connfidence ratio 
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Ⅱ二重盲検法の基礎的研究 
問題と目的：目撃証言が極めて脆く、誤起訴・

誤判を生む重要な要因になっていることは、心理

学的研究が示してきたところであり、このことは、

イノセンス・プロジェクトの報告においても明ら

かになっている。さらに、目撃証言の危険性を低

減させるためには、システム変数のひとつである

犯人識別手続の改善が有効であることが提言され

ている(Wells、1998)。犯人識別手続の改善におい

て、注目されている一つに、二重盲検法の採用が

あげられる。二重盲検法とは、取調べ場面におい

ては、犯人が誰であるかに関する情報を持たない

取調官が犯人識別手続を実施する方法である。心

理学研究においては、実験者効果として

Rosenthal(1963)によって報告されている。実験

者が持つ事前知識や期待が、実験参加者の反応に

無自覚的な影響を与え、結果的に実験者の持つ情

報や期待に沿った反応を引き起こす効果である。

実験者効果が取調べ場面において、無自覚的な誘

導を引き起こし、結果的に捜査側が期待する証言

や識別結果がもたらされる危険性が指摘され、先

に述べた二重盲検法が推奨されている。しかし、

この二重盲検法を用いた識別手続の有効性に関す

る実証的研究は極めて少ない。また、ラインナッ

プを用いた二重盲検法の効果に関しては、これま

で推奨されてきた順次・同時呈示との関係で、安

定的な結果が得られてきてはいない状態である

(Phillips,1999;Perlini,2007)。そこで、本研究は、

二重盲検法の効果に関して、これまでのラインナ

ップ呈示法との関係を確かめる基礎的な知見を得

ることを目的として実施した。我が国の犯人識別

手続は、依然として単独面通しなどが主流である

が、今後ラインナップなどのより公正性が高い手

続きに移行していくことが期待されるであろうか

ら、犯人識別手続きに関してより客観的、実証的

な知見を得ておくことが必要だと考えた。 
方法：盲検法（二重対単）、ターゲット（あり

対なし）、呈示方法（順次対同時）の 3 要因被験

者間計画。実験参加者は、各群 20名で計160名。

実験参加者は、駐車場において車上荒らしを行う

模擬犯罪場面を撮影した18秒間の映像を見せた。

2分間の逆唱課題の後、事前確信度を 10段階で報

告させた後、9 枚の顔写真を用いた識別手続を実

施した。反応後に再度確信度を 10 段階で報告さ

せた。第 1回目の識別後、再度 2度目の識別手続

を実施した。実験の全過程はDVD録画した。 
結果と考察：第 1要因である二重盲検法と単盲

検法においては、Hit、FA、CR、Miss のいずれ

においても有意な差は見られなかった。順次呈示

と同時呈示においては、同時呈示において FA、
Miss の比率が高く(χ2(1)=5.079,p<.05)、同時呈

示法は、順次呈示法に比べて、誤識別を増加させ

た。盲検法の効果に関して、反復識別手続におい

て興味深い結果が得られた。第 1識別と第 2識別

において、選択写真の変更の有無を見たところ、

二重盲検法に比べて、単盲検法においては有意に

多い変更数を示していた(χ2(1)=6.788,p<.01)。反

応変化の方向性に関して、（例えば FA から Hit
など）有意差は見られなかった。 
反復識別は、同一手続きの反復という意味だけ

に収まらない効果を持っている可能性がある。犯

人識別手続を実施しているのであるから、実験者

が再度識別を実施するように依頼することは、「最

初の反応は誤りであり、その反応の変更の必要が

ある」という課題要求が発生する可能性がある。

子供の証言において、同一内容の反復質問におい

て、子供が証言を変更する傾向は、こうした反復

が持つ効果を表している（反復効果）。しかし、単

純な反復効果が本実験結果に生起したとは言えな

い。反復効果によるのであれば、二重盲検法条件

においても、反応変更が生起するはずであり、単

盲検法条件にのみ生起したことは反復効果によっ

て説明することができない。また、複数の実験者

を用いていたが、これらの実験者間で反応変化数

に偏りは見られない。 
実証的に二重盲検法の効果を検出することは、

かなり困難であり、単純な手続きでは検出できな

いだろうことは想定していた。そこで、我が国の

識別手続きにおいて常態化されている反復識別を

導入しようと考えた。実務で採用されている、こ

うした手続きを用いたことで、本実験において盲

検法の効果の違いを数量的に生起させたのではあ

るが、この結果を説明できる根拠は未発見である。

全実験の DVD 録画の詳細な分析を現在実行中で

あり、それらの分析結果などを待って結論するこ

ととしたい。 
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 冤罪が起きる原因としてRattner(1988)はその

誤判研究のなかで，誤った告発に最も寄与したエ

ラーに目撃者の誤識別をあげている。これは，彼

が調べた205件の事例のうちの約半数である100
件を占めていた。また，DNA 鑑定によって冤罪

証明を行っている非営利活動機関イノセント・プ

ロジェクト(http://www.innocenceproject.org/)に
よると，彼らの活動で無実が証明された元受刑者

の 75%は誤った目撃者識別によって有罪判決を受

けていたという。 

 目撃者の記憶が誤る原因には様々な要因が関与

していることが明らかにされてきているが (例え

ば，厳島，仲，原 (2003) を参照のこと)，犯罪場

面を写した動画を見た後に，ラインナップから犯

人の識別を終えた参加者の選択に対してフィード

バックを与える研究が行われている。確証を与え

るフィードバック(「いいでしょう，犯人を選びま

したね」)を受けた参加者 (以下確証的フィードバ

ック;  confirming feedback)は，非確証的なフィ

ードバック(「本当は，＿番が犯人なんですよ」)
を返された参加者(以下非確証的フィードバック; 
disconfirming feedback) や，フィードバックを受

けなかった参加者（以下統制条件; no-feedback）
に比べ，自身の識別に対する高い確信度や，裁判

での証言をより快諾しやすくなるという傾向があ

ることが報告された (Wells & Bradfield,1998)。
Wells and Bradfield (1998)が用いた記憶テスト

には，記憶に対する確信度だけではなく，犯人の

顔がどれくらい良く見えたか，どれくらいの時間

見えていたか，ビデオから犯人までの距離，判断

の難易度なども含まれていた。実験では，ライン

ナップ識別で選択をした参加者全員が間違うよう

な手続きが採用され，実際に参加者全員が写真識

別を行ったのにも関わらず，これらほとんどの設

問に対して非確証的フィードバック条件と統制条

件よりも確証的フィードバック条件の記憶に対す

る評価が有意に高かった。このように，確証的な

フィードバックが与えられることで，参加者が記

憶の正確さへの確信度を高めたり，実際に目撃し

た映像よりも鮮明だと報告したり，詳細になる現

象 は 識 別 後 フ ィ ー ド バ ッ ク 効 果 
(post-identification feedback effect; 以下フィー

ドバック効果)と呼ばれている。 
これまでの識別後フィードバック効果研究 
 フィードバック効果は様々な方法で検証されて

いるので，代表的なものをいくつかここに紹介し

ておく。Semmler, Brewer and Wells (2004)では，

確証を与えるフィードバックとして「この実験に

は 87名の方に参加して頂いていますが，うち 84
名の方はあなたと同じ判断でしたよ」という，参

加者の社会的同調を促すようなフィードバックを

用いており，フィードバック効果は，参加者と同

じ回答をした人数が多いと知らされた場合、少な

いと知らされる条件よりも強く表れた。

Skagerberg and Wright (2009)では，情報源とな

る人物の信頼性を操作する事でも同様に参加者の

確信度に影響を及ぼす事ができると示した。 
 一方で，このフィードバック効果を抑制する方

法も検討されている。例えば，Lampinen, Scott, 
Pratt, Leding and Arnal (2007)の研究では，識別

後の質問紙に回答する前に，与えられたフィード

バック信用出来ないという内容の警告をコンピュ

ーターの画面上に呈示した。その結果，この警告

を受けた参加者は，警告文を呈示されなかった群
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に比べてフィードバックの影響を受けなかった。

また，フィードバックを与えた人物の真意を尋ね

られたりした場合でも，フィードバック効果が中

和されてしまうこともある(Neuschatz, Lawson, 
Fairless, Powers, Neuschatz, Goodsell & 
Toglia,2007)。 
 以上のようなフィードバック効果はなぜ起

こるのであろうか。Charman, Carlucci, Vallano, 
and Gregory(2010) は，Bradfield, Wells and 
Olson (2002)の手がかり仮説を発展させて，フ

ィードバック効果を説明する選択的手がかり

フレームワーク(the selective cue integration 
framework)を提案した。このフレームワークは

大きく 3段階に分けられ，どのように確信度が

決定されていくかの道筋を示している。その第

一段階は査定段階(the assessment stage)と呼

ばれる。この段階で自らの識別に強い確信を持

っている限りは，外的手がかりに頼る必要はな

いとしている。確信度とは評価を求められてか

ら決定されるものではなく，あらかじめ参加者

がある程度持っているものであるが，評価を求

められる前であれば識別後に起きた出来事(例
えばフィードバック)を評価に取り入れる事が

可能である。しかし，すでに高い確信度を持っ

ている参加者は後に来る情報に影響されにく

く，外的手がかりを必要としないが，確信度が

低い場合は外的手がかりに頼らざるを得なく

なる。そこで第二段階，検索段階 (the search 
stage) に移行する。ここでは外的手がかりを精

査するが，その基準としてCharmanら (2010)
は，人は自らの以前の行動を正当化する傾向に

あるとする，フェスティンガーの認知的不協和

理論を引き合いに出している。つまりこの段階

では，自分の信念を支持する情報 (識別があっ

ていたと言われた) を受け入れ，信念を支持し

ない情報 (識別は間違っていた) は吟味され，

この信念と合わない外的手がかりは確信度評

価に取り入れられない。そして最後の段階であ

る評価段階 (the evaluation stage) では，得ら

れた外的手がかりの信頼性を検証する。手がか

りの信頼性が高いと評価されれば，その外的手

がかりは確信度評価に統合されるが，手がかり

の信頼性を否定するような情報がある場合，そ

の外的手がかりは確信度評価に統合されない。

このフレームワークに基づけば，外的手がかり

が確信度評価に統合されないケースなども理

論的な説明が可能である。 
 本研究ではフィードバック効果を最初に検

討したWells and Bradfield (1998)の実験を異

なる刺激を用いて追試し，得られた結果を

Charman ら(2010) のフレームワークの諸段

階に照らし合わせてどのような説明が可能か

検証する (実験 1)，その後，フレームワークの

質的な検討を行うため，半構造化面接を用いた

フィードバック効果の実験を行う(実験 2)。 
 

実験１ 
実験参加者 
 122 名(確証的フィードバック条件 40 名，非

確証的フィードバック条件 41名，統制条件 41
名)が参加した。 
実験計画 
 フィードバック (確証的フィードバック条件 
/ 非確証的フィードバック条件 / 統制条件) を
要因とした1要因3条件の参加者間計画とした。

実験材料 
 １分程度のビデオ（置き引きの犯罪場面）と

男性の写真５枚をラインナップとして用いた。

ラインナップの写真の中に，ビデオに出てくる

ターゲットは存在しなかった。記憶課題には

Wells and Bradfield(1998)で用いられたリッ

カート法による７段階尺度の記憶課題を翻訳

し，これを用いた（11問）。 
手続き 
 実験は 1人ずつ実験室で行った。参加者は確

証的フィードバック条件，非確証的フィードバ

ック条件，統制条件のうちの一つに分けられた。

参加者にはまず「これからビデオを見て頂き，

その後でビデオに出てくる人についての質問

に答えて頂きます」と教示し，ビデオの内容を 
あらかじめ知らせた。ビデオ呈示後，ラインナ

ップを呈示し，ターゲットを選択してもらった。

この際「いない」と回答する事も可能である事

を参加者に伝えたが，出来るだけ識別するまで

待った。識別後確証的フィードバック条件には

「正解です，よくわかりましたね」，非確証的
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フィードバック条件には「残念，本当は＿番が

正解なんです」というフィードバックを与え，

統制条件には何もフィードバックを与えなか

った。そして全参加者に記憶テストの回答を求

め，デブリーフィングを行った。 
 

結果 
 各質問の得点の平均値と標準偏差を Table1
に記載した。フィードバックの種類を要因とす

る，1要因 3水準の分散分析を行った結果，10
問中，「どれくらいよく犯人の特徴をビデオか

ら掴む事が出来ましたか？」（以下「特徴」）(F 
(2.119) = 4.19, p < .05)，「ビデオを見ている間

どれくらい犯人に注目していましたか？」（以

下「注目度」）(F (2.119) = 3.47, p < .05)，「写真

から犯人を識別するのは，どれくらい簡単，あ

るいは難しかったですか？」（以下「難易度」）

(F (2.119) = 4.86, p < .05)，「あなたの犯人の記

憶に基づいて，あなたが識別した人物について， 
どれくらい裁判で証言してもいいと思います

か？」（以下「裁判」）(F (2.119) = 5.17, p < .01)，
「犯人を選ぶのに，どれくらい十分な情報を得

られたと感じましたか？」（以下「情報」）(F 
(2.119) = 3.85, p < .05)の5つの質問においてフ

ィードバックの主効果が得られた。LSD 法を用

いた多重比較の結果，「特徴」では確証的フィ

ードバック条件と非確証的フィードバック条

件との間に (MSe = 1.07, p < .05)，「注目度」

では確証的フィードバック条件と統制条件と

の間に (MSe =1.43, p < .05)，「難易度」と「裁

判」では確証的フィードバック条件は非確証的

フィードバック条件，統制条件の両者との間に

有意差が得られた (MSe = 1.31, p < .05 ; MSe 
= 1.52, p < .05)。「情報量」では非確証的フィー

ドバック条件と確証的フィードバック条件の

間に有意差が認められた (MSe = 1.36, p < .05)。 
 全体的にこの結果は Wells and Bradfield 
(1998) の結果を支持し，Charman ら (2010) 
のフレームワークを裏付けるものと考える。つ

まり，識別を行った後，評価を求められる前で

あれば，実験者が参加者に与える外的手がかり 
(フィードバック) は確信度評価に統合される

ということである。しかし，参加者の信念に合

わない手がかり (非確証的フィードバック) は
確信度評価を低下させたのである。 
 

考察 
 確証的なフィードバックを受けた参加者は，

5 つの記憶テスト項目で有意に自らの記憶の質

を高く見積もったことが示された。これは

Wells and Bradfield (1998) を支持する結果で

あり，Charman ら (2010) のフレームワーク

に則って説明することが可能である。以下この

フレームワークに従って説明すれば次のよう

になる。正棄却率の低さ（125 名中 3名）から，

本研究の参加者達はフレームワークの査定段

階では内的手がかりが弱かったために，検索段

階で利用可能な外的手がかり（フィードバック）

に頼って回答を行ったと考えられる。さらに，

参加者のほとんどが大学の学部生であり，実験
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者が大学院生であったことから，評価段階で吟

味される情報源の信頼性も保たれていたとい

えよう。また，設問に対する平均点がやや低い

のは特徴的である。例えば確証的フィードバッ

ク条件の「確信度」の平均値は7段階評価で3.22
という評価であった。全体的な平均値が低いこ

とや前述の正棄却率の低さから，本実験の参加

者は Charman ら (2010) のフレームワークの

査定段階において潜在的に持っているとされ

る確信度が低かったため，検索段階で外的手が

かりを受け入れやすくなっている状態であっ

たと考えられる。しかし，確証的フィードバッ

ク条件全体の平均値が 3.48 であることを考慮

すると，検索段階で吟味される外的手がかりで

あるフィードバックも確信度を底上げするに

はそれほど強いものではなかったと推測され

る。 
 

実験２ 
 実験 2 では，Charman ら(2010)のフレーム

ワークの質的な検討を行うため，フィードバッ

クだけでなく設問と回答も口頭で行う。そこで，

次の3点を本実験の探索的な検討課題として挙

げる。(a)設問と回答を対人方式によって行った

場合，フィードバックの効果はより強くなるの

か，あるいは弱くなるのか，(b)フィードバック

を与えられた条件と与えられなかった条件で

報告内容に質的な差は見られるのか，差がある

としたらどこに差異があるのか。(c)実験 2の結

果は Charman ら(2010)のフレームワークで説

明が可能か。  
実験参加者 
 34名（フィードバックあり条件 18名，フィ

ードバックなし条件 16名）が参加した。 
実験計画 
 フィードバックの有無を要因とする 1 要因 2
水準の参加者間計画であった。 
実験材料 
 実験1で用いたのと同じ置き引きのビデオを

参加者に視聴させた。質問は実験 1 で用いた

Wells and Bradfield (1998) の記憶テストを基

準に作成し，口頭で質問を行い，回答は録音し

た。ただし，実験 2ではフィードバックが参加

者に影響を与えていたかを確認する質問を行

った。 
手続き 
 まず参加者が実験室の席に着いた後，実験者

は動画視聴後の質問と回答を録音することに

ついての承諾を求めた。承諾を得られた参加者

には，個人情報や録音内容の扱いに関する説明

をした後，承諾書へサインを求めた。その後の

手続き，教示は実験 1 とほぼ同じであったが，

回答はそれぞれの質問に対して「なにが，どの

程度」など，出来るだけ具体的な回答をするよ

うに求めた。その他に異なる点はフィードバッ

クあり条件に与えたフィードバックの内容

（「あぁ，やっぱり当てられますね。正解です。

中には間違える人もいるんですよ」）と，質問

と回答を口頭で行いそれを録音したこと，そし

てフィードバックあり条件への質問に 1 項目

（「今回，私は選んで頂いた写真について，「あ

ってます」と言ったのですが，このことは今答

えて頂いた質問の回答に影響しましたか」）を

追加した 3点であった。  
 

結果 
 録音で得られたデータはすべて，実験者の主

観が入らないよう，実験目的を知らない第三者

に依頼して質問ごとに要点を書き起こすよう

求めた。χ2検定を記憶テスト 9 問に対して行

い，その結果，「注目度」と「顔」において両

条件間の差が有意であった（χ2 (3) = 12.86, p 
<.05 ; χ2 (3)= 8.66, p <.05）。χ2検定を行った

9 問全体ではχ2 (3) = 1.85, p =.66であった。フ

ィードバックが回答に影響したかどうかの質

問に対して，「影響した」と回答したのはフィ

ードバックあり条件18名中12名であった。「距

離」「特徴」の 2 問に対しては具体的な数値を

求めたのでその平均値に対して t 検定をおこな

ったがどちらにも有意差は見られなかった

(t(22.96) = 0.07 ; t(32) = -0.83)。前述した検討

課題(a)〜(c)は，考察にて検討する。 
 

考察 
 検討課題として前述した(a)〜(c)について以

下に記述する。 
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 (a)設問と回答を対人方式によって行った場

合，フィードバックの効果はより強くなるのか，

あるいは弱くなるのか：フィードバックあり条

件となし条件間の統計的な有意差は個別の２

問（「注目度」と「顔」）を除いて得られなかっ

た。このことから，フィードバックの効果は質

問紙を用いて回答を求めた時よりも弱まった

といえよう。また，Semmler ら(2004)と同じよ

うに，他の大多数の参加者と同じ回答であった

と暗示する，情報源の信頼性を高めたフィード

バックも効果を高めることはなかった。質問方

法による差が出た理由として，回答をする相手

が質問紙ではなく実験者であったことがまず

考えられる。質問紙ではその場で回答を見られ

ることはなく，時間的圧力もなく自分のペース

で回答を進めたり考え直したりすることが容

易に出来る。だが，口頭で自らの記憶に対する

評価を報告しなければならない場合には，参加

者は常に自らの回答を「待っている」実験者と

対面しているだけでなく，その判断について訊

き返される可能性がある。そのために，報告の

正確性について聞き返されないように，実際よ

りも低い当たり障りのない回答を好んだこと

もフィードバックの効果を弱めた一因である

と推測される。 
 (b)フィードバックを与えられた条件と与え

られなかった条件で報告内容に質的な差は見

られるのか，差があるとしたらどこに差異があ

るのか：両条件の統計的有意差は得られなかっ

たが，条件によって参加者の答え方の姿勢に違

いがみられた。たとえば，フィードバックなし

条件は「正面からはぜんぜん見えなかった。後

ろとか斜めからしか見えなかった」などという

ように，一貫して否定的なのに対し，フィード

バックあり条件では「顔はぜんぜん見えなかっ

た。後ろ姿は見えた。映像としてはそれなりに

鮮明に見えた」と否定的ではあるが，映像とし

ては「鮮明に」や「よく（見えた）」という言

葉を使って肯定的な側面をみせた参加者が4名

いた。この報告については両条件とも要点は確

かに「顔はぜんぜん見えなかった」なのだが，

両条件の回答にはこのような姿勢の違いが見

られた。本実験ではこのような参加者の報告に

対して深く追求することはしていないが，聞き

手の推測や促しによっては報告が変化してい

く可能性もあるといえよう。 
 (c) 実験 2 の結果は Charman ら(2010)のフ

レームワークで説明が可能か： (a)で述べた参

加者が実験者から感じる対人圧力の影響は

Charman ら(2010)のフレームワークでは説明

がつかない。フレームワークの査定段階では外

的手がかりの信頼性が吟味され，それを確信度

に取り入れるか否かが検討される。このフレー

ムワークで重要とされているのはあくまで手

がかりの情報源とその内容であるが，手がかり

を与えられる環境の圧力までは考慮されてい

ない。一方で，強い内的手がかりを持たない参

加者は，検索段階で外的手がかりに頼らざるを

得なくなるとされているが，この点については

実験参加者の報告によって彼らのフレームワ

ークの裏付けがされた。実験参加者A はフィー

ドバックが回答に影響しているかを尋ねた質

問に対して「はい」と答え，回答するにあたっ

ての考え方として，「不安ながら選んで，あっ

てるって言われた安心感からものを見てる」と

報告した。つまり，内的手がかりがない状況で

外的手がかり (フィードバック) が質問に回答

する手助けをしたのだと解釈できる。このこと

は彼らのフレームワークを支持する報告であ

ると言えよう。だが，質問紙法と面接法でフィ

ードバックの効果の現れ方が異なるというこ

ともやはり彼らのフレームワークでは説明が

つかないことである。今後はフィードバックを

与える人物による圧力は確信度判断のどの過

程に与えるのかを明らかにする必要がある。 
 

総合考察 
 本研究における実験は，Wells and Bradfield 
(1998) の結果ならびに Charman ら (2010) 
のフレームワークを概ね支持する結果であっ

た。実験 1では確証的なフィードバックを受け

た参加者は他の条件に比べて記憶の質を高く

見積もった結果となった。この結果はフレーム

ワークが予測する，内的手がかりの弱い参加者

は外的手がかりであるフィードバックに依存

する，ということを支持するものである。実験
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2 における参加者の報告 (「不安ながら選んで，

あってるって言われた安心感から，ものを見て

る」) はこの実験 1 の結果を裏付けることとな

った。しかし，実験 2の面接を用いて回答を求

める手法では実験 1 に比べて効果が弱まった。

質問の回答を，面接者という回答を待つ相手が

いると，質問紙に回答するのとは違い自分のペ

ースで回答出来ない，そして聞き返されたりす

る可能性がある。このような環境要因により，

参加者は実際に持っていた確信度より控えめ

な回答をしたと推測する。 
 これまでのフィードバック効果研究で得ら

れてきたほとんどの結果を，このフレームワー

クを用いて説明することが出来ると考えられ

るが，このフレームワークにはまだ検討される

べき点がある。例えば，先述した環境の要因は

フレームワークでは考慮されておらず，この要

因がフレームワークのどの段階に影響してい

るかは今後の検討が必要である。また，検索段

階で得た外的手がかりが信念と合致するもの

であれば，その手がかりは確信度評価に統合さ

れ，信念と合致しない場合には評価に統合され

ないと Charman ら(2010)はしているが，この

手がかりが統合されない場合は確信度評価が

元々あったものと変わらないのか，それとも

元々あった評価を低下させるのかを明らかに

していない。本研究の結果を見る限り，非確証

的フィードバック条件と統制条件の間に有意

差が見られた項目は殆どないため，手がかりが

統合されない場合に確信度評価は元々参加者

が持っていたものとほぼ変わらないといえよ

う。つまり，自らの識別を否定されたからとい

って評価を更に下げる訳ではなく，その否定を

違和感なく受け入れたものと考えられる。 
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厳島行雄 班 

非言語音による発話者の同一性識別 
 

北神慎司・遠藤菜文・池田賢司・高橋知世 
（名古屋大学大学院環境学研究科） 

 
キーワード：耳撃証言，同一性識別，非言語音 

 
 
犯罪場面に遭遇した場合，必ずしも犯人の顔を

目撃するとは限らない．マスクを被ったり変装を

したりする犯人や，暗闇にいる犯人，電話を使っ

た犯人については，顔を目撃することはできない

（Yarmey, 2006）．また，被害者や証人が視覚障

害を持っている場合も同様である．そのような場

合では，犯人の顔ではなく，声が重要な証拠とな

ってくる．このような音声の記憶は，目撃記憶に

対して，耳撃記憶と呼ばれる．そして，事件や事

故といった，何らかの出来事を目撃ではなく耳撃

した後に，その記憶を思い出して証言することを，

耳撃証言と呼ぶ．例えば，United States v. Duran 
(1993)では，強盗に襲われた銀行の出納係が犯人

の声について証言し，その証言が公判での主たる

証拠となり，有罪判決が下されている． 
さて，実際の犯罪場面においては，被害者が唸

り声や咳，溜息などの非言語音しか耳撃していな

いケースが考えられる．しかしながら，そういっ

た非言語音の同一性識別については，これまで全

く検討されてこなかった．そこで，本研究では，

耳撃記憶における非言語音の同一性識別が可能で

あるか否かを検討するために，学習と再認の発話

内容の異同を操作して，2つの実験を行った． 
 

実験 1 

方法 

実験参加者：大学生，大学院生，社会人44名 
実験計画：学習（言語音・非言語音）×再認（言

語音・非言語音の 2要因参加者間計画 
刺激：音声刺激は，予備調査で選定した発話者25 
名と，言語音 10種類・非言語音 10種類の発話内

容 20 種類，計 500 個を使用した．学習と再認で

発話内容を異なるものにし，再認テストでは，タ

ーゲット 1人とフォイル 4人を設定した． 

手続き：学習フェーズでは，言語音もしくは非言

語音の音声が2回繰り返して提示された．その後，

干渉フェーズとして30秒間計算問題を実施した．

最後に，再認フェーズでは．ラインナップを2回

聞いた後，5 つの音声の中から 1 つを 5 段階の確

信度とともに回答するように求めた． 
結果と考察 

各実験条件の平均再認率を図 1に示す．再認率

について，学習（言語／非言語）×再認（言語／

非言語）の 2要因分散分析を行った結果，学習と

再認ともに主効果が有意であった（学習：F(1, 40) 
= 4.34, p < .05, partial η2 = .10；再認：F(1, 40) = 
12.07, p < .01, partial η2 = .23）．これに対して，

学習と再認の交互作用が有意ではなかった（F(1, 
40) = .02, p = .89, partial η2 = .00）．また，チャ

ンスレベル（20％）との t 検定を行った結果，言

語－言語条件，言語－非言語条件，非言語－言語

条件でチャンスレベルよりも有意に高い再認率で

あった（言語－言語条件：t(10)=3.92, p <.01；言

語－非言語条件：t(10)=2.60, p <.05；非言語－言

図 1  実験 1の結果 
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語条件：t(10)=3.18, p <.05）．これに対して，非

言語－非言語条件では，チャンスレベルと有意な

差はなかった（t(10)=.00, p =1.00）． 
つまり，学習，再認のいずれの条件でも，音声

が言語音である場合の方が，再認成績が高かった．

この結果は，同一性識別は，学習時，再認時共に，

言語音で呈示されていた場合に，より正確になる

ことを示すものである．したがって，同一性識別

は，学習時，再認時ともに，言語音で呈示されて

いた場合に，より正確になることが示唆された．

さらに，非言語―非言語条件以外の条件で，チャ

ンスレベルよりも，再認成績は有意に高かったこ

とから，学習，再認のいずれかで，非言語音が呈

示されていても，いずれかで言語音が呈示されて

いれば，ある程度の精度を持って弁別可能である

といえる． 
実験 2 

方法 

実験参加者：大学生，大学院生，社会人20名 
実験計画：実験 1と同様 
刺激・手続き：実験 1と同様．ただし，学習と再

認で発話内容を同じものとした． 
結果と考察 

各実験条件の平均再認率を図 2に示す．各実験

条件の再認率の差を見るために，t 検定を行った

ところ，有意な差は見られなかった（t(18)=－.73, 
p=.78, d =－.15）． また，チャンスレベル（20％）

との t 検定を行った結果，言語条件，非言語条件

ともに，チャンスレベルより有意に高い確率であ

った（言語条件：t(9)=15.46, p <.01；非言語条件：

t(9)=15.38, p < .01）． 
つまり，学習時と再認時で，同じ発話内容が呈

示される場合は，言語音，非言語音に関わらず，

高い精度を持って弁別可能であるといえる．この

ような結果が得られた背景には，学習と再認で同

一の音声を使用したことで，音声の弁別の手がか

りが豊富であったためだと考えられる． 
総合考察 

本研究では，実際の犯罪場面において，犯人の

唸り声や笑い声，溜息などの非言語音を耳撃した

場合，警察の捜査や裁判において，ラインナップ

に言語音を使用するか，あるいは，耳撃した音声

と同一の発話内容をラインナップとして使用する

ことで，裁判において重要な耳撃証言として採用

できる可能性が示唆されたといえる．つまり，非

言語音が耳撃証言の対象となることで，警察によ

る捜査手段の幅が広がり，さらに，裁判の円滑な

進行につながるであろう． 
しかしながら，声のラインナップ手続きにおけ

るガイドラインには，ラインナップ作成時に，犯

人による特定の単語や語句の意図的な歪曲を防ぐ

ため，犯行中に犯人が発話した単語や語句を含め

るべきではないと示されている（Yarmey, 2006）．
これに対して，耳撃した音声が非言語音の場合，

犯人が発話した音声をラインナップ音声に含める

ことによって，証言者が確信をもって同一性を識

別できる可能性があることから，今後，非言語音

を耳撃した場合には，耳撃した発話内容と同一の

発話内容を，ラインナップ音声として使用可能な

ように，ガイドラインを改定する必要がある．そ

のためには，非言語音においても発話者による意

図的な歪曲が可能であるのか，また，その歪曲さ

れた音声が，同一性識別の正確性に影響を与える

のか否かを，今後の研究で検討することが重要に

なってくる． 
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佐藤達哉 班 

 

供述の三次元地層モデリング 

 
佐藤達哉 1 稲葉光行 1  岡田悦典 2 

（1 立命館大学 2 南山大学） 
 

キーワード：KTH CUBE システム、供述調書、裁判員制度 
 
 本班では、情報学・心理学・法学が協働するこ

とにより、（刑事）裁判過程を三次元地層モデリン

グを用いて可視化するシステムの構築を目指して

いる。 
裁判員裁判においては限られた時間で市民裁判

員が判断をする必要があり、必要な時に必要な情

報を取り出せるシステム、裁判員の認知的負荷を

低減するシステムの開発が求められている。 
本班が開発するシステムは KTH キューブであ

る。このシステムは三次元情報提示法（Kachina）、
ナラティブ分析(TEM)、虚偽自白分析(浜田式分

析)の３つの要素からなるものであり、裁判員裁判

など現場への実装を目指している。また、裁判以

外の事象についても、KTH キューブシステムの

活用により、複雑な情報を可視化することの有効

性を検討している。 
 2011 年度～2012 年度の研究活動は主として次

の７点が挙げられる。様々な種類の情報の保全と

整理を行うことで、人間科学の研究と実践を充実

させることを目的とし、データをわかりやすく表

示、かつ蓄積するための三次元キューブの開発を

軸に、それを用いた実例についての検討を行った。 
 
（1）3次元キューブによる可視化システムの開発

と情報理論の構築 
まず、高度情報化社会、あるいはデジタル環境

における図的表現の役割について考察した。Web
環境におけるe-リサーチに必要な要件の整理をお

こない、「データベース化」段階、「ネットワーク

化」段階、「視覚化」段階という３ステップからな

るフレームワークを提示した。特に「視覚化」段

階の重要性について掘り下げて言及し、「認知的負

荷の低減」「知見導出の具体的支援」「資料空間の

把握」の３つの観点から考察を加えた。また、ユ

ーザーインターフェースにFlash や Java アプレ

ット、Ajaxなどを用いて、単純なHTMLで記述

されたページよりも操作性や表現力に優れた

WebアプリケーションであるRIA（rich internet 
application）の重要性と「ページ的表現」からの

脱却の必要性などを指摘した。 
われわれが開発する KACHINA CUBE（KC）

は、1 次元を時間軸、残りの 2 次元をマップ（空

間的もしくは概念的）とするものであり、このフ

レームワークの中に多様な情報をプロットするこ

とができる。ユーザーは、プロットされたフラグ

メントをクリックすることで、個別のデータの詳

細を確認できる（斎藤, 2012a)。 
 なお、KC ver.2では、Data-Diving 機能が追加

された(Fig.1)。時間軸とマップから構成される３

次元空間（親キューブ）内にある任意の子キュー

ブ（フラグメント）をクリックすると、親キュー

ブの中に“ダイブ”するかのようにビューがズー

ムインしていく。また、一歩ひいたビューで親キ

ューブを鳥瞰し、子キューブ（データ）の分布を

分析する行為と、親キューブ内にダイブし、子キ

ューブに格納されている詳細情報を閲覧する行為

を柔軟に切り替えることができる。一般に、資料

やデータの分析を行う際に「木（要素）を見て森

（全体）を見ず」「森を見て木を見ず」といった視

点の偏りが生じがちであるが、この機能は「森と

木を自由かつ柔軟に行き来できる」画期性がある

と考えられる。 
本システムを用いることで、特定のデータベー

ス全体を視覚的に俯瞰することが可能であると同

時に、断片的なデータの詳細を分析することが可

能となる。大量の資料と対峙する際、この脱「ペ

ージ」表現としての立方体型情報ビュアーを用い

ることによって、認知的負荷が低減されることが
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示され、３次元RIAの可能性やビジュアルマイニ

ングの有用性が示唆された。 

Fig.1 KACHINA CUBEとData-Diving機能 
 
（2）情報的正義概念の構築 
 当人にとって不利益かもしれない情報（病歴・

障害歴・被告人の有罪を証明するとされる証拠な

ど）の扱いは、それが短期的・局所的に不利益で

あっても、より大きな文脈で考えれば利益となる

場合もある。こうした問題について情報的正義の

見地から議論を行った。 
 ここで情報的正義とは「多種多様な情報に向き

合い、それらを咀嚼した上で社会的判断を下すこ

と、またそのような判断が可能であることが担保

されている状態」と定義できる。 
その際に、情報的正義の実現に必要な要素 
１）大量の情報を処理する際に生じる認知的負荷

を低減する 
２）固定的な見方に囚われず、柔軟に多様な観点

から情報を概観するマルチプルパースペクティブ

の実現 
KC は、このコンセプトを具象化可能なツール

であり、社会、とりわけ司法における証拠情報の

保存・開示・理解・利用について「情報的正義」

という観点から検討するための新しい手法である。 
 

（3）刑事裁判における供述調書の理解を促進す

るツールの検討 
裁判員制度によって、市民が刑事裁判に参加す

ることになった。法律の「素人」である市民が「わ

かりやすい」裁判を実現するためには、供述調書

が信用できるか否かを判断するための工夫が必要

である。その鍵となるのが視覚的な工夫である。

刑事事件での被告人や証人の証言、供述調書の評

価に関する供述心理学の技法のひとつとして供述

分析がある。日本においては、心理学者の浜田寿

美男が供述調書そのものを題材とした研究を行っ

ている。虚偽自白を含む供述調書は、詳細に分析

することによって内容に不合理な点を見つけるこ

とができるという（浜田式供述分析）。 
 供述のプロセスを視覚化するために、複数の対

立する主張を複線経路・等至性モデル（TEM）を

用いて整理した。これは、人間の行動、特に何ら

かの選択とその後の安定や変化を複線性の文脈で

描くための枠組みである。検察側と弁護側が対立

している裁判でも、最終的にはひとつの結果に至

る（等至点）ことから、TEM を用いることで２

つの対立する経路について検討することが可能に

なる。 
事件の時間の流れ、事件における対立軸、供述

の時間的順序の３つの次元をそのまま生かすには、

３次元表現が必要となる。そのために前述の

KACHINA CUBE を用いた。KC、TEM、浜田

（Hamada）式供述分析という３つの手法を用い

たことから、KTH CUBEシステムと名づけた。

なお、KC でいうフラグメントに該当するのが、

被告人の供述調書における出来事一つひとつの項

目である。 
被告人が供述した事件の事象についての概念マ

ップを作成し（Fig. 2）、供述調書が録取された時

間軸を用いて 3次元で表現することで、フラグメ

ントに関するマップ、時間の観点からみた分布が

視覚化される。このように作成された KTHシス

テムを用いて供述調書を参照することで、被告人

の中には検察官が主張する項目を一切通らない径

路を供述していること、検察官が主張する項目よ

りも弁護人の主張する項目を通る径路を供述して

いることが多いということが視覚的に示されやす

くなった（Fig. 3）。 
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Fig.2 KTHの元となる地図 
 

 
Fig.3 供述調書における経路の分布 

 
したがって、KTH システムの運用によって裁

判員が虚偽自白検出を行ないやすくなる可能性が

示唆された。 
また、参照する媒体（紙条件，ビデオ条件，KTH

条件）によって、理解度テスト、わかりやすさ評

定、事件経緯の判断でいかなる違いが出るのかと 
いう検証実験を行った（山田・サトウ，2012）。3
条件の比較から、KTH 条件と他の 2 つの条件と

の間には有意差はみられなかった。事件の判断に

おいても KTH 条件は確信度が低く、誤答しやす

い傾向が明らかになった。KTH システムが誤答

を誘引し、わかりやすく提示できない理由として

は、実験時間の長さや KTH システムの機能性、

操作性も要因となっている可能性が示唆された。 
本研究の意義は、KTH システムの弱点につい

て把握することができたことである。KTH シス

テムが本来は供述分析の結果を示すためのもので

あったことから、作成側が「わかりやすい」とた

とえ判断したとしても、提示される側にとっては

非常に「わかりにくい」状態になりやすかった。

作成者による説明がない限り、作成した側と提示

された側との間には「わかりやすさ」について認

識に違いが生じてしまう可能性が示唆された。以

上のことは、将来的に KTH システムを実際に裁

判で用いる場合には必要不可欠な検証であると言

える。今後は、わかりやすさに関する探索的な研

究、KTH システム使用の説得場面の研究などが

必要である。 
 
（4）政策決定過程の可視化と分析 
 政策決定に国民が関与する方向になることをに

らみつつ、ゲーミング・シミュレーション（GS）
と KTH を組み込んだ支援システムを構築した

（破田野・斎藤・山田・滑田・木戸・若林・山崎・

上村・稲葉・サトウ, 2011）。 
 本研究で対象としたGS は、実際に行なわれた

議論を題材とした（本研究は福島第一原発事故の

前に行われた）。「高速増殖炉もんじゅ建造」の歴

史的経緯を参考に、1. 建造決定～完成、2. 運営

～安定、3. 事故発生、4. 運営再開という 4 つの

イベントを発生させ、これに対する態度および意

見の表明を求めた。その議論に携わるいずれかの

ステークホルダーの立場から、参加者に仮想的な

議論を行なわせた。これには、実際に起こった事

象を他者の立場からダイナミックに経験させるこ

とで、多角的な視座と体験を通じた理解を獲得さ

せるという狙いがあった。ただし本研究では、

KTHキューブとの連携を視野に入れているため、

発言をすべてコンピュータ・ネットワーク上で行

い、全員の発言を随時自由に閲覧できるようにし

たうえ、実験者の指示に従って議論に対する態度

を表明できるツールを独自に開発した。 
 このシステムの効果を検証した結果、GS は参

加者の視点の多角化と体験を通じた理解の獲得に

寄与し、KTH による可視化は GS の結果を直感

的に提示することに成功していると判断できた。 
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 GS の特徴は、文章が伝えられない、議論のダ

イナミズムを体感できるところにあるが、第三者

はおろか GS に参加した当事者でさえ、そのダイ

ナミズムを顧みることが困難である。しかし、

KTH キューブはそれを可能にする。今回提案し

たシステムを使えば、政策決定にまつわる多様な

意見の変化や錯綜を表現できる道も開かれると思

われる。 
 
（5）災害情報の蓄積と活用 
多量の情報から重要なものを取り出す技術を開

発し、アーカイブの情報が持続的に活用される方

法について検討した（Nameda, Wakabayashi, 
Nakatsuma, Hatano, Saito, Inaba & Sato, 
2012）。内閣府が公表している阪神淡路大震災の

震災教訓資料集の情報を、底面に被災地の地図、

縦軸に時間軸が設定されているKACHINA 
CUBEに入力し、それぞれの情報がいつ、どの地

点に関わる情報かを一覧できるようにした

（Fig.4）。その結果、大量の資料情報が地理的、

時間的に整理されて全体像の理解が進み、情報の

分布をきっかけにして細部を検討することが可能

となった。 
次に、東日本大震災の情報の活用について検討

した。再び来るかもしれない大地震に備えるため

には、これまで集積された大量の情報のなかから、

教訓となる意味のある情報を抽出することが重要

である。人々の経験あるいは語りのなかからその

ような情報を抽出するために、どのような情報の

視覚化が有用であるかの検討を行った。茨城県鹿

嶋市によって実施された質問紙調査の結果を基に、

表、テキストマイニング分析、KCシステムを用 

Fig.4 災害情報の表示 

いた視覚化のそれぞれの特徴を検討した。その結

果、すべての視覚化において情報の論理的理解が

進められることが示唆された。 
一方で、情報における重要語の抽出にはテキス

トマイニング、情報の空間的および時間的な関連

の把握にはKCシステムが有用であることが示唆

された。表とテキストマイニングによって情報の

概要と重要概念の理解を深めた後、KC によって

各情報の空間的、時間的な関係をみることで、意

味のある情報を抽出する方法が有用であると考え

られた。 
 
（6）対人援助の現場における個人情報の取り扱

い 
多様な文脈から検討を行った。特に、障害児・

者の就労に関する継続的支援のあり方について、

全国規模の調査を行うチームに参加した。そこで

は、この問題の現状と、個々の団体・機関が情報

蓄積と移行についてどのように考えているのかが

検討された。このほか、人類学・科学史・社会学

などの文脈における個人情報の取り扱いに関する

倫理について検討を行った。これに関連して、戦

前日本の傷痍軍人団体に関する資料を収集してい

る。また戦後日本の患者・障害者団体の発行物を

収集保存する方法論を構築している。 
さらに、学内に保存・貯蓄システムを構築する

方途を探っている。具体的には、情報バンクの用

い方や、研究倫理にかかわってデータ保存をどの

ように体系的に行うのかについての理論的実践的

検討を行っている。資料保存の前提となる患者・

障害者のあり方について、心理学の方法論によっ

て記述するための方法論開拓、特に質的研究法の

開拓も行った。 
 
（7）経営情報管理モデルの提案 
経営情報を管理するツールとして KACHINA 

CUBE ver.2を用いるため、以下のような運用シ

ミュレーションを行っている（斎藤, 2012b)。 
(a) 組織情報の共有と人事労務管理 組織の人員

構成や部・課単位のタスク管理といった企業にお

ける組織マネジメントを行う。 
(b) 顧客の声の共有 特定の製品や商品について

の顧客の意見、あるいは特定企業が提供する何ら
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かのサービスに対するクレーム等をKC ver.2 を
用いて視覚化・アーカイブ化するという試みであ

る。 
(c) 戦略分析と意志決定支援 マーケティングに

おいて、しばしば活用される SWOT 分析（表）

やポジショニングマップに時間軸を加えることで、

自社のマーケティング戦略を時系列にしたがって

視覚化するという試みも行っている。 
 
 以上のように多種多様な情報を一覧し、格納し、

活用するための技術的、理論的研究を行った。引

き続きこれらの研究を進めつつ、多様な用途につ

いて検討していく予定である。 
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伊東裕司 班 

感情を喚起する情報が模擬裁判員の事実認定判断と

ネガティブ感情に及ぼす影響 
 

松尾加代         伊東裕司 

（慶應義塾大学先導研究センター） （慶應義塾大学文学部） 

 

キーワード：被害者意見陳述・グロテスクな写真・ネガティブ感情 

 

 
裁判員裁判では多くの情報や証拠が提示される。

その中には傷口や死体等のグロテスクな写真や被

害者遺族が述べる悲嘆や苦悩の声など、ネガティ

ブ感情を喚起するようなものも含まれ得る。法に

素人の裁判員は、これらの情報に直面することに

よりネガティブ感情が喚起され、提示されたすべ

ての情報を論理的に吟味して認知的判断を行うこ

とが困難になる可能性が考えられる。 

グロテスクな写真が判断に及ぼす影響を検討し

た研究は少数である。例えば、民事裁判を設定し

た研究で、Whale & Blanchard(1982) は、事故現

場の被害者の写真をカラーまたは白黒で実験参加

者に提示した後、被害者に対する損害賠償額を決

めてもらった。その結果、白黒写真を提示された

参加者が判断した損害賠償額よりもカラー写真を

提示された参加者が判断した損害賠償額のほうが

有意に高かった。刑事裁判を設定した研究では、

グロテスクな写真を提示した場合、提示しなかっ

た場合と比べて、有罪判断が 2倍になったという

報告がある。Douglas, Lyon, & Ogloff (1997)は、

実験参加者をカラー写真群、白黒写真群、写真な

し群の 3つに分け、裁判シナリオを提示した。そ

の結果、写真がカラーまたは白黒に関係なく、写

真を提示された参加者の有罪判断の割合が、写真

を提示されなかった参加者の 2倍高くなった。そ

の他、グロテスクな情報は写真だけでなく、ビデ

オテープや表現であっても、模擬陪審員の判断を

有罪方向に導く効果が報告されている(Bright & 

Goodman-Delahunty, 2006; Kassin & Garfield, 

1991)。 

被害者側による意見陳述はアメリカでは

victim impact statements (VIS)と呼ばれ、被害

者や被害者遺族が事件によって被った精神的・経

済的な被害等について述べるものである。アメリ

カやカナダの陪審員裁判では、事実認定判断と量

刑判断の手続きが 2 分化されており、VIS は被告

人の有罪が決定した後、量刑判断をする際に提示

される。そのため、海外での研究では VISが量刑

判断に及ぼす影響を検討したものがほとんである 

(Green, Koehring, & Quiat, 1998; McGowan & 

Myers, 2004)。例えば、VIS を提示された参加者

は、事件のひどさに関係なく、VIS を提示されな

かった参加者より多く死刑を選択しており

(Luginbuhl & Burkhead, 1995)、VIS が量刑判断

に影響を及ぼすことを示している。一方、VIS が

有罪・無罪判断への影響を検討したものはほとん

どない。Myers & Arbuthnot (1999)の実験では、

VISが有罪・無罪判断に及ぼす影響は認められず、

有罪判断率は、VISを提示された参加者が 49.4％、

提示されなかった参加者が 50.6％であった。しか

し、有罪判断をした参加者の中で、量刑判断につ

いて VIS の提示あり・なしを比べたところ、VIS

ありの参加者のほうが VISなしの参加者に比べて、

より多く死刑判断を下していた。この実験結果で

は、VIS は模擬陪審員の有罪・無罪判断には影響

を及ぼさないことを示しているが、それを結論づ
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けるには、VIS と事実認定判断についての研究数

が圧倒的に少ない。 

VIS が有罪・無罪判断に及ぼす影響の検討は、

手続きが 2分化されていない日本の裁判員裁判で

は非常に重要である。VIS が、他の証拠（事実認

定のための証拠）と同じ段階で提示されることか

ら、VIS が裁判員の有罪・無罪判断に影響を及ぼ

す可能性が考えられる。 

VIS やグロテスクな写真が判断に影響を及ぼす

理由として、ネガティブ感情の喚起が挙げられて

いる。感情が判断に及ぼす影響は、気分一致判断

で説明することができる。気分一致判断とは、あ

る特定の気分に一致した判断を行う傾向のことを

指す。Forgas (1994) は、気分一致判断は情報と

しての感情 (affect-as-information; Clore, 

Schwarz, & Conway, 1994) もしくは感情プライミ

ング (Bower, 1981)によって起こると論じている。

情報としての感情仮説では、喚起された感情が、

判断を下すための情報の一部として働き、判断を

偏った方向に導くと考える。感情プライミング説

では、喚起された感情が、同じタイプの感情が関

連している過去の記憶を思い起こさせ、個人はそ

の記憶に基づいて目の前の情報を解釈するため、

判断が偏った方向に導かれるとする。 

裁判ではどのようなタイプの感情が喚起される

のだろうか。Bright & Goodman-Delahunty (2006) 

は、グロテスクな写真によって喚起される感情の

タイプを調べるために、30 のネガティブ感情を、

怒り、悲しみ、嫌悪、恐れ/不安の 4カテゴリーに

分けた質問紙、Juror Negative Affect Scale 

(JUNAS) を作成した。そして、実験参加者に裁判

シナリオを視聴する前後に JUNASに回答すること

を求めた。その結果、グロテスクな写真を提示さ

れた参加者は、グロテスクな写真を提示されなか

った参加者より嫌悪感を有意に多く感じていた。

また被告人に対する怒りも多く感じていた。その

他の研究でも、グロテスクな写真が嫌悪や怒りを

喚起することを報告している(Douglas, Lyon, & 

Ogloff, 1997; Feigenson, Park, & Salovey, 2001)。

VIS がネガティブ感情の喚起に及ぼす影響につい

ても報告されているものの (Myers & Greene, 

2004)、感情のタイプを詳しく調べている研究はご

く少数である。Paternoster & Deise (2011)によ

ると、VIS は怒りを強く喚起することを報告して

いる。したがって、VIS やグロテスクな写真が提

示されることによって、怒りが強く喚起されるよ

うである。 

怒りは反社会感情の一種であり、怒りを感じて

いる個人は、状況よりも人を責めたり、曖昧な情

報をネガティブに解釈したり、他者に対して厳し

い対応を示したりする(Lerner, Goldberg, & 

Tetlock, 1998; Lerner & Keltner, 2000; Smith & 

Ellsworth, 1985; Staub, 2004)。裁判では怒りの

感情が喚起されること、そして感情が判断に影響

を及ぼすことから、感情（特に怒り）を喚起した

裁判員は、有罪判断の方向に傾くことが考えられ

る。本研究では、グロテスクな写真と VISが裁判

員の有罪・無罪判断およびネガティブ感情の喚起

に及ぼす影響について検討を行った。 

方  法 

実験参加者  

慶應義塾大学の学生 126 名（男= 37 名 女= 90

名; 年齢 18- 48歳、M = 20.83）が実験に参加し

た。実験参加者には謝礼として 1000円が支払われ

た。 

デザイン  

グロテスクな写真の提示（あり・なし）と VIS

の提示（あり・なし）を要因とする 2 x 2で実験

が行われた。 

実験課題 

 感情の測定：現在の怒り、悲しみ、嫌悪、恐れ

/不安、の 4 タイプのネガティブ感情（30 項目）

について測定する質問紙 JUNAS (Bright & 

Goodman-Delahunty, 2006) を用いた。 

裁判シナリオ：南山大学法律学研究会が作成し

た公判台本を基にして、殺人事件を題材とした裁

判シナリオを、新たに作成した。被告人は、一度

は自供したものの、後に否認に転じて無罪を主張

している設定とした。証拠は状況証拠のみで、被

告人を有罪とするには証明力の弱いものばかりが

提示された。グロテスクな写真は、被害者役のモ

デルの腹部に特殊メイクが施されたものを使用し

た。VIS は、被害者家族の悲しみや被告人に対す

る憤りの感情、および被害者の学生生活や将来の

夢が、被害者の父親によって語られ、被害者の生
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前の写真と共に提示された。裁判シナリオは、音

声（ナレーション）とパワーポイント（シナリオ

を文字化）で提示された。シナリオ全体の提示時

間は、VISありが23分、VISなしが20分であった。 

手続き 

 参加者は、まず JUNAS に回答（1= まったく当

てはまらない、5 = 非常に当てはまる）した。そ

の後、裁判のシナリオが提示された。写真あり群

の参加者は、犯行の状況が説明されている間に、

犯行現場での被害者の写真が提示された。VIS あ

り群の参加者は、シナリオの最後に VISが提示さ

れた。再び JUNASに回答した後、裁判についての

質問紙に回答した。質問紙では、有罪・無罪判断、

量刑(有罪の場合)、確信度(1 = 絶対無罪、10 = 絶

対有罪)、被告人が真犯人である可能性(0%- 100%)、

検察の提示した証拠の証明力(1 = 非常に弱い、10 

= 非常に強い)に回答した。また、写真あり群の参

加者は、写真の衝撃の程度について(1 = まったく

ショックでない、10 = 非常にショック)回答した。 

結  果 

 127 名中、質問紙のすべての質問に回答しなか

った実験参加者 15 名を分析から除外した結果、

112 名のデータが分析の対象となった。全体では

有罪判断が 74名(66%)、無罪判断が 38名(34%)で

あった。有罪判断率についてカイ 2乗検定を行っ

た結果、グロテスクな写真の主効果は有意傾向で

あり(χ²(1, N = 112)= 2.55, p < .10)、 VISの

主効果は有意であった(χ²(1, N = 112)= 3.98, p 

< .05)。4 群間の有罪判断率についてカイ 2 乗検

定を行った結果、有意差が見られた(χ²(3, N = 

112)= 7.17, p < .05)。有罪判断率は、写真あり・

VIS あり群で最も高く(78.57%)、ついで写真な

し・VIS あり群(71.43%)、写真あり・VIS なし群

(67.86%)、そして写真なし・VIS なし群で最も低

かった(46.43%) (Table 1)。 

 確信度、被告人が真犯人である可能性、証拠の

証明力について分散分析を行った結果、すべての

変数において VISの効果が見られた(確信度：F(1, 

108) = 5.53, p < .05 [VISあり: M = 7.18, SD = 

2.00; VIS なし: M = 6.23, SD = 2.25]、真犯人

の可能性： F(1, 108) = 6.28, p < .05 [VIS あ

り: M = 7.20, SD = 2.04; VISなし: M = 6.13, SD 

= 2.44]、証明力：F(1, 108) = 3.26, p < .10 (VIS

あり: M = 6.77, SD = 2.00; VISなし: M = 5.98, 

SD = 2.55])。グロテスクな写真の効果、および交

互作用はどの変数においても見られなかった。量

刑判断について VIS の効果を分析した結果、VIS

なし群で死刑を選択した参加者が 16％だったの

に対し、VISあり群では 33％が死刑を選択してお

り、その比率は 2倍以上となった。 

 

Table 1.   

有罪/ 無罪判断の人数（括弧内は有罪判断率） 

 

感情の変化について、全体をペア t検定で分析

した結果、裁判シナリオを提示される前 (M = 1.56, 

SD = .51) と提示された後 (M= 2.35, SD = .81) で

有意差 (t(111)= -10.70, p < .001) があった。

この結果より、模擬裁判員は裁判シナリオによっ

てネガティブ感情が喚起されたことが示唆された。

シナリオ後の JUNASの回答を分析した結果、写真

あり群(M= 2.36, SD = .85)と写真なし群(M= 2.33, 

SD = .77)の参加者の間に有意差は見られず(F(1, 

108) = .04, ns)、VISあり群(M= 2.51, SD = .79)

と VISなし群(M= 2.19, SD = .80)の参加者の間に

は有意差が見られた(F(1, 108) = 4.56, p < .05)。

2 要因の交互作用は有意傾向 (F(108)= 3.88, p 

< .10) であり、写真の提示がある場合には VIS

の効果は見られず、写真の提示がない場合に VIS

の効果が見られた(Figure 1)。JUNAS の怒りのカ

テゴリーについて分析した結果、VIS の主効果が

みられた(F(1, 108) = 6.99, p < .01; VISあり: 

M = 2.34, SD = .92; VISなし: M = 1.91, SD = .81)。

しかし、写真の主効果および交互作用はみられな

 

 
写真あり 写真なし 合計 

 

VISあり 

 

22/ 6 

(78.57%) 

20/ 8 

(71.43%) 

42/14 

(75.00%) 

 

VISなし 

 

19/ 9 

(67.86%) 

13/15 

(46.43%) 

32/24 

(57.14%) 

合計 
41/15 

(73.21%) 

33/23 

(58.93%) 

74/38 

(66.07%) 



71 
 

かった(Table 2)。 

 

 

Figure 1. 裁判後 JUNASのネガティブ感情 

 

考  察 

 本研究では、グロテスクな写真と VISの提示が、

模擬裁判員の有罪・無罪判断およびネガティブ感

情に及ぼす影響を検討した。VIS が判断に及ぼす

効果は有意であり、VIS が提示された場合、提示

されなかった場合と比べて、有罪判断が多く下さ

れた。また VISが提示された場合の方が、提示さ

れなかった場合と比べて、死刑が多く選択された。

一方、グロテスクな写真が有罪・無罪判断に及ぼ

す効果は有意傾向にとどまり、先行研究の結果と

若干の差がみられた。本研究では、特殊メイクに

よってモデルの腹部に傷を施して撮影した写真を

使用した。写真あり群の参加者 56名に、提示され

た写真の衝撃度について 10段階で尋ねたところ、

56名中 41名が、6以上を回答したにも関わらず、

判断においての写真の効果が有意傾向にとどまっ

た理由としては、模擬裁判自体が実験室内で行わ

れたため、写真に現実味が欠けてしまった可能性

が考えられる。また、先行研究では、実際の裁判

で使用された本物の死体写真などを実験参加者に

提示していた (Bright & Goodman-Delahunty, 

2006)ことも、本研究と先行研究の結果に差が生じ

た理由の一つかもしれない。さらに別の理由とし

ては、音声での情報提示は個人の想像を制約しな

いため(Heath, Grannemann, & Peacock, 2004)、

写真を提示されなかった参加者は、シナリオを聞

きながら、本実験で使用した写真以上にグロテス

クな状況を想像していたことが考えられる。 

VIS とグロテスクな写真がネガティブ感情の喚

起に及ぼす影響については、VIS はネガティブ感

情の喚起、特に怒りの喚起に影響を及ぼすことが

示された。しかしグロテスクな写真については、

ネガティブ感情、怒りともに影響がみられなかっ

た。これらの結果から、VIS はネガティブ感情の

喚起と有罪判断に影響を及ぼすことが示された。

またグロテスクな写真がネガティブ感情に及ぼす

影響が有意でなかったことは、写真の有罪・無罪

判断に及ぼす影響が有意傾向にとどまった理由の

一つになり得るかもしれない。 

グロテスクな写真は、事件の酷さの程度を知る

ためには有益な情報であるが、被告人の有罪を示

すものではない。そして VISも、被告人の有罪・

無罪について影響すべきではない情報である。実

際の裁判では、グロテスクな写真や VISが提示さ

れる事態が想定されるが、それらの提示が模擬裁

判員の判断およびネガティブ感情に影響を及ぼす

結果が見られた本研究は、応用性においても意義

深いものとなった。

 

Table 2.  

裁判後 JUNASの怒りカテゴリーの平均値（括弧内は標準偏差） 

 写真あり 写真なし 合計 

VIS あり 2.17 (.89) 2.51 (.93) 2.34 (.92) 

VIS なし 2.00 (.74) 1.82 (.87) 1.91 (.81) 

合計 2.08 (.82) 2.16 (.96) 2.12 (.89) 
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マインドセットと説示の効果： 

システマティック情報処理が判断と怒りに 

及ぼす影響 
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（慶應義塾大学先導研究センター） （慶應義塾大学文学部） 

 

キーワード：情報処理の 2過程理論・説示・感情 

 

 

裁判では膨大な数の情報が提示される。誤った

判断（えん罪）を回避するためにも、裁判員は、

公判で提示される証拠の一つ一つを注意深く吟味

し、合理的な判断を行う必要があるが、法に素人

の裁判員にとって、すべての情報を冷静に検討す

ることは、大変な任務である。特に、感情を喚起

する情報に直面することによってネガティブ感情

が喚起されると、ヒューリスティックな情報処理

を行い、結果として、充分な証拠の吟味を行わず

に、直感的な判断を下してしまう可能性が考えら

れる。 

情報処理の 2過程理論によると、情報処理には

ヒューリスティック処理・システマティック処理

の 2種類の方略があると考えられている（Chen & 

Chaiken, 1999）。ヒューリスティック処理では、

簡便で表面的なトップダウンの全体的処理を行い、

システマティック処理では、分析的・理論的・合

理的で認知的努力を必要とする処理を行うとされ

る。個人が意識的にシステマティック処理に従事

しない限り、情報はヒューリスティック処理で自

動的に処理される。また、ヒューリスティック処

理は感情との密接な関わりがあるとされる

（Epstein, 1994）。過去の研究では、裁判の場面

で怒りが強く喚起されると、被告人に対する刑罰

が重くなることが示されているが（Paternoster & 

Deise, 2011）、これは怒りによるヒューリスティ

ック情報処理の結果と考えられる。このような事

態を避ける方法として、事前にシステマティック

処理の活性化を行うことが考えられる。裁判員が

システマティックに情報を処理することにより、

ネガティブ感情、特に怒りの喚起が抑制され（ま

たは、怒りの影響を受けにくくなり）、合理的な判

断を行うことが予想される。しかし、裁判員とし

て判断を行う際に自発的にシステマティック処理

を行わないものもいると考えられるため、システ

マティック処理を活性化するための操作を事前に

行うことが効果を持つかもしれない。このような

操作として、認知課題によるマインドセットの確

立と関連知識の提供が挙げられる。裁判の場面で

の知識の提供としては、説示（裁判の原則説明）

があるが、裁判員は説示が与えられることにより、

裁判での判断方法についての知識を獲得し、それ

によってシステマティック処理が活性化されるこ

とが考えられる。また、システマティックな処理

を促す認知課題に従事させることによりシステマ

ティックマインドセットを作り出し（Gollwitzer, 

Heckhausen & Steller, 1990）、システマティック

処理が活性化されることが期待される。その結果、

後に裁判で提示される情報に対してシステマティ

ックな情報処理を行い、合理的な判断を行う可能
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性が考えられる。 

本研究では、認知課題による事前のマインドセ

ット操作と説示の有無によって情報処理の操作を

行い、情報処理が有罪無罪判断および怒りの感情

に及ぼす影響を検討した。実験では、松尾・伊東

(2013)の実験で使用した裁判シナリオとほぼ同様

のものを使用し、感情を喚起する証拠として、被

害者遺族による意見陳述を裁判の最後に提示した。

システマティック処理の方が、ヒューリスティッ

ク処理に比べて有罪判断、怒りの喚起が少なくな

ることが予測された。 

方  法 

実験参加者 

一般成人 105名（男= 48名 女= 57名; 年齢 20- 

80歳、M = 48）が実験に参加した。参加者は謝礼

金 1,600円が支払われた。 

デザイン 

マインドセット操作（システマティック・ヒュ

ーリスティック）と説示（あり・なし）を要因と

する 2 x 2の計画で実験が行われた。実験参加者

は 4群のいずれかにランダムに割り当てられた。 

実験材料および手続き 

実験参加者は、初めにマインドセット操作のた

めの課題にそれぞれ取り組んだ。システマティッ

ク群の参加者は、現在、実行するか否か悩んでい

る個人的な事柄（例えば、引越しするか否か、転

職するか否か）をひとつ選択し、それを実行した

場合の利点と不利な点を箇条書きで 8分間書き出

した。次に、もしその事柄を実行した場合、2 年

後はどうなっているかを想像し、7 分間書き出し

た。ヒューリスティック群の参加者は、10秒毎に

提示される白黒の風景写真 90枚を 15分間眺めた

（Gollwitzer, Heckhausen & Steller, 1990）。次

に、ネガティブ感情測定のために Juror Negative 

Affect Scale (JUNAS; Bright & 

Goodman-Delahunty, 2006)に 7段階（1= まったく

当てはまらない、7 = 非常に当てはまる）で回答

した。説示あり群の参加者は裁判シナリオの前に、

裁判員法 39条についての説明文から 4項目（無罪

推定の原則、検察官の立証責任、合理的疑いのな

い立証、証拠裁判主義）抜粋されたものを語り口

調で音声とパワーポイントによって提示された。

また、被害者や被害者家族による意見や感情は証

拠にはならないため、有罪・無罪判断の根拠とし

てはならないことが、被害者遺族による意見陳述

についての注意事項として提示された。その後、

すべての参加者に同じ内容の裁判シナリオが提示

され、シナリオの最後に、被害者遺族による意見

陳述が提示された。裁判シナリオ後、説示あり群

の参加者には、裁判シナリオ前と同様の説示が再

び提示された。最後に JUNASおよび裁判について

の質問紙に回答した（JUNAS、裁判シナリオ詳細、

質問紙内容については松尾・伊東(2013)を参照）。 

結  果 

105名の参加者中、実験手続きを正しく理解して

いなかった5名のデータは分析から除外した。その

結果100名のデータが分析された。 

全体では 61%の参加者が有罪判断を下し、39%の

参加者が無罪判断を下した。有罪判断率について、

それぞれの要因をカイ 2乗検定で分析した結果、

マインドセット、説示とも主効果は見られなかっ

た。しかし、交互作用が見られた。ヒューリステ

ィック群の参加者では、説示ありとなしの間に有

意差があり(χ2(1, N = 50) = 4.37, p < .05)、

説示なし群の参加者は説示あり群の参加者に比べ

て有意に多く有罪判断を下した。また、説示が提

示されなかった参加者では、システマティック群

とヒューリスティック群の間に有意傾向が見られ

(χ2(1, N = 50) = 3.31, p < .10)、ヒューリス

ティック群の参加者はシステマティック群の参加

者に比べて有罪判断が多かった(Table 1)。 

 

Table 1.   

有罪/ 無罪判断の人数（括弧内は有罪判断率） 

 説示あり 説示なし 合計 

 

ヒューリスティック 

 

13/12 

(52%) 

20/ 5 

(80%) 

33/17 

(66%) 

 

システマティック 

 

14/11 

(56%) 

14/11 

(56%) 

28/22 

(56%) 

合計 
27/23 

(54%) 

34/16 

(68%) 

61/39 

(61%) 
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ネガティブ感情の変化については、全体をペアt

検定で分析した結果、裁判シナリオの前 (M = 1.85, 

SD = .107) と後 (M= 3.17, SD = 1.52) で有意差

があった(t(99)= -10.70, p < .001)。裁判シナリ

オ後のネガティブ感情について分散分析を行った

結果、マインドセットの主効果が見られ(F(1, 96) 

= 4.59, p < .05)、システマティック群の参加者

(M = 2.85, SD = 1.50)よりもヒューリスティック

群の参加者(M = 3.49, SD = 1.45)の方がネガティ

ブ感情を強く喚起していた。説示の主効果(F(1, 

96) = .65, ns)および交互作用(F(1, 96) = .00, 

ns)は見られなかった（Figure 1）。JUNASの怒りの

カテゴリーについて分析したところ、ネガティブ

感情と同様の結果となり、マインドセットの主効

果のみが見られた(F(1, 96) = 4.88, p < .05; シ

ステマティック: M = 2.69 SD = 1.53; ヒューリ

スティック: M = 3.38, SD = 1.56)。説示の効果

および交互作用は見られなかった (Table 2)。 

Figure 1. 裁判後JUNASのネガティブ感情 

 

考  察 

本研究では、認知課題によるマインドセットお

よび説示によって操作された情報処理が、模擬裁

判員の有罪・無罪判断とネガティブ感情に及ぼす

影響を検討した。結果は、マインドセット・説示

とも主効果は見られなかった。したがって、マイ

ンドセットによって操作された情報処理がシステ

マティック、ヒューリスティックどちらであって

も、また、説示が与えられても与えられなくても、

有罪・無罪判断に違いは見られなかった。しかし、

両要因の交互作用が見られ、説示が与えられなか

った場合、システマティックマインドセットの参

加者はヒューリスティックマインドセットの参加

者に比べて有意に有罪判断が少なかった。この結

果から、裁判での判断方法についての知識がなく

ても、システマティック処理の状態で裁判を視聴

した場合、論理的・分析的に情報処理を行い、合

理的な判断を行ったことが示唆された。また、ヒ

ューリスティックマインドセットの参加者では、

説示が与えられなかった場合と比べて、説示が与

えられた場合で、有罪判断が少なかった。このこ

とより、ヒューリスティック処理の状態であって

も、説示が与えられたことにより、裁判での判断

方法についての知識を獲得し、後に提示された裁

判の内容・情報をシステマティックに処理するこ

とが可能になったことが示唆された。まとめると、

説示による知識の獲得または認知課題によるマイ

ンドセットのいずれかの方法で、情報処理がシス

テマティックに操作された場合、後に裁判内で提

示される情報をシステマティックに処理すること

が可能になると考えられた。

 

Table 2.  

裁判後 JUNASの怒りのカテゴリーの平均値（括弧内は標準偏差） 

 説示あり 説示なし 合計 

ヒューリスティック 3.20 (1.75) 3.56 (1.37) 3.38 (1.56) 

システマティック 2.50 (1.28) 2.89 (1.75) 2.69 (1.53) 

合計 2.85 (1.56) 3.22 (1.59) 3.04 (1.58) 
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ネガティブ感情については、システマティック

マインドセットの参加者よりもヒューリスティッ

クマインドセットの参加者の方が感情の喚起が多

かった。これは、感情がヒューリスティック処理

と関連しているという理論（Epstein, 1994）を支

持する結果となり、また、システマティック処理

が、ネガティブ感情の喚起の軽減に繋がることを

示唆した。したがって、システマティックな情報

処理は、裁判中に提示される感情を喚起する情報

に対処する方法の一つとなり得るかもしれない。

しかしながら、実際場面で、裁判が始まる前に裁

判員に認知課題を与えて情報処理の操作をするこ

とは適当ではなく、システマティック処理を活性

化させるための実用的な方法が考案される必要が

あるだろう。 

また、本研究では実験参加者に対して、主要な

説示のみを提示したため、説示の理解が比較的容

易であったかもしれない。しかし、実際の裁判で

はより多くの説示が与えられるだろう。裁判員に

とっては説示への馴染みが薄く、それ自体を理解

するためにシステマティック処理を必要とされる

かもしれない。したがって、システマティック処

理は、説示を理解するための、法廷で提示される

証拠を吟味するための、そして感情喚起を抑制す

るための、大きな要因となりうるだろう。 
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裁判員の事実認定における感情の影響： 

被害者意見陳述の影響と感情制御の効果 
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3関西大学社会学部 4立命館大学法務研究科 5國學院大学法学部） 
 

キーワード：被害者意見陳述、感情制御、事実認定 
 
 
 刑事裁判においては、その場にいるものの感情

を喚起するような証拠が提示されることが多く、

また感情的な形で提示されがちである。このよう

な証拠が、特に裁判員の感情を喚起した場合に、

裁判員の判断が感情に左右され、不適切な判断が

なされることが懸念されている。日本の裁判にお

いては、事実認定と量刑判断の手続きが分離され

ておらず、そのため本来量刑判断のためのものと

考えられる証拠も事実認定の前に提示されること

になる。たとえば被害者や被害者遺族による意見

陳述（victim impact statement; 以下VIS）のよ

うに事実認定とはかかわりのないはずの情報が事

実認定に影響を与えてしまう可能性が指摘されて

いる。（松尾・伊東、2013a） 
 松尾と伊東(2013a)は、模擬裁判員に殺人事件の

裁判シナリオを提示し有罪か無罪かの判断を求め

る実験において、被害者の遺族によるVISが提示

されると、提示されなかった場合に比べネガティ

ブな感情、特に怒りが強く喚起され、また有罪判

断が多くなることを示した。一方で、松尾と伊東

(2013b)は、同様の模擬裁判実験において、裁判シ

ナリオの提示の前に分析的、理論的、合理的で認

知的努力を必要とする認知処理を促す課題に従事

させたり、刑事裁判の原則と裁判での判断の仕方

についての説示を与えることが、ネガティブ感情

を抑え、有罪判断を減少させることを示した。 

 欧米における陪審研究においては、多くの国に

おいて事実認定と量刑判断の手続きが二分されて

いることから、VIS が有罪・無罪の判断に与える

影響についての研究はほとんどない(松尾・伊東、

2013a)。松尾と伊東(2013a)が指摘するように、VIS

が有罪・無罪の判断に影響を及ぼすかどうかを明

らかにするためにはさらに実験研究が必要である。

本研究の目的の一つは、松尾と伊東とは異なった

裁判シナリオを用いて、VIS が事実認定に影響を

与えるかどうかを検討することである。 

 また松尾と伊東(2013b)ではシナリオ提示前の

認知課題や説示がネガティブ感情を抑えたり、有

罪判断を少なくすることを示したが、本研究では、

シナリオ提示後に感情を抑えると考えられる操作

を加えることにより、ネガティブ感情が抑えられ、

有罪判断が減少するかについて検討する。さらに、

模擬裁判員の感情に関する個人特性や感情状態の

指標として、質問紙によりさまざまな項目を測定

し、実験条件とこれらの測度、および有罪・無罪

判断の間の関係について検討することも本研究の

目的とする。 

方  法 

実験参加者 

人材派遣会社を通して集めた 20代～60代の男

女120名(男性61名、 女性59名、 平均年齢37.38
歳)が実験に参加した。 
デザイン 

感情制御の操作（説示・説明・なし）と VIS（あ

り・なし）を要因とする 3 x 2の計画で実験が行

われた。実験参加者は 6群のいずれかに男女比、

年齢構成がほぼ均等になるように割り当てられた。 
実験材料 
 実際の事件を参考に審理内容を再現したビデオ

(北蒲アパート殺人被告事件一審再現ビデオ、伊東

裕司研究室で作成)を使用した。事件は、アパート

の隣室に住む姪の部屋に包丁を持って押し入った
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男を、叔父が奪った包丁で刺殺したというもので、

実際の裁判では正当防衛が認められ無罪となった

事件に基づいている。検察官、弁護人による冒頭

陳述に続く、裁判官による公判前整理手続きの結

果の説明の中で、正当防衛が成立するか否かが第

1 の争点であること、正当防衛が成立するための

要件などが説明されている。ビデオはVISなしの

バージョンと、被害者の母親による、悲しみの感

情を前面に出して、被害者の良い性向と自身の悲

しみと事件の理不尽さを訴える VIS を挿入した

バージョンが用いられた。ビデオの長さは、VIS
なしバージョンで 32 分 30 秒、VIS あり条件で

37分 13秒であった。 
 実験参加者のネガティブ感情や怒りに関する傾

向を測定する尺度として、3 つの尺度の質問項目

が用いられた。一つは、伊藤と上里(2001)による

ネガティブな反すう尺度14項目である。「一日中

ずっと、嫌なことばかりを考え続けることがある」

「何日もの間、嫌なことを考えるのに没頭するこ

とがある」などからなり、1(あてはまらない)～
6(あてはまる)の 6段階で回答を求めた。評定値は

1～6点で、値が高いほど反すう傾向が強いことを

意味する。二つ目は、渡辺・小玉(2001)によって

作成された、怒り喚起・持続尺度のうち、怒りの

持続しやすさ尺度 8項目(「むかついたときのこと

を思い出すと、平静ではいられない」「自分をない

がしろにされたときの気持ちはいつまでも忘れら

れない」など)を用いた。1(全く当てはまらない)
～5(よく当てはまる)の 5段階で回答を求め、各項

目の得点を合計して尺度値を得た。もう一つは、

鈴木・春木 (1994)による State-Trait Anger 
Expression Inventory 日本語版のうち、特性怒り

尺度 10 項目(｢人の前で非難されたりすると怒り

を感じる｣「良いことをしたのに認められないとい

らいらする」など)を用いた。回答は1(全く当ては

まらない)～4(よく当てはまる)の 4 段階で、項目

の評定値を合計して尺度値を求めた。 
 また、ネガティブな感情状態を測定するために、

松尾と伊東(2013a、b)で用いたものと同じ Juror 
Negative Affect Scale (JUNAS; Bright & 
Goodman-Delahunty、 2006)を用いた。裁判員

としての判断などを尋ねる質問項目として、松尾

と伊東(2013 a、b)と同様のものを用意したが、被

告人に対する怒りと同情、被害者に対する同情と

嫌悪、被害者の母親に対する同情と嫌悪の程度を

尋ねる項目(5段階)が加えられた。 
手続き 
 小集団実験で行い、1セッション 1～4名が参加

した。初めに、参加者に対し、ビデオの審理を見

て、裁判員になったつもりで被告人に対する有罪

無罪判断を行うように教示を行った。基本的な実

験の流れとしては、参加者はまず、ネガティブな

反すう、怒りの持続しやすさ、特性怒りを測定す

る質問項目に回答し、模擬裁判ビデオを視聴した

のちに、裁判員としての判断などの質問紙に回答

した。半数の参加者は、VISを含む模擬裁判ビデ

オを、残りの半数は、VISを含まないビデオを視

聴した。 
説示条件の参加者は、裁判員としての判断を行

う直前に、口頭で以下の内容の説示を受けた。「こ

れから、裁判員として有罪か無罪かを判断する際

の原則を 2点ご説明します。1点目は、『裁判は証

拠に基づき判断する必要がある』ということです。

ビデオの中には『冒頭陳述』や『検察側の論告』

『弁護側の意見』などがありましたが、それらは

意見であって証拠ではありません。参考にしても

構いませんが、基づく必要はありません。2 点目

は、『疑わしきは被告人の有利に』ということです。

これは、被告人の有罪が十分証拠づけられた場合

に有罪と判断する、ということです。以上の2点

を踏まえて、被告人の有罪無罪を判断してくださ

い。」説明条件の参加者は、ビデオを視聴しての自

らの考えを他者に説明するつもりで紙に書くよう

求められた。これらの操作は、ネガティブな感情

を抑制する効果を持つことを期待して導入された。 
 すべての参加者は、実験の各段階で 2 回から 3
回、JUNAS に回答するよう求められた。これら

の段階は、ビデオ視聴前(全参加者)、ビデオ視聴

後(全参加者)、感情制御手続(説示もしくは説明)
後(説示条件と説明条件のみ)の 3つであった。 

結  果 

有罪判断率 

 各条件における有罪判断率を図 1に示す。カイ

二乗検定を行った結果、感情制御の有意な効果が

みられた(χ2(2、N=119)=7.99, p<.05)。ライアン
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法による下位検定を行ったところ、コントロール

条件(.73)と説示条件(.41)の差が有意であった(χ2 
(1, N=79)=7.98, p<.005)。説明条件(.58)と他の 2
条件との間には有意差はなかった(p>.1)。また、

VIS 要因による効果は見られなかった(χ2 
(1,N=119)=0.72, p>.10)。 
JUNASによる感情状態 

 裁判員としての判断を行う直前の、最後の

JUNASの評定値についてVISの有無と感情制御

を要因とする 2×3 の分散分析を行ったところ、

主効果、交互作用とも有意ではなかった。ビデオ

視聴前のJUNAS評定値に条件により高低が見ら

れたため、最後のJUNAS評定値からビデオ視聴

前の JUNAS評定値を引いた差を求め、同様の分

散分析を行った。差の全体平均は 0.28と正の値と

なり、ネガティブ感情が強くなったことがうかが

われたが、やはり主効果、交互作用とも見られな

かった。感情カテゴリー別の下位評定値について

の分析も同様の結果であった。 
 裁判ビデオの VIS 以外の部分の視聴によりネ

ガティブ感情が変化するのかを見るために、VIS
なし感情制御なし(コントロール)の条件における

ビデオ視聴前後のJUNAS評定値の比較を行った。

ビデオ視聴前(1.12)に比べ視聴後(1.50)は有意に

高く(F(1,19)=9.76, p<.01)、VIS を視聴しなくて

も裁判ビデオの視聴によってネガティブ感情が強

くなったことが示された。さらにVISの視聴も加

わった効果を確認するために、VIS あり条件の 3
群についてビデオ視聴前とビデオ(VIS 含む)視聴

後のJUNAS評定値について評定の時期と感情制

御を要因とする 2×3 の分散分析を行った。その

結果、視聴前(1.45)に比べ視聴後(1.75)のJUNAS
評定値は有意に高かった(F(1,56)=1.92, p<.05)が、

感情制御の効果は有意ではなかった。ビデオの視

聴前後の評定値の差は、VISを含まないバージョ

ンを視聴した場合に比べ大きくはなく、数値上は

むしろ小さかった。次いで、感情制御操作による

感情の変化を見るために、VISあり条件のうち感

情制御を行った 2群において、感情制御前(VIS視

聴後)と感情制御後の JUNAS 評定値を比較した。

2(評定時期)×2(感情制御；説示 vs. 説明)の 2 要

因の分散分析の結果、評定時期の効果に有意な傾

向が見られた(F(1,37)=3.91, p<.10, 感情制御前；

1.71、感情制御後；1.62)。 
 以上、個人内の比較では、裁判ビデオやVISの

視聴、感情制御といった実験操作は参加者のネガ

ティブ感情に影響を与えていることが示されたが、

個人間の比較では感情状態に有意な違いは見られ

なかった。さらにVISの提示が単独で効果を持っ

ているかどうかは実験計画の都合上、確認ができ

なかった。 
個人に対する感情 

 被告人、被害者、被害者の母親に対する計 6つ

の感情評定値について、VISの有無と感情制御操

作を要因とする2×3の多変量分散分析を行った。

その結果、VIS の効果が有意であった(F(6, 
108)=5.34, p<.001)。また、交互作用に有意傾向

が見られた(F(12, 216)=1.71, p<.10)。感情制御の

効果は有意ではなかった。個々の感情についてみ

ると、有意なVISの効果が、被害者に対する嫌悪

と被害者の母親に対しる嫌悪に見られ(ps<.05)、
被告人に対する怒りと被疑者の母親に対する同情

に有意傾向が見られた(ps<.10)。VIS は被告人に

対する怒りと被害者の母親に対する嫌悪を強め、

被害者に対する嫌悪と被害者母親に対する同情を

弱めていた。 
感情と有罪・無罪判断の関連 

 参加者のネガティブ感情に関する特性、感情状

態、有罪・無罪判断間の関連を調べるために、こ

れらの指標間の相関係数を計算したものを表1に

示す。1％水準で有意な相関がみられた指標に注

目すると、有罪の確信度との間に相関がみられる

のは、被告人に対する怒りと同情のみであり、ビ

 

図 1．各条件における有罪判断率 
(エラーバーは標準誤差を示す) 
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デオ視聴前や判断前のJUNAS評定値との間には

ほとんど相関がみられなかった。また、怒りの持

続しやすさや特性怒りなど、怒りに関する個人の

特性は、JUNAS や個人に対する怒りや嫌悪と関

連を持つことが示された。 
 そこで、有罪確信度と 1％水準で有意な相関を

示した被告人に対する怒りと同情の評定値を取り

上げ、また、個人に対する感情にVISの有無が有

意に効果を持っていたことにも注目し、これらと

の間に有意な相関がみられた怒りに対する個人特

性、有罪確信度との因果関係のモデル化を、共分

散構造分析を用いて、試みた。さまざまなモデル

(逐次的モデル)を比較したところ、図 2 に示すモ

デルの適合度が最もよかった。適合度指標は、

GFI=.978、AGFI=.945、CFI=.983、RMSEA=.033
であり、推定値もすべて5％水準で有意であった。

VISの有無、被告人に対する怒り、被告人に対す

る同情、有罪確信度の間のパスの引き方を変更し

た場合、図 2のモデルより適合の良いモデルは得

られなかった。 

考  察 

 本研究の目的は、被害者による感情的な意見陳

述、および感情制御操作が、裁判員による有罪・

無罪の判断および裁判員の感情に影響を与えるか

否かを検討することであった。実験の結果、有罪

判断率は VIS の有無によって変わらず、JUNAS
による感情状態の評定値にも VIS の有無による

影響は見られなかった。一方感情制御についてみ

ると、裁判員としての判断を求める直前に説示を

与えることが、有罪判断率を減少させた。しかし、

感情制御の操作がJUNASの評定値に影響を与え

ることはなかった。 
 松尾と伊東(2013a)では見られた、VISのネガテ

ィブ感情、有罪判断率への影響が見られなかった

理由としては、本実験においては喚起された感情

が十分に強くなかったことが考えられよう。個人

内の比較では、裁判ビデオの視聴や感情制御が感

情に影響を与えていることは示されているが、

表 1．感情に関する個人特性、感情状態、有罪確信度間の相関 
  AL TA J1 J3 AD SD SV DV SM DM  

反すう RUM .370** .273** .193* .206* .150 .076 .070 .140 .028 .020  

怒りの持続 AL  .625** .283** .307** .308** .053 .122 .104 .153 .105  

特性怒り TA   .192* .252** .290** .137 .116 .251** .070 .179  

ビデオ前の JUNAS J1    .475** .172 -.002 .027 .091 .124 .131  

判断前の JUNAS J3     .415** .194* .231* .163 .252** .123  

被告人への怒り AD      -.191* .334** -.041 .168 .240** .  

被告人への同情 SD       .097 .557** .193* .150 -  

被害者への同情 SV        -.092 .468** .273**  

被害者への嫌悪 DV         .084 .171 -  

母親への同情 SM          -.045  

母親への嫌悪 DM            

有罪確信度 CG                       

* 5％水準で有意、** 1％水準で有意 

 
 

図 2．VIS の有無、被告人に対する感情、 
有罪確信度の間の関係のモデル 

(数値は標準化推定値) 

有罪確信度

VISの有無

被告人に
対する怒り

被告人に
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VISが単独で感情に影響を与えているかは疑わし

い。より強い感情を喚起するVISの材料を用いた

実験を行うことが必要であろう。 
 実験材料として用いたVISに関しては、松尾と

伊東(2013a)の実験ではスライドの文章とナレー

ションによりVISが提示されたが、本実験では役

者が演じたビデオであった。このような材料の場

合、実験参加者が「役者が演じているのだ」とい

う見方をしてしまい、強い感情が喚起されなかっ

た可能性も考えられよう。 
 一方、被告人、被害者、被害者遺族(母親)に対

する感情に目を向けると、VISの影響が見られる

ものがいくつかあった。対象や感情の種類によっ

て効果の方向が異なっていることからも、これら

の感情は認知的な解釈が強くかかわった感情であ

るといえよう。このような感情に対しては、VIS
の影響は表れやすいのかもしれない。この理由の

一つとして、対象がはっきりしている場合の方が

自分の感情を評価しやすいのではないか、という

ことが考えられる。あるいは、「このような状況で

はこのような感情を感じるはずだ」といった、む

しろ認知が先行した判断が評定に現れたためであ

る可能性も考えられよう。 
 感情に関する個人特性、感情状態、有罪・無罪

判断の間の関連に関しては、以下の点が注目に値

しよう。まず、個人特性、特に怒りの持続しやす

さと特性怒りがいくつかの感情状態の指標と有意

な相関を示している点である。もう一つは、感情

状態の中で有罪確信度と相関がみられたのは、

JUNAS で測られた一般的で特定の対象に限定さ

れないネガティブ感情ではなく、特定の個人に向

けられた感情である、という点である。これらの

関係と、先に述べた、VISの影響が JUNASの評

定値には見られないが特定の個人に対する感情に

は見られた、という結果を合わせて考察すると、

VISの効果が個人に対する感情を介して有罪・無

罪の判断に影響を与えている可能性も考えられる。 
 この可能性を確かめるために、個人特性、個人

に対する感情評定値、有罪確信度の関係のモデル

では、図 2に示したモデルがよい当てはまりを示

した。すなわち、VISは被告人に対する怒りをあ

る程度強めるが、被告人に対する怒りの程度は、

怒りっぽい、怒りが持続しやすい、といった個人

差の影響を強く受ける。そして、被告人に対する

怒りは被告人を有罪とする方向に裁判員を動かす。

一方、被告人に対する同情は、被告人を有罪と考

えることにより弱まるものと考えられる(悪いこ

とをしたのだから、同情には値しない、など)。こ

のモデルの妥当性は、より多くのデータにより検

討される必要があると考えられるが、本実験の結

果はVISの有罪・無罪判断への影響を否定するも

のというより、影響が存在する可能性を示すもの

であるということができよう。 
 感情制御は、個人内の比較結果からは、ある程

度の効果があったことが示されているが、個人間

の比較で差が表れるほどの効果は見られなかった。

にもかかわらず判断前に教示を与えることが有罪

判断率を減少させたのは、感情の変化を介して、

というよりも、認知に直接的に働きかけたためと

考えられるであろう。 
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裁判員裁判と量刑予断の防止 
 

渕野貴生 
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キーワード：量刑予断 適正手続 裁判員 

 
 
Ⅰ 課題と方法 
 施行から 3 年余りが経過した裁判員制度には、

理論的にも運用の面でもさまざまな問題点が残さ

れている。とりわけ、手続二分や裁判員に量刑判

断をさせることの是非が、裁判員制度施行後も検

討課題としてしばしば挙げられているところから

もわかるように、裁判員制度が現に抱えている問

題点の一つとして、量刑の不安定さに対する懸念

を挙げることができるように思われる１。 
 もちろん、量刑をめぐる問題は主として刑法の

領域に属する。しかし、量刑に当たっていかなる

要素を使用し、あるいは重視するにせよ、刑事裁

判において個別の事案との関係で具体的な刑の量

を定めるためには、量刑上斟酌されるべきそれぞ

れの要素の存在または不存在を確定させるための

事実が認定されていることが前提となる。言うま

でもなく、刑事裁判において事実の認定は証拠に

基づいて行われなければならないから、量刑に関

しても、いかなる証拠を使用し、どのような証拠

調べを行って事実を認定すべきか、という手続法

上の問題は常に付いて回る。 
 ところが、裁判員裁判の実施に伴い、本来、当

事者による十分な吟味を経るべき資料が当事者に

よって十分にチェックされることなく、証拠とし

ての位置づけがあいまいなままに、事実上、裁判

員・裁判官の心証形成に用いられているのではな

いか、という疑問が顕在化してきているように思

われる。 
そこで、以下では、アメリカでの量刑手続につ

いて、陪審によっては審理されず、認定されない

事実を判決前調査報告などを通じて量刑資料とし

て用いることの是非をめぐる議論を検討し、そこ

での知見から、裁判員制度の下での量刑手続にお

ける適正手続保障のあり方を探ることとしたい。 

Ⅱ 量刑事実の立証をめぐるアメリカの判例動向 
１ Williams判決  
 量刑資料に対して反対尋問の機会を保障すべき

か否かという点について判断し、現在でも判例と

されているのは、1949年のWilliams判決２である。

事案は次のような経緯を経て、連邦最高裁に持ち

込まれた。 
ニューヨーク州裁判所において、陪審は被告人

を第 1級殺人罪で有罪と判断し、量刑として終身

刑を勧告したが、量刑審理で、事実審裁判官は被

告人に対して死刑を言い渡した。死刑判決を科す

理由として裁判官は、陪審が有罪を認定した証拠

を裁判所が「保護観察局およびその他の情報源を

通じて」得た追加の情報に照らして考慮したと述

べた。追加の情報に対して、量刑手続で反対尋問

の機会は与えられていなかった。連邦最高裁は、

以下のように述べて、保護観察官報告書に対して

反対尋問の機会を保障しないことは憲法に違反す

るものではないと判示した。 
 「我々は、もし情報が公開の法廷での反対尋問

に晒された証人によって提供された情報に限

られるとしたら、理性的な量刑を導くために

現在、裁判官によって依拠されている情報の

ほとんどが利用できなくなってしまうことを

認識しなければならない。そして、現代の保

護観察官報告書は被告人の生活のあらゆる側

面に関する情報に接近している。このような

質、量の情報を公開の法廷で反対尋問を伴う

証言で得ることは、不可能ではないとしても

全く現実的ではない。」３ 
 しかし、連邦最高裁は、2000 年代に入ると、

Apprendi判決４、Blakely判決５、Booker判決６の

3 判決を立て続けに出し、Williams判決の射程を

絞り、量刑事実の認定にも適正手続の保障を拡充
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する方向を示すようになった７。 
 
2 Apprendi判決８ 
 Apprendi 判決の事案は、以下のようなもので

あった。 
被告人（Apprendi）は、アフリカ系アメリカ人

の家族が住む家に数発の弾丸を撃ち込んだ。逮捕

後の取調べで被告人は警察官に対して、後に撤回

したが、「彼らは肌の色が黒いので近所にいて欲し

くない」と供述した。ニュージャージー州では憎

悪犯罪（hate crime）法によって、事実審裁判官

が証拠の優越に基づいて、「被告人が、人種、肌の

色、…を理由に個人あるいは集団を脅す目的で犯

罪を行った」と認定した場合に、刑が加重される

ことになっていた。事実審裁判官はけん銃発射の

有罪答弁を受け入れた後、被告人の犯行目的を争

点とした証拠に関する審理を行い、被告人の供述

についての警察官の証言を信頼できると認定した

うえで、証拠は「犯罪が人種的偏見に動機づけら

れた」ことを支えていると根拠づけた。裁判官は、

「証拠の優越によって」被告人の行為は法律で規

定された「脅しを目的として」行われたと認定し

て、憎悪犯罪による刑の加重を適用したので、こ

れを争って被告人が連邦最高裁に上訴した。 
 法廷意見（スティーブンズ裁判官執筆。スカリ

ア、スータ、トマス、ギンズバーグ各裁判官同調）

は、まず、Williams判決を引用して、事実審裁判

官は個別の事件において法律の制限の枠内で量刑

を科す本質的な自由裁量を行使できるとした。つ

まり、連邦最高裁は、Williams判決自体は破棄し

なかった。しかし、他方で法廷意見は、修正 14
条の適正手続条項と修正6条の公平な陪審による

裁判を受ける権利とを合わせると、これらの権利

は議論の余地なく、「被告人が訴追されている犯罪

の全ての構成要素について有罪であることを合理

的な疑いを越えて陪審が決定すること」を求める

権利を被告人に与えているとした９。 
すなわち、結果として、連邦最高裁は、規定さ

れた法令の上限を越えて犯罪に対する刑を重くす

る事実は、前科に関する事実を除きいかなるもの

であっても陪審に提出され、合理的な疑いを越え

て証明されなければならない、という新たな規範

定立を行い、Williams判決の射程を限定したので

ある。そして、本事案の解決としても、犯罪を行

う際の被告人の目的は、犯罪の構成要件の中核に

接しているから陪審の決定を必要とするとして、

被告人に対する加重された量刑を破棄した。 
これに対して、ブライヤー裁判官（レンキスト

裁判官同調）は、陪審に対して関連しうる量刑要

素の全て（あるいはその多く）を提出することを

許すには関連する要素があまりに多すぎるし、連

邦の量刑裁判官は、保護観察官の判決前調査報告

書から関連する量刑事実情報を得る一方で、有罪

判決を受けた犯人に対して、公判と同じ型の証拠

法の利益は与えていないけれども、裁判官の面前

での審理の際に情報の正確性を争うことは許して

きたとして、法廷意見を厳しく批判する反対意見

を述べたが１０、連邦最高裁の多数派を形成するこ

とはできなかった。 
 
3 Blakely判決 
 連邦最高裁は、次いで、Blakely判決において、

Apprendi 判決で連邦最高裁が打ち出した立場を

一層明確にした。Blakely 判決の事案は次のよう

なものであった。 
 被告人（Blakely）は、火器所持を伴った第 2
級誘拐罪で有罪答弁を行った。州法は、その罪で

有罪判決を受けた者に対して、10年を越える拘禁

刑を科してはならないと規定していた。さらに、

ワシントン州量刑改革法は、火器所持を伴った第

2級誘拐の「標準的刑期」を 49カ月から 53カ月

と定めており、裁判官は、「例外的量刑を正当化す

る実質的かつやむにやまれぬ理由」を認定した場

合に限って、標準的刑期を越える量刑を科すこと

ができるとしていた。本件で、検察官は標準的刑

期の範囲内で求刑したが、誘拐についての被害者

の供述を聞いた後、裁判官は検察側の勧告を拒否

して、「故意に残忍に」行為を行ったとの理由で、

例外的量刑を適用して 90 月の拘禁刑を言い渡し

たので、被告人が連邦最高裁に上訴した。 
法廷意見（スカリア裁判官執筆、スティーブン

ズ、スータ、トマス、ギンズバーグ各裁判官同調）

は、Apprendi判決の目的とする“法律上の上限”

とは、裁判官が陪審評決に反映されたか、あるい

は被告人によって自白された事実のみにもとづい

て科すことのできる刑の上限のことであり、裁判
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官が追加的事実の認定をした後に科すことのでき

る刑の上限ではない、旨判示した１１。そして、本

事案において、「故意に残忍な」という事実を認定

しないと刑の加重はできなかったが、この事実を

陪審は認定していないので、被告人に対する量刑

は破棄されると結論付けた。 
本事案でも、ブライヤー裁判官（オコナー裁判

官同調）は、裁判官が判決前調査報告書を見て、

陪審公判で立証されたか否かにかかわらず行為者

が実際に関与した犯罪行為に重きを置いて量刑を

すべきとする刑罰個別化思想および、報告書に対

して被告人は量刑審問の場で反論することができ

たことを拠り所に反対意見を述べたが１２、法廷意

見を形成するには至らなかった。 
 
4 Booker判決 
 Booker 事件においては、量刑ガイドラインを

越える量刑が問題となった。被告人（Booker）の

犯罪歴および陪審によって認定された薬物の量

（92.5グラム）に基づいて、量刑ガイドラインは

地方裁判所裁判官に210月以上262月以下の基礎

刑を選択するように求めていた。しかしながら、

裁判官は、公判後の量刑手続を行い、証拠の優越

でもって、被告人はさらに566グラムのクラック

を所持していること、司法妨害罪で有罪であるこ

とを結論づけた。それらの事実認定はガイドライ

ン上、裁判官に対して360月以上または終身刑の

選択をするように要求しており、裁判官は被告人

に対して 360月の拘禁刑を科した。すなわち、陪

審によって合理的な疑いを越えて証明された事実

を基礎にしたときに科すことができる21年10月
（262 月）の刑の代わりに、被告人は 30 年の自

由刑を言い渡された。この判決を連邦控訴裁判所

が破棄したため、検察側が連邦最高裁に上訴した。 
 この事案に対して、連邦最高裁はスティーブン

ズ＝スカリア両裁判官を中心とするグループとブ

ライヤー＝オコナー両裁判官を中心とするグルー

プとに意見が分かれ、ギンズバーグ裁判官がその

どちらの意見にも同調したため、異なる方向性を

持つ2つの法廷意見が同居するという一種のねじ

れ状態が生じることになった。 
 まず、Apprendi判決以降の判例規範が量刑ガイ

ドラインにも適用されるか、という問題について

は、スティーブンズ＝スカリア両裁判官グループ

（ほかに、スータ、トマス、ギンズバーグ各裁判

官が同調）が法廷意見を形成し、適用を肯定する

結論を導き出した１３。 
 これに対して、量刑ガイドラインをどのように

変更すれば、Apprendi判決の規範の適用を外すこ

とができるか、という論点については、ブライヤ

ー＝オコナー両裁判官グループ（ほかに、レンキ

スト、ケネディ、ギンズバーグ各裁判官同調）が

法廷意見を形成し、ガイドラインを強行規定にし

ている条項に限って効力を失わせ、その結果、ガ

イドラインを勧告的規定として位置づければ、

Apprendi判決規範は適用されなくなると判示し

た。ところが、他方で、ブライヤー法廷意見は、

量刑法が、犯罪の重大性を反映し、法に対する尊

重を促進し、適正な処罰を提供し、十分な抑止効

果を与え、市民を保護し、そして被告人に必要と

される教育的あるいは職業的訓練ならびに医療的

保護を効果的に与える量刑を科すことを裁判官に

求めている以上、勧告的規定になったとしても、

裁判官は他の量刑目標とともにガイドラインを考

慮することを要求されるとも述べており、事実上、

ガイドラインを考慮するように強く要求する内容

になっていたのである１４。 
 このように Booker 判決によって、判決前調査

報告書を利用した「現実行為」に基づく量刑、す

なわち、陪審による合理的な疑いを越える証明に

よらない事実に基づく量刑を実際上、可能にする

方法に対して道が開かれることとなった。 
 
5 その後の連邦最高裁判例 
 量刑事実について、陪審公判のもとで完全な適

正手続を被告人に対して保障したうえで、合理的

な疑いを越える証明に基づいて認定する必要があ

るか、という点に関する連邦最高裁の対立は、

Booker 判決以降も、裁判官の退任、任用に伴っ

てその構成を変えつつも、依然として続いている。 
 Cunnigham事件１５では、裁判官が 1つ以上の

追加的加重事実を認定しない限り、12年の中間期

間を被告人（Cunningham）に言い渡すべきこと

を義務付けていたカリフォルニア州定期刑量刑法

のもとで、公判終了後の量刑審理に基づいて、事

実審裁判官が証拠の優越でもって、被害者が特に
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傷つきやすい者であることや被告人の暴力行為な

ど 6つの加重状況を認定して、被告人に対して長

期間の 16 年を宣告したことが、修正 6 条および

修正 14 条によって保障された被告人の陪審裁判

を受ける権利を侵害するか否かが争われた。本事

案では、スカリア裁判官グループ（ギンズバーグ

執筆。ほかに、ロバーツ、スティーブンズ、スー

タ、トマス裁判官同調）が法廷意見を形成し、カ

リフォルニア州法は修正6条に違反すると結論付

けた。すなわち、「カリフォルニア州定期刑量刑法

のもとでは、長期間刑は、事実審裁判官が加重事

情を認定した場合に限って科されうる。…。それ

ゆえ、Blackely判決と調和させると、長期間では

なくて、カリフォルニア州法で規定された中間期

間が関連する規定の上限である。…。加重事情は

陪審ではなくて裁判官によって認定され、合理的

な疑いを越える証明ではなく、単に証拠の優越で

証明されればよいので、カリフォルニア州定期刑

量刑法は、Apprendi判決の明確な基準ルールに違

反している」１６とされたのである。 
 一方、Ice事件 １７では、裁判官が法律で規定さ

れた事実を認定しない限り、複数の事案に対して

科された複数の刑は同時並行して執行されると定

めるオレゴン州法のもとで、裁判官が、「犯罪結果

が同一の一連の行為から生じている」か、あるい

は「犯罪行為が、2 つ以上の犯罪を犯そうとする

被告人の意図を示している」か、または「犯罪行

為が、被害者…に対してより大きなあるいは量的

に異なった損失、傷害、害悪をもたらした…」と

いうことを認定して、複数の刑を連続的に執行す

る刑を科すことができる（したがって、全体の刑

期は長期化することになる）とするオレゴン州法

の規定が、Apprendi判決規範に反しないかどうか

が争われた。この事案では、ブライヤー裁判官グ

ループ（ギンズバーグ裁判官執筆。ほかに、ステ

ィーブンズ、ケネディ、アリート各裁判官が同調）

が法廷意見を形成し、連続的執行を認める規定に

Aprendi判決規範は適用されず、同規定は修正 6
条に違反しないと結論付けた １８。これに対して、

スカリア裁判官グループ（スカリア裁判官執筆。

ほかにロバーツ、スータ、トマス各判事同調）は、

「オレゴン州の量刑枠組みは、陪審ではなくて裁

判官が被告人をより長期にわたって収容するため

に必要な事実を認定することを許容しているので、

我々が 8 年前に判示し〔Apprendi判決を指す〕、

それ以来何回かにわたって再確認してきたことに

直接、矛盾する。…本事案では、被告人が、2 つ

の有罪判決をもたらした行為によって被害者に対

する“別の害悪”をもたらしたという事実を認定

することなしに連続的刑期の量刑を科すことはで

きなかった。したがって、裁判官の事実に関する

認定が、彼が科した刑罰にとって“必須”のもの

であったことに疑う余地はない」１９と述べて、法

廷意見を厳しく批判している。 
 
Ⅲ 分析と展望 
1 判例の分析 
 現在でも判例としての効力を失っていない

Williams判決は、量刑手続への適正手続保障に消

極的であった。Williams判決がそのような結論に

至った背景には、量刑資料を制限することが改善

更生判断のための多様な情報の獲得を阻害し、妥

当な量刑を得られにくくするという考えと、さら

にその背景として保護観察官を被告人に対する援

助的性格を有するものと理解し、判決前調査報告

書も被告人に対する援助的な内容を持つものであ

るとする報告書に対する信頼がある。 
しかし、Apprendi判決、Blakely判決は無制限

な証拠の許容に一定の制限をかける方向に転換し

た。とくに、当該事実が認定されなければ加重で

きないような事実に基づいて、もとの規定の範囲

を越えて刑を加重する際には、規定の形式を問わ

ず、陪審による合理的な疑いを越える証明を要求

したこと、およびその要求を修正 6条の憲法上の

要求としたことの意義は少なくない。ただ、これ

らの判決も 5対 4のきわどい差であり、判例とし

ての安定性には欠くきらいがあった。また、問題

となっている事実が、構成要件に当たる事実か、

単なる量刑上の事実かの振り分け基準は必ずしも

明確にされていない点にも、規範として不安定な

要素を抱えている。 
 そして、現に、任意規定化すればそこで規定さ

れている事実を考慮して陪審による認定なく刑を

加重してもかまわないという、Apprendi 判決、

Blakely判決とは逆の流れが、Booker判決によっ

て再び出てきている。 
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 しかも、スカリア派の意見も、陪審によって認

定されるかあるいは被告人が自認した事実のみに

基づいて許される科刑の幅の範囲内であれば、陪

審が認定していない事実に基づいて刑をその幅の

範囲で重くすることは認められるとしており ２０、

加重事実すべてに公判での適正手続保障を完全に

適用すべきとは考えていないことがわかる。要す

るに、争われている事実がいったん単なる量刑上

の事実に振り分けられれば、現在でも、Williams
判決の規範が適用され、厳格な適正手続の保障は

要求されないのである。実際、その後の下級審判

例でも、Williams判決に照らして、量刑手続にお

ける密告者２１あるいは共犯者２２、被害者２３につ

いての捜査官による伝聞供述や共犯者の供述

書２４の使用が、認められている。 
 他方、注意すべきなのは、第一に、Booker 判

決の再転換の流れ自体もまだ不安定であるという

ことである。Ice 判決からも分かるように、

Apprendi判決はBooker判決後も判例としての効

力を失っていない。また、Cunnigham 判決から

分かるように、Booker 判決後、陪審による認定

が必要な事実に振り分けられる事実が縮小一辺倒

になっているわけでもない。 
 第二に、ブライヤー派も、量刑手続に適正手続

保障が不要であるとは一貫して言っていないとい

うことである。ブライヤー派は、単に厳格な伝聞

法則などの適正手続の完全な適用までは量刑の妥

当性を阻害するから不要であると言っているのに

すぎず、判決前調査報告書などで挙げられた事実

について裁判官の面前で争う機会は保障されるべ

きことを前提に議論している。この点は、下級審

判例でも、量刑手続における伝聞証拠の使用に何

らの憲法上の制限も存在しないわけではなく、使

用するためには、補強証拠２５あるいは、それに代

わる合理的正確性を支える信頼性についての十分

な徴 ２６または信頼性についての最小限の徴 ２７が

要求されることが繰り返し確認されている。実際

に、補強証拠もなく供述の信頼性を立証する他の

証拠もないとして共犯者の宣誓供述書に依拠して

行われた量刑を破棄した事例も存在する２８。さら

に、連邦量刑ガイドラインおよび運用指針でも、

量刑手続においても適正手続に対する一定の保障

は要求されることが明記されている２９。 

 
2 課題と展望 
 このように見てくると、アメリカの議論も、量

刑手続への適正手続保障の適用について確固とし

た方向性を確立できているわけではなく、適正手

続保障の必要性と量刑資料の多様性の確保（適切

な処遇にふさわしい結論の確保）との間のどこに

調和点を求めるかで揺れている状況にあるように

見える。しかし、ブライヤー派にしても、量刑に

関する資料が何らの制約もなく判断者に提供され、

判断者は自由な形式でその資料に含まれる情報を

取得して、量刑についての心証を形成する裁量を

有するとは考えておらず、一定の適正手続保障が

必要であるとすることでは共通している。また、

Apprendi 判決以降の流れは、揺り戻しはあるも

のの全体としては緩やかながら適正手続保障の強

化の方向に動きつつあると評価することもできそ

うである。このようなアメリカの問題意識および

具体的な解決方法のあり方は、日本においても十

分参考にすべきであると考える。 
  
 
                                                   
１ 裁判員裁判の判決書に現れた量刑理由を実証

的に分析して、量刑の不安定さに対する懸念を表

明するものとして、金岡繁裕「裁判員裁判におけ

る量刑理由の検討―主として公平性の観点から」

季刊刑事弁護64号（2010年）82頁。 
２ Williams v. New York, 337 U.S. 241(1949).本
判決を紹介するものとして、参照、島田良一「量

刑手続と被告人の『対面権』」阪大法学54巻 4号

（2004年）107頁以下。 
３ Id. at 249-250. 
４ Apprendi v. New Jersey, 530 U.S.466(2000). 
５ Blakely v. Washington, 542 U.S. 296(2004). 
６ United States v. Booker, 543 U.S. 220(2005). 
７ Apprendi, Blakely, Bookerの各判決について

詳細に紹介し、アメリカにおける陪審に対する歴

史的理解の相違の観点から判決の意義を分析する

ものとして、勝田卓也「米国における陪審審理を

受ける権利と量刑に関する近年の最高裁判決（1）
（2・完）」大阪市立大学法学雑誌 54巻 1号（2007
年）409頁、同 54巻 3号（2008年）213頁。な

お、参照、田中利彦「量刑基準と陪審裁判の権利」

法律のひろば59巻 6号（2006年）66頁、ステ

ィーブン L. チャネンソン（平山真理訳）「革命

か進化か―米国連邦量刑手続における最近の展開」
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比較法学 44巻 3号（2011年）33頁。 
８ Apprendi判決については、なお参照、丸田隆

「アメリカ刑事陪審における量刑実情―裁判員に

よる量刑を考えるために」甲南法学 51巻 4号

（2011年）32頁以下、岩田太「ヘイト・クライ

ムをめぐる手続的保障―陪審の領分を中心に―」

ジュリスト 1200号（2001年）196頁、高山佳奈

子「刑の加重と陪審裁判を受ける権利の範囲」ア

メリカ法 2001年 1号 270頁。 
９ Apprendi v. New Jersey, 530 U.S.466, 
476-477(2000). 
１０ Id. at 557. 
１１ Blakely v. Washington, 542 U.S. 296, 
303-304(2004). 
１２ Id. at 338-339, 342. 
１３ United States v. Booker, 543 U.S. 220, 235, 
243-244(2005). 
１４ Id. at 259-260. 
１５ Cunningham v. California, 549 U.S. 
270(2007). 
１６ Id. at 288-289. 
１７ Oregon v. Ice, 555 U.S. 160(2009). 
１８ Id. at 168, 170-171. 
１９ Id. at 173. 
２０ See, United States v. Booker, 543 U.S. 220, 
278(2005). 
２１ United States v. Chau, 426 F. 3d 1318(11th 
Cir. 2005). 
２２ United States v. Pratt, 553 F.3d 1165(8th Cir. 
2009); United States v. Littlesun, 444 F.3d 
1196(9th Cir. 2006). 
２３ United States v.  House, 551 F.3d 694 (7th 
Cir. 2008); United States v. Cook, 550 F.3d 
1292(10th Cir. 2008); United States v. Docampo, 
573 F.3d 1091(11th Cir. 2009). 
２４ United States v. Roche, 415 F.3d 614(7th Cir. 
2005). 
２５ United States v. Pratt, 553 F.3d 1165(8th Cir. 
2009); United States v. Docampo, 573 F.3d 
1091(11th Cir. 2009). 
２６ United States v. House, 551 F.3d 694(7th Cir. 
2008); United States v. Roche, 415 F.3d 614(7th 
Cir. 2005). 
２７ United States v. Fields, 483 F. 3d 313, 
337(5th Cir. 2007); United States v. Cook, 550 
F.3d 1292(10th Cir. 2008); United States v. 
Littlesun, 444 F.3d 1196(9th Cir. 2006). 
２８ United States v. Jimenez-Martinez, 83 F.3d 
488(1st Cir. 1996). 
２９ 2011 Federal Sentencing Guidelines 
Manual6A1.3.(a)(http://www.ussc.gov/Guidelin
es/2011_Guidelines/Manual_HTML/Chapter_6.
htm).情報の信頼性についての十分な徴と反対当

                                                                             
事者による情報提供の機会の付与を要求。 
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指宿信 班（指宿信、稲田隆司、中島宏） 

取調べとその可視化 
 

指宿 信 
（成城大学法学部） 

 
キーワード：被疑者取調べ、可視化、裁判員裁判 

 
 
１．はじめに 
 １）取調べの機能と目的 
 犯罪捜査にあたっては、被疑者の取調べが不可

欠の手段と考えられている。取調べで被疑者から

自白を得られれば、動機から手段や方法、証拠の

在処まで公判において有罪を立証するのに必要な

情報や資料の多くを獲得できる。憲法も刑事訴訟

法も、自白だけで有罪とできないと定めてはいる

ものの（日本国憲法 38 条 3 項、刑事訴訟法 319
条 1 項）、自白は証拠の王と言われるとおり、自

白以外の証拠についても自白から得られることが

多い。したがって捜査機関はこれまで、自白を得

るために取調べを重視してきた。 
 刑事訴訟法は、「検察官、検察事務官又は司法警

察職員は、犯罪の捜査をするについて必要がある

ときは、被疑者の出頭を求め、これを取り調べる

ことができる」（第 198 条）と定めて、捜査機関

に取調べの権限を認めている。その目的と機能は、

取調べをする相手方（被疑者）に問いを発し答え

を求め、供述という「証拠」を収集するところに

ある 1。加えて、法執行機関による被疑者の取調

べには、反省や悔悟を促すカウンセリング機能が

備わっていて再犯防止に有効に働くという見解が

示されることもある 2。 
 取調べで語られる供述は、「調書」と呼ばれる書

面に記録（録取）される。記録者は取調官であっ

たり補助者である場合もある。録取にあたっては

すべての発言が逐語的に記録されるではなく、通

常、一人称のかたちで整序された物語形式の文章

となっていることが多い。まれには一問一答式の

                                                   
1 村上尚文『取調べ』（立花書房、1979）など。 
2 渥美東洋「取調べの適正化—とりわけ電子録音・録

画＝いわゆる可視化について」判例タイムズ 1262
号（2008）45頁。 

場合もある。調書を証拠とするために、法は供述

者に調書の内容を読み聞かせ誤りのないことを確

認させた上で、調書の末尾に被疑者が署名・押印

をおこなうよう要求している（被疑者については

刑訴法 322 条 1 項）。要するに、供述調書がいか

に大量に作成されたとしても、調書とは取調室で

のやりとりをそのまま記録再現したものではなく、

あくまで後の刑事手続に向けて捜査機関によって

作成された（証拠化された）記録である。 
 
 ２）取調べが生んだ誤判えん罪 
 取調べにおいて被疑者が自己に対する犯罪の嫌

疑を承認する供述を「自白」というが、これまで

多くの誤判えん罪事件が起きており、自白に信用

性がないとして無罪とされたケースもあれば、有

罪がいったん確定した後に長い年限を経て再審段

階で有罪の根拠となっていた自白の信用性が否定

されたケースも少なくない 3。たとえば、足利事

件（誘拐殺人事件）や富山氷見事件（強姦事件）

といった凶悪事件が近時の典型例である。つい最

近では、コンピュータのなりすまし事件について

被疑者の自白が得られていたにもかかわらず、真

犯人の存在が確認されたケースが発覚したことは

記憶に新しい。また、志布志事件（投票買収事件）

のようにアリバイの成立が認められたケースで自

白の信用性が否定された例もある。 
 どうして取調官は無実の者から虚偽の自白を取

ってしまうのか。確かに被疑者の中には圧力に弱

い性格から容易にウソをついてでもその場の厳し

い取調べという厳しい状況を逃れようとする者も

                                                   
3 虚偽自白と誤判えん罪に関する文献は数多いが、

たとえば、日本弁護士連合会人権擁護委員会編『誤

判原因の実証的研究』（現代人文社、1998）特に 73
頁以下を参照。 
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存在する（「供述弱者」と呼ばれるカテゴリー）。

そうした取調べられる側に虚偽自白の原因が存在

するケースもあるものの、一般に取調官は目の前

の被疑者を逃しては「真犯人であったら問題」だ

と考えてしまう 4。そこでは目の前の被疑者が「真

犯人でなかったら問題」だという思考が働きにく

い 5。だが、後者の場合にも被疑者が真犯人でな

いのに虚偽の自白をさせたときには真犯人を逃す

ことになってしまう。すなわち、虚偽自白とは一

個の重大な間違いに止まらず、真犯人を逃すとい

う社会にとって大きなリスクを生み出すことから

二個の重大な間違いを犯すことになる 6。 
 
 ３）取調べの心理学 
 我が国の取調べには弁護人の立ち会いが許され

ていない。そのため、密室でおこなわれた取調べ

で獲得された自白の任意性や信用性が法廷で争わ

れた場合にはしばしば水掛け論となっていた。そ

こで、被疑者の取調べを録音録画しておけば、不

毛な議論を簡単に解決できるのではないか、ある

いは、上記のような虚偽の自白の出現を防ぐこと

ができるのではないか、という期待が生まれた。

1960 年代には海外の警察で取調べの録音が報告

されている。わが国でも複数の事件で被疑者の自

白がテープ録音されたケースが確認されているが、

こうした録音は取調べをコントロールする目的で

はなく、もっぱら供述の任意性や信用性を担保す

る観点からごく一部分だけ記録されていた。 
 このような被疑者取調べの録音録画のことをわ

が国では「取調べの可視化
、、、

」と呼ぶ。この呼び方

には、調書作成がおこなわれている密室の取調べ

を透明化するという意図が込められており、犯人

の供述を調書に記録するという趣旨とは異なった

発想に立っている。 
                                                   
4 浜田寿美男『自白の心理学』（岩波新書）、同『取

調室の心理学』（平凡社新書）等を参照。 
5 日本では、取調官は否認する被疑者が「もしかし

たら白ではないか」という疑念をもって取り調べて

はならない、と教えられてきた。増井清彦『犯罪捜

査１０１問』（立花書房、2000年）参照。 
6 そうした二重の間違いの典型例が足利事件である。

SさんはDNA型鑑定によって犯人とされ、18年を

獄中で過ごした。その間に時効が成立してしまい、

何件もの同種事件の解明が不可能となった。 

 
２．取調べの可視化 
 １）可視化前史 
 我が国では、1980年代に死刑再審四事件が無罪

となった際にいずれの事案でも自白がもとの裁判

で中心的証拠であったことを踏まえて、被疑者取

調べをどう規律するが論議され始めた。初期に取

調べのテープ録音を積極的に提案した論者として、

故・渡部保夫がいる。渡部は最高裁調査官まで勤

めた刑事専門の裁判官で自白の信用性判断に関す

る論文を執筆するなどしていたが、イギリスで導

入された録音制度を参考とするよう我が国への導

入を主張した 7。実務家を中心として賛同意見は

示されたものの、学者から強い賛同を得ることは

少なかった 8。 
 他方、取調べの録音録画を積極的に訴えたのは

弁護士たちであった。2003年 10月に日本弁護士

連合会は「被疑者取調べ全過程の録画・録音によ

る取調べ可視化を求める決議」を上げ、同年、録

音録画を義務づける刑事訴訟法の改正を提案し、

以後、可視化を求める最大のアクターとなった 9。

当初は日弁連の動きに積極的な反応は見られなか

ったが、２００９年に施行される裁判員裁判の実

施がこの問題に大きな影響力を与えることとなっ

た。すなわち、国民が関与する裁判員裁判で自白

の任意性・信用性判断を的確におこなうための資

料として、これまでの調書に代わる道具を用意す

る必要があるという考え方から、被疑者の取調べ

について（たとえ一部ではあっても）録音録画を

                                                   
7 渡部保夫「被疑者の尋問とテープレコーディング」

判例タイムズ 566号（1985）１頁等参照。 
8 学界では、取調べを拒否する権利を被疑者に認め

るか、あるいは取調べを受ける場合でも弁護人の立

ち会いが不可欠だとする見解が強く、現状の取調べ

を肯定する発想として可視化論を遠ざけていた。た

とえば、刑事訴訟法研究者が40人も参集して作られ

た、井戸田侃『総合研究＝被疑者取調べ』（日本評論

社、1991年）は 800頁を越える大著で、わが国にお

ける取調べに関する最も包括的な研究成果と言える

が、取調べの録音録画に関する言及は驚くほど少な

い。可視化論を含む取調べの改善方向についえては

特に、川崎英明「違法取調べの抑制方法」同書85
頁参照。 
9 小坂井久『取調べ可視化論の現在』（現代人文社、

2009年）参照。 
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しておくべきだ、という流れが生まれたのである。

特に現役の裁判官の中からこうした観点に立った

強力な可視化賛成論が現れたことが捜査機関には

強いプレッシャーとなっていった。 
 そうした中、2006年には検察庁で、2008年に

は警察庁で、それぞれ限定的ながら取調べの録画

が始まった。2007 年 5 月には東京地裁が検察庁

で記録された取調べ録画 DVD を初めて証拠採用

し、法廷で再生された。その間、民主党（当時、

野党で参議院では第一党であった）から被疑者取

調べの録画を義務づける、いわゆる「可視化法案」

が二度にわたって参議院に提出され可決されたも

のの、衆議院で賛成を得られずに廃案となってい

る。しかし、法的義務はないものの、検察庁では

裁判員裁判の開始に伴い 2010 年 8 月から試行的

拡大として裁判員裁判対象事件において全過程の

録音録画をおこない始めた。 
 
 ２）可視化論争 
 当初の日弁連案や民主党案は、検察や警察によ

って試行された一部記録方式とは異なり、あくま

で取調べの最初から最後までを全部することを義

務づけようとしていた。すなわち、全部記録方式

は、前述したような誤判の経験を踏まえて、虚偽

自白や違法な取調べを規制するという意図が背後

にあったが、検察や警察は、あくまで裁判員裁判

で検察側立証の際に自白の任意性や信用性の判断

を容易にさせるということが目的とされていた。 
 したがって、検察や警察サイドからは全部記録

方式に対しては強い異論が当初から示されていた。

学界にもそうした思考を支持し、全部記録方式の

危険性を指摘する声もあった。具体的に反対の理

由としては、第一に、被疑者と取調官の人間関係

が自白を得るには重要であり、全て録画されてい

る状態では被疑者が心を開くことが阻害する恐れ

があること、第二に、組織犯罪やホワイト・カラ

ー犯罪のようなケースでは被疑者が組織の報復や

業界等での不利益を恐れて会話や供述を拒む恐れ

があること、第三に、全ての取調べ経過を記録す

ることは被害者や第三者のプライバシーに関わる

事柄が記録されてしまうため不適切であること、

第四に、取調べ時間が長時間に及ぶためコスト的

にも負担が大きいこと、が指摘されてきた 10。 
 こうした反対論は、良好な人間関係を築くこと

が出来ていることが前提とされていることが伺わ

れるが、実際の虚偽自白事例やえん罪事例をみれ

ばそうした前提自体に疑問も生じてくる。たとえ

ば、志布志事件では、投票買収にかかわったとし

て取り調べを受けていたKさんが容疑を否定する

のに対して、取調官は、A４の用紙に「お前をそ

ういう息子に育てた覚えはない」などと書いた上

にKさんの足首を掴んで踏ませるといった行為を

おこなった。これは後に「踏み字事件」として有

名になった 11。また、オウム真理教が起こした松

本サリン事件で、最初に犯人と疑われ取り調べを

受けた河野義行さんは、「いきなり私を指さして

“お前が犯人だ”というわけです。・・“さっさと

自分がやったことを認めろ”と言われた」と述懐

している 12。 
 すなわち、虚偽自白を生み出す温床として批判

されてきた取調室内部の密室性と、そこで行われ

る取調べ実態の深い闇こそが可視化問題の焦点と

なっていたわけである。そうした批判を受けた警

察庁は、裁判員裁判の開始を翌年に控えた 2008
年 11 月に「警察捜査における取調べの適正化に

ついて」を策定し、捜査部門以外の取調べの監督、

監督対象行為の明確化、取調べ時間管理の厳格化、

取調室への透視鏡等の設置をおこなった。 
 
 ３）全面的可視化に向けた動き 
 ところが、可視化先進国と呼ばれるイギリス

（80年代から録音制度を開始）などでは取調べ全

体を記録することが義務づけられているし、アメ

リカ諸州のように殺人罪等に限定した録画をおこ

なうところでも全部記録方式が標準とされている。

そのため、海外にならって、裁判員裁判の立証と

いった限定的な目的のためではなく、もっと広い

                                                   
10 川出敏裕「被疑者取調べの在り方について」警察

政策１１号（2009）162頁。 
11 朝日新聞鹿児島総局『「冤罪」を追え』（朝日新聞

社、2008年）110頁以下、朝日新聞志布志事件取材

班『虚構 ドキュメント志布志事件』（岩波書店、

2009年）250頁以下など参照。 
12 河野義行「取調室でなにがあったか」『取調べの

可視化で変えよう、刑事司法！』（現代人文社、2004
年）4頁参照。 



91 
 

範囲で録音録画をおこなう全部記録方式が有力に

唱えられるようになった。 
 こうした流れを決定づけたのは、2010年に郵便

不正事件（村木事件）にかかわって発生した検察

不祥事である。いわゆる特捜事件（裁判員裁判対

象事件ではない）において検察官による証拠改ざ

んが発覚したことを受け、法務大臣の私的諮問機

関として設置された「検察の在り方検討会議」が

2011年3月に公表された意見書13では、「被疑者の

取調べの録音・録画は、検察の運用及び法制度の

整備を通じて、今後、より一層、その範囲を拡大

するべきである」とされた。 

 こうした動きを受けた検察庁は、2011年3月から

東京、大阪、名古屋の各特捜部が取り扱う事件の

取調べをすべて録音録画し、７月からは検察庁の

独自捜査事件について検察官調書を証拠調べ請求

することが見込まれる事件について“相当と認め

られる部分”を選択して録音録画することを始め

た。また、同じ頃、放火事件で自白したものの虚

偽であることが判明した知的障がい者のケースが

起きたため14、知的障害によりコミュニケーショ

ン能力に問題がある事件でも全過程を含む録音録

画が開始され、専門家の立ち会いも始まった。 

 警察庁では 2009 年 4 月から２年間にわたって

裁判員裁判該当事案で自白事件を対象とした全国

的に試行をおこなった後、2011年 4月から対象と

する事件を否認事件にも拡大し（全部ではなく主

として弁解について録取する場面に限られてい

る）、知的障害者でコミュニケーション能力に問題

のあるケースでも可能な限り広い範囲で録音録画

をおこなうこととなった。 
 
３．可視化の心理学—ポスト可視化時代 
 １）取調べ技法と心理学 
 取調（尋問）技術について、心理学の知見を捜

                                                   
13 http://www.moj.go.jp/content/000072551.pdf  
14 「大阪、検事誘導で自白調書 知的障害男性に」

共同通信配信 2011年 1 月 20日。詳細は、荒井俊英

「取調べ一部録画がなされている場合に自白の任意

性を争った弁護活動 有罪判決獲得が困難として公

訴が取り消された事例」季刊刑事弁護 66号 89頁
（2011）など参照。 

査や司法の場に応用しようとしたのは、２０世紀

初頭のドイツやイタリアに始まるようである。そ

の当時の到達点はドイツのウンドウィッチ教授の

『証言の心理』（１９６７年）にまとめられ、植村

秀三判事の手により７３年に翻訳出版された 15。

ウンドウィッチ教授の研究成果はスウェーデンの

トランケル教授に受け継がれ、９０年代にイギリ

スのグッドジョンソン教授の手によって完成を見

た（『取調べ・自白・証言の心理学』16）。２０世

紀には欧州が供述心理学の先頭を走っていた。 
 こんにち世界の捜査尋問技術には大きく二つの

流れがある。第一は、米国シカゴ警察の二人の心

理専門官によって開発され、米国を中心として普

及している、リード・テクニック（RTと略す）で

ある 17。第二は、英国において取調録音制度導入

後発展した技術をまとめたPEACEテクニック

（Planning & Preparation, Engage & Explain, 
Obtain an Account, Closure, Evaluationの頭文

字から取られた。以下、PTと略す）18である。前

者は「自白追求型」の取調べ手法であり、後者は

「情報収集型」の取調べ手法とされている。 
 RTの体系化は１９６０年代に遡るが 19、米国で

高い支持が寄せられている 20。このRTにおいて許

容されるテックニックとして「選択質問

(alternative question)」と呼ばれるものがある。

これは「わたし（取調官）に協力するか、それと

                                                   
15 U.ウンドィッチ（植村秀三訳）『証言の心理』（東

京大学出版会、1973年）。 
16 G.H.グッドジョンソン（庭山英雄他訳）『取調べ・

自白・証言の心理学』（酒井書店、1994年）。 
17 フレッド・E・インボー他（小中信幸・渡部保夫

訳）『自白 真実への尋問テクニック』（ぎょうせい、

1990年）。 
18 レベッカ・ミルン＆レイ・ブル編（原聡編訳）『取

調べの心理学―事実聴取のための捜査面接法』（北大

路書房、2003年）。 
19 Fred E. Inbau, John E. Reid, Joseph P. Buckley 
III & Brian C. Jayne, CRIMINAL 
INTERROGATION AND CONFESSION, 4th Ed. 
(Jones & Bartlett Learning, 2004). 
20 http://www.reid.com/ 同社ホームページによれ

ば、2001年から 2年にかけて研修を受けた受講生に

対するランダム調査（2000人対象）がなされ、研修

後も 97％がRTを使用しており、研修後の自白獲得

率は 25％以上増加したとの回答があったという。 

http://www.moj.go.jp/content/000072551.pdf
http://www.reid.com/
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も５年から７年裁判にかかわらされるか？」とか

「一級殺人で起訴されたいのか、それとも故殺に

落としてもらいたいのか？」、「今日、すぐに釈放

してもらいたいか、それとも、もう二、三日牢屋

で考えてみるか？」といった類の問いかけである。

一種の心理的な選択強制であり、日本でもPCなり

すまし事件で同種の「否認したら少年院送りだ」

といった言辞が否認する被疑者に対して使われた

といわれている 21。 
 こうしたRTのテクニックをめぐっては強い批

判も寄せられており、心理学者たちはRTが虚偽自

白を引き出しやすいと指摘する 22。特に近年、そ

の正当性について根源的な批判がなされている 23。

その中心は、RTは「被疑者（被尋問者）は有罪」

であるという前提で進められる点にある。反対に、

PTでは「被疑者が有罪かどうかはわからない」と

いう前提でおこなわれなければならないことにな

っている。PTから見たRTの問題性を明らかにす

る実証的研究は多いが、たとえばMeissnerらはイ

ギリス型のPTとアメリカ型のRTを用いた模擬取

調実験をおこない、PTの方が虚偽自白をより少な

くし真実自白を引き出すことに成功したと報告し

ている 24。 
 PT はイギリスにおいて被疑者取調べの全部録

音が法令で義務づけられた 80 年代に開発が始ま

り、90年代に完成を見た。PT は「捜査面接技法」

の訓練パッケージの総称であり、警察官だけでな

く、企業の内部調査や保険調査、ソーシャルワー

カーや臨床心理の場面でも利用可能とされた汎用

                                                   
21 読売新聞記事「遠隔操作「否認したら少年院送り

に」など不適切取調べ」2012年 12月 15日配信。 
22 Kassin, S.M., “The psychology of confession 
evidence”, American Psychologist, 52, 1997, pp 
221-233; Kassin, Saul and Christina Fong, “'I'm 
Innocent!': Effects of Training on Judgments of 
Truth and Deception in the Interrogation room”, 
Law and Human Behavior, Vol. 23 No. 5, 1999, p. 
499-516. 
23 Skerker, M. AN ETHICS OF 
INTERROGATION, (2010, University of Chicago 
Press). 
24 Meissner, C.A., Harwig, M. & Russano, M.B., 
“The need for a positive psychological approach 
and collaborative effort for improving practice in 
the interrogation room”, Law and Human 
Behavior, 34, 2010, pp 43-45. 

性のあるインタビュー技法である。尋問者に対し

て、①挨拶とラポールの構築、②面接のねらいの

説明、③自由報告、④質問、⑤多様な検索・広範

な検索、⑥要約、⑦終結、といったステップで進

められる。PEACE のガイドブックには、面接中

の会話の管理法や捜査面接に特有の「特殊な」ス

キル、被暗示性の効果、誤記憶の埋め込み、虚偽

自白の誘発プロセス、「供述弱者」と呼ばれるイン

タビューにおいて困難や危険を有する人に対する

特別な注意、子どもを面接する場合の注意などに

わたって広範なガイダンスが組み込まれている。 
 他方、日本での被疑者取調べは、RTと同様、基

本的に「被疑者は有罪」という前提で進められ、

自白追求型である。インターネットに流出した愛

媛県警のマニュアルにも、「被疑者取調べには気迫

が必要：調べ官の『絶対に落とす』という、自信

と執念に満ちた気迫が必要」と記されていたとい

うし 25、警察官向けの取調べに関する教本でもこ

うした姿勢の重要性が強調されている 26。 
 警察庁では２０１１年４月の録音録画対象事件

の拡大と共に、取調べ技術を体系的に整理し全て

の警察官が一定のレベルの技術を習得できる体制

構築に着手した。対象者から虚偽情報を含まない

適切な供述確保をおこなうための技法を心理学に

学ぶためのマニュアルが２０１２年１２月に完成

した 27。 

                                                   
25 「自供させるまで出るな〜愛媛県警が手引書作成」

朝日新聞 2006年 4月 13日。 
26 綱川政雄『被疑者の取調技術』（立花書房、1977
年）は、「取調べは技術である」としながらも、「し

かし、取調官はつねに真実を追求し、事案の真相を

明らかにしなければならないという真剣味と、うそ

やごまかしは絶対に許さない、という気迫といった

ものを内に秘めていなければならない」とする。ま

た、元刑事の書いたものでも、「取調室では、真実を

求める刑事の“姿勢”や“人格”にホシの気持ちが

近づいてくるのです」（萩生田勝『刑事魂』（ちくま

新書））などとある。 
27 「取調官がまず名乗り、挨拶して・・・初の“虎

の巻”」読売新聞 2012年 12月 13日配信。このマニ

ュアルは、司法面接の第一人者である仲真紀子の協

力を得て作成された。仲真紀子「司法面接：事実に

焦点を当てた面接法の概要と背景」ケース研究２９

９号（2009）３頁、同「科学的証拠に基づく取調べ

の高度化：司法面接の展開とPEACEモデル」法と

心理 12号 27頁（2012）などを参照。翻訳として、
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 ２）取調べ撮影と心理学 

2006年、ラッシター（オハイオ大学教授）らは

『ビデオ録画された自白：万能薬か、それともパ

ンドラの箱か？』28と題する論文を”Law & Policy”
誌に発表した。これは、同教授らが長年、心理学

の分野で研究を進めてきたビデオ録画自白に関す

る実験結果をまとめたもので、映像を観る者の判

断を誤らせる危険性を実証的に示したはじめての

法律分野の論文である。 
 ラッシターらは、映像に関する「錯覚原因

(illusory causation)」29と呼ばれる影響が自白録

画の場合にも現れ、取調べの録画に期待される有

益さとはかけ離れた危険性を有していると指摘し

た。錯覚原因とは、映像を観る者に無意識のうち

に与えられる偏向(bias)を指す。これをカメラ・

パースペクティブ・バイアス（CPB）と呼ぶ。そ

れは、とりわけ観察対象者（被疑者）だけをクロ

ーズアップした撮影方法（被疑者フォーカス

(suspect-focus:SF)方式）において最も顕著に現れ

るという。そして、こうした危険を完全に回避す

る手段はなく、危険性を減少させる方法として、

取調官だけを撮影する(detective-focus:DF)方式

か取調官と被疑者の双方を撮影する方法（両者フ

ォーカス(equal-focus:EF)方式）が望ましいとい

う実験結果を示したのである 30。 
                                                                             
英国内務省・英国保健省『子どもの司法面接』（誠信

書房、2007年）等参照。 
28 Lassiter, G.D., J.J. Ratcliff, L.J. Ware, and C.R. 
Irvin (2006) “Videotaped Confessions: Panacea or 
Pandora’s Box?” Law & Policy, Vol. 28, No. 2, p192 
29 錯覚効果に関する初期の文献としては、Storms, 
Michael D. (1973) “Videotape and the Attribution 
Process: Reversing Actors’ and Observer’s Points 
of View,” Journal of Personality and Social 
Psychology 27: 165-75; Taylor, Sheely E., and 
Susan T. Fiske (1975) “Point of View and 
Perceptions of Causality,” Journal of Personality 
and Social Psychology 32: 439-45など。 
30 ラッシターらの研究につき邦文では、指宿信「取

調べ録画制度における映像インパクトと手続き法的

抑制策の検討」判例時報 1995 号 3頁（2008）、指宿

信・黒沢香「取調べの可視化」法と心理９号（2010）
82 頁、ダニエル・ラシター（大江洋平訳）「取調べ

の可視化における「映像のあり方」」日本弁護士連合

会編集協力・指宿信編『取調べの可視化へ！』（日本

評論社、2011）214頁等参照。 

 もちろん、日本ではアメリカで一般におこなわ

れているような単一カメラ映像ではなく、２台の

カメラで撮影する２画面同時表示方式を採ってい

るため、独自の検証が不可欠となる。若林らは、

日本の警察検察で採用されている２画面同時表示

方式と同じ映像を使った実験をおこないCPB効果

を検討したところラシターらの指摘する任意性判

断の差や有罪判断にカメラ・アングルの影響を確

認できなかったものの、実験参加者の視線が画面

上のどこに向けられていたかについて視線解析装

置を使用し測定すると、参加者の視線が提示画面

内の大きい画面に集中しすることを確認した。そ

こで若林らは、２画面での映像提示に当たっては

被疑者中心の映像を大きい画面に提示しないこと

が望ましいと主張する 31。 
 日本ではまだこうした問題を指摘する見解は強

くはないものの、ニュージーランドではラシター

らの研究を受けてEF方式を採用しているし 32、日

本弁護士連合会も「可視化」をおこなうに当たっ

て撮影に当たってラシターらの知見を参照するよ

う勧告した 33。 
 
４．おわりに 
 我が国でも被疑者の取調べは録音録画が当たり

前の時代が到来した。いわば「ポスト可視化」時

代の刑事司法の在り方を検討しなければならない。 
 これからは、心理学の取調べに対する貢献はこ

れまでの調書分析とは異なり、生の供述や会話の

分析をおこなうことが求められるだろう。そして、

録画された取調べの記録映像が、観る者にどのよ

うな影響を与えるかについて、一層研究が進めら

れる必要もある。もしも影響が確認されたなら、

それらを回避・減少させるための工夫の方法につ

いても心理学に期待が寄せられるだろう。（了） 

                                                   
31 若林宏輔・指宿信・小松加奈子・サトウタツヤ「録

画された自白：日本独自の取調べ録画形式が裁判員

の判断に与える影響」法と心理 12号（2012）89頁。 
32 指宿信「テレビ的パフォーマンスあるいは取調べ

の監視？ ニュージーランドにおける被疑者取調べ

録画制度について」季刊刑事弁護54号146頁（2008）。 
33 日本弁護士連合会「取調べの録画の際の撮影方向

等についての意見書」2011年 12月 15日 
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佐伯昌彦 班 

裁判員裁判における量刑審理・評議に関する 

心理学的考察 
 

佐伯昌彦 
（千葉大学法経学部） 

 
キーワード：手続二分・量刑分布グラフ・コミットメント 

 
 

問題の所在 

 
裁判員裁判のもとで，裁判員は，裁判官ととも

に量刑判断をも行うこととされている（裁判員の

参加する刑事裁判に関する法律 6 条 1 項）。ここ

では，裁判員が関与する量刑審理や量刑評議の在

り方を検討するうえで参考となる知見を提供する

ために，心理学の観点から，いくつかの考察を行

うこととする。 
 とは言え，量刑審理や量刑評議の在り方を検討

するうえで，考察するべきポイントは数多く存在

する。本稿において、その全てについて検討を加

えることは不可能であるので、手続二分論的運用

と量刑分布グラフという2つの具体的な問題に絞

って検討を加えることとする。 
 

手続二分論的運用の考察 

 
 裁判員裁判における量刑審理の在り方を検討す

るにあたって，ここでは，手続二分論的運用の問

題に焦点を当てることとする。近年，裁判員裁判

において手続二分論的運用の実践を提唱する議論

があるが，これは，主として，被告人の罪責判断

を適正化すべきであるということを，その主張の

根拠としている（杉田, 2012）。ここで，手続二分

論的運用が被告人の罪責判断の在り方に及ぼす影

響について検討することの重要性は認めつつも，

そのような運用が，量刑判断の場面ではどのよう

に作用するのかについても検討しておく価値があ

るだろう。ここでは，検討を進める足掛かりとし

て，アメリカにおけるCapital Jury Project（CJP）
の知見を見てみる。 

 CJPにおいては多くの知見が示されているが1，

本稿の問題関心との関係で重要な知見としては，

以下の諸点を指摘することができる。まず，手続

が二分されていることが，実際の陪審員の判断過

程をも二分していることにはならないことが指摘

されている。すなわち，量刑審理が始まる前に，

一定の量刑意見を形成している陪審員が，少なか

らぬ割合で存在している（Bowers, 1995, p.1089; 
Bowers, & Foglia, 2003, pp.56-57; Bowers, 
Sandys, & Steiner 1998, pp.1518-1521; Sandys 
1995, pp.1192-1193）。そして，量刑審理が開始さ

れる以前に一定の量刑意見を形成している陪審員

の内訳を見ると，どちらかと言えば，終身刑が適

当であるとの判断に傾いている者よりも，死刑が

適当であるとの判断に傾いている者の方が多いこ

とが指摘されている。この点は，とりわけ，ケン

タッキー州における調査結果に依拠したSandys
（1995, pp.1192-1193）によって指摘されている。

複数の州での調査結果に依拠した場合には，この

傾向はそれほど顕著ではないようにも見受けられ

るが，やはり，量刑審理以前に一定の量刑意見を

形成している陪審員のなかでは，終身刑に傾いて

いる陪審員よりも，死刑に傾いている陪審員の方

が多い可能性が，指摘されている（Bowers et al., 
1998, pp.1487-1489, p.1494）。さらに，量刑審理

開始以前に，一定の量刑意見を形成している陪審

員の大多数が，その意見に強い自信を有している

こ と が 示 さ れ て い る （ Bowers, 1995, 
pp.1089-1090; Bowers & Foglia, 2003, p.57; 
Bowers et al., 1998, pp.1489-1490; Sandys, 
1995, pp.1193-1194）。そして，実際に，早期に量

刑意見を形成している陪審員は，その後も，その
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意見を一貫させる傾向が強い（Bowers & Foglia, 
2003, pp.57-58; Bowers et al., 1998, 
pp.1491-1494）。これらの知見を踏まえるならば，

Sandys（1995, p.1193）が指摘するように，有罪・

無罪の審理を経て，陪審員は死刑判断に傾いた心

証を抱くようになり，それが，量刑審理において

提出される証拠の見方を規定するという可能性が

考えられるかもしれない。 
 ここで検討したいことは，Sandys（1995, 
p.1193）が指摘するような，陪審員の判断傾向が

生じるメカニズムは何であるのかということと，

それと手続二分との関係がどのようなものである

かということである。1 つの可能性として，この

問題を確証バイアスの観点から捉えることが許さ

れるであろう。確証バイアスとは，推論や判断を

行う際に有している一定の予期が，推論や判断を，

その予期する方向に歪めるバイアスのことである

（工藤, 2005, pp.33-34）。もし，ここでの問題を

確証バイアスの観点から捉えるならば，以下のよ

うに指摘することができるだろう。すなわち，被

告人の有罪を支持する証拠から，被告人が重い刑

に値するとの予期が形成され，そのことから，量

刑審理において被告人にとって不利なバイアスが

生じるかもしれないということである 2。もちろ

ん，被告人の有罪を支持する証拠から，そのよう

な予期が形成されるか否かは，事案によって異な

り得ることには注意をしておく必要がある。 
しかしながら，確証バイアスの問題は，手続二

分論的運用を行うか否かにかかわらず生じ得る問

題であると言うことができる。なぜならば，犯罪

事実に関しないことが明らかな情状に関する証拠

の取調べは，犯罪事実に関する証拠の取調べと区

別して行うように努めることが定められており

（刑事訴訟規則198条の3），確証バイアスの問題

は，このような証拠の順序によっても生じうるも

のだからである。この点で，被告人の有罪・無罪

を決めるための審理において陪審員が形成したス

トーリーは 3，その後においては変更されにくい

ものであり，また量刑を決めるにあたっても重要

な含意があることが指摘されている（Hans, 1988, 
p.162）。すなわち，確証バイアスの観点に注目す

るのであれば，それを手続二分論的運用固有の問

題として捉えることは，難しいであろう。 

 他方で，被告人の罪責について一定の判断を明

示することが，その後の量刑審理における情報処

理等のバイアスにつながる可能性を問題とするこ

ともできる 4。日本において提案されている手続

二分論的運用の文脈に即して表現するならば，中

間評議において被告人が有罪であるとの立場を明

らかにすることが，その後の量刑審理や量刑評議

における認知や判断等におけるバイアスにつなが

るかもしれないということである。もし，そうで

あるとすると，これは，手続二分論的運用に固有

の問題であると捉えることができるかもしれない。

このような問題は，コミットメントの効果として

把握することが可能であろう。陪審評議の場面に

おいても，自分の立場を明示するというコミット

メントの効果を指摘する研究（Kerr & MacCoun, 
1985）があることからすれば，裁判員裁判におけ

る手続二分論的運用についても，コミットメント

という観点から検討を加えていくことに，一定の

価値があるように思われる。もっとも，ここでの

コミットメント効果は，被告人が有罪であるとの

立場を明確にすることによって生じるものである

が，被告人が有罪であることの意味は多様であり

得る。すなわち，量刑審理や量刑評議において，

例えば，被告人に不利な方向での情報処理・意思

決定のバイアスが発生しうるのは，被告人を重く

処罰すべきであるという方向性を持つような，被

告人の有罪という立場へのコミットメントである

と予測される。したがって，ここにおいて指摘す

るコミットメント効果の方向性は，事案の内容如

何にもよってくるであろう。 
 以上の検討を踏まえるならば，手続二分論的運

用が量刑判断に及ぼす影響については，それをコ

ミットメント効果の観点から研究していくことに，

一定の意義があると考えられる。もっとも，ここ

で指摘したようなコミットメント効果があるか否

かは，今後の実証的な課題であることはもちろん

であるが，そのような効果が実証されたとしても，

直ちに手続二分論的運用への批判につながるもの

ではないことに留意されたい。すでに述べたよう

に，現在の手続二分論的運用の主張の力点は，そ

れによる被告人の罪責認定の適正化にある。そう

であるとすれば，ここで指摘したコミットメント

の問題があるとしても，なお手続二分論的運用を
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実施することが適切であると主張することは，可

能であろう。他方で，コミットメントに関する問

題を踏まえて，そのような問題を最小限度に抑え

るようなかたちで手続二分論的運用を実施するた

めにはどのような方策が考えられるか，というこ

とを検討する方向性もあり得ると思われる。 
 

量刑分布グラフの考察 

 
 量刑評議に関して本稿で取り上げる課題は，量

刑分布グラフの問題である。裁判員が量刑意見を

形成するにしても，何らかの具体的な量刑資料が

必要であることから，裁判員には，量刑検索シス

テムに基づいて出力される量刑分布グラフが示さ

れることとなっている（最高裁判所事務総局刑事

局 2009, p.35; 司法研修所 2012, pp.25-26）。こ

こで，裁判員に具体的な量刑意見を形成してもら

うために量刑分布グラフを示すこと自体に大きな

反対はないようであるが，問題は，そのタイミン

グである。つまり，それを裁判員が量刑意見を述

べた後に示すのか，それともその前に示すのかと

いう点について，両様の考え方があったようであ

る（最高裁判所事務総局刑事局 2009, p. 35）。こ

の点で，伊藤・前田（2010, p. 378）は，量刑分

布グラフについて，裁判員が量刑意見を述べる前

に示すべきであるとしている 5。そして，その理

由として，「いったん口に出した意見については固

執したくなる人もいる」（伊東・前田 2010, p.378）
ことに触れている。これは，まさにコミットメン

ト効果への懸念の表明であると評価することがで

きよう。そうであるとすると，量刑評議の場面に

おいても，コミットメント効果に着目した研究を

行うことが，量刑分布グラフの提示のタイミング

について考えるうえで，一定の参考となる知見を

提供するものと考えられる。例えば，量刑分布グ

ラフを示す前に裁判員が自身の量刑意見を述べる

ことが，コミットメント効果を生じさせるのか否

か，生じさせるとして，その強度はどの程度であ

るかを調べることは，量刑分布グラフを示すタイ

ミングを検討する際に，このコミットメントの問

題をどの程度意識する必要があるかについての情

報を提供してくれるであろう。その結果として，

やはりコミットメント効果を避けるべく，先に分

布グラフを示すべきということになるかもしれな

い。逆に，コミットメント効果がそこまで強固で

はないということになれば，むしろ，裁判員の評

議への満足度という観点から，分布グラフを示す

前に自由に意見を表明する機会を付与した方が良

いということになるかもしれない。もちろん，そ

のように主張する場合には，その前提として，そ

のような機会の提供が，裁判員の評議への満足度

を高めるということが示されている必要がある。

いずれにせよ，この量刑分布グラフの問題につい

ても，コミットメントの観点から研究してみるこ

との意義自体は，残されているように思われる。 
 

コミットメント効果 

 
 以上までに，手続二分論的運用と量刑分布グラ

フについて，心理学的な観点，とりわけコミット

メントの観点から検討を加えてきた。もっとも，

以上の考察は，心理学における知見や，アメリカ

における CJP に依拠しながら考察したものであ

り，今後は，裁判員裁判を対象とした実証的な検

証が必要であることは論を待たない。 
 したがって，ここでの考察結果は，あくまで探

索的なものに過ぎない。しかしながら，人間科学

に関する知見を援用しながら，裁判員裁判に関連

する問題を検討することに意義があることは示せ

たように思われる。以上のような問題提起を踏ま

えて，実証的な観点から，さらに研究を進展させ

ることが，今後の課題である。 
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1 CJP については，岩田（2009）による紹介が詳

しい。 
2 なお，初期の判断を一貫させる陪審員の傾向に

ついて，Bowers et al.（1998, p.1493）は，量刑

審理における証拠や主張を，彼らが重視していな

い可能性を示すものであるとしている。しかし，

確証バイアスの観点からは，むしろ，自分の予期

した判断に沿った情報を積極的に取り入れた結果，

当初の判断に固執しているということになる。い

ずれの説明が正しいかについて，ここで確定する

ことは難しいように思われる。 
3 被告人の罪責判断に際して，陪審員は，一定の

動機等に基づく事態の連鎖というストーリーを構

築するように証拠を評価していくことを指摘する

ものとして，Pennington & Hastie（1991）を参

照されたい。 
4 Sandys（1995, p.1193）は，被告人の罪責に関

する自身の立場を明示することの効果については

触れていない。しかしながら，手続二分のもとで

は，陪審員は，被告人が有罪であるとの立場を明

示してから量刑審理に臨むこととなるので，ここ

で指摘する問題状況は，アメリカの陪審制度にお

いても当てはまるであろう。 
5 現在の実務運用について，量刑の大体の感覚を

裁判員につかんでもらうために，量刑評議に入っ

た際に，まずは量刑検索システムを見てもらうと

いうことが多いとの裁判官の指摘がある（酒巻・

大澤・菊池・後藤・栃木・前田 2012, p.22栃木発

言）。 
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石﨑千景 班 

公判の「振り返り」が裁判員による情報の重みづけ

に及ぼす影響の検討 
 

石﨑千景 
（名古屋大学） 

 
キーワード：裁判員、情報の焦点化、重みづけ 

 
 

問題 
公判から得られる情報は膨大であり、裁判員は

必ずしもすべての情報を焦点化する（関心を持ち

留意する）わけではないと考えられる。焦点化さ

れる情報の範囲が狭い場合、他の情報との関係性

が吟味されないままに特定の情報が過度に重みづ

けられることや、ある情報が評議で取り上げられ

ても十分吟味されないといったことが起こり得る

だろう。そこで本研究は、裁判員による情報の焦

点化の特徴を調べるとともに、焦点化の範囲を拡

張するための方法論の検討を行うことを目的とし

た。 
本年度は、以下の模擬裁判実験を行った。回顧

的な自己意識（retrospective self-awareness）に

関するメタ認知研究の方法論を援用し、公判を「振

り返る」ことによって、焦点化される情報の範囲

が拡張されるか検討を行った。その際、（1）質問

紙による調査と、（2）評議の発話分析を行うこと

で、裁判員の意識レベルと行動レベルの両面から

この問題を検討した。 
 

方法 
刺激 殺人事件に関する公判の様子が書かれた

冊子（模擬裁判シナリオ）を作成した。別居中の

妻を刃物で刺殺したとされる殺人事件であり、3
名の証人が証言をしている。本冊子は、刑事訴訟

法を専門とする大学教員によって作成された原案

を実験者が編集（地名等の変更、内容の短縮）の

上使用した。 
質問紙 公判で示された情報から 30 項目を実

験者が抽出し、各項目について次の回答を求める

質問紙を作成した。質問紙1では、各項目につい

て「被告人にとってどの程度不利・有利な情報だ

と思うか」を 9 件法（1. 非常に不利～9. 非常に

有利）で尋ねた。質問紙 2では、各項目について

「どの程度気に留めながら評議に参加していたか」

を 9 件法（1. 気に留めていなかった～9. 気に留

めていた）で尋ねた。 
参加者 本中間報告の時点において 35 名の大

学生、大学院生、専門学校生がアルバイトとして

参加した。このうち 23名を統制条件に、12人を

振り返り条件に無作為に振り分けた。 
手続き まず模擬裁判シナリオの冊子を参加者

に提示した。冊子を読んでいる間、参加者はメモ

用紙にメモをとることができた。冊子は参加者が

読了後に回収した。 
次に、振り返り条件の参加者には、質問紙1に

回答することで公判の「振り返り」を行った。統

制条件の参加者には、事件とは関係のない課題（質

問紙1と同様30問からなる計算課題）を行った。 
その後、参加者は裁判員として、5 人または 6

人のグループで、被告人が有罪か無罪かの話し合

い（評議）を行った。評議の時間は 30 分程度で

あった。評議の際、参加者はメモ用紙を参照する

ことが可能であった。評議の冒頭で、参加者は順

番に、現時点で被告人が有罪だと思うか無罪だと

思うかと、その理由を簡単に述べた。これ以外に

評議は構造化せず、その後は被告人が有罪か無罪

かについて自由に議論が行われた。議論が終了後、

多数決で被告人の有罪無罪を決定した。 
評議終了後、メモ用紙を回収の上、参加者がど

のような情報を焦点化していたか調べる目的で、

「各情報についてどの程度気に留めながら評議に

参加していたか」を尋ねる質問紙 2に回答を求め
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た。 
 

結果と考察 
評議での発話内容については現時点で反訳作業

中であることから、本中間報告では質問紙 2の結

果にもとづき、参加者の意識レベルの観点からの

み分析を行う。 
質問紙 2で得られた評定値について、実験条件

（統制条件、振り返り条件）×質問項目（30項目）

の 2 要因混合計画法による分散分析を行った

（Figure 1）。その結果、質問項目の要因に有意な

主効果が見られた（p < .001）。このことは、各参

加者が必ずしもすべての情報を一様に高い水準で

焦点化していたわけではないことを示唆している。 
一方、実験条件の要因の主効果に有意差はみら

れなかった。また、実験条件と質問項目の要因と

の交互作用は有意傾向であった（p < .10）。本中

間報告ではサンプル数がまだ少なく、有意傾向の

解釈には慎重を期す必要はあるが、暫定的な傾向

を確認する目的で単純主効果の検定を行った。そ

の結果、「項目 27：以前万引きをして捕まったこ

とがある」と「項目28：夜１１時までアルバイト

をしていたというのは嘘で、実際は夜１０時４０

分頃に早退した」という、被告人の素行や性格を

推察する上で中心的な根拠となり得る情報につい

てはより強く焦点化される傾向がみられた（いず

れもp < .05）。一方、「項目 20：被害者の死亡推

定時刻より少し前の１０時１０分頃に、被告人が

ピザホット高島店の前から出てくるところを見た」

という情報は、有罪無罪判断を行う上で中心的と

考えられる情報であるにもかかわらず、焦点化さ

れにくくなる傾向がみられた（p < .10）。 
こうした傾向は、公判の振り返りによって、焦

点化のリソースが特定の情報に集中した可能性を

示唆している。裁判員が行う情報処理における認

知的なリソースには限りがある。公判から得られ

る情報は膨大であり、評議においてすべての情報

を気に留め、十分に吟味しながら議論することは

負荷が大きい。振り返りによって公判で得られた

情報を俯瞰する機会が得られたことで、こうした

負荷を解消するための方略として相対的な情報の

重みづけが促進され、その結果として評議で焦点

化される情報とそうでない情報との差別化が促進

されたのかもしれない。このように焦点化される

情報の範囲を狭めてしまう形での情報処理の効率

化が行われるとしたならば、そうした傾向は評議

が適切に行われる上で必ずしも歓迎されるもので

はないだろう。 
 

今後の予定 
今後は、さらにデータを追加することで知見の

精緻化を行う予定である。また、評議における発

話内容を反訳し、抽出語の幅の広がりや、裁判員

の立ち位置（被告人は有罪だと思うか無罪だと思

うか）と特徴語の関係などの観点から分析を行う

ことで、振り返りが情報の焦点化に及ぼす影響に

ついて行動レベルでの検討を行う予定である。

 

Figure 1. 各情報についてどの程度気に留めながら評議に参加していたか（質問紙 2） 
図中の値は 9件法（1. 気に留めていなかった～9. 気に留めていた）による評定値の平均である。 
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山崎優子 班 

検察審査員の判断に関する実証的研究 
 

山崎優子 
（立命館大学） 

 
検察審査会制度・強制起訴・検察審査員 

 
 本研究の目的は、検察審査員（市民）の議決を

規定する要因、議決に至る心的プロセスを明らか

にし、検察審査会の議決の妥当性を議論するうえ

で基盤となる実証的知見を提供することにある。 

犯罪被害者や犯罪を告訴・告発した人から、検

察の不起訴を不服として検察審査会に審査申立を

求めた場合、市民から選ばれた検察審査員が審査

を行ない、起訴相当・不起訴相当・不起訴不当の

議決を行う。2009年に検察審査会の議決に強制力

が付与され、起訴相当と２回議決された場合には

弁護士が検察官役となり強制起訴されることにな

った。このことにより、市民の判断が司法に反映

される可能性が高まったが、議決の妥当性をめぐ

っては、議論がなされている。例えば、議論の１

つに、起訴の際の嫌疑の程度（起訴の際に有罪の

確信は必要か）の問題があげられる（福井，2011）。 

本研究では、検察審査員経験者を対象にした調

査、市民を対象にした模擬検察審査会実験を行い、

審査員の判断に影響を及ぼす要因について検討を

行った。 

 

１． 検察審査員経験者に対する質問紙調査 

検察審査会制度についての認識、審査にあたっ

て影響した要因について明らかにする目的で調査

を実施した。 

方法 

材料 質問紙（Ａ４用紙５ページ） 

協力者 検察審査協会所属の検察審査員経験者

31人。 

審査にあたった時期は、3 年未満（検察審査会

の議決に強制力が付与されてから）3 人（60 代 2

人、70代 1人）、6～10年前 7人（40代 1人、50

代 1人、70代 2人、80代以上 2人、不明 1人）、

11年前～15年前 8人（50代 1人、60代 5人、70

代 2 人）、16 年前～20 年前 5 人（60 代 1 人、70

代4人）、21年以上前6人（70代 3人、80代3人）。

審査員に選ばれたが審査にあたらなかった人 2人

（60代 1人、不明 1人）。 

手続き 郵送あるいは対面で調査用紙を配布し、

回答を求めた。 

 

結果 

(1)検察審査会についての知識、(2)審査内容、

(3)検察審査会制度の意義および改善点、に対する

回答結果を下記に示す。 

（1）検察審査会についての認識 

 質問「審査員になる前に検察審査会の存在につ

いて知っていたか」、「審査員候補に選ばれた時の

説明は十分になされたか」、「説明内容は十分に理

解できたか」に対する回答結果を Table １に示し

た（いずれも 5件法であったが回答結果は 3カテ

ゴリに分類した)。 審査員になる前に検察審査会

の存在を知らなかった者は 71%と多く、このうち

説明内容を理解「できなかった」と回答した者が

6人（27%）と少なくない（Table 1）。 

 

Table 1 検察審査会の知識および説明の理解（人） 

 
 

審査員になる前に検察審査会を 

知らなか

った   

22（71%） 

知ってい

た    

8（26%） 

その他 

 

1（3%） 

説明

内容 

十分 13 8 0 

十分でない 2 0 0 

その他 7 0 1 

説明

内容

理解 

できた 13 8 0 

できなかった 6 0 1 

その他 3 0 0 
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(2) 審査内容（複数の場合最も印象に残った事案） 

「交通事故」21人（75%）、「横領」2人(7%)、「詐

欺」、「個人情報流出」、「遺産相続」、「隣人問題」、

「マンション管理」、無記入は各 1人（4%）、実際

の審査にあたらなかった者 2人（7%）であった。 

以降の質問については、上記の事案について回

答を求め、以降の分析は実際に審査にあたった 29

人の回答を対象とした。 

質問「審査の際に法律の知識は必要だったか」

に対する回答結果（5 件法であったが回答は 3 カ

テゴリに分類した）を Table 2に、質問「必要な

法律の知識をどのように得たか」（自由記述）、質

問「必要な法律の知識を理解できたか」（5 件法）

に対する回答結果を Table 3に示した。 

交通事故の審査にあたった 43%が「法律の知識

が必要だった」としている（Table 2）。また、70%

近くが必要な法律の知識を事務局から得ており、

概ね「理解できた」と判断している(Table 3)。 

 

Table 2 審査の際の法律の知識の必要性  （人） 

 有 

 

13（45%） 

無 

 

8 (28%) 

どちらとも

いえない    

8(28%) 

交通事故 9 7 5 

横領 2       0 0 

マンション管理 1 0 0 

遺産相続 1 0 0 

隣人問題 0 1 0 

個人情報流出 0 0 1 

詐欺 0 0 1 

無記入 0 0 1 

 

Table 3 必要な法律の知識を得た元     （人） 

 事務局 自分（で

調べた） 

事務局

と 自分 

他の人 

交通事故   6(3.8) 2（4.0） 1(4.0) 0 

横領 0 1(4.0) 1(4.0) 0 

マンション管理  0 0 0 1(2.0) 

遺産相続 0 0 1(4.0) 0 

((  )内は理解度（1全く理解できなかった～5十分に理

解できた)）     

 

質問「審査の際に、1被害の大きさ、2申立人の

処罰感情、3社会に与える影響、4被疑者が裁判で

有罪となる可能性、が判断に影響したか」に対す

る回答結果を Table 4 に示した（5 件法であった

が回答は 3カテゴリに分類した）。判断に影響した

程度（1～5）について、質問項目を要因とする１

要因の分散分析を行ったが、有意な効果は得られ

なかった（p>.1）（平均 3.0, SD=1.1）。 

質問「法律家と同じように判断しようと思った

か」に対する回答結果を Table 5 に示した（5 件

法であったが回答は 3カテゴリに分類した）。「法

律家と同じように判断しようと思った」と回答し

た者は 21％と少なかった（Table 5）。 

 

Table 4 審査の際、判断に影響した事象  （人） 

 影響した 影響しなか

った 

どちらとも

いえない 

1被害の大きさ 11(39%) 11(39%) 6(21%) 

2処罰感情 9(32%) 12(42%) 7(25%) 

3社会に与える影響 12(42%) 10(36%) 6(21%) 

4有罪の可能性 10(36%) 12(43%) 6(21%) 

 

Table 5 審査する際に法律家と同じように判断し

ようと思ったか                        （人） 

思った 

 

思わなかった どちらともいえな

い 

6(21%) 15(54%) 7(25%) 

 

質問「審査の際に、1被害の大きさ、2申立人の

処罰感情、3社会に与える影響、4被疑者が裁判で

有罪となる可能性、が判断に影響したか」に対す

る回答、質問 5「審査する際に法律家と同じよう

に判断しようと思ったか」に対する回答間に関連

があるかを確かめるために、スペアマンの順位相

関係数を求め、有意性検定を行った。その結果、

質問項目 1～4の回答間の相関が有意であった（い

ずれもｐ＜.01）が、質問項目 5の回答と他の質問

に対する回答間に有意な相関はみられなかった

（p>.1）（Table 6）。つまり、「被疑者が有罪にな

る可能性」を考慮する程度が高まっても、「法律家

と同じように」判断する傾向が増すわけではない。 

質問「審査申立て人の口頭での意見陳述があっ



102 
 

たか」に対する回答に対して、「無」と回答した者

は 28人（100%）であった（未記入１人除く）。過

半数の審査員が要求すれば申立人を呼び出し、直

接話しを聞くことが可能であるが、口頭での意見

陳述を聞いた者はいなかった。 

 

Table 6 回答間の相関係数と有意性検定の結果 

 2 3 4 5 

1被害の大きさ .611** .718** .453** -.092 

2処罰感情  .696** .591** -.117 

3社会に与える影響   .467* -.133 

4有罪の可能性    -.002 

5法律家と同じ判断     

(N=29)  * p<.05, ** p<.01 

 

(3)検察審査会制度の意義および改善点 

質問「検察審査会制度の意義」、「審査にあたっ

て改善したらよいと思ったところ」に対する回答

（自由記述）を KJ法によりカテゴリ分類した結果

をそれぞれ Table 7と Table 8に示した。 

 

Table 7 検察審査会制度の意義       

カテゴリ 回答数（割合） 

被害者の救済 6(23%) 

市民の常識的判断の司法への反映 11(42%) 

検察の判断の妥当性のチェック 6(23%) 

 

Table 8 審査にあたって改善したらよいと思った点      

カテゴリ 回答者数(割合) 

文書（量の多さ、読みづらさ） 10（34%） 

任期期間が短い 4(14%) 

審査員の選出方法 4(10%) 

法律等の知識の提供 3(10%) 

時間的拘束が長い 3(7%) 

審査の時間が短い 2(7%) 

司法教育の充実 2(7%) 

専門家の指導必要なし 1(3%) 

その他 2(7%) 

無 9(31%) 

 

考察 

検察審査会制度についての認識は、審査員候補

に選ばれて説明を受けるまでは総じて低いが、説

明を受けた後の理解度は概ね高い。しかし、審査

員に選ばれる前に検察審査会についての知識がな

かった者の中には、説明を受けても「理解できな

かった」と回答する者がみられた。また、検察審

査員には特別な知識は必要ないとされるが、実際

には 45%が審査の際に「法律の知識」が必要だっ

たと回答している。今後、必要な知識の教示方法

とその効果について検討する必要があるだろう。 

「被害の大きさ」、「審査申立て人の処罰感情」、

「社会に与える影響」、「被害者が裁判で有罪とな

る可能性」が判断に及ぼした影響の程度は相互に

関連がみられたが、「法律家と同じように判断しよ

うと思った」程度とは関連がみられなかった。 

54%が「法律家と同じように判断しようと思わな

かった」とし、42%が検察審査会制度の意義につい

て「市民の常識的判断の司法への反映」を挙げて

おり、検察審査会制度の趣旨である司法への「民

意の反映」に重きが置かれる傾向があるといえる。

改善点として挙げられた、審査で目を通す文書の

量、任期期間等については、審査に影響を及ぼす

要因として、今後検討する必要があると思われる。 

 

２． 模擬検察審査会実験 

過去に検察審査会に申し立てされ、注目を浴び

た事案について、市民がどのように判断するのか、

また判断にどのような要因が影響するかを明らか

にする目的で、模擬検察審会実験を実施した。 

 

方法 

材料 

（1）検察審査会の概要に関する DVD（最高裁製

作。全編約 35分）。 

（2）配布資料 

A（A3用紙 1枚)検察審査会概要（最高裁 HP

より抜粋）

<http://www.courts.go.jp/kensin/seido_

gaiyo/index.html> 

B（A4用紙１枚）2005年 4月 25日に発生した

JR福知山線脱線事故で歴代3人の社長が責

任を問われた事案。事故当時、鉄道本部長が

安全管理の統括をしていたとして起訴され

たが、歴代社長は起訴されず、被害者遺族が
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これを不服として申し立てを行った。 

C（A4用紙１枚）2011年 1月 12日に沖縄市で

発生した米軍軍属の男性が起こした交通事

故(日本人男性が死亡)の事案。日米地位協定

により「公務中」の事故という理由から第一

次裁判権は米国にあると判断された。米軍は

加害者に免許停止5年という判決を下したが、

これを不服として遺族が申し立てを行った。 

（3）質問紙 ①検察審査会制度についての知識を

問う内容 ②検察審査会制度についての理解

度および意義を問う内容 ③検察審査員とし

ての判断を問う内容 の 3種類。 

協力者 大学生 34人 

手続き 実験は、5人～12人のグループ毎に実

施した。協力者は質問紙①に回答し、質問紙は回

答後に回収された。次に資料 Aが配布され、検察

審査会制度に関する DVD を視聴した。DVD視聴後、

協力者は質問紙②に回答し、質問紙は回答後に回

収された。その後、協力者は 6人（あるいは 5人）

のグループ毎に集められ（協力者 34人で計 6グル

ープを構成）、配布資料 B（あるいは配布資料 C）

を配布された。そして、「これから検察審査員にな

ったつもりで判断すること」、「自分が検察審査員

だったらどう判断するかを考えながら読むこと」

を求められた。配布資料を読み終えた協力者は、

質問紙③に回答した。グループ内の全員が回答し

た後、「どのような判断が望ましいか」について

10分～15分、議論を行った。議論終了後、配布資

料 B（あるいは配布資料 C）と質問紙③は回収され

た。次に配布資料 C（あるいは配布資料 B）が配布

され、上記と同様の手続きをくり返した。カウン

ターバランスを取るため、6 グループのうち半数

の 3グループには配布資料 B、残りの半数の 3グ

ループには配布資料 Cが先に配布された。所要時

間は約 1時間 30分であった。 

 
結果 

（1）検察審査会制度についての認識、(2) JR 福

知山線脱線事故に関する判断、（3）米軍軍属の男

性が起こした交通事故に関する判断 について、下

記に示す。 

(1)検察審査会制度についての認識 

①DVD 視聴前の質問「察審査会制度について知っ

ていること」に対する回答（自由記述）は、79％

（27人）が未記入あるいは正しくなかった。 

②DVD 視聴後の質問「察審査会制度について理解

できたか」に対する回答（1 全く理解できなかっ

た～9十分理解できた）の平均は 8.1（SD=.89）、

質問「検察審査会制度の意義はあるか」に対する

回答（1 全くない～9 非常にある）の 平均は 7.6

（SD=1.6）であった。検察審査会制度についての

認識は非常に低いが、DVD視聴後の理解度は高く、

意義の評価も総じて高い。 
 

（2）JR福知山線脱線事故に関する判断 

質問「検察審査員だったらどのように判断する

か」、「被疑者が起訴された場合、有罪・無罪のど

ちらになると思うか」に対する回答結果を Table 9

に示した。 

 判断によって、被疑者が起訴された場合の有

罪・無罪の予測が異なるかを確かめるために、「起

訴された場合の有罪・無罪判断」とその判断の確

信の強さ（9件法）から、-8.5(無罪判断で確信度

9)～8.5（有罪判断で確信度 9）の１刻みの数値に

なるように変換し、この数値を有罪確信とした。

有罪確信について、判断を要因とする 1要因の分

散分析を行った結果、主効果が有意（F(2, 

31)=4.75, p<.05）で、下位検定（ライアン法、こ

れ以降も同様）の結果、不起訴相当（-3.9）が、

起訴相当（2.6）よりも有意に低かった（p<.05）。 

 

Table 9 判断及び被疑者が起訴された場合の予測 

 起訴相当 不起訴不当 不起訴相当 

起訴されたら

有罪 

26%   

(9人) 

24%    

(8人) 

0 

起訴されたら

無罪 

12%    

(4人) 

24%    

(8人) 

15%    

(5人) 

 

質問「判断する際に、①被害の大きさ、②審査

申立て人の処罰感情、③社会に与える影響、④起

訴となった場合に有罪になる可能性、⑤法律の専

門家ならどのように判断するか、⑥法律、⑦過去

の検察審査会の議決、⑧世論、⑨裁判で真相が解

明される可能性、をどの程度考慮したか」（9件法）

の回答について、判断と質問項目を要因とする 2

要因の分散分析を行った結果、質問項目の主効果
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4.8  

6.2  6.2  6.4  

4.4  4.3  

1
2
3
4
5
6
7
8
9

不起訴相当 不起訴不当 起訴相当 

同情心 
法的観点 

が有意で（F(8, 248)=14.85, P<.005）、下位検定

の結果、項目⑦（2.3）が他のどの項目よりも低か

った（p<.05）。また交互作用（F(16, 248)=2.70, 

p<.001）が有意で、単純主効果の検定では、項目

⑤、⑥、⑧における判断の効果が有意であった（そ

れぞれ F(2, 279)=4.06, p<.05: F(2,279)=4.86, 

p<.01: F(2, 279)=3.07, p<.05）。下位検定の結果、

項目⑥で不起訴相当（6.8）が起訴相当（3.5）よ

りも有意に高かった（p<.05）。 

次に、判断の背後にどのような要因が影響して

いるのかを確かめるために、質問項目①～⑨の回

答について因子分析を行なった。質問項目⑦（過

去の検察審査会の議決）については、判断する際

に考慮した参加者（5考慮した～9非常に考慮した、

を選択した参加者）が 15%と少数であったため除

外した。因子間の独立性が予想されるため、主成

分分析法を採用し、バリマックス基準による回転

を行った結果、最終的に 2因子を抽出した。Table 

10にその結果を示した。 

第１因子には、被害者の観点にたった項目が高

く負荷していることから「同情心」因子と命名し

た。第 2因子には、法律に関する項目が高く負荷

していることから、「法的観点」因子と命名した。 

  
Table 10  因子分析結果（因子負荷量） 

 同情心 法的観点 

①被害の大きさ .975 .088 
⑧世論 .598 .008 

②申立人の処罰感情 .584 －.043 

⑤法律専門家の判断 －.090 .821 

⑥法律 －.100 .759 

④有罪になる可能性 .228 .500 

因子寄与 2.089 1.912 
寄与率(%) 34.819 31.862 

累積寄与率(%)  66.682 

 
「同情心」、「法的観点」が判断に及ぼす影響の

強さが判断によって異なるかを検討するために、

「同情心得点」（質問項目①、②、⑧の回答の平均

値）および「法的観点得点」（質問項目④、⑤、⑥

の回答の平均値）を算出し、判断と得点を要因と

する分散分析を行った。その結果、交互作用が有

意で（F(2, 31)=6.69, p<.005）、単純主効果の検

定では、不起訴相当、不起訴不当、起訴相当にお

ける得点の効果が有意であった（それぞれ F(1, 

31)=4.31，F(1, 31)=5.46, F(1, 31)=6.08, いず

れも p<.05）。Figure１に判断別の得点を示した。  

以上の結果から、模擬検察審査員の判断には異

なる 2つの因子、「同情心」と「法的観点」が影響

し、どちらの影響が強いかによって、判断が異な

ることが示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       

Figure 1. 判断に影響した要因 

 
尚、検察審査会での議決を知る者はいなかった。 

 
（3）米軍軍属の男性が起こした交通事故に関する

判断 

 手続き上の瑕疵があったため、1 人のデータを

除外して以下の分析を行った。質問「検察審査員

だったらどのように判断するか」、「被疑者が起訴

された場合、有罪・無罪のどちらになると思うか」

に対する回答結果を Table 11に示した。 

 

Table 11 検察審査員としての判断および起訴さ

れた場合の有罪か無罪かの予測 

 起訴相当 不起訴不当 不起訴相当 

起訴されたら

有罪 
39％ 

(13人） 
42% 

(14人) 
0 

起訴されたら

無罪 
6％   

(2人) 
12%  

(4人) 
0 

判
断
に
考
慮
し
た
程
度 
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5.4  
6.0  

1.6  1.9  

1
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3
4
5
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8
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起訴相当 不起訴不当 

正義感 

法律遵守 

 「起訴相当」と「不起訴不当」と判断した者で、

「被疑者が起訴された場合の有罪・無罪判断」が

異なるかについて確かめるために、（2）と同様の

方法で有罪確信を算出し、判断を要因とする１要

因の分散分析を行ったが、有意な効果は得られな

かった（F(1, 31)=.12, p>.1）（平均 3.9, SD=4.2）。 

質問「判断する際に、①～⑨（（2）と同様）を

どの程度考慮したか」（9 件法）の回答について、

項目と判断を要因とする 2要因の分散分析を行っ

た結果、項目の主効果が有意で（F(8, 248)=20.06, 

p<.001）であった。また、交互作用が有意傾向で

F(8, 248)=1.96, p<.1）、単純主効果の検定では、

項目③、⑤、⑦、⑧における判断の効果が有意で

あった（それぞれ F（1, 279）=4.07, F(1, 279)=4.01, 

F(1, 279)=4.67, F(1, 279)=5.26、いずれも p<.05）

(項目③、⑤、⑦、⑧において、不起訴不当（それ

ぞれ 7.3, 4.0, 3.4、5.2）が起訴相当（それぞれ

5.7, 2.5, 1.7, 3.5）よりも考慮する程度が高い)。 

次に、判断の背後に存在する要因を明らかにす

るために、（2）と同様の方法で因子分析を行ない、

最終的に 2因子を抽出した（Table 12）。第１因子

には社会への影響に関する項目に加え刑罰に関す

る項目が高く負荷していることから「正義感」因

子と命名した。第 2因子には、法的観点に加え、

被害の大きさがマイナス方向に高く負荷している

ことから、「法律遵守」因子と命名した。 

 
Table 12  因子分析結果（因子負荷量） 

 正義感 法律遵守 

③社会に与える影響 .775  .073  
②申立人の処罰感情 .658  －.243  

⑧世論 .645  .398  

④有罪になる可能性 .599  .187  

⑤法律専門家の判断 .366  .800  

⑥法律 －.337  .748  

①被害の大きさ －.143  －.618 

因子寄与 2.370 1.545 
累積寄与率 29.667 26.261 

累積寄与率(%)  55.928 

「被疑者が有罪になる可能性への考慮」が（2）
の事案（福知山線脱線事故）では「法的観点」因

子の影響を受け、本事案では「正義感」因子の影

響を受けたのは、「有罪か否か」の判断が前者の場

合、法律の解釈に関わる一方、本事案の場合、被

疑者が事故を起こしたのは事実であり、「有罪は当

然」と認識される傾向にあったためと考えられる。 
「正義感」、「法律遵守」が判断に及ぼす影響の

強さが判断によって異なるかを確かめるために、

「正義感得点」（質問項目③、②、⑧、④の回答の

平均）および「法律遵守得点」（質問項目⑤、⑥の

回答と、負の値に変換した①の回答の平均）を算

出し、判断と得点を要因とする分散分析を行った

結果、得点の主効果が有意であった（F(1, 31)= 

124.29, p<.001）（正義感 5.7、法律遵守 1.7）。 

以上、模擬検察審査員の判断には異なる 2つの

因子、「正義感」と「法律遵守」が影響するが、後

者の影響はほとんどみられないことが示された。 

尚、本事案について、検察審査会で審査された

ことを知る者はいなかった。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
        
   
   Figure 2. 判断に影響した要因 

 

考察 

 市民（大学生）の多く(79%)は、検察審査会制

度についての知識をもたないが、DVD 視聴後に

は、その意義を高く評価する傾向がみられた。 
2つの事案に対する判断には、「申立人の処罰感

情」が強く影響した。また、判断に影響を及ぼす

要因として、両事案とも処罰感情や世論の考慮に

影響する因子と、法律の考慮に影響する因子の存

在が示され、どちらの因子が強く影響を及ぼすか

によって、判断が異なることが示された。 

判
断
に
考
慮
し
た
程
度 



106 
 

仲真紀子 班 

子どもへの司法面接：改善その評価・中間報告 
 

仲 真紀子 
（北海道大学大学院文学研究科） 

 
キーワード：司法面接，客観的聴取，子どもの証人 

 
 
1． 本研究課題の目標 

 子どもが被害者，あるいは目撃者となった可能

性のある事件や事故，虐待等の事案では，子ども

の精神的負担に配慮しつつ，正確な情報を引き出

す面接を行うことが重要である。仲班では，先行

研究においてそのような面接法（司法面接），なら

びのその研修プログラムを開発してきた。本研究

課題「子どもへの司法面接：改善その評価」の目

的は，この司法面接や研修プログラムを，以下の

3つのアプローチ，すなわち【1】基礎研究（実験

調査や国外調査や文献研究），【2】研修等の活動に

より専門家や実務家に提供し，そのフィードバッ

クを得て，【3】現場における面接の利用を支援し，

改善し，推進し，評価を行う。 

 

2． 2011—2012年度の成果 

（1）実験的研究 

 2011−2012 年度は，主として①異なる面接法の

効果に関する結果を論文にまとめ，②子どもの証

言の評価，③出来事を報告するための語彙，④司

法面接研修の効果について調査・分析を進めた。 

①異なる面接法の効果：すでに収集済みであった

データを分析し，公刊した。この調査の目的は，

自由再生(FR)，文脈復元を伴う自由再生(CR)，誘

導的な質問(Q), オープン質問による個別面接

(O)という異なる面接のあり方が，目撃した出来

事に関する児童の報告とその後の記憶に及ぼす

影響を調べることであった。参加者は 249人の 8

歳児と 10歳児である。児童はビデオを提示され,

上記4条件のいずれかによる面接（1度目の報告）

と,再認テスト（2 度目の報告）を受けた。また，

数日後，出来事に関する自由再生（3度目の報告）

とともに，その再認テスト（4 度目の報告）が繰

り返された。その結果，1 度目の面接では，オー

プン質問による個別面接（O）はその他の 3 条件

に比 べ多くの正確な情報を引き出すこと；文脈

復元を伴う自由再生（CR）は高学年の児童におい

ては自由再生（FR）と 誘導的な質問（Q）の 2条

件よりも誤りを増やすことなく，正確な情報をよ

り多く引き出すこと；低学年の児童においては出

来事の再認記憶は自由再生（FR），オープン質問

による個別面積（O）で面接を受けた場合により正

確であること，などが見出された。これらの結果

から，正確な情報を引き出すのみならず，後の

記憶を比較的正確に保つためには，司法面接を行

う方法としてオープン質問による個別面接が最

も効果的であることが示唆された。【仲真紀子 

(2012). 面接のあり方が目撃した出来事に関す

る児童の報告と記憶に及ぼす効果．心理学研究，

83, 303−313.】 

 

②子どもの証言の評価：本調査は，司法面接によ

り得られた情報を，模擬裁判員（学生，市民）が

どのように受け止めるかを調べるために行われた。

実験 1では 92人の大学生に対し，幼児への虐待が

問題となる事案を示し，目撃者である 5歳児の証

言を 2つの面接条件（オープン質問を主体とした

面接か，クローズド質問を主体とした面接か）×

3 つの媒体条件（子どもの姿の近景録画か，遠景

録画か，録音のみか）の 6条件で提示し，その後，

子どもの証言の信用性，説得力等の評定，有罪・

無罪判断，量刑判断を求めた。また，一般に，証

言が可能な年齢があるとすれば，何歳くらいかを

尋ねた。その結果，面接の質は，証言の信用性，

説得力等の判断に影響を及ぼすこと，有罪率はオ

ープン質問条件で多いこと（91%v66%）が示された。

面接の評価に対する映像の撮り方（カメラパース

ペクティブ）の効果は見られなかったが，近景を
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見た参加者は，それ以外の刺激を見た参加者より

も，証言が可能だとする年齢を低く見積もってい

た（7歳 v 10歳）。実験 2では 42人の市民を対象

とし，ライブの模擬裁判のなかで，面接の質と専

門家証言の有無の効果を検討した。オープン質問

による面を見た参加者は，子どもの面接の信用性

等をより高く評価したが，有罪無罪犯罪への影響

はなかった。有罪無罪判断に影響を及ぼしたのは

「評議」だとする反応が最も高く，より総合的な

判断がなされたと考えられる。専門家証言の効果

はほとんど見られなかったが，専門家証言あり条

件では，子どもの証言の評価における「わからな

い」が多かった。専門家証言は，より慎重な判断

を促した可能性がある。これらの結果については，

今年度，来年度，学会等において報告する。 

 

③出来事を報告する語彙：4歳から 15歳までの幼

児，児童を 83人対象とし，各年代の子どもがどの

程度，今日，昨日，おととい，明日，あさって，

午前，午後，1週間前，1ヶ月前といった時間概念

を理解しているかを調査をした。入力が終わり，

分析を進めている。 

 

④司法面接研修の効果：司法面接の遅延効果を検

討するために，2009 年〜2011 年に研修を受けた

45名に調査依頼を行い，33名より回答を得た。7

名は面接無し，5 名は未到着。届いたものについ

て書き起こしを進めている。 

 

（2）論考・文献研究 

 これまでの活動を踏まえ，①面接法を裏付ける

科学的知見についての文献レビュウ，②科学的証

拠にもとづく取調べの高度化，③心理学鑑定につ

いて，論文をまとめた。また，④日本における面

接法に関する研究や面接研修の実施について，英

国で出版される予定の書籍のために章を執筆し，

⑤日本における NICHDプロトコルの使用について，

国際共同執筆を行った。また，⑥より広く，目撃

証言について，英語による論文を投稿した。以下，

①—③について報告する 

①面接法を支える科学的証拠：この論文は，子ど

もへの面接の問題や課題を示し，その解決に貢献

し得る司法面接の概要，およびそれを支える実証

的研究を概観した。その要旨は以下の通りである。 

 十分な捜査ができず，見逃されてきた事案のな

かには，誘導や暗示により，子どもからの正確な

事情聴取が困難であったケースが少なくない。こ

ういった問題に対し，発達心理学研究，認知心理

学研究，そして法と心理学研究が貢献しつつある

研究領域の一つに，事実の聴取を目的とした面接

法の開発と訓練がある。これらは司法面接

（forensic interview），捜査面接（investigative 

interview），事実／被害確認面接（庄司，2010）

などと呼ばれ，子どもから出来事の報告をできる

だけ正確な情報をより多く引き出すこと，また，

面接の繰り返しによる二次被害から子どもを守る

ことを目指している。 

 本稿ではこの 10-20年の間に著しく発達してき

たこの領域の研究に焦点を当てて概説した。まず

司法面接の必要性について述べ，司法面接の概要，

司法面接を構成する要素，特にグラウンドルール，

ラポール，およびエピソード記憶の練習，オープ

ン質問による自由報告の重要性について，実証的

な研究を挙げながら説明した。また，日本での司

法面接の訓練やその効果についても紹介した。【仲

真紀子 (2012). 子どもの証言と面接法，日本心理

学会（編）根ヶ山・仲真紀子（責任編集）発達科

学ハンドブック 4．発達の基盤：身体，認知，情

動．新曜社 pp. 284-296.】 

 

②科学的証拠にもとづく取調べの高度化：総称と

しての司法面接には，被害児童のみならず，目撃

者や被疑者への面接も含まれる。本論文は，司法

面接の高度化を目指し，2011年 11月 3日，法と

心理学会で行われたシンポジウムを受けて執筆し

たものである。要旨は以下の通りである。 

 被害者，目撃者，被疑者のいずれに対しても，

その情報を出来るだけ正確にたくさん収集するこ

とは，正確な手続きや判断のためだけでなく，そ

の権利を守るためにも重要であることを指摘した。

すなわち，不正確な面接は， 

• 目撃者の場合，正確な聴き取りがなされなけれ

ば，わざわざ時間を割いて協力した，というこ

とが尊重されない。 

• 被害者の面接では，情報が適切に聴取できなけ

れば，加害者を訴えることができない。加えて，
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嫌な出来事を繰り返し報告することにより，精

神的な二次被害を負ってしまうかもしれない。 

• 被疑者の場合，不適切な面接を受け，虚偽自白

をし，誤った情報にもとづき誤った判決が出さ

れ，それが極刑であれば生き死にに関わる問題

である。 

国連の自由権規約，拷問等禁止条約，児童の権利

条約は，ビデオ録画の使用や弁護士の立ち会いな

どを求めてきたが，それは被面接者のもっている

情報を正確に判断者に届けるという，個人の権利

を保障することでもある。 

 このことにもとづき，近年の心理学的知見を踏

まえた目撃者への面接法（特にフィッシャー・ガ

イゼルマンらによって開発されてきた認知面接），

被害者への面接法（ラムらにより開発され，日本

でも児童相談所等で使用されるようになった

NICHDプロトコル等，狭義の司法面接），被疑者へ

の面接法（英国で用いられている PEACEモデル）

を紹介し，その重要性を論じた。【仲真紀子（2012）．

科学的証拠にもとづく取調べの高度化：司法面接

の展開と PEACEモデル．法と心理, 12 (1)27-32.】 

 

③心理学鑑定：この論文は，仲班のメンバーであ

る白取祐司氏（刑事訴訟法）の編集による著書に

収められる論文である。これまでの鑑定経験や，

上記の実証研究を踏まえ，日本における心理学鑑

定のあり方をや今後の課題について論じた。特に，

US v Amaral(1973)で指摘された専門家証言に関す

る 4つの基準，(1)専門家証人は適格な専門家でな

ければならない，(2)証言は適切な対象について行

われなければならない，(3)証言は『一般的に受け

入れられている説明理論と一致する』ものでなけ

ればならない，(4)専門家証言によってもたらされ

る説明の価値は，陪審に与え得る偏見的な効果を

凌ぐものでなければならない，に照らし現状を分

析した。 

また，（2）の「適切な対象」について（a）社会的

フレームワーク（一般的な知見を提供），（b）事案

と類似した状況でシミュレーション実験，（c）供

述調書の事後的分析：誘導の有無等の検討，（d）

誘導のない面接で，被面接者の言葉の信用性を検

討する，という方法が用いられていること，（a）

＜（b）＜（c）＜（d）の順で，「適切性（relevancy）」

が高まることを示唆した。（d）を行うためには，

司法面接等による，誘導のかからない客観的な聴

取，電子媒体を用いた正確な記録が求められる。

これらの要件を満たすことで，面接の形式（誘導

がかかっていないか等の手続きの妥当性）のみな

らず，内容の分析（語られた内容の詳細さ，整合

性等）が検討できることを示唆した。【仲真紀子（印

刷中）心理学鑑定に必要な 4つの要件．白取祐司

（編）刑事司法における心理学と心理学鑑定の可

能性. 日本評論社．】 

これらの（1）（2）の基礎研究により得られた知見

は 3の専門家に対する研修において提供する。 

 

3．知見の提供：専門家・実務家への研修 

 約 10回の研修を通じて，知見の提供を行った。

研修は，講義，グループワーク，ロールプレイ，

会話分析等を含む 16時間の演習を基本とし，フィ

ードバックを得て，これらを改善する。 

 2012年より，児童相談所職員のみならず，検察

官，警察官に対する研修も開始した。情報を収集

する。英国の PEACEモデル（情報収集アプローチ）

を踏まえ，被疑者面接への拡張を試みた。その結

果，司法面接研修者数は図 1のように推移してい

る。 
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仲真紀子 (2011). 法と倫理の心理学：心理学の知

識を裁判に活かす-目撃証言，記憶の回復，子ど

もの証言-．培風館. 
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か（編著）法と心理学ハンドブック．朝倉書店. 
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上宮愛・山本健一・岡田悦典・山崎優子・仲真紀

子(2011). . 録画された子どもへの面接：証拠
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認知，情動．新曜社 Pp. 284-296. 

仲真紀子・根ヶ山光一 (2012). あとがき：発達を

支える環境・身体・心の視点から．日本心理学

会（編）根ヶ山・仲真紀子（責任編集）発達科

学ハンドブック 4． 発達の基盤：身体，認知，

情動．新曜社．Pp. 297-298. 

根ヶ山光一・仲真紀子 (2012). 発達を支える身

体・認知・情動．日本心理学会（編）根ヶ山・
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仲真紀子 班 

刑事裁判における心理鑑定の可能性 
 

白取祐司 
（北海道大学） 

 
キーワード：刑事裁判、心理学、心理鑑定 

 
 
１ はじめに 

  近時、足利事件などを契機に、刑事裁判におけ

る科学的証拠ないし科学鑑定のあり方が注目され

ている。これには、DNA鑑定など多種多様な問題

があるが、本稿ではとくに、心理鑑定（心理学鑑

定）に着目する*1。結論を先取りして言うなら、

とくに人的証拠に関する適正な証拠評価のため

に、もっと心理学を活用してよいのではないか*2。 

 活用の方法として、ひとつには、裁判官、検察

官、弁護士など訴訟関係者が、正しい心理学的素

養ないし知見をもつこと、法と心理学の成果を学

ぶことなどが考えられる。これはこれで、大きな

意味があるのだが、さらに進んで、刑事裁判手続

において、心理鑑定を今よりもっと積極的に採用

してはどうか。心理鑑定が、裁判官および裁判員

に、専門的な知見・分析を提供することによって、

これまで以上に分かりやすく、多面的な視野で証

拠評価をすることが可能になるのではないか。 

 しかし、日本の現状は、心理鑑定が法廷に提出

された事例が散見されるものの*3、精神鑑定の場

                                                   
*1 足利事件でも、DNA鑑定のほかに、被告人の

供述の任意性に関して供述心理の問題が大きな論

点であった。佐藤博史「足利事件の取調べテープ

が教える取調べの技術－との可視化の究極の課題

－」日本法学76巻４号（2011年）８頁参照。 

*2村井敏邦編『刑事司法と心理学』（日本評論社、

2005年）11頁参照。 

*3 甲山事件では、浜田寿美男が園児らの供述分

析を意見書として提出し（同氏の『証言台の子ど

もたち』［日本評論社、1986年］参照）、梅田事件

再審抗告事件では、裁判所が職権で心理学者に「行

動科学鑑定」を依頼しその鑑定結果が抗告棄却決

定の理由書に引用されている（渡部保夫「刑事裁

合以上に、裁判官と心理学鑑定との距離は大きい

ようにも思われる。供述の信用性について、法律

家は決して専門家ではない。幼児の証言能力を確

かめるのに児童心理学の知見は不可欠であるし、

目撃証言の信用性判断に認知心理学の有用性を否

定することはできまい。刑事裁判に心理学、心理

鑑定が有用なことは、否定できない。 

 そこで、日本法と比べ、心理鑑定が刑事司法の

中で活用されているフランスの例を参照しなが

ら、日本の刑事裁判における心理学鑑定の可能性

および有用性について、以下検討を加える。 

 

２ 被疑者・被告人と心理鑑定 

  １）フランスにおける発展と現在 

  心理鑑定が刑事司法の場で公的に用いられるよ

うになったのは最近のことであり、それまでは事

実上、利用されてきたにすぎない*4。それが初め

て法文上認知されたのは、1945年２月２日オルド

ナンスであった。このオルドナンスにより、少年

係判事は、必要があれば、医学鑑定に付随して「心

理検査（un examen médico-psychologique）」を行

                                                                             
判と行動科学鑑定」石松竹雄判事退官記念論文集

『刑事裁判の復興』［勁草書房、1990 年］327 頁

参照）。城丸君事件では、幼児の証言能力に関する

心理鑑定が意見書として提出された（秀嶋ゆかり

「幼児の証言能力について」季刊刑事弁護 16 号

［1998年］91頁参照）。 

*4 A.Penin, "Quels sont les problèmes posés 
par l'articulation de l'examen 
médicopsycologique et de l'expertise 
psychiatrique, notamment devant la cour 
d'Assises ?", in Expertise psychiatrique pénale, 
Editions John Libbey Eurotexte, 2007, p.178.  
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うようにこととされた（８条５項）。少年係判事

は、少年の物的、精神的および家庭的状況に関す

る情報を得るため社会調査（une enquête sociale）
を命じるほか（オルドナンス８条４項）*5、必要

があれば刑事訴訟法上の鑑定（expertise）を命じ

ることもできる（フランス刑訴法 156条以下）。

オルドナンス８条５項は、医学的鑑定のほかに心

理鑑定を明文で認めたのである。ここで行われる

心理鑑定は、正常値との比較で少年の人格の諸側

面を摘示し、知的水準および手先の敏腕性を確定

することによって、少年の知的適性および能力を

評価するものである*6。また、８条５項の鑑定は、

犯行時のみならず犯行にいたる過程も対象として

おり、精神鑑定（examen psychiatre）とは区別され

る*7。 

  1958 年、現行刑事訴訟法が制定されるが、それ

以前は、刑訴法上に鑑定についての明確な規定は

なかった。鑑定制度については後述するが、現行

刑訴法は、156 条以下に「鑑定」（l'expertise）に

関する一節を設け、鑑定制度について詳細に規定

するするほか、81条６項で、予審判事の権限とし

て、医学検査（examen médical）を命じることがで

き、必要があれば医師をして「医療心理検査」

（examen médico-psychologique）を行わせることが

できると規定した。ここに「心理検査」（簡易な

心理鑑定）が初めて登場するが、行う主体は医師

                                                   
*5 事案が軽罪の場合、ここでいう社会調査は、

もっぱら心理鑑定（心理調査）になるが、犯罪が

性犯罪のときは、精神科医に医学的心理鑑定が命

じられるようである。Cf. B.Durand, "Quelles 
sont les spécificités et les difficultés de 
l'expertise pénale du mineur ?", in Expertise 
psychiatrique pénale, Editions John Libbey 
Eurotexte, 2007, p.164.フランスの精神鑑定につ

いては、田口寿子「諸外国における刑事精神鑑定

－フランス」『司法精神医学・２・刑事事件と精神

鑑定』（中山書店、2006年）277頁参照。 

* 6  J.-F.Renucci, Droit pènale des mineurs, 
Masson, 1994, p.189. 
* 7  J.Pradel, Procédure pénale, 15e éd., 
Ed.Cujas, 2010, p.406. 

に限られていた*8。予審段階で精神科医に、精神

的ないし心理的側面について検査を義務付けたの

は、1945年オルドナンス（少年法）の影響を受け

たものだと言われているが、同時に、犯罪の重大

性だけでなく行為者特性（individualité）も考慮す

べきであると主張する当時の犯罪学者の要望に応

えるためだったと説明されている*9。 

 1960年代になり、予審判事は、医師とは別に心

理学者自身に心理鑑定を任命するようになる。た

だし、心理学者はなお非合法な存在だった（刑訴

法は、心理学者だけでは被疑者と面接できず、重

罪院でも単独では証言できないとしていた）*10。 

  以上のような消極的な受容から、法律による認

知に進むのは、1993年１月４日法（法律 93－2号）

によってであった*11。同法により、まず、刑事訴

訟法 81条に新たに第６項が追加される。６項は、

予審判事に、「医学的検査、心理学的検査を命じ、

又は有用なあらゆる処分」を命じる権限を認める。

医学的検査と独立して、心理検査（心理学的検査）

（examen psychologique）が認められることになっ

た。また、それまで、心理鑑定人は、医師（鑑定

人）と異なり、裁判官、弁護人などの立会いなし

に予審対象者（mise en examen）に対して質問でき

なかったが、1993年１月４日法によって、医師と

同様に単独で面接できるようになる（刑訴法 164

条［新］３項）。 

  フランスでは、精神鑑定および心理鑑定は、重

罪事件では必要的であり、責任能力が争われない

一般のケースでも行われる。鑑定した精神医学者、

心理学者は、重罪法廷に出頭して証人として証言

する。また、軽罪事件でも裁量的にこの種の鑑定

                                                   
*8  A.Besson, R.Voin et P.Arpaillange, Code 
annoté de procédure pénale, Libraires 
techniques, 1958, p.92. 同書によれば、「立法者

の意思によって、心理検査は医師にしか付託でき

ない」とされた。 

*9 J.Brouchot, J.Gazier et F.Brouchot, Analyse 
et commentaire du code de procédure pénale, 
Libraires techniques, 1958, p.66-67. 
*10 A.Penin, op.cit. 
*11 同法については、白取祐司『フランスの刑事

司法』（日本評論社、2011年）42頁参照。 
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が行われることになっている。 

 ２）日本の現状と問題点 

 日本においても、少年事件については、少年法

８条で、家裁の裁判官が家庭裁判所調査官に命じ

て調査をさせることになっており、その調査にあ

たっては、「少年、保護者又は関係人の行状、経

歴、素質、環境等について、医学、心理学、教育

学、社会学その他の専門的智識」を活用して行う

ことが定められている（同９条）。さらに、少年

の「心身の状況については、なるべく、少年鑑別

所をして科学的鑑別の方法により検査」すべきと

の規定もある（少年審判規則 11 条３項）。これは、

欧米諸国を参考にして科学主義を採用したものだ

と解されている*12。心理鑑定というかたちを採っ

てはいないが、医学など他の諸科学とともに心理

学が活用されているといってよい。 

 これに対して成人の刑事事件では、起訴前に勾

留された被疑者について責任能力の有無が問題に

なりそうな場合に、捜査機関の嘱託による精神鑑

定（簡易鑑定）が稀に行われることはある。その

場合、鑑定を行うのは精神科の医師で、心理学者

が関わることはない。被疑者の生活史、犯行にい

たる心理過程は、捜査官が詳細な供述調書にまと

めあげ、争いのない事件であれば（刑訴法 326 条

参照）、これが証拠として公判廷で朗読される。 

  心理学者が、関係者の過去の供述分析を鑑定書

ないし意見書にまとめて法廷に提出することはあ

っても、被疑者・被告人の精神面について、たと

えば責任能力、訴訟能力について心理学者が何ら

かの役割を果たすことはない。まして、犯行時な

いし犯行にいたる経緯に関する心理学的な分析が

行われ、裁判の資料とされることは、日本ではあ

りえないといってよい。 

 ただし、数は多くないが、情状鑑定が行われる

ケース（成人被告人事件）で、家裁調査官に「精

神病、精神病質」などのほか、「本件犯行に至る

心理の過程」を鑑定事項としたものがある*13。こ

                                                   
*12 平場安治『少年法［新版］』（有斐閣、1987
年）234頁、田宮裕＝廣瀬健二編『注釈少年法［第

３版］』（有斐閣、2009年）125頁参照。 

*13 上野正吉ほか編著『刑事鑑定の理論と実務』

（成文堂、1977年）337頁以下にある鑑定事例集

れも一種の心理鑑定といえよう。最近の刑事弁護

に関するマニュアル本にはより明確に、被告人の

性格に偏りがあるような場合、情状鑑定人として

「臨床心理士に依頼する」ことを提言している点

は注目される*14。 

 

３ 被害者等と心理鑑定 

 １）フランスの被害者に対する心理鑑定 

  フランスでは、犯罪被害者を対象とする心理鑑

定も、しばしば行われている。心理学者の行う被

害者鑑定には２種類ある*15。１つは、とりわけ性

犯罪の場合についての、被害者が提出した供述に

関する鑑定であり、２つ目は、被害者が受けた精

神的損害を評価するために命じられる鑑定であ

る。１つ目の鑑定について、法は被害者鑑定のた

めの特別の規定をおいていないため、各控訴院設

置の鑑定人リストから同じ事件の加害者鑑定をし

た鑑定人を選任することもありうる。これに対し

ては、フェミニスト団体からの反対の声もあるよ

うである*16。１つ目の被害者鑑定は、性犯罪につ

いて被害者から告訴があったとき、検察官から鑑

定人に委嘱されることが多い。この場合の被害者

は、その大多数が性的侵害、強姦、近親姦の被害

を訴える未成年である。彼らは、被害にあって非

常に傷ついており、二次的な被害を防ぐためにも、

面接にあたっても特別の配慮が必要である。この

場合の鑑定は、告訴内容に関する確認のほか、と

くに犯罪から数年たってからの告訴の場合なぜ告

訴するにいたったのかについても対象となる*17。 

 ２つ目の鑑定について、刑事訴訟法 81-1 条（2000

                                                                             
参照。最近の文献として、上野正雄「情状鑑定」

「情状鑑定」菊田幸一ほか編『社会のなかの刑事

法と犯罪者』（日本評論社、2007年）362頁。 

*14 『季刊刑事弁護増刊・刑事弁護 Beginners』
（現代人文社、2007年）149頁。 

*15 J.-L.Viaux, Psychologie Légale, Editions 
FRISON-ROCHE, 2003, p.283. 
*16 Ibid. 
*17 M.Vitry, "L'expertise des victimes", in 
L'expertise psychocriminologique, 
N.Combalbert (sous la dir.), Armand Colin, 
2010, p.108 et s. 
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年６月 15日法）は、予審判事が職権で、あるいは

検察官、私訴原告人の請求により、被害者の受け

た損害の性格と重要性を評価するためのあらゆる

行為を行うことができると定めた。これにより、

実務上はすでに行われていた被害者の心理鑑定

に、法的根拠が与えられた。注意すべきは、請求

者に被疑者が列挙されていないことで、立法者は、

被害者鑑定等が被疑者の武器になることを望まな

かったということであろう*18。心理鑑定人も鑑定

人であり、裁判官の役割にとって代わるものでは

ないので、仮に鑑定書で「信用性」（crédibilité）
と言ったとしても、これは文字通り信用できる、

できないを述べたにすぎず、その発言が「真実で

ない」ことまで意味するものではない*19。 

  なお、刑事訴訟法 706-48 条は、性犯罪の被害少

年は、受けた損害の性格と重要性を評価し、適切

な治療が必要かどうかを明らかにするため心理鑑

定を受けると規定している。これは、1998年６月

17 日法によって設けられた未成年の性犯罪被害

者保護制度の一環である*20。 

 ２）ウトゥロ事件の教訓 

 被害者に関する心理鑑定で最も困難なのは、被

害者証言の信用性に関するものであろう。とりわ

け、ウトゥロ事件（affaire Outreau）のように、事

件が性犯罪で被害者が幼児のとき、その困難性は

一層増す。ここでウトゥロ事件の概要と問題点に

ついて述べることにしたい*21。 

 (1) 2000年の暮れ頃、ウトゥロという人口１万

7000 人ほどの町で子どもに対する性的暴行事件

が発覚する。最初は、２組の夫婦と３人の子ども

                                                   
* 18  G.Lopez, S.Portelli et S.Clément, Les 
droits des victimes, 2e éd., Dalloz, 2007, p.39. 
*19 J.-L.Viaux, op.cit., p.284-285. 
*20 同法は、増加する性犯罪に対処するた、未成

年性犯罪被害者の事情聴取の全面録画の制度、危

険な性犯罪者に対する監視制度などを含む法律で

ある。Cf. B.Laville, "Surveiller et soigner les 
agresseurs sexuels : un des défis posés par la loi 
du 17 juin 1998", Rev.sc.crim., 1999, p.35. 
*21 ウトゥロ事件の顛末とその後の立法につい

ては、白取・前掲書 99 頁以下および同書に引用

する文献参照。 

達の事件だったが、被害者の子どものひとり（当

時９歳）が、町の「名士」たち（司祭、執行吏、

看護師等）の名前を次々にあげ、その母親も追認

したため、事件は大がかりな小児性愛事件に発展

し、40 人もの「被疑者」と 20 数人の子どもの「被

害者」が登場することになる。その後の経緯だが、

2004 年７月２日、サントメール（Saint-Omer）重

罪院は、２組の夫婦を含む 17 人の被告人のうち、

７人について無罪を言い渡し、同年 12 月１日、控

訴した６人に対してパリ重罪院は、全員に無罪を

言い渡した。結局、発端となった２組の夫婦とそ

の子ども４人以外は、すべてえん罪であったこと

が明らかになったのである。 

  そこで、このようなえん罪をもたらした原因究

明のため、直ちに、国民議会内に調査委員会が設

けられた（2005 年 12月７日法）。「司法の機能

不全原因調査委員会」と名付けられた調査委員会

は、約半年間の間に精力的に調査を進め、2006年
６月６日、報告書を議会に提出した。ここではそ

の中から心理鑑定に関する部分をみていくことに

しよう（以下、報告書からの引用）。 

  (2)ウトゥロ事件では、精神鑑定および心理鑑定

が 84 件行われた。その結果、この３年間で大人た

ちの一部は４回鑑定を受けた（うち３回は心理鑑

定）。関係する子どもたちも、全員２回以上（一

部の子は４回）心理鑑定を受けている。このよう

に多数回、鑑定の対象とされることについて、心

理学者ボナフェ（B.Bonnafé）は、調査委員会の聴

聞で次のように言った。「心理検査を多数回、反

復されることは、成人、未成年を問わず、そのパ

ロール（parole）に影響を与え、彼らの表現を汚染

するにいたる」、と*22。 

 (3)捜査過程で委嘱された鑑定事項として、①彼

［彼女］の道徳心（sens moral）はどうなっている

か、②予審対象者は性的侵害者（abuseurs sexuels）
の特質を備えているか、③（予審対象者および被

害児童の）各供述の信用性（crédibilité）はどうか

の３つが主なものであり、それぞれ次のような回

答があった（心理鑑定のみ）。①については、「減

退している」、「（道徳心といっても）基準がな

い」、「評価不能」などの回答があった。報告書

                                                   
*22 Ibid., p.160. 
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は、「予審判事は、道徳心が科学によって説明さ

れることに疑いをもたなかったのか」と疑問を呈

している。②について、報告書は次のように言う。

心理鑑定人は、感情の未成熟、感情の自己中心的

作用、性衝動の重層、他者との過度に功利的関係、

支配欲、潜在的攻撃性などの専門用語のリストか

ら２つほどの特徴を拾い出し、性的侵害者の人格

プロフィールに結びつける傾向がある。③の供述

の信用性については、より問題が大きい。心理鑑

定人らは、上記第１期では「子どもらの証言はす

べて信用性がある」との鑑定をだしていたが、第

２期になると、彼らの証言に疑いを示す鑑定書も

複数あらわれる。そこで、改めて 4 人の子どもに

ついて、10項目の鑑定事項を定めて心理鑑定が行

われる。結果は、「子どもたちに、虚言癖の傾向

は認められない」、「作話をする病理的傾向は認

められない」などであった。報告書は、（「信用

性概念への過度の依存」と題して）、「信用性」

に関する控訴院審査部の判決（2002年６月 19 日）

を引用して次のように言う。「信用性の問題」は、

信用性に程度があることは別として、供述が虚偽

なのか、真実を反映しているかという問題にまで

立ち入るべきではないのであるから、精神鑑定（心

理鑑定）人の権限属さないのである、と*23。2006
年に出版された『重要誤判事例』（Grandes erreurs 
judiciaires）の中でも、ウトゥロ事件と心理鑑定に

ついて、「被害者供述が『信用できる』（crédible）」
という用語法の危うさが指摘されている*24。 

  (3)なお、鑑定人の人数であるが、第１期の鑑定

では、８件の鑑定を別にすれば、40 人の子どもた

ちは全員、１人の心理学者が鑑定し、成人の十数

人の被疑者は全員、別の心理学者１人が鑑定した。

これだけ多数で複雑な事件について、１人で行う

ことについて、報告書は疑問を提示している。第

２期以降、複数の鑑定人によって鑑定が行われる

ようになったが、第１期のときと同じ鑑定人が任

命されたため、当初の鑑定結果に引きずられた可

能性が高いと指摘されている。 

  (4)刑事裁判における心理鑑定は、ウトゥロ事件

                                                   
*23 Ibid., p.183. 
* 24  Grandes erreurs judiciaires, Editions 
Prat, 2006, p.607.  

で評判を大きく落とした。ペナンは、2010年に刊

行された著書『犯罪心理鑑定』（L'expertise 
psychocriminologique）の中で、心理鑑定人に向け

られる「鑑定人の評価が大雑把で不正確だ」とい

う批判を踏まえ、「有罪性の先験的な証明、まし

て信用性（crédibilité）に対して、科学的支援を与

えてはいけない」、「標準的なものとして科学共

同体によって承認された評価の言語を用いること

が肝要である」と戒めている*25。 

 ３）日本の現状 

  まず、日本の少年司法手続において、家裁調査

官による社会調査のひとつとして「被害者調査」

が行われる（少年法８条）。この調査は、被害者

側からも情報を得て非行の背景や被害実態を正確

に把握し、的確な非行理解を行うこと、被害者に

対する少年の賠償、贖罪の有無を確認して的確な

要保護性の判断を行うこと、被害者の声を少年に

伝え少年に責任を自覚させることなどを目的とす

るものであり*26、心理学的手法に依拠することは

あっても、いわゆる心理鑑定とは異なる。 

 日本では、刑事事件における被害者に対して、

精神鑑定あるいは心理鑑定が行われることは、稀

有である。近年、被害者保護の一環として、被害

者に対するカウンセリングが、従前よりは行われ

ているようだが、これは司法鑑定ではない。 

 近時、心理学者による子どもの「司法面接法」

の研究と実践の動きが注目される*27。 

                                                   
*25 A.Pennin, "De l'expertise psychologique à 
l'expertise psychocriminologique", in 
L'expertise psychocriminologique, 
N.Combalbert (sous la dir.), Armand Colin, 
2010, p.23-25. 
*26 田宮裕＝廣瀬健二編・前掲書 121頁。 

*27 文献として、仲真紀子＝斎藤憲一郎＝脇中洋

訳、M・アルドリッジ＝J・ウッド著『子どもの

面接法-司法場面における子どものケア・ガイド-』
（北大路書房、2004年）、仲真紀子「司法面接：

事実に焦点を当てた面接法の概要と背景」『ケース

研究』299号（2009年）３頁。仲真紀子を中心と

する、「司法面接法の開発と訓練」プロジェクト（北

海道大学文学研究科）が実務家向け研修などの実

践活動も行っている。 
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４ 心理鑑定の制度化への課題 

 １）フランスにおける沿革と現在 

  フランスの心理鑑定の歴史は、精神鑑定の歴史

と比べると非常に短い。後者は、ナポレオン刑法

典（1810年）が責任能力の概念を認め、「痴呆」

（démence）のときは刑事責任を問わないとした

ことから始まる*28。ただし、「痴呆」概念は適切

ではないため、1992 年には廃止され、1993年の現

行刑法では、「精神障害」（trouble psychique）と

いう表現に代えられた。先にも述べたように、成

人の刑事手続において心理鑑定（心理鑑定人）が

認知されるのは、1958 年の現行刑事訴訟法の制定

によってである。当時、以下の３つの類型の鑑定

が法制化された。①精神鑑定（expertise 
psychiatrique）、②医療・心理鑑定（expertise 
médico-psychologique）、③心理鑑定（expertise 
psychologique）の３つである*29。このうち、②医

療・心理鑑定（expertise médico-psychologique）と

いうのは分かりにくい名称だが*30、心理学者（臨

床心理士）が一般医または精神鑑定医と共同で鑑

定する場合をいう。当時はなお、心理学者は医師

の下におかれていたようだ。このような状態が解

消される第１歩として、1979 年の規則の改正

（Décret n 79-235 du 19 mars 1979）があり、心理鑑

定人に対しても鑑定費用が支払われるよになり、

1999 年の再度の規則改正（Décret n 99-203 du 18 
mars 1999）によって、正式に、「１回または数回

の心理検査を含む心理鑑定」に対し鑑定費用が支

払われることになった（刑事訴訟法R120-2 条）。    
  心理鑑定人を、刑訴法上、医師によって行われ

る精神鑑定とは独立に位置付けたのは、1993年１

月４日法である。同法にもとづいてだされた通達

によって*31、「81条８項に規定する心理検査は、

                                                   
*28  精神鑑定の沿革については、M.David, 
L'expertise psychiatrique pénale, L'Harmattan, 
2006, p.13, 田口・前掲論文 277頁以下参照。 

*29 M.David, op.cit., p.95.以下の叙述も、基本的

に本書及び次注のペナン論文に負う。 

*30 ペナンは、「奇妙な」名称だと言う。V. 
A.Pennin, supra note 28, p.15. 
*31 Circulaire générale, C 81 (Cir. 1er mars 

伝統的な精神鑑定とは区別される。（中略）心理

鑑定は、心理鑑定人に付託される」ことが明記さ

れ、心理鑑定人が公的に認知されたのである。 

 ２）心理鑑定の担い手と職務―フランスの場合

の整理 

  心理鑑定の担い手としては、特別の資格がある

わけではない。ただ、心理鑑定人に限らないが、

鑑定人として検察官、予審判事、あるいは公判裁

判所から委嘱される心理学者には、破毀院または

各地にある控訴院の作成する鑑定人名簿に登載さ

れた者と、登載されていないが必要に応じて委嘱

を受ける者とがいる（フランス刑訴法 157 条参

照）。名簿に登載されるためには一定の要件が必

要だが、だされた鑑定書の評価の際に両者の間で

有意的な違いがあるわけではない*32。 

  3)日本における制度化の課題―制度化の功罪 

 これまで見てきてフランスと比較したとき、日

本の刑事司法は、心理鑑定を正式に委嘱し、その

鑑定結果を事実認定、量刑の資料にするケースが

非常に少ない。そこで、さしあたり、心理学者へ

の情状鑑定の委嘱を増やしていってはどうだろう

か。情状鑑定は、一般には事実認定に争いのない

事案について行われることになるが、心理鑑定人

によって犯行の動機、犯行にいたる心理過程が解

明されることによって、より精緻な事実認定が可

能になるかもしれない。犯行により重大な結果が

生じた事件で、結果だけでなく被告人の人格、更

生可能性などまで視野を広げた適正な量刑が期待

できるのではないか。情状鑑定を行う例が極めて

少ないのは、時間とコストの問題があるほか、被

告人・弁護人側に不利な結果がでた場合を考えて

躊躇することなどがあげられている*33。しかし、

心理鑑定で被告人自身の事情を明らかにしていく

ことは、（罪を認めている）被告人の納得する裁

判の実現という点でも意味があるように思う。   

                                                                             
1993). 
* 32  Cf.L'expertise psychocriminologique, 
N.Combalbert (sous la dir.), Armand Colin, 
2010, p.9. 
*33 上野・前掲論文・362頁。 
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１ これまでの状況 

 「情状鑑定」とは、一般に、「訴因事実以外 
の情状を対象とし、裁判所が刑の量定、すな 
わち被告人に対する処遇方法を決定するため 
に必要な知識の提供を目的とする鑑定」1であ 
るとされてきた。鑑定事項としては、人格調 
査・環境調査・犯行動機・再犯予測ないし予 
後判定・処遇意見があり、これらはまた、①被 
告人の知能・性格などの資質、②犯行の動機・ 
原因に関する心理学的あるいは社会学的分析、 
③処遇上参考とすべき事項、に大別されること 
もある 2。主たる鑑定の方法としては、面接（被 
告人面接、家族面接、関係人面接）・社会調査 
（犯行場面の調査、生活環境の調査、学校職業 
状況、友人等対人関係についての調査、行動観 
察（鑑定期間中の行動）が挙げられる 3。 

わが国では英米などで制度化されている判

決前調査制度（pre-sentence investigation）
を導入することの是非をめぐる議論が昭和 30
年代からなされており、手続が事実認定と量刑

に二分されていないこと、あるいは専門調査官

設置の困難さなどから実施には至らなかった

ものの、その代替的機能を情状鑑定に求めよう

とする立場も有力となってきた 4。特に、昭和

44 年に刑事部裁判官有志と家裁調査官有志の

間に、情状鑑定に関する協議が行われたことを

契機として、調査官に対する鑑定命令が増加し、

昭和 60 年ころから、退職した家裁調査官の知

識・経験を社会に還元し情状鑑定を活用しよう

という機運が徐々に生まれたといわれる。また、

すでに昭和 35 年最高裁判所事務総局刑事局通

達「被告人に対する処遇方法を決定するため鑑

定を命じた事例の報告について」において、「刑

の量定に科学性を付与して、被告人に対し適切

な処遇方法を決定することについて、被告人の

素質、経歴、家庭その他の環境、犯行前後の心

理状態を総合的に把握することが必要である」

との指摘があり、「医学、心理学、社会学その

他の専門的知識を有する家庭裁判所調査官そ

の他の者に鑑定を命じた事例」を紹介して執務

の参考に供してきたとされている 5。 
学問的にその重要性が認識された契機も比

較的古いことであり、わが国では 1977（昭和

52）年に、刑事鑑定研究会による『刑事鑑定

の理論と実務―情状鑑定の科学化をめざして』

が刊行されている。しかしながら、その後は、

学界において情状鑑定をめぐって格別の動き

があったわけではない。実務上も、時間と費用

の問題はもとより、実際の効果に対する疑問、

量刑における犯罪事実重視の傾向、量刑上個別

的事情を考慮することへの不公平感などを理

由として、むしろ消極論が一般的であったとの
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指摘もみられる 6。 
 他方で、裁判員裁判が導入されたことによ

り、近時、情状鑑定の意義が見直されつつある。

特に、時間的な制約の中で、裁判員に対して量

刑上考慮すべき不足のない情報を提供し、適正

な判断へと至るための前提を構築するために

は、情状鑑定が有益であるとの見方も増えてき

ている 7。そこで以下においては、裁判員裁判

の量刑を念頭に置きつつ、情状鑑定の意義につ

いて若干の検討を行うこととする 8。 
 
２ 死刑求刑第一号事件（東京地判平成 22 年

11月 10日（LEX/DB 文献番号 25470396）） 

 本判決は、裁判員裁判における死刑求刑第一

号事件として、社会的にも注目を集めた事例に

関するものである。 
 被告人は、客として通っていた A 店の従業

員である B を殺害する目的で、平成 21 年 8 月

3 日午前 8 時 52 分ころ、B 方に無施錠の玄関

から侵入し、①同所１階８畳和室にいた B の

祖母である C（当時 78 歳）に見つかるや、B
殺害の目的を遂げるため、とっさに C も殺害

しようと決意し、同人に対し、その頭部等をあ

らかじめ用意していたハンマーで数回殴り、頸

部等をあらかじめ用意していた果物ナイフで

多数回突き刺すなどし、よって C を頸部刺創

による右内頸静脈切破に基づく失血により死

亡させ、②引き続き、同所 2 階東側 6 畳和室

において、B（当時 21 歳）に対し、殺意をも

って、その頸部等をあらかじめ用意していたペ

ティナイフで数回突き刺すなどし、よって、同

年9月7日午前5時14分ころ、病院において、

B を気管断裂による窒息及び頸部刺創による

出血性ショックに基づく低酸素脳症により死

亡させたものである。 
 被告人は、住居侵入、殺人、殺人未遂、銃砲

刀剣類所持等取締法違反で起訴された（訴因変

更後の罪名は住居侵入、殺人、銃砲刀剣類所持

等取締法違反）。本件を担当した弁護人によれ

ば、「責任能力を争うよりも、情状として、被

告人が心理的に追い込まれて犯行に至った状

況を克明に出し、被告人にやむをえない事情、

同情すべき事情があったことを主張する」との

方針の下に情状鑑定が実施され 9、鑑定人は、

被告人について「犯行に至る経緯の困惑感から

意識狭窄が徐々に始まっており、犯行前日には

殺害を考えるようになり、意識狭窄ゆえに、殺

害を実行するかどうかは逡巡していたが、殺害

以外の選択肢が考えられない状態に陥ってい

った。犯行時は、意識狭窄状態で、被害者祖母

が予測外に登場するという事態では、パニック

状態となり、被害者祖母を殺害し、その際の記

憶は欠損している。さらに、被害者殺害時は、

怒りの感情のみに支配されている状態で、その

際にも記憶の欠損が認められ」、「本件の場合の、

彼が被害者との関係について自分を追い込む

ほどに考え困惑感を強めていくダイナミック

な過程は、彼自身が自らの内面に必要以上に真

剣に向き合っていることを示している」という

趣旨の意見を述べた 10。検察側が死刑を求刑し

たのに対して、弁護側は無期懲役が相当である

と主張した。 
 東京地裁は、「何の落ち度もない被害者 2 名

を身勝手な動機から連続して惨殺した被告人

の刑事責任は極めて重大であり、本件で有期懲

役刑を選択する余地はなく、死刑か無期懲役刑

かの選択が問われている」として、永山基準に

依拠しながら判断することを明らかにしたう

えで、①本件被告人の犯行に至る経緯及び動機

について「本件は、誠に身勝手で短絡的な動機

に基づく犯行といわなければならないが、他方、

当時の被告人は、B に対して恋愛に近い強い好

意の感情を抱いていたからこそ、同人から来店

を拒絶されたことに困惑し、抑うつ状態に陥る

ほど真剣に思い悩み、もう同人に会えないとの

思いから絶望感を抱き、抑うつ状態をさらに悪

化させ、結局、同人に対する強い愛情が怒りや

憎しみに変化してしまったことから殺害を決
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意するに至ったと認められる（本件が、相手が

自分の意に沿わなくなったから、その相手を殺

害した事件であるとする検察官の要約は不適

当である。）。そして、このような被告人の心理

状態の形成には、約１年間にわたって店に通い

詰めていた当時の被告人とＢとの表面上良好

な関係が、少なからず影響していることも否定

できない」として、「被告人が本件犯行に至っ

た経緯や B 殺害に関する動機は，極刑に値す

るほど悪質なものとまではいえない」と指摘し

た。また、②本件における C 殺害の計画性に

関して、「被告人は B にもう会えないとの絶望

感から、抑うつ状態を悪化させ、同人に対する

憎しみを募らせ、ついには殺意を抱くに至った

と認められるところ、犯行のころには、その思

いにとらわれ、家族のことまで具体的に想定し

ていなかったとしても不自然とは思われない。

また、被告人が C を殺害したのは、同人を黙

らせて、B 殺害の目的を遂げるためであったと

しか考えられないところ、被告人は、C の頸部

等を少なくとも 16 回突き刺すなどしている。

同人を黙らせるために、これほどの回数突き刺

す必要がなかったことは明らかであり、にもか

かわらず、被告人が何の恨みもない C に対し

てこれほど執拗かつ残虐な攻撃を加えてしま

ったのは、被告人が、Ｂに対する殺意にとらわ

れている心理状態において、C に遭遇するとい

う想定外の出来事によって激しく動揺した結

果であり、C 殺害後，そこで犯行を思い止まる

ことなく、B の殺害を実行しているのも、それ

ほど B の殺害にとらわれていたからと考えら

れる。被告人が、C 殺害後、B の殺害を実行す

る一方で、同人の母親や兄に対して何ら攻撃を

加えていないことはこれを裏付けるものであ

る」として、「C の殺害には計画性が認められ

ないだけでなく、被告人にとっても想定外の出

来事であったというべきであるから、C の殺害

が、計画に伴う必然的な結果であるとする検察

官の主張は採用できない」と述べた。さらに、

③被告人の反省の態度について「被告人が、正

面から事実と向き合い、本当の意味での反省を

深めているとは認められ」ず、「本件犯行に至

ってしまった最も大きな原因は、相手の立場に

立って物事を見ようとしない被告人の人格・考

え方にあるのに、公判の最後に至ってもなお、

そのことに気付かない、あるいは気付こうとし

ない被告人の言動には許し難いものがある」と

しながらも、「被告人の言動や態度は、被告人

の人格の未熟さ、プライドの高さなどに起因す

るものであって、ことさら B の名誉を傷付け

たり、遺族を傷付けたりしようとする意図があ

ったとまでは認められない。また、今現在被告

人が置かれた立場からすれば、被告人は必要以

上に防御的になるのは理解できないことでは

ない」とした。 
以上のことから本判決は、「被告人に対して

は、この裁判を契機に、B 及び C の無念さや

遺族の思いを真剣に受けとめ、人生の最後の瞬

間まで、なぜ事件を起こしてしまったのか、自

分の考え方や行動のどこに問題があったのか

について、常に強くそれを意識し続け、苦しみ

ながら考え抜いて、内省を深めていくことを期

待すべきではないかとの結論に至った」として、

被告人を無期懲役に処したものである。 
 

３ 情状鑑定のあり方 

本判決は、①犯行の動機②計画性③反省の態

度の点からみて、死刑を回避した事例であるが、

このいずれの点に関しても、情状鑑定において

指摘された内容が反映されていることが特徴

的である。すなわち判決文からは、①意識狭窄

状態が動機形成過程に作用し、②予測外の事態

によるパニック状態から犯行計画にはなかっ

た C 殺害を行い、③困惑感を強めるなかで、

犯行後も必要以上に防衛的態度を示したもの

と理解されたことが看取される。量刑基準の構

造からみるならば、①および②は主として「責

任」判断（あるいは「犯情」の判断）、③は「特
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別予防」判断（あるいは「一般情状」の判断）

に関係するものであるが、情状鑑定は、この（責

任と予防の）両者にわたって影響を与えている

ことになる。視点を変えていえば、本判決にお

いては、情状鑑定の項目と、量刑基準（さらに

は量刑事情）との関連性が明確に示されている

ということができる。 
近時、現役裁判官の立場から、情状鑑定を念

頭に置きつつ「鑑定を行うかどうかの判断にお

いては、対象事項が・・・刑の量定に不可欠な

事情に関するものなのか、そしてその認定にお

いて・・・裁判所に知識経験が不足し専門家の

調査報告が必要となる事項なのか、という分

析・検討が必要である。もちろん裁判所が自ら

の知識経験の不足に関して真摯に向き合い、必

要な鑑定が行われるべきは当然である。しかし、

一方で、前記の分析・検討を経ない鑑定の実施

は、何が裁判所に不足し自らが補充すべきなの

か、リクエストされた専門家にも明確にならず、

その結果、調査・報告も問題となっている事実

認定との関係が曖昧になるおそれがあるし、そ

れを提示された裁判所も、目的的な活用をなし

得ない、といった事態を招致することにもなり

かねない。これは回避すべきであろう」との傾

聴すべき指摘がなされている 11。ここでの「分

析・検討」の一部を構成する、「刑の量定に不

可欠な事情に関する事項か否かの判断」も、（実

体法的な量刑理論からみれば）まさに「情状鑑

定項目と量刑基準・量刑事情との関連性」とい

うことに帰着する。この関連性が明らかにされ

ていなければ、情状鑑定の結果を、量刑におい

て「活用」することは不可能である。公判前整

理手続において、当該鑑定項目によって、責任

判断、あるいは予防判断のどの要因を説明しよ

うとしているのかを予め明確にしておき、それ

に沿った形で鑑定が実施され、量刑評議に生か

されることが重要であろう。 
また、情状鑑定が責任判断に影響を及ぼす場

合は、精神鑑定と共通の性質を有することにな

る点にも留意が必要である。精神鑑定は、責任

能力の有無ないし程度に関するものであり、当

然のことながら犯罪の成否のみならず犯罪の

程度（ひいては刑罰の程度＝量刑）についても

意味を有する。責任能力の有無ないし程度は、

刑法上規定された、いわゆる法律上の減軽・不

処罰事由であるが、量刑理論的には、法律上の

減軽・加重事由は、実質的には「立法者の定め

た量刑事情」なのであり、通常の（裁判上の）

量刑事情＝情状と法的性格を共通にする。すな

わち、何が法律上の減軽事由であり、何が裁判

上の減軽事情となるかは、立法政策上の問題に

還元される。その意味で、責任能力の有無・程

度に関わる精神鑑定と情状鑑定には連続性が

認められる。従来の判例においても、精神鑑定

の結果が（仮に責任能力の不存在を否定するも

のであっても）量刑事情としては考慮されてい

るものもあり 12、裁判員制度導入後の判例でも、

弁護人が公判前整理手続において精神鑑定の

請求を行う際に、責任能力の有無のみならず、

情状鑑定を含めての請求であることを明らか

にして、情状鑑定の結果を量刑事情とすること

が想定されていたことを判示しているものが

ある 13。裁判官経験者からも、精神鑑定と情状

鑑定の両立可能性を示唆する見解が主張され

ており 14、本来の情状鑑定と並行して、こうし

た方法論を追求していくことも、情状鑑定の活

発化という点からみて考慮に値しよう 15。最近、

裁判員に対する精神鑑定のあり方が、特に鑑定

書・鑑定期間・鑑定人尋問・裁判官による説示

などの工夫・改善を中心に議論されているが 16、

こうした議論の成果は、当然のことながら、情

状鑑定においても生かされる必要がある。 
 さらに、情状鑑定の結果を、刑罰の執行過程

（行刑）に生かしていくことが提案されている。

2005（平成 17）年に成立した「刑事収容施設

及び被収容者等の処遇に関する法律」では、「受

刑者の処遇は、その者の資質及び環境に応じ、

その自覚に訴え、改善更生の意欲の喚起及び社
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会生活に適応する能力の育成を図ることを旨

として行うものとする」（30 条）と規定し、ま

た「矯正処遇は、処遇要領（矯正処遇の目標並

びにその基本的な内容及び方法を受刑者ごと

に定める矯正処遇の実際の要領をいう・・・）

に基づいて行うものとする。」（84 条 2 項）と

している。同条 3 項においては、処遇要領は、

刑事施設の長が受刑者の資質及び環境の調査

の結果に基づき定めるものとしており、5 項で

は、矯正処遇は、必要に応じて、医学・心理学・

教育学・社会学のその他の専門知識・技術を活

用すべきものとされている。処遇要領を適正か

つ有効なものとするためには、資料的な裏づけ

が不可欠とされるが、施行規則 43 条により、

処遇要領は、開始時指導が終了するまでに作成

することとされていることと併せて、刑事施設

における人的資源の実態を考慮すると、現実問

題として十分な処遇要領を作成するのは困難

である。そこで、当該受刑者について情状鑑定

が実施されて、その内容が行刑機関にも伝達さ

れるならば、処遇要領の作成に寄与するところ

が大きく、ひいては矯正処遇をより一層効果的

なものにすることが期待できるとするのであ

る 17。裁判員が被告人の更生可能性だけではな

く更生の実効性に関心を有しているとするな

らば 18、そして量刑が「行刑の出発点」である

ことを考慮に入れるならば、量刑を単なる「刑

の宣告」にとどまらず、真の意味で被告人にと

って（さらには社会にとって）意味のあるプロ

セスに変容させていくことは極めて重要であ

る。その意味で、情状鑑定と行刑の連携を推進

する方向性は、十分な検討に値するものと思わ

れる 19。 
                                                   
1 兼頭吉市「刑の量定と鑑定―情状鑑定の法

理」上野正吉＝兼頭吉市＝庭山英雄（編）『刑
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114-115 頁。 
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見解もある（上野正雄「情状鑑定」菊田幸一＝
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（編）『平成 14 年版・現代法律実務の諸問題』

（日本評論社、2003 年）93 頁。さらに、萩原

太郎「情状鑑定について」日本法学 60 巻 3 号

(1994 年)205 頁以下参照。 
3 岡本吉生「情状鑑定の方法と課題」青少年問

題 647 号（2012 年）19 頁。 
4 守屋克彦「情状鑑定について」季刊刑事弁護

30 号(2002 年)41 頁 41 頁参照。 
5 以上の経緯については、兼頭・前掲注 1・
119-121 頁参照。 
6 佐藤・前掲注 2・89 頁以下参照。 
7 たとえば、安藤久美子「裁判員制度における

情状鑑定の利用―精神鑑定の視点から―」青少

年問題 647 号（2012 年）30 頁以下、須藤明「裁

判員制度における経験科学の役割―情状鑑定

事例を通して―」駒沢女子大学研究紀要 18 号

（2011 年）152 頁、上野・前掲注 1・365-366
頁など。 
8 なお、フランス法との比較検討として、白取

祐司「刑事司法における心理鑑定の可能性」浅

田和茂ほか（編）『村井敏邦先制古稀記念論文

集・人権の刑事法学』（日本評論社、2011 年）

577 頁以下、特に 591 頁。 
9 その経緯については、山本剛「耳目を驚かし、

死刑判決が予想された事件で無期懲役となっ

た事例（裁判員裁判レポート）」季刊刑事弁護

66 号（2011 年）84 頁以下参照。 
10 木村一優「意識狭窄及び情動行為と情状鑑

定」精神医療 66 号(2012 年)83-86 頁。 
11 河本雅也「情状の性質と鑑定の意義から」

青少年問題 647 号(2012 年)10-11 頁。 
12 たとえば、東京地判平成 12 年 6 月 6 日（判

時 1740 号 109 頁）、京都地判平成 18 年 1 月

23 日（LEX/DB 文献番号 28115133）。 
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13 東京高判平成 22 年 4 月 14 日（LLI/DB  ID
番号 06520209）は、「被告人が本件各犯行当

時、心神耗弱ではなかったとしても責任能力が

相当程度減弱していたから、いかに事案が重大

で、被害が甚大であっても、減軽されるべきで

ある」との弁護人の主張に関して、「原判決は、

量刑の理由としては・・・『被告人は、精神遅

滞であるのに、両親の認識不足等の理由により

これまで適切な手当がなされてきておらず、そ

れが被告人の鬱憤を高めた根本原因となって

いる。そのようなハンディを背負いながらも，

被告人は，これまで前科前歴はなく，職を転々

としてはきたものの、就労を続け、本件時も右

手を負傷するまでは板金工として真面目に勤

務してきたのであり、反社会的性格や犯罪的傾

向は格別認められない。』と説示するのみで、

精神遅滞という事情を、被告人にとって有利な

あるいは酌むべき事情として、特に考慮した指

摘はされていない」としつつ、「原審において、

弁護人は、第３回公判前整理手続期日において、

『犯行当時の被告人の精神状態及び被告人の

知能程度・精神疾患並びにそれらが本件犯行に

与えた影響（本件犯行に至った被告人の心理的

メカニズム）』を立証趣旨として精神鑑定・・・

を請求し、第４回公判前整理手続期日において、

『精神鑑定については，刑事責任能力の有無の

みならず，情状鑑定も含めての請求である』旨

釈明し、第１回公判期日の冒頭陳述においても、

被告人の責任能力に関する事実は情状酌量の

対象になる旨主張している」と指摘し、さらに

「原審裁判所も、第２回公判期日において、弁

護人申請の上記精神鑑定を、その立証趣旨を変

更することなく、検察官の異議申立てを却下し

た上で採用しているから、精神鑑定の結果を被

告人の量刑上の資料とすることは、原審の審理

上からも想定されていたとみられる」とした上

で、「被告人が精神遅滞にあるという事情は、

生育歴の一環として考慮すれば足りる（原判決

はこのように見たのかもしれない。）ものでは

なく、被告人にとってより強く酌むべき事情に

当たるものと解される」ことを認め、この限度

で上記弁護人の主張には理由があり、「被告人

の精神遅滞について量刑の理由として上記程

度の説示をするにとどまっている原判決の判

断は、支持できない」と結論づけている。 
14 佐藤・前掲注 2・94-95 頁。 
15 ただ、精神の障害は、量刑において責任を

軽減する方向に作用しうる半面で、特別予防的

には（予防の必要性が高いという理由から）刑

を加重し、あるいは減軽を阻止する方向に働く

                                                                             
可能性がある（いわゆる「刑罰目的のアンチノ

ミー」）。たとえば、精神鑑定の結果、心神耗弱

が認定されて責任は軽くなっても、予防の必要

性があるので刑罰は重くなるという事態も生

じうるのである。 
また、精神鑑定の利用とは逆に、情状鑑定を

実施した場合に、その結果を責任能力などの事

実認定資料として心神耗弱などを認定するこ

との当否については、消極的に解する立場が有

力である（米山正明「被告人の属性と量刑」大

阪刑事実務研究会（編）『量刑実務体系・第 3
巻・一般情状等に関する諸問題』（2011 年、判

例タイムズ社）154 頁参照）。 
16 たとえば、岡田幸之「裁判員制度と精神鑑

定」五十嵐禎人（責任編集）『刑事精神鑑定の

すべて』（中山書店、2008 年）63 頁以下、司

法研究所「難解な法律概念と裁判員裁判」司法

研究報告書 61 輯 1 号(2009 年)32 頁以下。 
17 上野・前掲注 1・367 頁以下参照。 
18 この点については、城下裕二「裁判員裁判

における量刑の現状と課題」犯罪と非行 170
号(2011 年)71 頁以下を参照。 
19 森武夫「情状鑑定について―実務経験から

―」専修大学法学研究所紀要 36『刑事法の諸

問題Ⅶ』(2011 年)64 頁以下は、少年事件にお

ける少年調査記録と同様に、成人についても、

情状鑑定の結果を処遇に生かせるシステムを

導入すべきことを指摘する。 
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石塚伸一 班 

犯罪者・非行少年処遇における人間科学的知見の 

活用に関する総合的研究 
 

石塚 伸一 
（龍谷大学法務研究科） 

 
キーワード：犯罪者、非行少年、ＥＢＰ（Evidence-Based-Policy）、危険性予測、処遇評価 

 
 
１． 研究計画 
 
（１）目的 目的本研究は、犯罪者および非行少

年の処遇の調査研究および政策提言に際して、心

理学等の人間科学の知見をどのように活用すべき

かを総合的に検討することを目的とする。 
 
（２）組織 上記の目的を達成するため、総論研

究、各論研究および意識調査の３つの研究セクタ

ーを置き、前２者にはそれぞれユニットを設け、

その有機的連関を意識して研究計画を遂行してい

る。共同研究者は、石塚伸一、浜井浩一、赤池一

将である。また、連携研究者として津富宏および

丸山泰弘が研究に協力している。 
 
（３）スケジュール ５年間の研究期間を３期に

分けている。 
まず、第１期（2011・12 年度）には、研究体

制を確立し、総論的研究を中心に刑事司法に人間

科学の知見を活用する際の方法論的諸問題を明ら

かにする（①日本の行動科学現状、②諸外国との

比較および③ＥＢＰの導入など）。これと併行し

て、これまでの研究実績も踏まえて、近年の刑事

政策における重要なトピックである４つの問題を

取り上げ、各論研究を進める（①発達障害、②性

犯罪者、③薬物依存症者および④刑事施設におけ

る宗教活動など）。 
第２期（2013・14 年度）には、上記の調査研

究を通じて明らかになった問題点を精査し、これ

らを踏まえて、刑事司法に対する意識調査を実施

する。人間科学的知見に関する一般市民と刑事司

法の専門家との認識や期待の異同を分析検討する

ことが目標となる。 
第３期（2015 年度）は、総括の段階であり、

上記の総論的および各論的な調査研究の結果を分

析し、これと意識調査の結果とを比較検討するこ

とによって、裁判員裁判の時代における人間科学

的知見の活用について、そのあるべき姿を検討し、

具体的改善策を提案する。 
本中間報告の対象である 2011・12 年度は、第

１期に当たる。 
 
２． 進捗状況 
 
（１）総論セクター（石塚伸一）には、以下の３

つのユニットを設け、方法論的諸問題を明らかに

することを目標としている。キーワードは、透明

性と実証性である。 
方法論ユニットでは、刑事司法におる人間科学

的知見の活用に関する方法論を調査研究している

（石塚）。諸外国の動向を踏まえ、広く方法論的

諸問題を検討すると同時に、不定期の拘禁（保安

処分や終身刑）の正当化の根拠とされる危険性予

測や処遇評価の指標を分析検討している。フラン

スの保安処分（2012 年 2 月赤池調査）、アメリ

カの終身刑（2013 年 2 月石塚調査）などの調査

の成果を踏まえ、分析をより深めていく予定であ

る。これまでの研究成果の一部は、すでに、アジ

ア犯罪学会（2012 年 8 月韓国ソウル、石塚、丸

山）、欧州犯罪学会（2012 年 8 月ビルバオ、石

塚）、アメリカ犯罪学会（2012年 11月浜井）な

どの国際学会で報告した。 
再犯予測ユニットでは、再犯予測と効果測定に

関する比較研究を行なっている（赤池）。現在、
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「危険性（リスク）」をキーワードに不定期の拘

禁（保安処分、終身刑など）が正当化され、その

対象領域が増大している現状を社会的文脈の中に

位置づけようと試みている（赤池：2011年）。 
イタリア（2012 年 3 月浜井調査）、ノルウエ

ー（2012年 3月石塚調査）、フランス（2012年

2 月赤池調査）、ドイツ（2012 年 9 月・2013 年

3月石塚調査）、スペイン（2012年9月石塚調査）、

韓国（2012 年 8 月石塚調査）、アメリカ（2012
年 2月石塚調査）などの海外調査を実施し、成果

の一部はすでに公表している（浜井：2013年、石

塚：2012年）。 
オスロ大学犯罪学研究所におけるニルス・クリ

スティー教授のインタヴュー調査、ドイツにおけ

る保安監置の調査、フランスの研究者からの聴取

りなどによって得られた保安拘禁に関するさまざ

まな知見は、赤池がオルガナイズした 2012 年 7
月 29日の刑法学会関西部会（於・姫路獨協大学）

共同研究「保安処分化する刑事罰と責任論・刑罰論

の課題」において一部報告した。その際、石塚は「ド

イツにおける保安拘禁の近年の情況について～保

安監置をめぐる内外の動向～」報告した（刑法雑誌

掲載予定）。 

ＥＢＰユニットでは、エビデンス・ベイストの

政策形成に寄与することを目標として、津富の協

力を得て、キャンベル共同調査の成果を翻訳し、

ホ ー ム ペ ー ジ で 公 開 し て い る

（http://fuji.u-shizuoka-ken.ac.jp/~campbell/ind
ex.html）ほか、冊子媒体でも刊行した（津富：

2012）。 
 
（２）各論セクター（赤池一将） 以下の４つの

ユニットを設けて各論的研究を進めている。 
発達障害ユニットでは、発達障害を有する少

年・成人の処遇に関する調査研究を実施する予定

であり、現在、その準備段階にある（浜井：2012a）。 
性犯罪ユニットでは、性犯罪者の処遇に関する

調査研究を実施する。現在、総論セクターと連携

して、諸外国の性犯罪対策について調査している

（赤池）。 
薬物依存ユニットでは、薬物依存症者の処遇に

関する調査研究を実施する。薬物依存症者回復支

援者研修セミナーを開催した（札幌、京都、川崎、

沖縄、名古屋）。第１６回国際犯罪学会（2011 年

8 月・神戸）では丸山の協力を得てセッションと

ラウンド・テーブルを主催した。また、丸山の協

力を得て第４回アジア犯罪学会で共同報告した

（詳細は、『矯正講座』第32号に掲載予定）。2012
年 12 月には薬物検査問題に関する公開研究会を

開催した。これらの研究の成果を学術書として刊

行した（石塚編著：2013）。 
宗教意識ユニットでは、刑事施設における宗教

活動に関する調査研究を目標としている。これま

での研究（アンケート調査等の結果）などを学術

書として刊行した（赤池＝石塚編著：2012）。 
 
（３）意識調査セクター（浜井浩一） 市民と専

門家が「矯正と更生保護に対してどのような意識

と期待を有しているか」についての実証研究を目

指している。アンケート調査の準備を行なった。

2014 年度には本格的な調査に着手する予定であ

る。 
 
（４）総括（石塚伸一） これらの調査結果を踏

まえて、裁判員裁判の時代における市民のための

矯正・保護と人間科学的知見の活用の関係につい

て、そのあるべき姿を考察し、その成果を発表す

る。その際、U-Stream や Facebook などの新し

い情報媒体の活用を予定し、その検討を始めてい

る。 
 
３．予算執行状況 

 
2011年度には、研究基盤と情報発信能力の向上

のため、ＰＣ、大型モニター等を配備し、基礎的

文献を購入した。イタリア、フランス、ノルウエ

ーなどの海外調査、国内の刑事施設等の実態調査、

講演会・研究会への参加、打ち合わせのための会

議などに旅費を支出した。外国からの招聘者、そ

の通訳などによる専門的知識の提供に対する謝金

を支出した。キャンベル共同計画成果報告書の刊

行のために印刷費を支出した。 
2012年度には、管理運営用ＰＣの追加購入、関

連図書の購入などに備品費を支出した。ドイツ、

スペイン、アメリカなどの海外調査、国内の北欧

犯罪学の研究会、薬物検査研究会の開催、学会へ

http://fuji.u-shizuoka-ken.ac.jp/~campbell/index.html
http://fuji.u-shizuoka-ken.ac.jp/~campbell/index.html
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の参加、研修会・研究会の開催、打ち合わせの会

議などに旅費を支出した。内外から講師を招き研

究会を開催し、専門的知識の提供に対する謝金を

支出した。 
このほか、新領域全体会議への出席や研究支援

者への謝金を共通費として支出している。 
この２年間を通じ、龍谷大学矯正・保護総合セ

ンターには、人的・物的側面において、全面的な

支援をしていただいている。とりわけ、リサーチ・

アシスタントの我藤諭さんと南口芙美さんには献

身的に支援していただいている。この場を借りて、

こころから御礼申し上げたい。 
 
まとめ 
～展開期に向けての課題～ 

 
全体として見れば順調に進んでいると思われる

が、意識調査を実施するための人材の確保などで

は若干の遅れがみられる。2013年度には、若手研

究者や研究支援者の研修や組織化を進めながら、

本格的な実証研究に向けての体制の整備を図りた

いと考えている。 
 
〔参考文献〕 
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櫻井義秀 班 

大学のカルト対策 
 

櫻井義秀 
（北海道大学大学院文学研究科） 

 
キーワード：カルト対策、キャンパス内勧誘、学生相談 

 
 
１ はじめに 
 
 2012 年に行った主な研究活動は次の二つであ

る。 
①2012年5月22日に北海道大学で開催された日

本学生相談学会第 30 回大会のシンポジウム「大

学のカルト対策」を企画し、カルト問題のフロン

ティア・シリーズ第 1号として北海道大学出版会

から刊行したことである。 
②日本脱カルト協会、全国霊感商法対策弁護士会

の会員になっている臨床心理士に呼びかけ、カル

ト･レジリアンス研究会を立ち上げた。研究準備会

は 2 回、本研究会は年度内、10 月 28 日と 2013
年 2 月 16 日の 2 回を開催し、プロジェクトをス

タートさせた。 
 本報告では、①の大学のカルト対策に関わる論

点と活動に関してのみまとめ、②については次年

度のまとめとさせていただきたい。 
 
２ 大学のカルト対策はなぜ必要か 
 
 大学のカルト対策とは、キャンパス内外におい

て学生に正体を隠して近づき、ダミーサークルや

擬装団体に加入せしめ、徐々に教化活動を行って

信者の養成を行う新宗教と一部の既成宗教団体の

活動に対して、ガイダンスやビラ･張り紙等で学生

に注意喚起し、関わってしまった学生には学生相

談によって対応することを骨子とする学生支援の

ことである。 
 おそらく、大学において学生部や学生支援の部

署を担当したことがある教職員であれば、実感と

して対応が必要であるとの認識を持っていると思

われる。しかし、そのような現場を幸いにも経験

していない教職員、とりわけ法律の専門家や宗教

の専門家にかぎって、「カルト対策」は困難という

結論からこの問題を捉えてしまう傾向がある。 
 曰く、「カルト」の定義が学問的に可能か？「カ

ルト」と宗教は同じものか、違うものか？宗教学

や宗教社会学において学術的に認められた見解は

あるのか？もし、カルトと宗教の区別が原理的に

できないとしたら、「カルト対策」は憲法二〇条で

保障された信教の自由を侵すことにはならない

か？よしんば対策が法律的に認められるとしても、

オウム真理教（アレフ）のようなリスクの高い団

体に大学が対応しきれるのか？大学や当事者とな

った教職員にクレームや嫌がらせをしてくるので

はないか？ 
 というわけで、何もしない大学が日本の大学の

三分の二を占める。実のところ、同種の議論がい

わゆるハラスメントに関しても論じられてきたの

である。セクシャルハラスメント/アカデミックハ

ラスメント。今では大学FD において必須の問題

であり、ハラスメントに対応する大学の規定や委

員会、相談室の体制が整っていない大学を探す方

が難しいほどになった。その理由は、大学の教職

員の人権意識が向上したとか、教育を研究より重

視したとか、あるいは大学教育の進展があったと

いうような麗しい話ではない。ハラスメントの被

害者が加害者と大学を告訴し、裁判において双方

とも相当の損害賠償金を被害者に支払い、教員･

大学共に大いに面目を失ったからである。 
 よくよく考えてみれば、学生はハラスメントを

受けるために大学･大学院へ入学したわけではな

い。良好な勉学･研究の環境を提供し、安全配慮に

努めるのは大学の法的義務である。ハラスメント

を許容し、常習化させた大学側の責任は重いとさ

れるのは当然だろう。 
 同じことが、キャンパス内外のカルト勧誘に関
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しても言える。おそらく、ここで、ハラスメント

は本人の意に反しての加害行為であるのに対し、

カルトの勧誘には本人の同意があるように見える

ではないかという反論が予想される。20歳を超え

た成人が自由意志で行う行為には愚行も含まれる

のではないか（正確には愚行と社会が認識しうる

ような行為でありながらも、本質的には規定不能

な不可解な行為）といった極論も聞いたことがあ

る。 
 カルト問題として被害者からアピールがある多

くの事例において、先にも述べたように正体を隠

した勧誘がなされることが多い。また、いずれか

の時点において教団名が明かされたとしても、活

動の目的や予想される結末を聞かされることなく、

違法行為を信仰的従順という名目で強要されるこ

とがある。こうした事例を正確にみていくならば、

カルト的な勧誘とは、まず学生達の自由な意志決

定が阻害された状況においてなされ、次いで、学

生の修学目的や学資支援者の意に反した結果を招

く行為であるという点からも問題になり得るので

ある。 
 私は、いずれこの問題も大学が教育上の安全配

慮義務に瑕疵がなかったかどうかで、裁判上争わ

れることになるのではないかと予想している。当

事者や学資支援者が大学を訴えてもおかしくない

状況がある。典型的な事例で言えば、オウム真理

教の勧誘は全国の主要な大学で行われ、最盛期に

は1万5千人の信者が活動し、大半は若者だった。

学内での勧誘活動はおろか、学祭において講演会

を企画し多くの聴衆を集めたことも明らかになっ

ている。この教団に巻き込まれた若者たちの所業

とその最悪の結末を私たちが知らないはずはない。 
 1995 年に起きたオウム真理教による地下鉄サ

リン事件は日本のみならず全世界の人々を震撼さ

せた。死者 12名、重軽傷者 6000名を数える無差

別テロ事件であり、カルト教団による無差別殺人

事件は集団自殺以外、世界に例はない。教団は信

者のリンチ殺人や坂本弁護士一家殺害を含め総計

29名を殺害した。事件から 18年が経過し、首謀

者で教祖の麻原彰晃こと松本智津夫他事件の実行

犯には死刑（13名）、無期懲役(5名)の刑が確定し

ている。逃亡犯 3名も 2011年、12年に相次いで

逮捕され、オウム事件は終結したように見えるが、

教団はアレフ、ひかりの輪として存続し、現在も

1400名程度の信者を擁している。半数はオウム事

件以降に入信したものであり、その中に少なから

ぬ大学生や大学院生が含まれている。友人を経由

した勧誘やSNS・インターネットを利用して勧誘

が進められている実態がある。 
 こうした事実を知った時に、高校生同然の新入

生に対して自分の身は自分で守るようにというの

では、あまりにも非現実的すぎるのである。 
 
３ 『大学のカルト対策』の構成 
 
 書籍の内容を簡単に紹介したい。 
 第一部「日本のカルト問題」において、カルト

問題にかかわる学術的な問題には宗教社会学者

（櫻井義秀）が、キャンパス内の勧誘実態と対応

については宗教学者（川島堅二）が、対応の法律

的な根拠の問題には弁護士（久保内浩嗣）が、最

近のカルトの勧誘手法についてはカルト・カウン

セラー（瓜生崇）が、そして、統一教会を相手に

25年間の訴訟を戦ってきた弁護士（郷路征記）が、

カルト問題の核心を解説している。 
 第二部は日本学生相談学会第 30 回シンポジウ

ム「カルト問題――学生相談との関連」を収録し

ており、ここでは、1980年代以降のカルト問題の

解説を宗教社会学者（櫻井義秀）が、大学におけ

るカルト・カウンセリングの問題にはカルト問題

に詳しいカウンセラー（パスカル・ズィヴィー）

や臨床心理士（平野学）が、そして、大学による

カルト対策は学生相談に実績のある教員（大和谷

厚、大畑昇）がケースに基づいて具体的に対策を

述べる。 
 幸いにも、本書は中外日報（2012/12/13）、仏

教タイムス（2013/1/10）、朝日新聞の道内版の書

籍紹介欄（2013/1/14）で書評が掲載され、朝日新

聞では、「『カルト的思考は学問の対極にある』と

の指摘は説得的で、問題の根深さと関係者の真剣

な取り組みがよくわかる。より多くの大学関係者

や学生に手にとって欲しい本だ」と好感を持って

受けとめられた。 
  
４ カルト団体側からの反発 
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 カルトの被害をなくすには大学での対策が最も

肝心であり、その方法はカルトに関する情報を新

入生の段階でしっかり伝えていくこと、予防が最

も有効であることがわかっている。しかし、どれ

ほど大学が予防に役立つ情報を学生に提供したと

しても、勧誘され入信してしまう学生はいる。そ

うした学生が学内で勧誘活動を展開した際に大学

はどう対応したらよいのか、そうした課題も明確

になってきた。2012年日本学生相談学会シンポジ

ウム「カルト問題――学生相談との関連」では、

学生相談業務の一部にカルト被害学生への対応を

明確に位置づけたものである。こうした学生への

支援は学内のカウンセラーだけではなく、担任教

員や指導教員、学生支援窓口の事務職員、場合に

よっては学外の弁護士やカルト問題に詳しいカウ

ンセラーとも連携しながら組織的に対応すること

で実効性を高めていくことができる。 
 しかしながら、このような大学のカルト対策に

対して一部のカルト視される教団から、「大学のカ

ルト対策」は信教の自由を侵害する、特定教団の

信者（学生）への差別的行為を助長するハラスメ

ント行為であるといった主張がなされ、対策に熱

心に取り組む大学の学長や総長に申し入れ書を出

されたり、カルト対策に熱心な教員が所属する学

部の学部長宛にも同様の文書が出されたりしてい

る。文書を受け取った大学や学部では毅然とした

対応を取っているところだが、いよいよ大学教育

の根幹が問われてきた。 
 
５ 手作りのカルト対策を支援する 
 
 この書籍は大学がカルト対策を行う上で必要な

カルト問題にかかわる基本的な知識、対応の実例

とその法的・教育的根拠を示している。ただし、

ガイドにはなってもマニュアルにはならない。学

問の教授法や学生指導に先進的な事例提示や経験

則の共有はあっても、これで必要十分というもの

がないのと同じである。学生はひとりひとりが個

性的であり、カルト信者となったとしても一人一

人の入信背景や抱える問題に応じて対応の仕方は

変わる。その意味でカルト予防ガイダンスにして

も毎年ひと工夫されていいし、学生相談や学資支

援者への対応も状況に合わせて柔軟に取り組まれ

るべきものである。 
 編者と執筆者は、大学関係者が試行錯誤しなが

ら自らの手でカルト対策を実施されることを望ん

でいる。そのことが教職員であれば、学生への指

導・支援能力を豊かにし、カウンセラーであれば

問題対応の幅をさらに広げることにつながる。 
 及ばずながら、その一助として、本プロジェク

トの法と心理学者による実務家研修において、「大

学のカルト対策－被害者への具体的な援助と方

策」を 2013年 4月 27日、北海道大学において予

定している。関係各位のご理解とご協力に感謝し、

今後とも大学のカルト対策支援を実践し、併せて、

カルト問題の調査研究も進めていきたいと考えて

いる。 
（本報告は、書籍の「はじめに」の文章と一部重

複していることをお断りしておく） 
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犯罪被害者の心の推論と支援的環境の構築 
 

唐沢 かおり 1   白岩 祐子 1  小林 麻衣子 2  
（1東京大学大学院人文社会系研究科） 
（2筑波大学大学院人間総合科学研究科） 

 
キーワード：被害者支援、ステレオタイプ、メタ推論 

 
 

問題と目的 

本研究は、犯罪被害者やその家族・遺族 (以下

「被害者」とする) に対し第三者が行う「心の推

論」と、「他者からの心の推論」に関して被害者自

身が行う推論 (メタ推論) に焦点を当て、それぞ

れの特性や対人態度に及ぼす影響を明らかにする。

あわせて、被害者のニーズと第三者・支援者が捉

える「被害者のニーズ」とのかい離の状況、およ

びそのようなギャップが被害者の心理的状態にも

たらす影響を特定するものである。 
被害者支援の重要性と問題点 

犯罪被害がもたらすインパクトは、加害行為を

直接受けた被害者当人に加え、家族や遺族にも波

及し、その生活を一変させる。とりわけ被害者死

亡事件の場合、遺族は、家族の生命が突然奪われ

るという事態に直面するだけでなく、犯罪という

特殊事象に伴う様々な出来事 (e.g., 周囲の配慮

に欠けた対応やステレオタイプ・偏見、報道への

曝露、刑事司法との関わり) とも向き合わなけれ

ばならない。多くの遺族にとり、これらは人生で

初めて体験する事柄であり、事件により日常生活

が一変する中で、これらに自力で対処していくこ

とには、大きな困難が伴う。そこで重要になるの

が、被害者に対する周囲の支援である。  
 我が国では、2004年に犯罪被害者等基本法が成

立し、被害からの回復は被害者の権利であると位

置付けられた。同法では、被害者支援は国や地方

自治体および国民の責務であると明記されている

が、公的な支援・制度に対する被害者の認知は低

く (内閣府, 2009)、遺族を対象とした調査では、

事件直後の支援提供者として、家族・親戚や友人

など、被害者にとって身近な人が挙げられること

が多い (e.g., 大久保・阿久津, 2002; 大和田, 

2003)。その割合は、弁護士などの専門家や公的

機関による支援より大きく、被害者の周囲にいる

人々が、実質的な「支援の担い手」となっている

ことがうかがわれる。その一方で、被害者が事件

後に経験する付随的な被害、すなわち二次被害を

もたらすのもまた、被害者の身近にいる人々であ

ると指摘されている (大和田,2003; 奥村,2005; 
内閣府, 2009）。 
このように、被害者の周囲の人々は、支援の実

質的な提供者として期待される反面、その支援内

容が実情にそぐわない場合には、被害者にさらな

る精神的苦痛をもたらし、その回復を妨げる存在

ともなりうる。したがって、どのような支援をい

つ、どの程度提供することが被害者にとって有益

であるのかを把握し、潜在的な支援者を含む一般

にひろく周知することは、実効性ある被害者支援、

ひいては犯罪被害者等基本法の理念を実現してい

くために不可欠であるといえるだろう。 
本研究の目的と 2 つのプロジェクト 

以上の議論からは、被害者の置かれている状況

やそのニーズに関連して、次のような 3つの視点

を導き出すことができる。すなわち、1) 国民一般

は被害者の心の状態をどのように捉えているのか 
(人々が被害者に対して行う「心の推論」)、2) 被
害者は自身がどのような状態にあると考え、また

どのように推論されていると認識しているのか 
(「他者による心の推論」の推論、すなわちメタ推

論)、そして、3) 両者の異同の状況と、それが被

害者の心理的状態にどのような影響をもたらすの

か、という視点である。本研究はこれらを明らか

にするため、1) に関連して第三者を検討対象とす

るプロジェクトと、2) に関連して被害者およびそ

の周囲の人々を検討対象とするプロジェクトによ
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って構成される。以下、それぞれの目的と進捗状

況、今後の予定を報告する。 

プロジェクト 1 
 ：被害者の心に対する一般的な理解 

本プロジェクトでは、被害者の心の状態に対す

る一般の人々のステレオタイプ的認知の詳細を明

らかにする。第三者である一般の人々の認知をと

りあげるのは、被害者支援の政策実現には社会的

支持が不可欠であることと、犯罪被害が内包する

予測不可能性に基づいている。すなわち、一般の

人々は、事件により突然被害者の立場になるのと

同様に、突然「被害者の周囲の人間」にもなりう

るのであり、その意味で、一般の人々もまた潜在

的な支援者であるといえるからである。 
被害者の心の状態に対するステレオタイプの研

究としては、rape myth と呼ばれる、性犯罪被害

者の潜在的願望に関する個人の信念研究が知られ

ており、このような信念と被害者非難との関係が

多く検証されてきた (e.g., Abrams, Viki, Masser, 
& Bohner, 2003; Frese, Moya, & Megias, 2004; 
Jenkins & Dambrot, 1987)。しかし、これらの研

究が着目してきたのは、性犯罪被害者の「動機」

をめぐる第三者の推論であり、このように限定的

な知見を被害者全般に一般化することには困難が

伴う。そこで本研究では、一般化可能性や支援の

重要性などを考慮し、重大事件のうち殺人など死

亡事件の被害者を検討対象とすることとした。そ

の上で、被害者に対する一般的なステレオタイプ

的認知を収集・尺度化し、Stereotype Content 
Model (Fiske, Cuddy, Glick, & Xu, 2002) との関

連付けから、社会における被害者の位置付けを明

らかにする (調査Ⅰ・Ⅱ)。さらに、これらのステ

レオタイプが、人々の犯罪理解や、被害者に対す

る支援意図に及ぼす影響などを把握する (調査

Ⅲ)。 
調査Ⅰ：パイロット調査 

被害者に対するステレオタイプ的な認知をひろ

く収集し、尺度化するための予備的調査を行った。

具体的には、被害者特性を「どのような人が被害

者になるのか」という被害化ステレオタイプと、

「被害者 (遺族) はどのような状態にあるのか」

という被害後ステレオタイプに区別し (Buddie 

& Miller, 2002は前者を「文化的ステレオタイプ」、

後者を「個人的信念」と呼んでいる) 、それぞれ

についての自由記述を収集し、分類した。 
調査会社に依頼して、全国に居住する 20 歳か

ら 70 歳までの男女を対象に Web 調査を実施し、

100 名から回答を得た。被害化ステレオタイプに

ついては、加害者との面識の有無や被害状況など

による違いを考慮し、「強盗目的で自宅に侵入した

加害者／ストーカー／知人／通り魔に殺害される

被害者」ごとに、「性別や年齢などの属性」「社会

的地位や職業・経済力」「性格」「交友関係や行動」

について、思い浮かんだ被害者特性を記述するよ

う求めた。その結果、「強盗目的」および「知人」

により殺害された被害者に対しては、性格や対人

行動上の欠点を指摘する記述が相対的に多くみら

れ、「裕福だが情は薄い」「社会的地位はあるが自

分中心的」など、ポジティブ・ネガティブ要素の

混在する相補的なイメージを付与される傾向が確

認された。 
また被害後ステレオタイプについては、「心理的

／身体的／経済的／日常生活における状態」ごと

に、「どのような状態にあるか」「必要とされる助

け」を尋ねたところ、すべての項目において困窮

度の高さを示す記述が多数を占め、とりわけ「精

神的ダメージの大きさ」と「加害者に対する恨み」

および「カウンセリングの必要性」に対する言及

が多くなった。 
調査Ⅱ：ステレオタイプ尺度化 

この調査では、尺度化によって被害者ステレオ

タイプを体系的に捉えるとともに、社会における

被害者の位置付けを明らかにすることを目指す。

具体的には、調査Ⅰで得られた内容に基づいて尺

度を構成し、被害化ステレオタイプ、すなわち「ど

のような人が被害者になるのか」に関する認知と、

Stereotype Content Model (Fiske, et al., 2002) 
との関連を検討する。その際、先行研究で検討さ

れてきた他の社会的集団 (e.g., 高齢者) との異同

もあわせて確認する。 
また、被害後ステレオタイプ、すなわち「被害

者 (遺族) はどのような状態にあるのか」の認知

については、第三者の測定に加え、もうひとつの

プロジェクトを通じて同一項目につき被害者本人

と支援者にも適合度を尋ね、3 者間比較を行うこ
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とにより、被害者の心の状態および必要な支援に

関する推論のかい離状況を明らかにする。 
調査実施時期 (予定)：2013年 2月 
調査Ⅲ：ステレオタイプの社会的帰結 

この調査・実験では、被害者に対するステレオ

タイプ的認知がもたらす社会的影響を特定すると

ともに、ステレタイプ的認知の低減方法について

も検討する。 
第一に、被害者ステレオタイプの社会的な帰結、

すなわち、被害者に対する支援意図や、犯罪原因

の推論、法的判断など、被害者支援に関わる要因

に及ぼす影響を明らかにする。具体的には、調査

Ⅱにおいてとくに高く評定された被害化ステレオ

タイプ項目に沿って、シナリオ上「典型的被害者」

と「非典型的被害者」を記述し、上記の意図・推

論・判断における差異を比較検討する。第二に、

被害者ステレオタイプを低減し、より実情に即し

た心の推論を可能にする条件を特定するため、被

害者の視点取得を促進する操作が、被害後ステレ

オタイプにもたらす効果を検証する。 
調査・実験実施時期 (予定)：2013年 5月 

プロジェクト 2 
：被害者自身の心の推論 

個人がストレスを受けた時期の対人関係が、以

降の適応状況に及ぼす影響については、ソーシャ

ルサポート研究において多数検討されている。こ

の中には、死別を体験した人の精神的健康度に対

するソーシャルサポート効果に着目したものがあ

る (Lehman, Ellard & Wortman, 1986; Dakof & 
Taylor, 1990; 大和田, 2003)。犯罪被害による死別

は、間違いなくもっとも大きなストレスのひとつ

であり、被害からの回復は、そうした状況下で被

害者がどのようなソーシャルサポートを得てきた

かに左右されるものと考えられる。ソーシャルサ

ポート、つまり被害者に対する社会的支援は、た

だあれば良いというものではなく、どのような支

援をいつ、どの程度提供していくことが受け手で

ある被害者のニーズ充足につながるのか、という

ことへの理解に基づいて行われる必要がある。 

 とりわけ、支援提供者である被害者の周囲の

人々は、被害者との関係性において正負両面の影

響力を持ちうる、非常に重要な存在であり、この

対人関係の成否は、被害者のその後の回復に大き

な影響力をもつだろう。その意味で、被害者の身

近にいる人々が実際にどのような支援を行い、そ

して、それについて被害者がどのように受け止め

ているのか把握することは有益である。本プロジ

ェクトでは、被害者支援をソーシャルサポートの

一形態と捉え、被害後の周囲の支援が、被害者の

その後の適応に与える影響について詳しく検討す

る。具体的には、以下 2つの調査を実施し、被害

者支援を受け手、送り手の両視点から捉えること

により、支援の現場で起こりうるニーズのギャッ

プを測定し、そうしたギャップがどのように改善

可能であるかについて検討を加えるものである。 
調査Ⅰ：被害者調査 

 犯罪被害が対人関係の構造にもたらす影響に着

目し、被害者が周囲からの支援をどのように受け

止め、自身が支援者や周囲の人からどのように見

られていると思っているか (メタ推論)、「支援者」

に対してどのような印象を抱いているか、そして

そのことが現在の心理的状態にどのように影響し

ているかにつき、面接法を用いて明らかにする。 
 対象者は、殺人・交通事件を含む犯罪被害によ

り家族を失った遺族のうち、年齢や事件発生時期

などを考慮して抽出する 30 名程度である。具体

的には、調査による心理的な負担を考慮して、年

齢は 20代から 70代までとし、なおかつ事件から

3 年以上が経過している遺族を対象とする。対象

者への協力依頼の方法は、主として被害者団体の

定例会などの場において調査主旨の説明を行い、

協力の意思がある場合には個別に連絡先を伝えて

もらうというものである。可能な場合には、団体

代表者に斡旋を依頼することもある。その他、調

査協力が可能と思われる対象者に直接、調査協力

の依頼を行う。 
調査は一対一で行われる、60分から 75分程度

の半構造化面接である。面接は、あらかじめ決め

られた設問に沿って進行する。面接内容は対象者

の同意のもと、メモとして記録すると同時に、IC
レコーダーに録音したのち、逐語化する。 
調査実施時期 (予定)：2012 年 11 月～2013 年 2
月 
調査Ⅱ：支援者調査 

 被害者の周囲の人々が、被害者に対してどのよ
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うな内容の支援をどの程度提供しているのか、そ

して、行われた支援の有効性についての認知、ま

た、支援する中で生じる被害者との葛藤の有無や

その内容、被害後ステレオタイプ (「被害者 (遺
族) はどのような状態にあるのか」) の支援前後

の変化などについて明らかにする。 
具体的には、(本研究の直前に実施する) 調査Ⅰ

への協力被害者の紹介を通して、親戚、友人・知

人、地域の人々に調査協力を依頼する。調査票の

配布方法は、被害者と対象者の希望を踏まえ、直

接郵送あるいは被害者を経由した間接郵送とする。

調査Ⅰの対象者は30名を予定していることから、

遺族 1 名につき約 3～4 名の紹介を依頼するとし

て、合計 100部程度の調査票を配布する予定であ

る。配布に際しては、協力依頼書と切手を貼った

返信用封筒を同封し、郵送法にて調査票の回収を

行う。 
調査実施時期 (予定)：2013年 2月～3月 

現時点での総括 

以上のとおり、本研究は、1) 被害化要因や被害

後の状態に対する第三者のステレオタイプ的認知、

2) 被害者のメタ推論、に着目した 2つのプロジェ

クトから構成される。最終的にはこれらの知見が

統合され、被害後の状態 (被害後ステレオタイプ) 
に関する第三者・支援者・被害者の推論が比較検

討される予定であり、これにより、被害者の真に

必要とする支援と、実際に提供されている支援、

あるいは「必要である」と社会に認識されている

支援におけるギャップが明らかになる。必要－実

際のギャップが特定されたならば、それらを埋め

るために必要な事柄を具体的に議論することが可

能となり、このような手続きを通して、被害者が

望む支援の在り方の構築に資する知見を生み出す

ことが、本研究の最終的な目的である。 
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１．はじめに 
（１）家族での暴力の発生とその被害―ジェンダ

ーの視点から捉えるドメスティク・バイオレンス 
家族は，社会における最も暴力的な制度であり，

暴力を高い確率で産み出す社会制度だと見なすべ

きである（Gelles, 1993）。家族内での構造を強固

にしているのが，ジェンダーという社会的に男性

と女性に期待されている役割である。幼少時から，

男性は，強くたくましく辛いことがあっても我慢

をして泣いてはいけないのだと，また，女性は，

つつましく他人をサポートするべく家事や子ども

の世話ができて当然だというように，育てられる。

そして，結婚すれば，男性が働き一家を養うだけ

の収入を得，女性は男性のサポートをして，家事

をこなし子どもの世話をするのだと，子どもの頃

から社会化されていく。結婚という制度は，男性

は女性を従えてこそのものであり，夫に仕えるこ

とが妻の役目である，という伝統的な規範によっ

て，男性（夫）と女性（妻）の役割をさらに強固

にし，夫が妻をコントロールする構造を是認する

（松島，2000）。松島（2000）は，性差や世代差

が存在する家族という枠組み自体が権力的強者と

弱者を生産しやすい構造をもつものであることを

踏まえたうえで，女性がふるわれてきた暴力の深

刻さ，それがこれまで認知されてこなかった現状

からすれば，夫婦や恋人といった親密な関係にあ

るパートナーから受ける暴力は，男性から女性に

対する暴力であるというジェンダーの視点で解明

することが求められると述べる。女性への暴力の

根本には，必ずや，社会における女性の地位の低

さと女性差別がある（村本，2001）。 
ドメスティク・バイオレンス（Domestic 

Violence：DV）という用語は，女性たちの社会運

動や権利擁護運動から生まれた（松島，2000）。

DV は，パワーとコントロールの関係で説明され，

社会の性差別構造を背景に，力で優位に立つ男性

が，社会的・経済的・肉体的な優位性を利用して

身体的暴力とそれ以外の心理的暴力・経済的暴力

などをたくみに操り，弱い立場の女性を支配しよ

うとする構造がある（「夫（恋人）からの暴力」調

査研究会，2002）。 
DV を，社会構造・社会制度の観点から読み解

くこうした指摘は，暴力発生のメカニズムを，パ

ートナー関係にある男性と女性の個と個の私的な

関係性にのみ起因させるような局所的な見方では

なく，巨視的に理解し，社会や地域といった場に

おいて被害に遭った女性の生活と権利を擁護して

いくことの重要性を明確にする。 
 
（２）当事者母子の被害の諸相 
女性への暴力とは，女性に対する身体的，性的

もしくは心理的危害または苦痛（かかる行為の威

嚇を含む），強制または恣意的な自由の剥奪となる，

またはなるおそれのある性に基づく暴力行為をい

う（村本，2001）。被害に遭った女性はもとより，

DV を目撃した子どもの，感情や行動の問題や身

体的健康上の負の影響が認識されるようにもなっ

ている。夫が妻を虐待する家庭の 30％から 60％
において，子どもも虐待されている（Unger, 2001 
森永・青野・福富監訳 2004, p.419）というが，

たとえ直接的な暴力を受けていなくても，DV 家

庭で育つことによる子どもへの負の影響は，長い

時間軸を見通せばなお計り知れない。心理・身体・

性的暴力を受けた女性は身体機能の支障や精神面

での症状を呈し，喫煙や飲酒や薬に依存したり自

殺念慮・企図をもち，子どもも行動・情緒・学習

面などでさまざまな困難を抱えることになる

（2007，吉浜・釜野）。 
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社会的・経済的な負の影響も甚大である。加害

男性は，女性が家庭の資産を利用するのを制限し，

意思決定や家庭での子どもの生活，女性の就労を

制約・統制する。そして，女性は収入を得ること

や仕事を継続することが困難になるのはもとより，

身につけた技能や既に得た収入，社会生活への参

加機会，社会的および経済的発展への貢献を，著

しく低減させられることとなる。また，必要に応

じてただちにケアを受けることが妨害されたりも

する。とりわけ地方に住む女性は，移動やコミュ

ニケーションの手段を利用できないようにさせら

れるというDV被害の一形態が見られる（Unger, 
2001森永・青野・福富監訳 2004, p.419）。 
 
（３）DV防止法とそこからはじまる支援 
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」（DV 防止法）は，2001 年 10 月に，

配偶者からの暴力の防止と被害者の保護を目的に

施行された。2004年 12月には一部改正法が施行

され，その改正のポイントは，「配偶者からの暴力」

の定義が拡大され，身体的暴力に限定されていた

ものから言葉や態度などによる精神的暴力も含む

ようになったこと，保護命令制度が拡充され，元

配偶者も保護命令の対象とされたことである。さ

らに，2008年１月施行の一部改正法では，生命な

どに対する脅迫も保護命令の対象となったほか，

電話などの禁止，親族などへの接近禁止が制定さ

れるなど，さらに保護命令制度が拡充されている。 
DV 防止法のもと，被害者は，配偶者暴力相談

支援センターや警察などに相談，援助，保護を求

めたり，裁判所に保護命令の申立てをすることが

できる。暴力の防止と保護は国や地方公共団体の

責務であることが明確に示され，行政はもとより，

弁護士・裁判所の意識にも変化がもたらされた。 
DV 被害に遭った母親とその子どもは，日常的

に恐怖を覚え安心感が奪われ，選択肢のない，心

理的にも社会的にも孤立した状況に追い込まれて

いく。よって，当事者が，法律という社会制度の

枠組みによって公的に護られながら，一方で，孤

立化を防ぎ，自己の尊厳を回復していくことがで

きるような心理的・社会的な資源が，生活の場で

提供されることが必要となってこよう。そのため

には，法律や制度といったマクロな枠組みと，実

質的な支援といったマイクロな実践をむすんでい

く必要がある。すなわち，日常において，自己の

有り様や生活を立て直す心理面や福祉面での社会

的支援がどのように行われているのか，そして，

それらが，行政や司法による支援といかにむすび

合わされているのかといった，異分野の専門職種

間での連携体制の視点が重要になってくる。 
2011年 3月に，内閣府男女共同参画局が実施し

た「地域における配偶者間暴力対策の現状と課題

に関するアンケート調査」では，自治体を対象に，

官-官（官庁-官庁）ならびに官-民（官庁-民間）の

DV 被害者支援に関する連携状況が捉えられた。

都道府県では「関係機関・団体による協議会等を

設置し，定期的に意見交換・情報共有を行ってい

る」が 91.5％，市では「必要に応じて関係機関・

団体による意見交換・情報共有の場を設けている」

が 32.0％，「特に行っていない」は 41.6％，町村

では「特に行っていない」が 63.5％となっている。

そして，定期的に意見交換・情報共有の場を設け

ている自治体の連携先機関について，官-官に関し，

都道府県では「国の法務局・地方法務局」「都道府

県警察」が 95.3％，市では「都道府県警察」が

82.4％，町村では「都道府県の福祉事務所」「市町

村の福祉部局」が65.0％となっている。一方，官

-民に関し，都道府県では67.4％，市では 25.5％，

町村では 15.0％とやや低い数値が記されている。 
ここで，上記調査が，自治体を対象に行われた

アンケート調査であることに留意する必要がある。

実際には，草の根的にDV被害者支援を継続して

きたのは民間の支援団体に多い。たとえば，DV
家庭に育つ子どもへの支援も視野に入れた女性支

援や母子支援が，民間支援団体により先駆的に実

施されてきた（渡邉, 2010）。時代や政治の動向，

予算の配分，および組織や上司の意向などに左右

されることなく，必要な支援を被害に遭った当事

者の生活に根ざしたかたちで実質的に提供してき

た有り様を，民間支援団体の側から具体的に照ら

し出すことは，DV 被害に遭った母子支援の実態

を把握し，他職種間における必要かつ有用な連携

体制を検討するうえで重要なことである。 
 

２．目 的 
本研究では，2012年度-2013年度の 2年間の研
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究期間において，次の3つの目的を設定している。

目的 1 は，DV に関わる民間支援団体が各地でど

のような援助を組み立て，いかに実践活動を継続

してきたのか，そして都道府県内外で関連諸機

関・団体といかに連携体制をとってきたかを明ら

かにすることである。目的2は，現場支援者（福

祉，心理）と弁護士（司法）といった異なる専門

職の間での，DV 支援に関する連携の現状と今後

の展開可能性を把握・検討することである。目的

3 は，これらの調査を総括したシンポジウムを開

催し，また，報告書を作成・配布することである。

そして，2 年間を通した本研究全体として，母親

と子ども，援助者同士，地域内外，福祉・心理と

司法をむすぶ，DV 支援の連携体制の構築と展開

の可能性を探究する。なお，目的 1 と目的 2 は，

2 年度にまたがってインタビュー調査により並行

して捉えていくものであるが，1 年目にあたる

2012年度は，その前半部分に該当する。 
 

３．方 法 
インタビュー調査の実施，および，学会での報

告という形態により，研究活動を行った。 
（１）インタビュー調査 
調査手続き 日本各地でDV被害に遭った母子

への支援を行っている，NPO 法人などの民間支

援団体をインターネットで調べ，公開されている

メールアドレスを宛てた電子メールもしくは所在

地に宛てた郵便物により，インタビュー調査を依

頼した。そして，依頼に応じられた団体を対象に

調査を実施した。研究代表者の安田裕子が4団体，

研究協力者の渡邉佳代氏が2団体，川本静香氏が

1団体を担当した。なお，調査の実施に際しては，

調査協力者が希望する場所に出向いた。 
また，女性の権利擁護の視点に立って弁護活動

を行っている 1人の女性弁護士を対象に，連携研

究者の村本邦子氏の紹介を通じて，安田がインタ

ビューの依頼を行い，調査を実施した。 
調査時期 2012年 6月～2013年 1月 
調査協力 民間の支援団体7つ，ならびに女性

弁護士 1人を対象に実施した。調査協力団体（者）

を，表 1に，インタビュー調査を実施した順に列

記する。 
 

表 1 調査協力団体（者）2013.1.31現在 
所在地 対 象 

京都府 女性弁護士 
長崎県 NPO法人DV防止ながさき 
岡山県 NPO法人さんかくナビ 
東京都 NPO法人女性ネット 

Saya-Saya 
北海道 NPO法人女のスペース・おん 
宮城県 NPO法人ハーティ仙台 
茨城県 NPO法人ウィメンズネット「らいず」 
東京都 NPO法人レジリエンス 
民間支援団体に関し，組織の代表者もしくは準

代表者が，1～2名でインタビュー調査に応じた。 
調査内容 インタビュー調査項目は，①DV 被

害者の回復の段階に応じた当事者支援の内容（母

親支援，子ども支援，家族（親子）支援），②DV
被害の当事者同士をつなげる働きかけ，③一援助

者あるいは組織として，DV 支援を継続してきた

際に直面した困難と解決方法・工夫，④都道府県

内外における他のDV支援関連諸機関・団体，お

よび弁護士など司法関係者や行政との連携体制の

現状と今後の展望，である。質問項目を事前に調

査協力者に伝えたうえで，調査を実施した。また，

調査の過程で，適宜，追加の質問や確認を行った。 
なお，質問項目に必ずしも沿わない場合でも，

いかなる目的でどのような支援を構成し，いかに

母と子どもというタテの関係，母親同士・子ども

同士というヨコの関係をむすび，また，援助者と

していかに他の関連諸機関・団体や異分野の専門

職と関係しながら，DV 支援を継続してきたかを

捉えることを念頭に，インタビュー調査に臨んだ。 
 
（２）学会報告 

2012年 12月 8日（土）に開催された，対人援

助学会第 4回年次大会（於：神奈川県立保健福祉

大学）の企画ワークショップにて，「DV被害母子

への支援の実態と可能性―福祉・心理・行政・司

法はいかに連携しうるのか」（企画・司会 安田裕

子；発表者 渡邉佳代氏，川本静香氏，安田裕子；

指定討論者 村本邦子氏）と題し，報告を行った。 
各発表者は，それぞれが実施したインタビュー

調査の内容について，DV 支援の特徴をまとめる
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かたちで報告を行った。そして，指定討論者から

は，より広い観点から，連携について考えること

の必要性と重要性が提言された。すなわち，DV
被害者支援の連携を主題とした当ワークショップ

の登壇者を，異分野の専門職で構成することによ

って開かれる連携に向けた可能性や，登壇者が全

員立命館大学所属であることを踏まえた時，うか

がった内容を大学としてどのように引き受け社会

貢献にむすびつけていくことができるのか，とい

った課題が述べられた。フロアを交えた質疑応答

では，DV 被害から避難してくる当事者母子の子

どもの年齢層，DV 被害によって子どもに現れる

影響と発達障害との関連などについて，やりとり

がなされた。一人ひとりの顔が見える規模のワー

クショップであったことを活かし，一言ずつ発言

いただき，相互作用性を高め，つながりや連携を

体感しながらのセッションになるよう心がけた。 
 

４．結 果 と 考 察 
 上記の方法により捉え明らかにした知見を，イ

ンタビュー調査項目順に，以下に簡潔にまとめる。 
①DV 被害者の回復の段階に応じた当事者支援

の内容（母親支援，子ども支援，家族（親子）支

援）／初期には，安全を確保し，安心感を得るこ

とが重要である。そのための具体的な支援として，

相談（電話もしくは対面），情報提供，シェルター

入居あるいは都道府県が運営するシェルターの紹

介・同行，弁護士や法テラスの紹介，アドボケイ

ト活動（行政機関や弁護士事務所，裁判所への同

行），家事支援などが挙げられる。中期的には，つ

ながりの感覚を獲得しながら，心身をエンパワー

することが目標とされる。具体的な支援としては，

カウンセリング，クローズドもしくはオープンな

（自助）グループ（構造化されたもの，非構造の

もの），暴力防止に関する心理教育，健康相談や身

体感覚にアプローチするセラピーやワーク（芸術

療法，アロマテラピーなど），通院の促しならびに

通院時の託児・自宅への保育者派遣などが挙げら

れる。中長期的には，社会参加が目指される。そ

のために，ステップハウスへの入居，自立・就業

支援（パソコンや資格などの講座の案内と実施・

指導，生活用品の提供など）がなされている。 
以上が，回復の段階に応じた支援の概要である

が，必ずしも中長期を見据えて関わることができ

ないこともあり（一時的に加害者の元から逃げて

きたケースなど），その場合は，情報提供とあわせ

て暴力に関する心理教育を行うなど，限られた時

間でできる支援を提供することとなる。つまり，

回復の段階に応じた支援を基本としながらも，当

事者の状況や必要に応じて，各時期を超えて臨機

応変に支援がなされている。たとえば，アドボケ

イト活動が，離婚に向けた弁護士相談や裁判所へ

の動向支援として，中長期的に続くこともある。 
母親を対象とした支援がより多く見られるが，

母親の心身の回復や生活基盤の安定は，基本的に，

子どもの支援につながっていく。心理教育やカウ

ンセリングは，母親が，子どもへのDVの影響を

理解したり，子どもとの関わり方を考える機会に

もなる。なお，カウンセリング（絵画療法など非

言語のものを含む）やグループ活動（キャンプな

どの野外活動を含む）は，子どもを対象に組まれ

た支援でもある。子どもへの直接的な支援として

は，児童期の子どもへの，学習の補償，ならびに

学習支援を通じた心の回復支援などが挙げられる。 
 その他の活動として，支援者養成講座や思春

期・青年期を対象とした暴力防止やデートDVに

関する講座の実施，地域の情報収集・情報提供，

リーフレットやニュースレターの作成・配布など

が行われている。こうした活動は，必ずしも当事

者に向けたものではないが，社会啓発や教育的な

営みを含み，予防を視野に入れた，地域に根ざし

て社会に広く働きかける支援となっている。また，

各種講座に当事者が参加する場合もあり，被害経

験のある母子のなかから援助者が育ってもいる。 
②DV 被害の当事者同士をつなげる働きかけ／

①でまとめた，中期的な支援としてあげたさまざ

まなグループ活動に，人と人とをつなぐ働きかけ

が組み込まれている。たとえば，当事者同士の語

り合いの会や，各種講座やイベント（ものづくり

や食事会，キャンプやクリスマス会などの行事な

ど）の企画・開催，母子並行の心理教育プログラ

ムなどにより，母親同士や母親と子どもをつなぐ

場が創出されている。また，そうした企画の案内

（電話や封書など，当事者の状況によって連絡の

仕方が工夫・配慮されている）を通じて，実際に

は参加することのできない当事者に対しても，つ
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ながりを感じてもらえるようにと意識されてもい

た。学習支援を，子ども同士のつながりの場にむ

すびつけることを意図している団体もあった。 
なお，当事者間で境界線があいまいな場合，つ

ながることで，踏み込んだり踏み込まれたりし，

かえって回復が阻まれる場合がある。したがって，

当事者同士がつながる場合には注意を促しながら，

むしろ支援者とのつながりの構築を目的に，講座

などの企画に力を入れているとする団体もあった。 
③一援助者あるいは組織として，DV 支援を継

続してきた際に直面した困難と解決方法・工夫／

おおよそ，当事者側の問題特性が絡む支援の限界

と，支援者側の課題が絡む活動の継続の困難が挙

げられる。前者について，DV の影響や世代関連

鎖が関連して支援の難しさが露呈したり，支援が

必要な当事者から支援が拒否されたり，結局加害

者のところに戻ってしまうケースがあることなど

が挙げられた。その解決策・工夫としては，メン

バー間で常にケースの情報共有ならびに相談をし

合いながら支援に臨むこと，当事者にとって受け

入れやすい提案をしつつ（無理な要求を受け入れ

ることではない），一方で支援にあたる担当者を孤

立させないこと，回復していく（なかには援助者

になっていく）当事者の姿に希望をもって支援を

していくことなどが挙げられた。後者に関し，学

び続けていくこと，できることをやっていくとい

う姿勢でいること，メンバー間で諦めずに絶えず

価値観の共有を行っていくこと，そして，大きな

展望として，DV 被害者支援そのものを支える社

会的基盤が整備されることの必要性が述べられた。 
④都道府県内外における他のDV支援関連諸機

関・団体，および弁護士など司法関係者や行政と

の連携体制の現状と今後の展望／民間支援団体間

では，全国女性シェルターネットという全国組織

を通じてつながり支え合うことをはじめとして，

電話相談の分担や，講師派遣，知見の共有などの

かたちでなされていた。公的機関（行政や警察）

との連携は，講師派遣，プログラムの協働実施，

交付金・業務委託などによってなされていた。そ

して弁護士とは，当事者への直接支援を行うなか

で対応に困った時などに相談をもちかけつつ，協

働的な関係を築きながら，必要に応じて互いにリ

ファーし合うといった連携体制がとられていた。 

 
５．おわりに―今後の課題と展望 
 2012年度は，主に，民間支援団体を対象に，イ

ンタビュー調査を行った。本研究課題の最終年度

となる 2013 年度は，DV 支援に関与する弁護士

を中心に，他職種間の協働の有り様について調査

を進める。そして，初年度の調査もあわせて総合

的にまとめ，連携の観点から，支援活動の，時（現

在と未来）空間（地域間）的なつながりの有り様，

法（司法）と心理学（臨床）の具体的・実践的な

協働の現状を捉え，どのような仕掛けや働きかけ

がDV支援における連携体制を推し進めることと

なるのかを検討・提案する手立てとしていきたい。 
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司法面接における子どもの語り：質問形式と応答の

関係性について（予備調査報告） 
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（四天王寺大学 人文社会学部） 

 
キーワード：司法面接・NICHD プロトコル・学童 

 
 
児童虐待の増加に伴い、日本においても欧米で

用いられている司法面接の導入が始まっている。

しかし、日本における司法面接の基礎的な研究は

少なく、その有効性については未だ不明確な部分

も多い。本研究は、日本での司法面接における子

どもの応答の特徴を明らかにすることを目的とし

ている。特に実務において面接の困難さが訴えら

れることの多い就学前から学童期（6 歳前後）の

子どもを対象に、面接者の質問と子どもの応答と

の関係性や、子どもの語りの特徴を概観すること

により、今後の実証的なデータを積み重ねる起点

の資料とすることを目指したい。 
 本稿では、本調査に先立ち実施した予備調査に

ついて報告し、本調査へ向けた展望を述べる。 
 
方法 

調査の概要：2012年 7月に被面接者（子ども）

の自宅において、NICHD プロトコルのガイドラ

インに則った司法面接による聴き取りを行った。 
面接者：NICHD プロトコルのガイドラインに

よる司法面接の研修を受けた面接者（30 歳代女

性）が面接を実施した。 
被面接者（子ども）：小学 2 年生の女児 A ちゃ

ん（7 歳 6 カ月）であった。面接者とは調査以前

に数回会ったことがあり、ある程度の面識がある。

なお、本児には 2008 年 3 月（3 歳 1 カ月の時）

に、MOGPの手法に則った司法面接による聴き取

り調査を行っている（田中,2008）。 
材料：邦画 DVD（岩井俊二監督『打ち上げ花

火、下から見るか？横から見るか？』）の冒頭部分

11分間を刺激として使用した。内容は、小学生の

夏休みの登校日の出来事（登校前の自宅での様子

や登校風景、教室での理科の実験、学級活動、プ

ールでの競争等）が描かれている。 
手続き：予備調査を行う前に、子どもの保護者

に対し調査に関する説明書を送付し、調査の目的

や手続き等について確認を行った。 
調査当日は、子どもの自宅にあるテレビで刺激

となる DVD を子どもに視聴してもらった。その

際、面接者は部屋の外で待機した。DVD視聴後、

面接者が部屋に戻り、子どもに対しNICHDガイ

ドラインに則った面接を行い、DVD の内容を聴

き取った。面接はすべて IC レコーダーにより録

音された。面接時間は25分であり、DVD視聴な

どの時間も合わせると全体で40分程度であった。

面接終了後に、保護者とともに子どもに対して調

査目的について説明を行い、データの使用に関し

て子どもと保護者から許可を取った。また、調査

全体に関する感想や意見等を聴取した。 
 
結果と考察 

 結果の整理法：ICレコーダーで録音した内容を

文字におこし、逐語録を作成した。25分間の面接

中に面接者から177発話、子どもから 176発話が

あり、合計 353発話が記録された。そのうち、エ

ピソード記憶の練習において面接者と子どもそれ

ぞれから 10発話、合計 20発話が記録された。ま

た、本題にあたる DVD の内容の報告に関する発

話については面接者から 158 発話、子どもから

158発話の計 316発話が記録された。 
エピソード記憶の練習における 20 発話と本題

における 316発話について、仲（2011）による発

話タイプの定義に基づき、分類を試みた。具体的

には、面接者の発話については、誘いかけ、手が
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かり質問、時間分割、それから質問、返事、エコ

ーイング、WH 質問、Yes-No 質問（以下 YN 質

問）、選択式質問、タグ質問、語尾なし、補足、情

報提供、コメント、繰り返し、その他の 16 項目

に分類した。 
子どもの発話については、文による応答、A or B

のA、A or B のB、はい、いいえ、応答、質問、

明確化、知らない・わからない、沈黙、はい・い

いえ、その他の 12 項目に分類を試みた。また、

それぞれの発話について文字数を求め、各発話の

長さの指標とした。 
エピソード記憶の練習について：エピソード記

憶の練習として、子どもに今朝の出来事（朝起き

てから面接者が訪れるまでの出来事）を思い出し

て話すよう求めた。面接者からの 10 発話におけ

る総文字数は180文字であった。発話タイプに分

類したところ、返事が8発話、時間分割が1発話、

情報提供が 1発話であった。 
また、子どもからの 10 発話における総文字数

は 52 文字であり、発話タイプはすべて文による

応答であった。相対的に面接者の発話文字数が多

い印象があるが、エピソード記憶の練習を促すた

めの最初の発話におけるものがほとんどであり

（128文字）、その後は子どもの応答に関する返事

のみであった。子どもは、今朝の様子について短

文ではあるが少しずつ自分の言葉で語っているこ

とが示された。 
本題について：面接者からの 158発話における

総文字数は 3238 文字であり、1 発話における平

均文字数は、20.49 文字であった。発話タイプに

分類し、それぞれの出現頻度を求めた（図1） 
NICHD プロトコルで推奨されるオープン質問

は、誘いかけ・手がかり質問・時間分割・それか

ら質問・返事・エコーイングである。本面接では、

それらの質問が 88 発話（全体の 55.7%）を占め

た。なかでも最も使用されたのが返事の 57 発話

であり（36%）、これは面接者がうなずき（「うん」

等）を多用したことによるものと考えられる。し

かし、手がかり質問やそれから質問は一定の使用

が認められたが、誘いかけの使用は少なく、時間

分割については使用がなかったためその効果につ

いて検討することができなかった。様々な発話タ

イプの効果を分析するためには、推奨されるオー

プン質問を一定数使用できるようあらかじめ詳細

に面接計画（用いる質問を準備する等）を立てる

必要があると思われる。 
次に、ある程度応答を限定するものの比較的オ

ープンな質問であるとされるＷＨ質問が 19％を

占め、先述のオープン質問とあわせると全体の

74.7％を占めた。これは今回の面接の中で多くの

オープン質問が用いられたことを示している。 
 

 
 図 1 面接者の発話タイプの出現頻度（本題 158発話） 

 
一方、使用を控えるべきとされるクローズ質問

の中では、ＹＮ質問が15発話あり全体の9％と比

較的多く使用された。また繰り返しについても16
発話使用された。繰り返しについては、エコーイ

ングの使用を意図した発話が結果として繰り返し

に分類されることが多かった。エコーイングにつ

いては、確認と取られる可能性があるという指摘

があり（仲，2011），繰り返しも含めて使用につ

いてはさらなる検討が必要である。 
次に、子どもからの 158 発話における総文字数

は、1655文字であり、1発話における平均文字数

は 10.47文字であった。発話タイプに分類したと

ころ、最も多く示されたのは、文による応答で136
発話あり、全体の 86％を占めた（図 2）。これは、

面接において子どもが自身の言葉で DVD の内容

を語っていることを示すものであると考えられる。

しかし、1 発話における平均文字数は 10.47 文字

であり、面接者の20.49文字の半分程度であった。

この原因の 1つとして、面接者がうなずきを多用

したため、子どもの 1発話が短く区切られてしま

い、1 発話あたりの文字数が少なくなったことが
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あげられる。今後は子どもの語りのペースにあわ

せて面接者からの発話（過度のうなずき）を控え

ることによって、より子どもの語りが豊かになる

可能性がある。 
 

 
図 2 子どもの発話タイプの出現頻度（本題 158発話） 

 
また、知らない・わからないが 7発話あった。こ

の結果からNICHDプロトコルのグラウンドルー

ルが子どもに伝わっていることが示唆されている

と考えられるが、一方で DVD の内容等が理解で

きなかった（あるいは、報告が難しい内容であっ

た）可能性もある。今後は、面接後の内省報告を

利用することにより、グラウンドルールの理解に

ついて確認する必要があるだろう。 
 
面接者と子どもの発話の関係性：面接者の発話

と子どもの発話の関係性を検討するため、本題に

おける面接者の発話タイプごとに子どもの発話の

平均文字数を求めた（表1）。子どもから最も長い

発話を引き出したのは、繰り返しで平均22.31文

字であった。先述のように、ここではエコーイン

グを意図した発話が繰り返しになっている場合が

多い。エコーイングや繰り返しの効果は不明確な

部分もあるが（仲 2011）、ここでは、面接者の繰

り返しの後に子どもが比較的長く語るという結果

を得た。今後、繰り返しの後に子どもがどのよう

な内容を語ったのか（正しい情報なのか誤った情

報なのか等）といった質的な検討を行うことで、

繰り返しやエコーイングの効果が明らかに出来る

と思われる。 
 
表 1 面接者の発話タイプにおける子どもの発話の長さ 

面接者の発話タイプ 
出現

頻度 

割合

（頻度） 

子どもの発話 

（平均文字数） 

誘いかけ 2 0.01 1.5 

手がかり質問 9 0.06 4.89 

時間分割 0 0 ― 

それから質問 9 0.06 16.78 

返事 57 0.36 11.04 

エコーイング 11 0.07 6.64 

WH質問 30 0.19 7.17 

YN質問 15 0.09 6.4 

選択式質問 2 0.01 6.5 

タグ質問 1 0.01 7 

語尾なし 0 0 ― 

補足 4 0.03 12 

情報提供 1 0.01 7 

コメント 0 0 ― 

繰り返し 16 0.1 22.31 

その他 1 0.01 12 

 
繰り返しの他には、それから質問が平均 16.78

文字、補足とその他がそれぞれ平均 12 文字、返

事が平均 11.04文字の発話を引き出した。つまり、

オープン質問として推奨されているもののうち、

それから質問と返事において子どもが長く語って

いることが示されている。 
一方、引き出した発話文字数が最も少なかった

のは、誘いかけで平均 1.5 文字であった。誘いか

けはオープン質問として推奨されているが、今回

の面接では最初に本題に入る場面でのみ用いられ

る傾向にあったため、子どもが沈黙することが多

く、発話文字数が少なくなったと思われる。ある

程度子どもが語り始めてからも（面接の様々な段

階で）誘いかけを用いることで、その効果につい

て検討することができると思われる。 
 次に、面接者の発話タイプごとにどのような子

どもの発話が引き出されるているのかについてま

とめた（表 2）。 
最も多く用いられた返事 57 発話のうち、55発

話が子どもから文による応答を引き出しており、

沈黙を引き出したのが1発話、知らないを引き出
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したのが 1発話であった。 
 
表 2 面接者の発話タイプと子どもの発話タイプの関係性 

面接者の発話タイプ 
出現

頻度 
子どもの発話タイプ 

誘いかけ 2 文による応答 1, 沈黙 1 

手がかり質問 9 文による応答 8, 覚えてない 1 

時間分割 0 ― 

それから質問 9 文による応答 6, 沈黙 2,  

知らない 1 

返事 57 文による応答 55, 沈黙1,  

知らない 1 

エコーイング 11 文による応答 11 

WH質問 30 文による応答 26, 知らない 2, 

応答 1, いいえ 1 

YN質問 15 文による応答7, はい5, 知らな

い 1, わからない 1, 沈黙 1 

選択式質問 2 A or B のＡ（a）:2 

タグ質問 1 文による応答 1 

語尾なし 0 ― 

補足 4 文による応答 4 

情報提供 1 文による応答 1 

コメント 0 ― 

繰り返し 16 文による応答 16 

その他 1 その他 1 

 
WH質問は、30発話のうち子どもから文による

応答を引き出したのが 26 発話、知らないが 2 発

話、応答が 2発話、いいえが 1発話であった。繰

り返しは 16 発話すべてが、子どもから文による

応答を引き出した。 
また、YN質問は 15発話のうち文による応答を

引き出したのが 7 発話、はいを引き出したのが 5
発話、知らない・わからないを引き出したのがそ

れぞれ 1発話、沈黙を引き出したのが 1発話であ

った。 
子どもの発話のほとんどが文による応答であっ

たため、どの発話タイプに対しても文による応答

が多く示されている。ただ、頻度は少ないが推奨

されるオープン質問において沈黙が多く示される

傾向がみられる（誘いかけで 1、それから質問で

2、返事で 1）。また、YN 質問に対しては、はい

（Yes）反応が多く示され、イエステンデンシー

の傾向が見られるようである。 
 
まとめ（本調査に向けて）：今回の予備調査では、

NICHD プロトコルで推奨されるオープン質問が

多用され、子どもも文による応答を中心とする反

応をしており、司法面接の枠組みに沿って子ども

自身が積極的に語る面接が実施されたと思われる。

しかし、推奨される発話タイプの中には充分に使

用されなかったものもあり、様々な発話タイプの

効果を充分検討するには限界があった。今回の面

接では、子どもの語りに沿いながら、オープンな

質問を中心に面接を進めて行ったが、面接者の発

話と子どもの発話の関係性を検討するためには、

より綿密な計画をたてておく方が良いであろう。

例えば、あらかじめ面接において用いる質問を一

定数設定しておくなどの準備をすることなどが有

効であると思われる。 
また、ここでは子どもの発話の文字数を指標と

して子どもが語った情報の量に基づき分析を試み

たが、今後は子どもが語った内容（情報の正確性

や報告されやすい情報とはどのようなものか等）

についても検討する必要がある。 
さらに、グラウンドルールの理解やエピソード

記憶の練習の効果、面接者の発話に対して実際に

子どもがどのような印象を持つのか等について、

子どもに直接聴き取りを行うことも必要かもしれ

ない。例えば、面接後の内省報告として上記の項

目について子どもから直接意見を聴取することも

有益ではないかと思われる。 
なお、今回の予備調査終了後、子どもと保護者

に調査手続きについて意見や感想を聴取したとこ

ろ、DVD の長さや内容、調査全体にかかる時間

等についてはおおむね適切であるという意見を得

た。しかし、なぜ１人で DVD を見なければいけ

ないのか、なぜ後でお話を聴くのか（何のための

面接なのか）についての説明が子どもにとって不

明確であり、戸惑いを感じるとの感想も得た。今

後の調査の実施においては、子どもにとって自然

な導入になるよう手続きについて再考したい。 
最後に、司法面接における子どもの語りの特徴

を知るには、統制群として司法面接によらない聴
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き取りをした場合との比較が必要となるであろう。

調査協力者の状況にもよるが、統制群の設定につ

いても検討したい。 
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